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1 
 

原書序文 
 

 我々の地域は、これまで様々な種類の災害の犠牲となってきた。これは地域社会の発展
に重大かつ長期にわたる影響を及ぼし、とりわけ経済資源に乏しい人々の間で貧困の度合
いを強め、発展に向けた障害となってきた。  

 死は人の苦痛を終わらせるものではない。特に災害によって突然に死がもたらされた場
合、愛する人の死は、生き残った者に消すことのできない傷跡を残す。不幸にも情報がな
いために、不適切に遺体を取り扱われた故人の家族は、さらに傷つくことになる。とりわ
け、人道支援の責任ある立場にある当局によって直接そのような行為が許可された場合、
二次的に被った損傷は受け入れ難いものとなる。  

 残念なことであるが、遺体が伝染病の高いリスクになるという俗説や盲信から、遺体を
拙速に処分するために集団埋葬や集団火葬に付すことが相変わらず目撃されている。最も
深刻なのは、これらが、身元確認の過程に配慮したり故人のアイデンティティを守ること
なく、実施されている点である。このような行為は、住民の文化的および宗教的慣習に反
するだけでなく、故人の遺産という観点からも、社会的、心理的、感情的、経済的、法的
な影響をもたらし、災害による損害を一層悪化させる。  

 国は、遺体の取扱い（回収、身元確認、移送、最終処理）に関する作業を標準化・指導
し、法的規範が順守されているかを確認し、さらに故人とその家族の尊厳が文化的および
宗教的な信条に合致した形で守られていることを保障するという重大な役割を担っている。 

 汎米保健機構（The Pan American Health Organization：PAHO）は、本マニュアルを示す
ことができたことを嬉しく思う。これは当局や防災・災害対応に責任を有する者にとって
大変有用なものになるだろう。大量の死者の管理は、災害準備・災害対応の計画の一部で
あること、そして生存者や復旧・復興計画に対する人道的支援の基本的側面を持っている
ことをきちんと示すことが我々の目的である。こうすることによって、我々は、目の前か
ら去っていった人々の記憶と尊厳を守ることができるのである。  

 

Mira Roses Periago 

Director 

Pan American Heath Organization 
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原書前置き 
 

「我々は遺体を尊厳を持って取り扱わなければならない。  

死においては、お金は問題ではないし、物質的財産も問題ではない。  

尊厳こそ、我々が大切にすべきものである。」  

インドネシア バリでのテロ事件後  

クタ海岸のライフガードである Gung Tresna による言葉。  

 

この地域で発生した大規模災害は、その発生源がなんであろうと、おびただしい死者と
いう点で共通している。中央アメリカのハリケーン「ミッチ」、ベネズエラの洪水、エルサ
ルバドルの地震、カリブ海でのハリケーン、そして人災—例えば、リマのメサレドンダ火
災、戦争、航空機事故等、いずれも多くの死者が発生した。どの災害も、遺体の取扱いの
重要性を伝えており、とりわけ、死者の数が、国の緊急時における効果的な対応能力を圧
倒している場合はそうである。  

国や地方自治体は、発災後速やかに、次の 3 つの基本的な活動にその対策と資源を集中
させることが肝要である。第 1 は生存者の救助と治療であり、第 2 は基本的サービスの回
復と維持であり、第 3 は遺体の回収と管理である。  

大量の死者の取扱いについては、常に議論の的となる。遺体の取扱いに関する俗説は、
深く文化に根ざしている。遺体によって麻疹が伝染するという恐れから、地震の後に大規
模な麻疹の予防接種を実施すること、遺体によると考えられる汚染のリスクのため身元確
認に必要な手続きをしないまま遺体を埋葬したり火葬することは、広く世間で受け入れら
れている俗説の 2 つの例である。専門家によるこのような盲信を一掃しようという努力に
も関わらず、俗説や盲信のために、遺体管理において受け入れがたい行為が、今なお続い
ている。例えば、2001 年のインドでの地震の後、100,000 人に近い死者が発生し、回収さ
れた遺体はすべて火葬に付された。木材の供給はすぐに底をつき、生存者が調理や暖をと
るために必要な燃料が無くなった 1)。  

 これらの事実を踏まえ、汎米保健機構（PAHO）の緊急準備・災害救助分野は、国、地
方自治体、この分野に関連する公的機関の専門家が使用するツールとして、このマニュア
ルを開発した。  

 このマニュアルは、以下の原則を考慮し、遺体の正しい取扱い方について技術的な情報
を提供するものである。  

 災害に伴う死亡の際、遺体は感染症のリスクとはならない。  

 犠牲者を、決して集団墓地に埋葬してはならない。  

 文化的かつ宗教的な規範に反する場合は、遺体を決して集団火葬してはならない。  

 総力をあげて遺体の身元確認に努めなければならない。身元不明の遺体は、最後の手
段として、別々の窪みあるいは溝に安置すべきである。これは残された家族の基本的
人権である。  
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後注 
1) de Ville de Goyet. “Stop propagating disaster myths”. Lancet 2000; 356:762-4. 
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訳書序文 
 
 3 月 11 日（平成 23 年）の東日本大震災で多くの人命が失われた。あれから 9 ヶ月経た
現在でもなお数千名の行方不明者がおり、家族の気がかりは察するに余りある。行方不明
者が遺体となってみつかった家族へのテレビインタビューでは、家族は“ほっとした”と
か“やっと落ち着いた”ともらすことがしばしばある。その言葉の行間から読み取れるよ
うに、行方不明者が死亡したと推察されていたとしても、遺体がみつかることによって手
厚く葬むることができるのは残された者にとって大きな慰みである。家族の絆、いや人間
の絆というのは、たとえ別れていても消息が途切れていないことによってつながっている
のであり、ひとはそれによって安堵するのである。別れた相手が死別である場合はなおさ
らである。そういう意味で遺体の発見、同定、埋葬等一連の手続きは単なる物理的な処理
ではなく、実に生きている人間にとっても崇高な精神的行為である。 
 震災後の精神的外傷は単に家財や仕事を失ったというようなことばかりではない。愛す
る家族・親しい友人知人との永遠の別れがなによりも悲しく、精神的打撃が大きい。被災
者が一刻でもはやく精神的外傷から回復し、生きる希望をもてるようになる第一歩として
遺体管理の問題は避けて通ることはできない。平時では生じない問題であってもこの度の
震災のように多数の死亡者が短時間内に発生した場合、物理的な、法的な、倫理的なさま
ざまな困難が生じる。しかもそれに係わる人々は日頃必ずしもこのような作業に携わって
いるわけではないことに留意すべきである。 
 WHO の汎米保健機構（PAHO）は一連の災害対応ガイドラインを出版してきており、そ
のうちの Series No.5 は「災害時の遺体管理」である。日本では多くの防災マニュアルが発
刊されてきたが、残念ながら「遺体管理」について本格的に言及したものがない。本ガイ
ドラインの内容は科学的なエビデンスに基づいているばかりでなく、記述はきわめてプラ
クティカルであり、想定している読者も日頃遺体管理に従事している専門家ではなく、よ
り幅広い読者層を想定している。なぜならば多数の死亡者が出た場合多くの一般人がなん
らかのかたちで遺体管理に係わることがあるからである。本ガイドラインを通読して、そ
の実務的価値に共感して翻訳を決意した次第であるが、それ以上にこのようなガイドライ
ンが PAHO から発行されたことに深い意味をくみ取ったからである。ちなみに埋葬に関す
る手続きは日本では厚労省の所管である。PAHO は北米と南米、とりわけ南米の健康問題
に関心を寄せている国際機関である。これらの地域と合わせて日本列島、東南アジアはい
わゆる環太平洋火山帯を形成しており、震災多発地域である。また、南米のほとんどの国
はカトリック教国であることに注目したい。カトリックでは日常生活においても常に生と
死を意識する文化を内含している。日本の仏教文化にも「平家物語」や「方丈記」のよう
に固有の死生観があるが現代社会では疎略化されていまいか。今回の震災では死者の多く
は高齢者である。日常であれ、災害時であれ今後とも弱者はつねにこどもと高齢者である
ことに間違いない。少子高齢化社会を迎えた 21 世紀の日本では今後生と死の問題について
社会的にも、政策的にも真剣に考え、「死生観」を編み込むことが必要であることを痛感し
ている。こうした方向なしには日本人は「精神的漂流」にさいなまされるではあるまいか。
このことが本書読後の余韻として残った印象である。 
 

2011 年 12 月 
国立保健医療科学院  

院長 林 謙治 
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訳書前置き 
 

 2011 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災により、多数の方々が亡くなったり、行方不
明となられた。その数は、発災後 8 か月が経過した現在 19,485 人（死亡者 15,838 人、行
方不明は 3,647 人）に上り、今も捜索活動が続けられている。亡くなった方々のご冥福と、
行方不明の方々の消息や所在が一刻も早くご家族のもとへ届くよう、心よりお祈り申し上
げる。また、捜索活動に従事されてこられた関係機関および犠牲者のご家族を支援されて
こられた皆様のご尽力に対し、深く敬意を表したいと思う。本書が、犠牲者とご家族、関
係機関および地域の皆様にとって、助けや救いとなることを、切に願ってやまない。  

 

 本書は「東日本大震災被災者の健康状態等に関する調査研究（研究代表者 林謙治）：  

Management of Dead Bodies in Disaster Situations 翻訳プロジェクト」の中で私たち国立保健
医療科学院の研究者によって翻訳されたものである。この原書の中では、犠牲者の尊厳を
守ることの重要性と、そのために必要な正しい対応方法について、具体的に事例などを示
しながら詳しく述べられている。翻訳にあたり、原書の内容を正確に平易な文章で伝える
ため、以下に述べるように、翻訳の質の担保に努めた。なお、原書にはないが、本書では、
各章・節に番号を振り、索引を付けて、読みやすくする工夫をした。  

 

 翻訳は下記の①～⑤の手順で行った。  

①作業部会の立ち上げ  

日本語の表現や用語の統一など翻訳の基本方針・ルールを決め、以降、刊行までの進
行を取りまとめた。  

②一次翻訳  

英語から日本語へ翻訳した。  

③ダブルチェック  

一次翻訳者とは別の者が一次翻訳された日本語と原本の英語を比較検討した。  

④翻訳  

各章の担当者が②③をもとに再検討し必要な個所の修正を行った。  

⑤監訳  

  全体を通して、翻訳内容の正確さ、日本語の読みやすさ、用語や表現の一貫性などに
ついて修正を加え、最終版を完成した。  

 

最後に、本書の翻訳と発行について快諾して下さった汎米保健機構 Pan American Health 

Organization（PAHO）の Area on Emergency Preparedness and Disaster Relief の Area Manager

である Dr. Jean Luc Poncelet に感謝を申し上げ、筆を置く。  

 

2011 年 11 月  

 

訳者を代表して 土井 由利子  
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第 1 章 大量の死者が出た場合の準備 
 

遺体管理には、遺体の捜索、現場での遺体確認、遺体安置所への移送、家族への遺体の
引き渡し、家族の希望や地域の宗教的および文化的規範に基づいた最終的な遺体処理に対
する国からの支援といった、一連の活動が含まれる。そこには、救急隊員、法医学関係者、
検察官、警察、行政関係者、心理学者、直接遺体を取り扱っている人々への支援チーム、
非政府機関や国際機関の代表、地域のボランティアなど様々な人々が関わる必要がある。
国は、上記のすべての点を網羅しつつ、最大限の誠意と専門家としての高い意識を持って、
遺体管理に当たらなければならない。保健医療部門は、死体による疫学的リスクに関する
不安に対処したり、犠牲者の家族に医療支援を提供するなど、主導的な役割を果たさなけ
ればならない。  

 

1.1 はじめに 
 災害時に、国および当局は、緊急支援を効果的に被災者に提供し、災害後も基本的なサ
ービスを継続できるよう、万全の備えをしておくだけでなく、その多寡に関わらず、遺体
を取り扱い、最終処理を行う責任がある。  

 多くの場合、遺体の管理には、然るべき関心が払われず、無視されることすらあった。
もちろん、生存者の支援と基本的サービスの維持を最優先しなければならないが、遺体の
回収についても看過はできない。  

 本章では災害時の遺体管理に関する当局の義務について概観することを目的とする。国
は、遺体管理の全ての過程で主導的な役割を果たさなければならない、すなわち、保健医
療サービス、司法サービス、法医学的サービス、その他の遺体管理に関わる関係者を組織
しなければならない。生存者に配分される資源を考慮しつつ、遺体管理に必要とされる総
合的な計画を立てなければならない。遺体をどう管理するかは、遺族の安寧に大きな影響
を与えるということを、いつも心に留めておかなければならない。  

 

1.2 関係機関の調整 
 遺体管理には、遺体の捜索、現場での遺体確認、遺体安置所への移送、家族への遺体の
引き渡し、家族の希望や地域の宗教的および文化的規範に基づいた最終的な遺体処理に対
する国からの支援といった、一連の活動が含まれる。そこには、救急隊員、法医学関係者、
検察官、警察、行政関係者、心理学者、直接遺体を取り扱っている人々への支援チーム、
非政府機関や国際機関の代表、地域のボランティアなど様々な人々が関わる必要がある。 

 資源を間違って使い重複して同じことをするのを避けるために、関係者間の調整が適切
に行われなければならない。このため、国の緊急対策委員会の任務の一つとして、災害時
における遺体管理がある。もし、緊急対策委員会を構成する機関に、この機能が法的に付
与されなければ、その責任を負うべき機関を明確にすべきである（例えば、検察局、公安
省、司法機関、保健省など）。  

 この責任機関が、遺体の取扱いに関連する業務について、他の機関を調整すべきである。
そして、遺族に対する心理相談を含め、全ての関連機関の業務は、災害直後から毎日中断
されることなく、利用できるようにすべきである。通常、この調整の任務に当たるのは、
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2 
 

司法長官、司法機関、あるいは州内の治安を所管する別の公的機関である。この調整がう
まくいかないと、災害時の遺体管理の全体的な進行に悪影響が出るだろう。  

------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 

 一例を挙げると、汎米保健機構（PAHO）域内のある国で休日に航空機事故が発生した。
事故当日、公官庁は閉庁しており、住民登録事務所には、遺体確認と死体検案書発行の法
的手続きを手伝う者が誰もいなかった。そのため、必要な法的手続きを完了するには、次
の開庁日まで待つ必要があった。  

------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
1.2.1 職務 
 最も重要な任務は、様々な機関間の作業を調整することであるが、下記に列挙する活動
によって、この調整が進むだろう。  

 リーダーシップを効果的に発揮する。法律や規則によって、調整機関を明確に規定す
べきである。無ければ、緊急対策委員会が、この機能を適切な機関に割り振らなけれ
ばならない。さらに重要なことは関係者全員が各自の職責を理解することである。  

  

遺体管理

責任機関

組織間連携チーム

司法長官、
内務省、等

捜索および回収

図1.1. 災害時における遺体の管理体制

例

調整

支援

・民間防衛機関
・消防
・赤十字
・検察庁

身元確認

・内務省
・保健省
・公安省
・法医学研究所
・司法長官

最終措置

・自治体
・墓地
・遺体安置所
・教会
・中央政府

遺族支援

・保健省
・法医学研究所
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------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 

 例えば、ペルーのチャチャポヤスでの航空機事故の後、検察庁が、法律の規定に従って、
遺体回収の作業を指揮した 1)。  

------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 

 統括本部を設置する。統括本部は、全ての関係機関の代表者から構成される。統括本
部の設置は、関係機関間の調整を確実にする最良の方法である。  

 介入の優先順位を決める。介入の優先順位は、災害の種類や現状によって、変更され
るかもしれない。  

------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 

 例えば、ニカラグアのカシータス火山によって引き起こされた土砂崩れの後、地形の状
態が悪くなり、遺体の回収が困難となって、救助隊員にも危険が及んだ。そこで、状況が
好転するまで、遺体の回収を延期する決定がなされた 2)。  

------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 

 取り組みの重複を避け、かつ、確実に全ての要望が満たされるよう、各々の機関は、
遺体管理の過程において、特定の任務を受け持つべきである。  

 関係機関間同士、地域と効果的に連絡を取り合って意思疎通を図る。統括本部は、連
絡・意思疎通に必要な媒体を使うべきである。広報担当官は、収容・身元確認された
遺体に関する情報を提供する責任がある。緊急時は、最初の 24 時間が重要な意味を持
つので、素早い対応が必要とされる。状況に関する現実的な評価は報道機関や国民に
伝えられるべきであり、この情報が伝えられないと、現状に関する噂やデマが生まれ
る。広報担当官は、提供する情報の管理や信頼性に関し重要な役割を果たすので、報
道機関に対する対応に十分な経験を持ち、可能なら、緊急対策委員会の一員とすべき
である。  

 共通の手順を開発する。共通の基準やガイドラインは、遺体管理に関する全過程が網
羅されていなければならない。この手順やガイドラインは、遺体が発見された瞬間か
ら、身元確認、遺族への遺体の引き渡しに至るまでの全過程に適用されるべきである。
悲劇が起った後の心理的および法律的な側面において従うべき手順についても、その
中で示されるべきである（第 2、5、6 章参照）。  

 

1.2.2 計画の準備 
 一般的に、災害時における遺体管理を計画する際に、実行すべき事項は次の通りである。  

 以下の事項を考慮し、現状を評価する。  

 －遺体の取扱い、身元確認および処理をするために訓練され召集できる人材。  

 －危機管理用に予算化された財源と遺体管理に充てられる資金。  

 －後方支援の資源と物資。  

 以下の事項を考慮し、考えられ得るあらゆる状況を確認し、作成する。  

 －その地域で最もよく見られる災害の種類と想定される死者数。  

 －緊急時に利用できる資源（遺体回収のボランティア、仮遺体安置所として使用される
冷蔵コンテナ、埋葬用地、追加予算の財源など）。  

 意思決定に関わる機関や職員、遺体管理を監督するために設置された特別委員会など、
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災害対応の陣営を決定する。ただし、災害の種類によって状況が変わるので、細部に
わたって事細かく決めておく必要はない。予想できないことを想定し、ある程度、臨
機応変に対応してよい。  

 計画を個々の分野に分割する。効果的な災害対応を行うにあたって、全員が計画の全
ての局面に精通した専門家である必要はない（例えば、遺体安置所の職員）。  

 計画書を関係者に広く配布する。遺体を取り扱う者は皆、特に緊急時の各自の役割に
関する事項等この計画書の中身を熟知しているべきである。計画では、特に、個々人
の専門家としての技能よりもチームワークに関し、訓練を継続して行うことを求めて
いる。  

 計画を検証するために、定期的に演習を行う。演習が失敗すれば、理論的には最良と
思われた計画であっても、実際にはうまく行かないこともあることがわかる。  

 補助的な資料として、国の緊急対策委員会から提供された基礎的な人口統計学的、疫
学的データを使用する。  

 

1.3 技術プログラム 
 遺体管理の計画を行う場合には、以下の概要に示すように、遺体の身元確認、疫学的サ
ーベイランスと疾病管理、訓練、シミュレーションを考慮しなければならない。  

 

1.3.1 遺体の身元確認 
 この分野では、法医学部門が基本的な役割を果たしている。第 2 章で詳述するように、
法医学機関には、遺体の身元確認・保存、死亡証明、国内あるいは海外（必要に応じて）
への遺体の搬送に関する手続書が用意されている。成果をあげるには、法医学関係者、検
察官（あるいは同等の職員）、司法関係者および保健医療関係者による優れたチームワーク
が必要とされる。  

 

1.3.2 疫学的サーベイランスと疾病管理 
 被災集団の罹患率や死亡率の程度は災害の種類によって決まる。疫学的サーベイランス
システムの一部として、災害の種類に関連して可能性のある疾病のリストを用いた警告メ
カニズムを導入し、シンプルなデータ収集システムを構築し、媒介生物管理や消化器疾患・
栄養障害の治療などの特別プログラムを立ち上げることが望ましい。こういった対応は場
当たり的にやってはならないことであり、疫学部門と保健医療部門の責任において、緊急
事態の際にこれらの問題に対処できるよう予め準備をしておかなければならない。  

 ある特定の疾患が流行している地域では遺体処理の優先順位が高いかもしれないという
ことに注意しなければならない。しかし、そのような場合でさえ、死体の存在を重要な公
衆衛生のリスクと考えるべきではない。特定の疾病が流行していない地域では、人の死体
や動物の死骸がリスクになるということを示唆する根拠はほとんどない（第 3 章参照）。  

 

1.3.3 訓練 
 遺体管理に関わる全ての機関は基本的な訓練プログラムを導入すべきである。そして、
職員は、遺体の取扱いの様々な状況について具体的な指導を受けるべきである。その中に

4

2020



 

4 
 

災害対応の陣営を決定する。ただし、災害の種類によって状況が変わるので、細部に
わたって事細かく決めておく必要はない。予想できないことを想定し、ある程度、臨
機応変に対応してよい。  

 計画を個々の分野に分割する。効果的な災害対応を行うにあたって、全員が計画の全
ての局面に精通した専門家である必要はない（例えば、遺体安置所の職員）。  

 計画書を関係者に広く配布する。遺体を取り扱う者は皆、特に緊急時の各自の役割に
関する事項等この計画書の中身を熟知しているべきである。計画では、特に、個々人
の専門家としての技能よりもチームワークに関し、訓練を継続して行うことを求めて
いる。  

 計画を検証するために、定期的に演習を行う。演習が失敗すれば、理論的には最良と
思われた計画であっても、実際にはうまく行かないこともあることがわかる。  

 補助的な資料として、国の緊急対策委員会から提供された基礎的な人口統計学的、疫
学的データを使用する。  

 

1.3 技術プログラム 
 遺体管理の計画を行う場合には、以下の概要に示すように、遺体の身元確認、疫学的サ
ーベイランスと疾病管理、訓練、シミュレーションを考慮しなければならない。  

 

1.3.1 遺体の身元確認 
 この分野では、法医学部門が基本的な役割を果たしている。第 2 章で詳述するように、
法医学機関には、遺体の身元確認・保存、死亡証明、国内あるいは海外（必要に応じて）
への遺体の搬送に関する手続書が用意されている。成果をあげるには、法医学関係者、検
察官（あるいは同等の職員）、司法関係者および保健医療関係者による優れたチームワーク
が必要とされる。  

 

1.3.2 疫学的サーベイランスと疾病管理 
 被災集団の罹患率や死亡率の程度は災害の種類によって決まる。疫学的サーベイランス
システムの一部として、災害の種類に関連して可能性のある疾病のリストを用いた警告メ
カニズムを導入し、シンプルなデータ収集システムを構築し、媒介生物管理や消化器疾患・
栄養障害の治療などの特別プログラムを立ち上げることが望ましい。こういった対応は場
当たり的にやってはならないことであり、疫学部門と保健医療部門の責任において、緊急
事態の際にこれらの問題に対処できるよう予め準備をしておかなければならない。  

 ある特定の疾患が流行している地域では遺体処理の優先順位が高いかもしれないという
ことに注意しなければならない。しかし、そのような場合でさえ、死体の存在を重要な公
衆衛生のリスクと考えるべきではない。特定の疾病が流行していない地域では、人の死体
や動物の死骸がリスクになるということを示唆する根拠はほとんどない（第 3 章参照）。  

 

1.3.3 訓練 
 遺体管理に関わる全ての機関は基本的な訓練プログラムを導入すべきである。そして、
職員は、遺体の取扱いの様々な状況について具体的な指導を受けるべきである。その中に

 

5 
 

は、遺体の捜索・回収の技術、リスク集団に対する公衆衛生、被災地域の社会的、文化的、
宗教的、法的および心理学的な特徴などが含まれる。関係機関は、それぞれが責任を担う
分野に関連する災害管理の諸テーマについて、継続して訓練を行うべきである。  

 訓練が行われないと、遺体管理に関わる当局や職員に悪影響を及ぼす。例えば、危険な
状況下で十分な数の専門職員がいないまま大急ぎで法医学的な作業を行うと、長期にわた
る影響が出てくる。遺体や現場に関する不十分な記録、作業の繰り返しに要する費用の増
加、証拠や重要な情報の紛失によって、様々なサービスに対する不信が生まれるだろう。 

------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 

 大量の死傷者が出た状況下で十分な資源を有することの重要性は、1988 年 3 月にエルビ
ラー地域のカキータで反乱軍の待ち伏せで 62 名の兵士が死亡したコロンビアの例でよく
わかる。それらの遺体は、最も近い陸軍基地に運ばれ、一人の医師によって剖検された。
その中の 1 体に不発の手榴弾が隠されていることがわかり、専門家が信管を外すために召
集される間、その場から避難しなければならなかった。指紋で身元確認された犠牲者たち
には死亡証明書が迅速に発行され、遺体は家族に戻された。しかし、遺体の身元確認に疑
いが起こり、7 ヶ月後に 14 人の遺体が掘り出された。2 度目の剖検が行われ、歯科の診療
記録が要求され、DNA サンプルが採取された。遺体は埋められ大量のおがくずで覆われて
いたが、熱帯の気候を考えると、保存状態は良好であった。武力紛争から 18 ヶ月が経過し
ていたが、遺伝子サンプルの採取によって全員の身元を確認することができた。  

------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 

------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 

もし、技術的基盤の利用、経験豊富な法医学チームによる調査、周到な準備があれば、
著しく違った結果となるであろう。その 1 例として、2003 年 2 月にボゴダのエルノガル高
級クラブのビルの車庫で自動車に仕掛けられた爆弾が爆発した事件の調査があげられる。
36 人の犠牲者の身元が確認され、チームは迅速に全員の剖検を行い、遺体は家族の元に届
けられた。この事例で報じられた主な問題点は、機関間の調整がなかったことであった。
この問題の解決策として、「統一指揮」系統内で用いられる様々な方法が提案された。  

------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 

 訓練は、遺体管理に直接関与する機関だけに限定すべきではない。専門家養成機関（大
学や学校など）が、災害への準備と対応に関する様々なテーマを通常の養成プログラムや
生涯学習プログラムの一部に取り入れることが、さらに重要かもしれない。  

 全ての部門が、それぞれの分野で研究計画を立てるよう、奨励すべきである。これは、
災害管理を改善する要因や、人々への災害の影響を特定することに役立つだろう。  

 

1.3.4 シミュレーション 
 シミュレーションは、当局と作業に当たる職員が参加して行われる。このような演習に
よってのみ絶えず計画を見直し、現状に最適なものとすることができる。これは特に緊急
事態が長い間起こっていない場合に考えられる唯一の方法である。以下に、演習の種類の
概略を示す。  

 机上演習では、紙上やコンピューター上に示されるシナリオを用いる。調整の改善、
情報の共有および意思決定過程の検証が、この演習の目的である。  
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 フィールド演習では、フィールドでの模擬演習の状況の中で、災害計画を検証する。
これらの演習は、現実の災害で起こる力学や混乱を実際に再現はできないが、不可避
のエラー、調整の欠如、災害対応の欠点を明らかにするのには十分役に立つ。演習の
終わりに批判的評価を行うことは不可欠である。フィールドでの模擬演習を完璧に実
施することによって、災害計画の多くの欠点が明らかになる。  

 実技演習では、技術系職員に特定の技能を与える（例えば、捜索救助隊員は、遺体の
回収・取扱いと身元確認、遺族への心理的支援についての訓練を受けることができる）。
実技演習を完璧に実施することによって、どんな状況下でも特定の任務を完璧に再現
することができるようになる。  

 

1.4 地域との関係 
 大規模災害後は、捜索・救援、救急および遺体回収の必要性が非常に大きくなるので、
組織的救援活動で対応できるのは、おそらく、その需要のごく一部にすぎない。したがっ
て、即時に救援活動を行えるのは、多くは、無傷の生存者たちであろう。ゆえに、救急活
動の質と稼働性を改善する鍵は、いかにして専門機関によって訓練を積み重ね準備を怠ら
ないかにかかっている（例えば、ボランティアに対する消防隊による訓練など）。  

 行方不明者や死者の家族や友人たちの問い合わせに対応するために、情報センターが設
立され、充分なスタッフの配置の下、24 時間体制で運営されなければならない。  

 最優先事項として、犠牲者の身元確認があり、これは次第に専門分化された問題となり
つつある。遺体が発見されたら、その場で、身元を確認するために最善を尽さなければな
らない。遺体にはタグを付け、もしわかっていれば名前や、推定年齢、性別、発見された
場所などを記載しておく（第 2 章を参照）。これらのタグは、国が策定する災害計画の一部
として、前もって標準化され作成されていなければならない。そして、保健医療従事者は、
タグの正しい使い方に熟知していなければならない。  

 また、遺体安置所と遺体の最終的な処理を行う場所を確保しておかなければならない。 

 

1.5 報道機関との関係 
 報道機関は、被災した人々のみならず、災害を目の当たりにしている被災国の国内外の
人々にとって必要不可欠な情報を提供する重要な役割を担っている。当局と報道機関関係
者が、情報公開の目的と災害時におけるそれぞれの役割について理解を共有することは、
不可欠である。そういう意味で、犠牲者に関する情報管理は、特にその重要性が高い（訳
注：犠牲者の数を正しく情報公開するなど）。国の災害計画の一部として、報道機関と当局
の災害対策担当者との間で、それぞれの役割と責任を明確にし、正確で時宜を得た情報を
提供できるよう倫理的かつ道義的責任を重視し、定期的に会合やセミナーを開くことが重
要である。  

 以下の提言は、書籍「The Public Health Consequences of Disasters」の中でエリオット・チ
ャーチルが執筆した章から採用したものである 3)。  

 

1.5.1 災害後によく尋ねられる質問 
 何が起こったか？  
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 フィールド演習では、フィールドでの模擬演習の状況の中で、災害計画を検証する。
これらの演習は、現実の災害で起こる力学や混乱を実際に再現はできないが、不可避
のエラー、調整の欠如、災害対応の欠点を明らかにするのには十分役に立つ。演習の
終わりに批判的評価を行うことは不可欠である。フィールドでの模擬演習を完璧に実
施することによって、災害計画の多くの欠点が明らかになる。  

 実技演習では、技術系職員に特定の技能を与える（例えば、捜索救助隊員は、遺体の
回収・取扱いと身元確認、遺族への心理的支援についての訓練を受けることができる）。
実技演習を完璧に実施することによって、どんな状況下でも特定の任務を完璧に再現
することができるようになる。  

 

1.4 地域との関係 
 大規模災害後は、捜索・救援、救急および遺体回収の必要性が非常に大きくなるので、
組織的救援活動で対応できるのは、おそらく、その需要のごく一部にすぎない。したがっ
て、即時に救援活動を行えるのは、多くは、無傷の生存者たちであろう。ゆえに、救急活
動の質と稼働性を改善する鍵は、いかにして専門機関によって訓練を積み重ね準備を怠ら
ないかにかかっている（例えば、ボランティアに対する消防隊による訓練など）。  

 行方不明者や死者の家族や友人たちの問い合わせに対応するために、情報センターが設
立され、充分なスタッフの配置の下、24 時間体制で運営されなければならない。  

 最優先事項として、犠牲者の身元確認があり、これは次第に専門分化された問題となり
つつある。遺体が発見されたら、その場で、身元を確認するために最善を尽さなければな
らない。遺体にはタグを付け、もしわかっていれば名前や、推定年齢、性別、発見された
場所などを記載しておく（第 2 章を参照）。これらのタグは、国が策定する災害計画の一部
として、前もって標準化され作成されていなければならない。そして、保健医療従事者は、
タグの正しい使い方に熟知していなければならない。  

 また、遺体安置所と遺体の最終的な処理を行う場所を確保しておかなければならない。 

 

1.5 報道機関との関係 
 報道機関は、被災した人々のみならず、災害を目の当たりにしている被災国の国内外の
人々にとって必要不可欠な情報を提供する重要な役割を担っている。当局と報道機関関係
者が、情報公開の目的と災害時におけるそれぞれの役割について理解を共有することは、
不可欠である。そういう意味で、犠牲者に関する情報管理は、特にその重要性が高い（訳
注：犠牲者の数を正しく情報公開するなど）。国の災害計画の一部として、報道機関と当局
の災害対策担当者との間で、それぞれの役割と責任を明確にし、正確で時宜を得た情報を
提供できるよう倫理的かつ道義的責任を重視し、定期的に会合やセミナーを開くことが重
要である。  

 以下の提言は、書籍「The Public Health Consequences of Disasters」の中でエリオット・チ
ャーチルが執筆した章から採用したものである 3)。  

 

1.5.1 災害後によく尋ねられる質問 
 何が起こったか？  
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 それは、いつ、どこで起こったか？  

 犠牲者は何人だったか？犠牲者は誰だったか？  

 その災害の原因は何だったか？  

 あなたは、その状況に対処するために、何をしているのか？  

 復旧作業は、いつ始まるのか？  

 復旧作業の責任者は誰か？  

 

1.5.2 広報担当官に対するガイドライン 
 近親者に正式に通知されるまでは、死亡者の名前を明かさない。  

 憶測と私的見解は避ける。  

 常に真実を告げる。もし、質問に対する答えがわからなければ、そのことを認める。 

 その状況に関する簡単な文書を準備し、それを報道機関の代表者に配布する（参考
資料、写真、適切であれば録音テープや録画テープなども含まれる）。  

 単独会見は行わない。すべての報道機関の代表者を対象に記者会見を予定し、同じ
情報を同時に提供する。もし、準備された声明を読み終わるまでは質問に答えない
つもりであれば、会見が始まる前に、その旨を伝える。  

 報道機関からの関連質問は、できるだけ受けるようにする。そうすれば、敬遠して
いると思われない。  

 平静を保つ。  

 

1.5.3 広報担当官の報道関係者への積極的な働きかけ 
 報道機関の代表者が接触して来るまで待っていてはいけない。実際に報道されたパ

ターンやタイプを吟味し、最も責任感があり効果的で最良と判断された報道機関と
連絡を取る。  

 事実だけでなく、伝えたいメッセージについても一貫性をもって明確に書面に書き、
述べる。  

 記者会見ごとに、検討課題の重要性、そして、その検討課題が公衆衛生の実践とい
う全体的な文脈の中でいかに重要なのか、という点について説明する。  

 誠実で経験豊かで率直であるという印象を堅持できる行動を取る。  

 報道機関が接触して来る場合は対応する。彼らは誰が役に立ち役に立たないかを覚
えている。  

 

1.6 まとめ 
 災害によって犠牲となった遺体の取扱いと身元確認は、災害対応から切り離された活動
としてではなく、災害対応に不可欠なものとして、対策の中に組み込まれなければならな
い。  

 遺体管理に関するあらゆる側面を調整する責任機関あるいは責任当局が、緊急対策委員
会の一員であることを保証することによって、災害への準備が始まる。法律によって責任
機関を指定できないのであれば、緊急対策委員会が、この機能を最も適任の機関に委嘱す
ることができる。多くの国々では、この責任は、検察庁や司法省にある。  
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 このプログラムで最も重要な目標は、指導力を効果的に発揮させて、様々な機関が行う
活動を調整することである。政府は、災害の種類に応じ、介入対策の優先順位を決めたり、
報道機関を介して被災した人々との効果的な情報伝達を促進したりする、その手助けをす
ることになるであろう。  

 災害計画を策定する際には、最も発生しやすいと考えられる災害の種類および犠牲者の
数と種類という観点から、既存の資源や災害への準備レベルについて、評価を行わなけれ
ばならない。  

 大規模災害直後の数分あるいは数時間において、組織的救援活動は、捜索・救援、救急、
遺体回収などの要請が殺到して立ち行かなくなるかもしれない。したがって発災直後に即
時に救援活動を行えるのは、多くは、無傷の生存者たちであろう。ゆえに、救急活動の質
と稼働性を改善する鍵は、いかにして専門機関によって訓練を積み重ね準備を怠らないか
にかかっている。  

 報道機関は、国内外の人々に対して必要不可欠な情報を提供できるので、災害時では情
報伝達という重要な役割を果たす。ゆえに、国家当局は、広報担当官を通じ、報道機関関
係者に情報を効果的に伝達し、そうすることによって、誤解を招く報道や噂を抑止しなけ
ればならない。  
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第 2 章 大規模災害時における法医学的遺体管理作業 
 

Jorge González Pérez* 

Alicia Marienne Basant Montesinos** 

 

災害死亡者の遺体の回収、移送、身元確認および最終処理のすべてについて、科学的な
手続に従わないことは、法医学の見地からは正当化できない。これらの手続について経験
を積んだ熟練者の選り抜きの集団が進行を監督すべきである。ただし、熟練者がいない状
況では、地域の医師が指導力を発揮し、利用できる資源はすべて活用してこれらの任務を
遂行すべきである。  

 

2.1 はじめに 
災害時における多数の死者を管理するチームの構成は、多くの要因によって、国ごと、

地域ごと、事象ごとに変わってくる。それらの要因としては、実際に仕事に従事できる適
格者がいるか、不可欠な物資や設備が利用できるか、災害を受けた国の対応能力、被災地
の具体的な状況、政策決定者が多数の死者を管理する方法について、どれほど詳しいのか
等が挙げられる。  

死体を取り扱い、身元確認し、処理する仕事は法科学に基づいており、多くの学問領域
に渡るチームを必要とする。この仕事を行う専門家の間に緊密な連携が存在すべきである
と強調することは重要である。しかし、適任者によるチームを動員することが不可能な場
合もあり得るので、法医学の熟練者がいないときには、その代わりを務める医師が、死体
管理の最も重要な原則を理解した上で、その能力の最善を尽くして、これらの任務を遂行
することが必要となる。  

法医学、法人類学あるいは犯罪学についての教科書は、死体を取り扱うために必要な情
報を提供してくれる。どのように死因を決定するか、あるいは法人類学者がどのように死
体の身元を確認するかについて説明することは、我々の目的ではない。そのような専門的
技術は、緊急事態において効果的に多数の死者を取り扱うために必要であるが、特定領域
の科学である。本章の主な目的は、必要な段階を踏んで、緊急時の錯綜した状況に対処す
るための組織を編成する方法を明示し、災害準備の関係者に対して、多数の死者の管理に
おける組織・管理上の重要な側面について注意を促すことである。  

 

2.2 必要な人員の編成 
2.2.1 災害時遺体管理チームの編成と準備 
前記のとおり、災害時に多数の死者を管理するチームの構成は、多くの要因と状況によ

って、国ごと、地域ごと、事象ごとに変わってくる。作業の進行に影響を与える要因とし
ては、実際に仕事に従事できる適格者がいるか、不可欠な物資が利用できるか、被災地の
具体的な状況、政策決定者が進行を統括している施策についてどれほど詳しいか等が挙げ
られる。  

状況の多様さにもかかわらず、法医学の専門家による業務の編成と準備が成功するため
には、従うべき一定の前提がある。それらは次のように要約することができる。  
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 迅速にチームの派遣先を決め、動員する能力  

 必要最小限の物的資源  

 厳しい労働条件への順応性  

 地元の保健医療関係機関等からの支援  

 迅速で効果的な情報処理  

 他の参加者と協力する際の指揮の統一  

不可欠な計画業務としては、その地域や区域の顕著な特徴を記述した緊急計画の作成、
特定の場所についてのリスクと脆弱性の研究に基づいた防止策をとること、各自が状況に
よって取らなくてはならない行動等が含まれる。  

医療の基本的な目的は、災害時において、できるだけ多くの生命を救う、あるいは少な
くとも事象発生後の状況に付随して起こり得る負傷や病気を最小限に減らすことであるが、
法医学的業務の目的はそうではない。法医学的業務の目的は、以下のように要約されるも
のである。  

 法的に死を決定、宣告すること  

 遺体を回収すること  

 死者の身元を確認すること  

 死亡時刻を推定すること  

 死因を決定すること  

 考えられる死亡状況を説明すること  

 遺体の最終処理の準備をすること  

 将来の予防に役立てるため事象を研究すること  

以上のすべてを考慮すると、この仕事を行う専門家や熟練者たちの間で密接な協力関係
をつくるべきであり、そのようなチームがないときは、その代わりを務める医師は、最善
を尽くしてこれらの任務を遂行するために、死体管理についてのこれらの基本原則を理解
すべきである。  

 

2.2.2 グループの編隊と警告計画 
災害時の多数の死者を管理する法医学作業グループの構成は、被災地の実態と被災地で

活動可能な人的資源によって異なってくる。しかし、チームには最低一人の法医学の専門
家が必要であり、その者がこのような災害処理のための特定の訓練を受けていることが理
想である。医療施設の病理学者と解剖学者に協力してもらえるならば、チームの法医学専
門家を補助することができるし、チームに専門家がいない場合にはその代理になる。状況
によっては外科医、整形外科医、これらの分野の補助職員などの手助けが得られるかもし
れない。遺体安置所の職員、墓掘り従事者、その他普段から死者を扱う経験を持っている
者も重要である。  

通常は別個の集団であるが、法医学作業チームは捜索救助隊員だけでなく、消防士、犯
罪学者、検視官とも重要な関係を有する。捜索救助隊員は、通常、生存者を探しているが、
その間に死体を見つけ、遺体を被災地から回収することも珍しくない。捜索救助隊員は、
対象者がまだ生きているかどうかについての状況を取り扱う心構えができていないかもし
れない。そして、このような場合に、彼らが法医学チームに提供することができる情報は
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特に貴重である。  

 警告段階についての計画は、利用可能な通信システムを考慮して作成すべきであるが、
停電やその他の故障により通信機能が止まったときを想定した代替手段が必要である。人
から人への通報の鎖は、通知、居所確認、人員召集のための最も安全な方法であり、計画
に盛り込まれるべきである。通報の鎖をなす個人の所在がつかめないときも鎖が途切れる
ことのないよう、その次の人に通報が行くようにしておくことが必要である。計画では、
そのような場合に、誰に通報すべきかを明示しておく必要がある。これは、すべて計画作
成の段階で対処されるべきであり、もし可能ならば予行演習の際に、体系的に検証される
べきである。  

 

2.2.3 リスクと脆弱性の調査 
リスクと脆弱性についての詳細な情報を与える専門的な出版物があり、災害作業者は、

自身の地域で起こる可能性が最も高い事象や緊急事態について知っていることが不可欠で
ある。その中には交通事故、航空事故、武力紛争、火事、ビルの崩壊、ガス漏れ、化学物
質の流出、核災害など人為的事象はもちろんのこと、嵐、火山噴火、地震、洪水、津波、
高潮、雪崩、地滑りのような自然事象を含む。地域・区域の脆弱性とリスクについての正
確な知識が、法医学的対応を必要とするような緊急事態への効果的な準備を可能にする。 

様々な重要な要因について、いくつか例を挙げると、ガス漏れ時における風向、河川氾
濫時における可能な避難区域、最も安全な建物、遺体安置所に使えそうな用地、放射性物
質の所在地などを分析した地域のリスクが記載された地図がなければならない。  

 

2.2.4 災害時遺体管理チームの技術的な準備 
法医学チームが組織されたら、地域における最も一般的な危険性についての知識を活用

し、利用可能な人的・物的資源を考慮しながら、技術的な準備計画が作成されるべきであ
る。計画は、それらの緊急事態に関して既に明確にされた作業目標、すなわち、死亡の診
断、遺体の回収、身元確認、死亡時刻の確定、死因及び死亡状況、遺体の最終処理の準備
に基礎をおくべきである。将来の類似の事象をどのように予防するかに取り組むことも、
同じように重要である。準備計画は、特定の場所における特定のタイプの災害に際して、
我々が直面する主要な法医学的問題を示すべきである。  

 

2.2.5 協力合意 
災害に直面したとき、我々は、地域社会で特定の役割を果たしている科学者や専門家た

ちを含む地域社会の資源を組み入れることも必要である。何ひとつ成り行き任せにせず、
緊急事態が起こる前に、よく計画された包括的な協力合意を作成し、災害対応のすべての
局面を考慮に入れておくべきである。  

また、関係者・団体との間で、次のことに関して合意を作成すべきである。  

 要員  

 作業現場  

 器具、機械、その他の物資  

 搬送と通信  
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 水、食物、休憩所、救護所  

 冷蔵手段、保存手段  

 情報管理  

そこで、災害に先だって、我々は、法医学的業務のために臨時に使用可能な場所につい
て考えておく必要がある。そのような場所としては、緊急時においては、通常は他の目的
に使われている場所（例えば、倉庫、小屋、農場、精肉工場、運動場）も含まれる。平時
に他の職業を持っている専門家（外科医、獣医、生物学者など）との間で、多数の死者を
管理する仕事を支援してくれるよう取り決めを結んでおくべきである。そして、廃棄物の
収集・処理はもちろん、水と食料の供給の調整について準備しておくべきである。これら
の遺体処理に関する重要事項については、災害が襲ってくる前に合意しておく必要がある。 
参加している団体・個人との間の合意に含まれるべき他の必須項目は次のとおりである：

搬送と冷蔵、通信、必要となったときに予備の発電機を利用できるか、仮設避難所や作業区
域に電気を供給する発電システムと接続できるか、事象に関する情報の効果的な管理。 

 

2.2.6 演習とシミュレーション 
災害計画を評価し改良していく方法のひとつが、専門家によって構想された理論上の計

画にできるだけ近い形でシミュレーションと演習を行うことである。これは災害に関係し
ているチームと個人の数、そして彼らの経歴の多様さを考慮すると、特に重要である。  

いくつかのことは、災害シミュレーションを行うことで検証できる。例えば、計画の警
告段階を実行するための所要時間、作業の論理的な順序、遺体の搬送の状況、死体を収容
する施設の収容力、保安や利用制限の手続などである。最も重要なのは、主要関係者の知
識と理解、そして計画の実際の実行可能性である。  

計画それ自体だけでなく、シミュレーションと演習についても、実行する前に熟考して
検討すべきである。準備不足もしくは形式的に行われた演習は、正しく計画された対策に
対して、誤解を生んだり、信頼を失わせたりすることになる。  

一般論として、演習には異なる区分を用いる。  

 行動、例えば警告計画と情報収集  

 部隊、救助隊員や警察官など  

 手段、搬送や通信など  

 候補地、仮設収容施設の用地（位置だけでなく外観も含む）  

 行動、部隊、手段、候補地の全体  

演習を終えるごとに、うまく行かないと判明した部分をもっと円滑に実施できるように
修正を行うことにより、計画を見直し、改善していくべきである。  

法医学的作業のためには、多数の死者を伴う災害が起こったとき使われるかもしれない
場所を点検しておくことが重要である。法医学施設と遺体安置所の多くは地域の病院内に
位置しているが、災害の種類によっては建物構造が損傷して使えなくなるかもしれない。
このような理由から、所定場所を死体の収容と保管の両方のために使わなければならない
ことや、既存の遺体安置所を無視して、活動のすべてを臨時用地に移すことも稀ではない。
良い計画は、場所の準備に先行するものである。  

シミュレーションにより、死体の搬送計画が不適切だと明らかにされることがある。例
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えば、バスを利用したある計画では、バスが生存者を運んでいるかのように扱っており、
実行は不可能であった。同じく、負傷者を車で避難させる計画は、患者の病状と彼らの搬
送が緊急である状況を踏まえると、実行性に乏しかった。これらの例は、それぞれの現場
でシミュレーションを行うことの重要性を強く示すものである。  

多くの演習は、まず理論として机上で作成される。我々は、実際に総合演習を実行した
場合のコストを意識する必要がある。このような演習は、活動が理論的な基盤を有する場
合にのみ実施するべきである。また、計画は、特定の場所の実態や、リスクや脆弱性が記
載された地図に示された状況に合わせて修正されるべきである。  

 

2.2.7 必要物資 
 災害の原因となる事象が発生した際には、迅速に必要な資材を動員する必要がある。こ
れらの必要な物資に関しては、事象の種類、程度、影響、そして当然ながら被災した地域
や国の対応能力と直接的な関係がある。さらにこの対応能力は、国際的な援助を含む外部
支援の要請にも影響を与える。  

もし適切な準備がなされていれば、天災の際の資材のニーズは容易に認識されるはずで
ある。事象の大きさと死亡者数の多さが地域の対応能力を超えそうな場合は、物資供給や
専門家派遣の形で外部からの支援が必要となるかもしれない。この支援要請は、直接的に
国の当局に対して、あるいは国の当局を通じて国際社会に対して迅速に行われる必要があ
る。迅速に対応がなされるかもしれないが、被災者にとっては、多くの場合それは予想以
上に時間がかかるものである。  

事象の種類は、特に多くの死亡者を管理するという観点から、対応能力と大きく関係し
ている。  

------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 

例えば、強風を伴うが洪水は伴わないハリケーンの場合、死亡者数は少なく、一般的に
はその期間は短い。一方、洪水と地滑りを引き起こすようなハリケーンの場合には、死亡
者数が大きく増加する可能性がある。また、気象条件や搬送ルートの寸断によって、生存
者の救助や遺体の回収は非常に困難であるかもしれない。  

地震などの突発的な事象では、死亡者数は最初から非常に多くなる怖れがある。電話、
水道、ガス、および電気供給サービスが突然中断される可能性があり、電気のショートや
ガス漏れは火災の原因となり、犠牲者の数を増やすかもしれない。これらの要因は諸々の
保健医療サービスを圧迫する可能性もあり、特に保健医療施設の物理的な崩壊がある場合
には、剖検室や仮遺体安置所のような緊急時計画での指定場所に影響を与える。  

------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 

これらの検討事項は、各種事象に適用されるが、災害時における既存の条件に応じて異
なってくる。特定の地域の状況、すなわち地域および国のインフラの開発レベルは、災害
対応に影響を与える。対応に関して特定の公式を提案することはできず、活動は個々のケ
ースについて検討されるべきである。  

救助プロセスの早い段階で遺体が回収されるか、あるいは極端な場合には、回収時点で
腐敗の段階に達しているかどうかによって、法医学的作業の性質は全く異なる。その他、
土砂崩れや雪崩の結果として土中などに埋まった遺体を探すのが難しい場合、特に火災や建
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物崩壊の結果として遺体の損壊が著しく視覚的に遺体を認識することが困難な場合、または
地震の場合のように遺体に到達するのが非常に困難な場合等が、作業に影響を与える。 

大量の死亡者を管理するために必要な資材は、各々の計画に応じて異なる。航空機事故で
は必ず起こりうることだが、交通事故でも遺体が断片化した場合（しばしば焼死体の形をと
る）、より多くの資材を必要とすることもある。時には、救助者は、雪崩や土砂崩れに埋も
れた遺体を見つけるために何日間も地面などを掘る必要がある。状況が複雑であるか単純
（遺体のすべての部分が見えており保存状態が良いために単純な状況であるという意味で
あり、「単純」という言葉は多数の死亡者数が発生した事件に適用しうる）であるかに関わ
らず、基本的な資材が必要である。なお、これらの大部分については次項で説明する。  

 

2.2.8 輸送手段 
 専門家と救助要員が大量の死亡者に対処するために、搬送手段は不可欠である。遺体袋、
ストレッチャー、道具の基本的な備品、機器、水、食料、テントやその他の一時的な避難
用具、および発電機などの移送についても同様に搬送手段は不可欠である。  

死体を現場から搬出する際には、特殊搬送あるいは安置搬送が必要となる。多くの大災
害において、利用可能な特別車両は極めて短時間で不足状態に陥り、需要を満たすには通
常の車両を仮使用または流用することが必要となる。多くの国において、車両の一時的流
用は標準的な方法であるが、いくつかの地域では、ある種の車両に関して遺体搬送車両と
しての使用を禁止する規定がある。この問題を回避するためには事前に当局と交渉してお
く必要がある。  

遺体を搬送するために通常の車両を利用する際には、できれば覆いのあるトラックやバ
ンが望ましく、床が防水であるかまたはプラスチックで被覆されているものを使用するこ
とを勧める。遺体やその一部は、然るべきマークの付された遺体袋または他のコンテナに
収容されている必要がある。これについては、遺体および遺体の一部の搬送に関する項で
詳しく説明する。  

遺体を運ぶのに使用される車両の所有者である企業や個人を特定しうるすべての文字や
記号について（ナンバープレートを含む）、可能な範囲で覆いをすることが必要である。
車両の写真がマスコミによって撮られて広まることで、所有者に対する偏見や何らかの好
ましくない影響が生じる可能性があり、それを回避するためである。  

搬送が完了するか、または冷蔵車が不要になったときには、一旦車両を徹底的に清掃す
る必要がある。その車両が日常的な使用に戻される前に、疫学の専門家や保健当局は、車
両の清潔さを証明する必要がある。この証明は、とくに、冷蔵車や、遺体の一部を保存す
るのに用いられる「サーモ」タイプの容器については重要である。これについては、本章
の後半で再度とりあげる。証明書は、搬送が終了したことを保証するほか、彼らの本来の
サービスに関して、とりわけ、日常の使用が食品、医薬品、あるいは花などの搬送である
場合、クレーム対応において企業やその他団体を法的に保護するためでもある。  

特に、救急車などの保健医療サービス用の車両を災害現場からの遺体搬送に使用するこ
とは、たとえそれが一般的であるとしても、あまり勧められない。大量の死亡者が存在す
る状況において、個々の遺体を搬送することはさらに良くないことである。遺体を搬送す
る際に、優先通行用の高速度走行やサイレン、その他の措置を使用してはならない。人命
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を救うための医療における緊急事態と死者の法医学的検査の緊急性とを決して混同すべき
ではない。   

資源の合理的利用は、緊急事態において大きな重要性を有しており、保健医療サービス
用の車両および救急車を負傷者や病人の搬送のみに使用する理由のひとつである。航空機
事故のように、負傷生存者がいない場合であっても、遺体を搬送するために救急車を使用
することは正当化できない。トラック、小型搬送車およびバンを遺体搬送のために使用す
べきである。遺体の身元が判明した後には、遺体はこの目的に特化されている霊柩車で搬
送しなければならない。  

 

2.2.9 通信 
 通信は、日常生活に不可欠であり、それらは災害の状況下では重大な要素となる。この
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した。これは、法医学実務のためにも重要な進歩であることは明らかである。農村部や困
難な計画下で作業している場合でも、コンピュータや衛星サービス（Planet One など）に
接続されている携帯電話を使った非常に近代的な通信方法を使用することが可能である。
現時点では非常に高価ではあるが、将来的にはこれらのサービスに対して、私たちが誰で
もアクセス可能となることを願っている。  

情報を収集する際には、同時に 2 つのデータベースを構築するのに十分なコンピュータ
をネットワーク内に持っていることが非常に重要である。1 番目のデータベースは、公式
の情報源あるいは親族、または不明者を探しているその他の人々から得られる推定犠牲者
に関する情報（生前情報）に基づくものである。2 番目のデータベースは、検査を受けて
いる遺体に関するもので、遺体またはその一部に関して個々の検査情報から得られるデー
タ（死後情報）によるものである。したがって、コンピュータネットワークは、災害の状
況では非常に必要とされるものである。  

コンピュータのネットワークがない場合には、端にミシン目のついたカード（「キーソ
ート」カード）を使用する古典的なシステムでも十分である。作業が迅速に行われずに、
他の当局との継続的な連絡が不足している場合であっても、犠牲者の数とは無関係に、カ
ードは比較的簡単な方法で作業を組織的に実行することを可能にする。  

 

2.2.10 防護服と防護具 
 災害の種類や遺体が処理される作業条件にもよるが、特別な条件に適している服を持っ
ている必要があるかもしれない。しかし、一般的には、手術室や剖検室で通常身に着けら
れる衣類で十分である。従来からある作業服は、作業現場での地形の種類に応じて適切な
場合がある。  

使い捨て衣類は多くの場合に利用可能であり、推奨される。他のケースとしては、とく
に遺体を持ち上げる場合には、伝統的な織物は繊維が強いため有用である。密閉式の長靴
は同様にこのような状況では推奨される。多くの場合、遺体を動かすことは避けられない
ため、アシスタントがいるかどうかにかかわらず、背部サポートのベルトを着用すること
により負傷の可能性を減らすことができる。雨具は、嵐の場合には便利である。  

一般的には、特定の状況ではフェイスマスクの使用が推奨されるが、私たちはそれが必
要であるとはあまり考えていない。なぜなら、マスクの使用は通気を制限し、作業者を疲
れやすくするうえに、遺体の移動、保管、準備などの作業を遅らせる可能性があるからで
ある。マスクはある程度の期間にわたって、フィルター機能や保護機能が続くわけではな
いことに留意すべきである。一般的に、遺体には呼吸機能がないため、呼吸器を介しての
感染の危険性はなく、遺体を処理するにあたって何ら危険を与えるものではない。ただし、
ガスや悪臭が最も心配な点ではある。  

剖検時の懸念としては、犠牲者が HIV、結核、または第 3 章で述べるように何らかの既
知の感染症などに陽性である疑いや可能性があることである。しかし、大量死亡の状況で
は、その可能性は、犠牲者の数に比べれば一般的にはきわめて低いといえる。診断が未確
定または未処理の病気が存在する可能性があるという前提で作業を始めるので、標準的な
衛生と疫学的保護手段を使うようにすべきである。  
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------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 

犠牲者に HIV、結核、または他の感染症が疑われる場合、剖検時に何をすべきかについ
てはこれまでに多くの見解がある。電気ノコギリで頭蓋骨を開く際には、骨の粒子、血液、
および他の液体が空気中に滞留する可能性があり、遺体安置所や手術が行われている密閉
された場所にいる人々によって、それらが吸入される可能性があるので、口と鼻をカバー
することのみが必要である。開放スペースにおいては、風向きと作業中の遺体の位置によ
っては吸入の危険性もある。効果的な保護方法は、切開が行われている間に切開領域を水
洗することであり、これにより骨の粒子が空気で運ばれ吸入されることを防ぐ。同作業が
手動ノコギリで行われる場合はスピードが遅いので、粉砕と飛散の量が電動ノコギリの場
合と同じになることはない。  

------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 

上述の理由から、極端な措置や遺体の処理中、フェイスマスクを使用する必要はない。
必要なときに口と鼻を覆えば十分である。剖検の際には以下のことが勧められる。  

 作業実施者もしくは補助者のみが剖検室や作業現場内にいるべきである。  

 切開が行われている際は、切開領域を水洗すべきである。  

 開頭手術は、電動よりは手動ノコギリで行うべきである。  

 死亡の決定要因でない限り、頭蓋骨が開かれるべきではない。  

 体液は、次亜塩素酸塩などの特別な消毒剤で中和すべきである。  

しかし、災害の種類によっては呼吸フィルターやガスマスクの使用は、推奨ではなく必
要であるということを指摘しておきたい。有毒ガスが災害現場に存在し、有毒な煙を生成
する火災のように有毒ガスを放出する可能性のある場合がこれに相当する。  

------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 

アンモニアのような有毒ガスの漏出があるような場合は、遺体の回収は管理状況のもと
に行われる。最初の避難後に閉鎖されていた地域にガスが留まっている可能性があること
に留意すべきである。救助要員は、これらの領域における遺体の捜索中にガスを吸入する
ことにより毒素を吸収する可能性がある。救助要員および避難後に帰宅する人々に対して
は、この潜在的な危険性について警告すべきである。  

------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 

外科帽子は、本質的ではないが、剖検室での作業においては推奨される。外科帽子は、
遺体の回収作業の際には必要ではない。状況によっては、物体の落下や、災害現場での遺
体の回収時における頭部への打撃に対して、保護目的でヘルメットかそれに類するものを
着用することを勧める。急な斜面が存在する場所で作業をする場合、高い所から落下して
くる石やその他の物体は、高速度に達する可能性があり、土地や岩盤すべりを引き起こす
こともあり、低い場所で作業をしている人々に重大な障害をもたらすかもしれない。  

法医学チームは、捜索や救助に携わる人々と同様に、困難かつ多様な作業条件に合った
服装や靴を使用する必要がある。状況に応じて、彼らは以下のような機器を携帯すべきで
ある。懐中電灯（レーザーの懐中電灯が非常に普及している）、反射材付き・バッテリー
駆動の電球付きのベルトやチョッキ、ホイッスルやメガホンのようなサイレン付きの音量
機器、食器箱やその他の携帯用水容器、ロープ、ナイフ、キャンバス地または革の手袋、
手動ラジオ、およびコンパスのような方向指示器、あるいは GPS や距離計など複雑な作業
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を簡易化させるような機器などである。場合によっては、放射線検出器または他の検知器
が必要となることがある。また、非常な寒冷地では、作業条件に応じて、作業者はコート
や毛布（さらに電気毛布）とその他の付属品が必要となる。  

 

2.2.11 器機と装備 
 この項では、大規模災害による大多数の死者の管理において必要となり得る器機、装備、
技術手順についての概略を述べる。幾つかは「輸送」「通信」「装身」の項に先んじて述べる。 

 救助隊は、消防士、軍、民間防衛労働者であるか否かにかかわらず、一定の基本装備を
持つべきである。 これには追跡、がれき除去、切断、圧縮、復元、消火、照明および捜索
と回収の仕事に関連する他の基本的な活動が含まれる。  

 遺体はしばしばストレッチャーを使用できない不整地に収容されるので、チームは折り
たたみ可能で出来るだけ軽い担架を持つべきである。 ストレッチャーは、地面が平らで中
間的な受け入れ所に置かれ、典型的な作業台として利用することもできる。  

 多数の遺体がある災害時では、系統的な礼儀正しい方法で個別に人体を地面に置くのは、
倫理的な違反ではない。しかし、この方法は、遺体を保管する場所が飽和状態にある場合
のみ行われるべきである。このような状況下では以下の基本ルールがある。例えば、いか
なる保管状況においても遺体を他の遺体の上に積み重ねてはいけない。しかし、利用可能
な車を用いて遺体をある場所から別の場所に移動する場合や、遺体を保存するのに冷蔵庫
を用いるような極端な状況下においては、遺体を積み重ねることは許容される。  

 剖検は災害時では系統的に実行されないが、死亡の解明と犠牲者の身元確認に関して重
要な情報を得ることができる場合には、後で剖検出来るよう遺体を保存する。犠牲者が有
名であることや他の理由がある場合、剖検は、死亡の解明だけでなく死亡に関連するその
他の特徴を特定するために科学的に重要な検査方法として剖検が行われるべきである。  

 緊急時の備えの一部として、基本的な器具を含めて剖検の必要性を考慮しておくことが
必要である。理想的な剖検用の器具として特に重要なものは以下のとおりである：柄付き
のメス、さまざまな種類の鉗子、肋骨切断機、ナイフ、頭蓋用ノミ、探針、ハンマー、手
動・電動ノコギリ、ひしゃく、拡大鏡、定規、名札。遺体の長さや足のような特定部分の
測定に必要な巻き尺や定規などは、写真やフィルムによる書類作成に必要な直線定規と並
んで、身元確認において重要である。基本設備には、机、水道水、照明も含まれる。  

 最も望ましいのは、遺体安置所において有資格者によって剖検が行われることである。
しかし、医師が手近にあるものを用いて剖検を行わなければいけない状況が起こるかもし
れない。非常に高い創造性と技能を有する場合は、一般的な包丁のみを用いて遺体の外面
と内面の精査を完遂できることが経験的にわかっている。  

 毒物学的、組織病理学的、微生物学的、他の実験室での精査などに用いる生体試料（以
下、サンプル）を集めるために必要な材料としては、様々なサイズのプラスチック袋、で
きれば蓋付きで種々の容量のガラス・プラスチック製のビンがあるが、いずれにしても非
常に清潔でなければいけない。 輸送コンテナは常に明確に識別されなければならず、その
中身は冷蔵庫やホルムアルデヒド等の防腐剤を用いて適切に保存されなければいけない。
アルコールまたは他の保存液は、将来の検査の妨げにならない限り使用してよい。  

 調査の一部として、実施された対策を文書化しておくことは重要である。前述した静止
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アルコールまたは他の保存液は、将来の検査の妨げにならない限り使用してよい。  

 調査の一部として、実施された対策を文書化しておくことは重要である。前述した静止
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画と動画は、三脚とレンズで撮影した画像と同様、文書化の目的のために利用されるべき
である。これらは緊急対策の計画段階で考慮されなければならない。あるいは、緊急状態
において具体的に確保されるべきである。  

 

2.2.12 遺体の保存方法 
 遺体の準備と最終的処置についての問題は、本章の後段で詳しく論じられる。この話題
にここで触れるのは、遺体は検査・身元確認・最終処理が行われる場所に到着した瞬間か
ら保存が必要で、とりわけこれらの仕事が時差を有する形で行われるためである。  

 事象の種類と程度に応じて、冷蔵保存の区域を前もって検討しなければいけない。移動
式ないし携帯用の商業用冷凍装置（冷蔵輸送コンテナまたはトラック）を用いることもで
きる。遺体安置所における冷蔵能力は、とりわけ多くの身元不明の遺体が、災害事象の最
初の数時間に収容されるような場合には、確実に超過する。  

 日常的な商業輸送のために使われる冷蔵トラックを遺体回収の区域にできるだけ近い場
所で用いる方法は望ましい。それらは、「輸送」の項ですでに推奨したように、一時的な保
管区域に変えることもできる。  

 次亜塩素酸塩のような一般的に用いられる消毒剤と同様、消石灰（水酸化カルシウム）、
ホルマリン、ゼオライトのような他の保存の方法の使用は、ほぼ間違いなく必要である。 

 

2.2.13 仮設収容所 
 仮設収容所の必要性は、被災地における社会的状況と同様、災害事象の種類と程度、遺
体の状態、この種の事象に対処する資材および専門家の人材を手配できるかどうかに依存
する。  

 農村地帯での遺体の捜索・回収と災害救助活動は数日続くことがあるが、時に数週間な
いし数ヶ月かかることもある。仮設作業宿舎は、この職務を実行している人員のために開
設しなければならない。 また、これらの収容所は遺体移送における中継点としての役目も
果たす。この点は災害計画において考慮される必要がある。  

 遺体の検査および一次的保管と他の法医学的活動は、被災地近くのボートの上や小屋の
中などのように過酷な状況下で行わねばならないかもしれない。 たとえば地震の場合、法
医学的検査および一時保管を行う建物が損壊しているかもしれないし、単純に近づくのが
不可能かもしれない。  

 その他、被災地に近接した地域において法医学的な設備がない、また、現施設の能力で
は当該作業負荷が過重負荷となる場合がある。このような場合、他の建物やテントや軍の
小屋で一時的に作業するように手配しなければいけない。これらの場所までのアクセス経
路を決めなければならず、水と電気の供給能力も確保されなければいけない。繰り返すが、
各地域において緊急対策を作成する際、これらの状況を予想しなければならない。  

 一時的な法医学的施設の計画において、少なくとも以下の 3 つの作業区域が必要である。 

 収容所  

 検視場  

 検案場  

 これらの区域は大きさが異なり、災害規模と各被災地で利用できる資源に応じて、異な
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る設備を有する。  

 死体の身元確認を行うために、被災地から収容された遺体を受け取り一次的に保管する
区域（概して広場）を準備しなければならない。それは、一般的な特徴（人種、性、年齢、
背丈）または他の際立った特徴に基づいて、最初の記述と分類が行われる間に使用される。  

 収容所では、家族が遺体を特定できるよう未検査の遺体を受け入れるように設営されて
おり、所定の法規定に基づいた家族への遺体の引き渡しができる（身元確認に関する項で
再度この話題に触れる）。収容所において遺体を安置する他の理由は、遺体の引き渡しをう
ける前に家族が必要な法的手続を完了する過程のためである。すなわち、遺体がまだ特定
されていないといった理由や、遺体が国外に輸送される前に防腐処置を施す必要があると
いった理由からである。  

 非公開の検視所は、家族および他者が遺体の写真、遺体に関連する物品、そして最終的
には遺体そのものを検視する場所として指定される必要がある。遺体を検視することに関
連する手続きは、「身元確認の方法」の項として、本章の後段および第 5 章で論じる。  

 検案場は、死体のさらに詳細な外見評価や、発見された死体ないしは死体の一部に関す
る詳述、提供された情報の確認のための内診、実験室試験に供するサンプルの採取、およ
び完全な剖検を行うことが求められる場合に必要となる。  

 これまでに概説された手順は、3 つの作業区域（収容所、検視場、検案場）の設営の根
拠となる。しかし、他の活動を行う場所も必要であることも留意しなければならない。情
報の文書作成と暫定的なファイリング、家族その他とのインタビュー、記者会見、そして
専門家・家族・請求者への状況説明のための場所が確保されなければならない。 また、調
理、食事、衛生サービス、診療所（最小限であるにしても）、そして遺体管理に関連する他
の活動のための区域が必要である。  

避難所と一時的な居住地についての特定の管理原則を承知していることは重要であり、
これらは他の科学的文書で公表されており、一時的な作業現場に応用できる多くの点があ
る。このなかで最も重要なものは衛生と感染症の項目、すなわち、これらの区域への出入
りや飲料水の供給や廃棄物処理の管理である。その他に考慮すべき要因として、遺体の配
置、風向き、地形が作業の流れに影響を及ぼす。  

 

2.2.14 飲料水と食料 
 大規模災害における水と食料供給は、災害管理についての様々な出版物で述べられてい
る。この任務を継続していくことは不可欠であり、緊急対策の準備の責任者はこの問題に
特別の注意を払う必要がある。  

 食料と水を被災者に提供することは、非常に手間がかかる仕事である。同様に、救助隊
員に食料と水を供給することも手間がかかる。いかなる状況にあっても、不適切な食料お
よび水の取扱いによって、遺体の捜索・回収・身元確認・文書作成の制限および遅延を招
くことは許されない。  

 既存の災害管理におけるすべての原則は、緊急事態における食料と水の取扱いにおいて、
適用されるべきである。しかし、法医学的任務に際して、とりわけ水の摂取と手袋の使用
に関しては、幾つかの特別な状況があてはまる。 通常、手袋は使い古した外科用手袋であ
るが、多くの場合、取り外した後、たとえばトイレを使った後も再利用せざるを得ない。
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長時間にわたる労働の日々において、水の摂取量は通常時の 3～4 倍になることもある。時
間節約のため、手袋を外さずに使い捨てボトルやビンまたは足で操作する噴水式水飲み場
を用いて水を飲むこともあり得る。必要に応じて、水を提供する仕事は、特定の人に割り
当てられなければならないが、いかなる場合も簡単に汚染されうる蓋の開いた容器があっ
てはならない。  

 食料は同等に安全な手段を用いて配布されなければならず、簡単に腐敗するものを避け、
作業場の状況や気候に応じた食品の種類とするべきである。たとえば、厳寒時では、人々
がより長く働くことができるように、用意される食事は体温の保持に役立つものでなけれ
ばならない。過酷な状況では、勤務交替を平常時に比べてかなり短くせざるを得ないかも
しれず、それは、平常時に比べて食事を用意する作業の完了までに必要となる時間の推定
に影響を及ぼす。  

 

2.2.15 医療 
 医療は、通常、災害における犠牲者、生存者、避難者や住む所がなくなった人々のため
に必要である。我々は、被災者のために必要な治療も考慮しなければならない。これは、
災害による外傷や他の緊急処置に限った話ではなく、専門家とそのアシスタントが必要と
なる日常の治療にも当てはまる。救助隊は、緊急状況において（特に、過重作業およびス
トレスの重圧下において）、高血圧や糖尿病および他の疾患の悪化に苦しむことになる。  

 優秀な法医学的災害チームは、非常事態に際してスタッフが求める医療上のニーズと、
必要となる薬剤を確かめる必要があり、これらを応急用具に含めなければならない。加え
て、筋弛緩薬や鎮痛薬や筋挫傷と関連する他の薬剤、また多くの人々が集まる時には下痢
止めと消化剤も必要となる。  

 

2.3 参加者 
本項の「参加者」においては、参加手段、地位、災害管理に関する専門知識や訓練の有

無、および期待される所定の任務に関して、2 つのパート（「災害専門家」と「災害対応時
における他の参加者」）に分けて記述した。  

 

2.3.1 災害専門家 
保健医療従事者 
 災害時における多数の死亡者の管理に関して訓練を受けた科学的な法医学専門家を、十
分に充てるのが理想である。緊急事態においては、折をみてそのような専門家集団を動員
することもあり得るが、例外的な対応である。  

 少なくとも、限定的であっても、多くの医師を作業の監視に充てることを目指すべきで
ある。なるべくなら、その医師らは理論上の訓練および実際の経験を有し、自身と他の参
加者の行動を統合するやり方を理解していることが望ましい。他の参加者とは、消防士、
異なる経歴からなる救急隊員、警官、犯罪学者、その他災害対応に関わる者である。  

 最悪の状況であっても、訓練を受けていない医師が、自身の常識および本著で示された
基本原則に従うことで、ある程度の成功を収めることができる。このことが、まさに著者
らが当マニュアルを執筆した理由である。  
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 法医学専門家、医師あるいは歯科医師が存在しない状況では、他の専門家として看護師、
獣医師、生物学者、葬儀管理者や、状況によっては墓掘り従事者でさえ有用である。後者
は、たいていは限られた教育しか受けていないものの、適切な指揮のもとで作業を実施す
るにあたって、十分に精神的な心構えができている。これまでに一度ならず、医師を含む
専門家が、重大な災害に際して無力となることが経験的にわかっている。特に、遺体およ
び遺体の一部分の回収や、遺体の身元確認に要する最も基本的な検査を実施するにあたり、
期待された作業を支援することが精神的に不可能となる。  

 遺体の身元確認にあたっては、法医人類学者の関与や、遺伝子および毒性スクリーニン
グ検査、あるいは単なる写真撮影や X 線検査を実施するため当該地域の試験室の使用が必
要となるかもしれない。とりわけ、当作業に代理の医師が関与することが望ましいが、医
師が充てられないことを身元確認の遅れの言い訳としてはならない。  

 非常に数多くの遺体が存在する場合、特に、航空事故の場合によくあることだが、複数
の国籍が含まれる場合には、国内外からの外的支援を求めるべきである。異なる地域の複
数の科学捜査専門家が協力して作業にあたるか、少なくとも 1 名の科学捜査専門家が作業
を指揮し、まとめなければならない。多くの国籍の者が巻き込まれた災害では、死体の身
元確認に必要な情報を得るため協同することが必要であり、このことは他国の専門家の参
加によって容易となる。  

 生存者の探索と救助は、事象の衝撃を受けた瞬間から開始されるべきものであることに
留意しなければならない。非常事態のごく初期の段階においては、外部援助を求めること
は、決して責任放棄とはならない。初期に災害と直面する医師は、その知識とスキルをそ
の際に行使すべきである。  

 

警官、消防士および他の特殊部隊 
 警官および消防士は、出身元に関わらず、通常は災害対応における専門訓練や組織を有
している。さらに、赤十字社の救援隊や民間防衛組織、あるいは類似の非軍事および軍事
組織（洞窟学者、特殊部隊あるいは急襲部隊、潜水士を含む）を加えることができる。最
大の成果を得るためには、災害状況に見合った計画立案と参加者の人員調整を的確に行わ
なければならない。  

 過去の経験によれば、医療関係でない救助隊員は、しばしば遺体回収と生存者救助を、
同程度の優先順位としている。このことは、適切な死亡判定が難しいことによるかもしれ
ないが、むしろ訓練の欠如やこの種の作業に対する準備不足によることが多い。人的資源
や労力を待つことができる者（すなわち死者）に対して、人的資源や労力を無用に使うこ
とは、救助を待つことができない重傷の生存者に対しての妨げとなる。  

 専門の消防組織が存在するほとんどの地域では、消防組織は所管地域内での危険性や災
害の可能性について十分に認識している。同じ地域の保健医療機関が災害対策を立案する
場合には、消防組織と連絡を取り、災害対応に関する情報を保健医療機関の対策に統合す
るべきである。とりわけ、石油や鉱業といった大規模産業が存在する地域では、産業安全
の専門家が緊急時対応計画を立案する。緊急時の医療行為はこれらの各計画から得ること
ができ、一般の地域にも広めることができる。  
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 法医学専門家、医師あるいは歯科医師が存在しない状況では、他の専門家として看護師、
獣医師、生物学者、葬儀管理者や、状況によっては墓掘り従事者でさえ有用である。後者
は、たいていは限られた教育しか受けていないものの、適切な指揮のもとで作業を実施す
るにあたって、十分に精神的な心構えができている。これまでに一度ならず、医師を含む
専門家が、重大な災害に際して無力となることが経験的にわかっている。特に、遺体およ
び遺体の一部分の回収や、遺体の身元確認に要する最も基本的な検査を実施するにあたり、
期待された作業を支援することが精神的に不可能となる。  

 遺体の身元確認にあたっては、法医人類学者の関与や、遺伝子および毒性スクリーニン
グ検査、あるいは単なる写真撮影や X 線検査を実施するため当該地域の試験室の使用が必
要となるかもしれない。とりわけ、当作業に代理の医師が関与することが望ましいが、医
師が充てられないことを身元確認の遅れの言い訳としてはならない。  

 非常に数多くの遺体が存在する場合、特に、航空事故の場合によくあることだが、複数
の国籍が含まれる場合には、国内外からの外的支援を求めるべきである。異なる地域の複
数の科学捜査専門家が協力して作業にあたるか、少なくとも 1 名の科学捜査専門家が作業
を指揮し、まとめなければならない。多くの国籍の者が巻き込まれた災害では、死体の身
元確認に必要な情報を得るため協同することが必要であり、このことは他国の専門家の参
加によって容易となる。  

 生存者の探索と救助は、事象の衝撃を受けた瞬間から開始されるべきものであることに
留意しなければならない。非常事態のごく初期の段階においては、外部援助を求めること
は、決して責任放棄とはならない。初期に災害と直面する医師は、その知識とスキルをそ
の際に行使すべきである。  

 

警官、消防士および他の特殊部隊 
 警官および消防士は、出身元に関わらず、通常は災害対応における専門訓練や組織を有
している。さらに、赤十字社の救援隊や民間防衛組織、あるいは類似の非軍事および軍事
組織（洞窟学者、特殊部隊あるいは急襲部隊、潜水士を含む）を加えることができる。最
大の成果を得るためには、災害状況に見合った計画立案と参加者の人員調整を的確に行わ
なければならない。  

 過去の経験によれば、医療関係でない救助隊員は、しばしば遺体回収と生存者救助を、
同程度の優先順位としている。このことは、適切な死亡判定が難しいことによるかもしれ
ないが、むしろ訓練の欠如やこの種の作業に対する準備不足によることが多い。人的資源
や労力を待つことができる者（すなわち死者）に対して、人的資源や労力を無用に使うこ
とは、救助を待つことができない重傷の生存者に対しての妨げとなる。  

 専門の消防組織が存在するほとんどの地域では、消防組織は所管地域内での危険性や災
害の可能性について十分に認識している。同じ地域の保健医療機関が災害対策を立案する
場合には、消防組織と連絡を取り、災害対応に関する情報を保健医療機関の対策に統合す
るべきである。とりわけ、石油や鉱業といった大規模産業が存在する地域では、産業安全
の専門家が緊急時対応計画を立案する。緊急時の医療行為はこれらの各計画から得ること
ができ、一般の地域にも広めることができる。  
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犯罪学者および災害専門家 
 犯罪学は近年、特に捜査における証拠を科学的に検証する新規技術の適用において、著
しい進歩を遂げている。  

 いくつかの先行書籍では、犯罪学を犯罪及び犯罪者の科学上の発見に関する刑法の一部
門であると記述し、他の書籍では何者かが関わった犯罪の証拠となる物質、とりわけ、犯
行現場から採取された染み、弾丸、靴、その他印刷物などを分析する上での専門領域であ
るとしている。  

 犯罪学は災害に対して様々に応用可能であり、現場調査と文書化、災害に関わった乗り
物の調査（特に航空機および大規模災害に関わる他の輸送手段）、遺体や分泌物、その他身
元確認の目的に用いられる生体物質の調査まで多岐にわたる。  

 天災を含む災害現場の記録は、特に関心が高い。特定の災害に関する調査は常に重要で
あるからである。犯罪学の観点からすると、ただちに記録されるべきであり、標準的なデ
ジタルビデオカメラの使用が重要である。熟練したカメラマンがいない場合は、最低限の
写真技術の知識を持つものであれば誰でも当作業を請け負うことができる。たとえ未熟な
カメラマンが間違えたとしても、後の調査において写真が全く無いよりはよい。  

 写真の有無にかかわらず、観察された物事に関する描画やスケッチ、文章による記述は、
災害を記録する最も古典的かつ安全な方法であり、いかなる状況でも廃棄してはならない。
最近の記録手段についての有用性は、当該の機材を操作する人材の技能やその確保に依存
するところが大きい。  

 法遺伝学は、身元確認において最も有力な手段である。これは古典的な ABO 型および
Rh 型の血液型、ヒト白血球抗原(HLA)の免疫学的調査や、分子生物学の発展による DNA

分類を使用している。  

 上記の各技術は特定の事例で用いられているが、後に必要になる場合に備えて、調査の
初期段階で生体物質を収集し保存しておくことを推奨する必要がある。身元確認は通常、
被害者あるいはその所持品の目視による識別によって行われるため、実験室での検査は限
られた被害者に対してのみ必要である。しかし、サンプルがなくては実験室での検査は不
可能である。  

 身元確認において追加の技術を用いることが必要となる場合には、最も簡易かつ安価で
あり、広汎に使用できる技術から着手すべきである。多くの一般人が信じていることとは
異なり、DNA 検査は限定された被害者の身元確認に対してのみ必要である。  

 「災害専門家」とは、災害調査に専念している異なる専門領域の専門家である。当分野
の知識については、極めて複雑かつ多岐に渡り、様々な科学のなかでも特に工学、薬学、
歯科学、獣医学、地理学、地震学、気象学、人工頭脳学、物理学、数学といった広汎な専
門領域を網羅するため、明確な教育課程は存在しない。科学捜査において、包括的な取組
を行うことが極めて重要である。なぜなら、身元確認に関する問題のみならず、各々の状
況に応じあらゆる種類の問題に対処する必要があるからである。  

 

建築士、技術者およびその他専門家 
 今日では、広汎な専門家が災害のテーマに関して調査や業務に専念することは珍しいこ
とではない。建築士、技術者（土木、航空、水理、機械、地球物理、電気工学を専攻）、地
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震学者、原子物理学者、地理学者、気象学者が該当する。  

 上記専門家の専門領域内外のグループが、当該地域内の緊急時対応計画の立案に協力す
る準備と参加の程度が、災害対応においてより優れた成果を上げるうえで、極めて重要と
なり得る。  

 

ジャーナリストおよびマスコミ従事者 
 災害時におけるマスコミの役割は非常に複雑である。その理由は、世界の大多数の通信
機関は、とりわけ、このような災害事象を扇情的に表現するからである。特に、災害時の
多数の死者の管理に関して、マスコミ従事者に対する教育を行うことが不可欠である。マ
スコミは、人々に対して捜索救助ならびに死体の身元確認や最終的処遇に向けた準備に関
する案内や情報提供を行う上で、大きな役割を果たす。  

 マスコミは、情報伝達に関する役割および人々とのつながり故に、情報不足のため収容
所に残された状態の遺体の身元確認について、必要な情報を入手する際にも有用である。 

 

司法当局 
 司法当局は、法的審議における意思決定に責任を持つ。人による暴力行為に関わる際に
は、調査の早期から参加してもよい。不正行為による告発が行われた際には、ただちに法
的措置がとられる。このことは交通事故や航空事故において最も一般的であり、当該の事
故では数多くの手続きを行う上で、司法上の許諾が必要となる。例えば、剖検やその他の
法医学検査、実験室での検査、親族への遺体の引き渡しなどである。以上のことを踏まえ、
司法当局は災害準備計画に関する知識を有するべきである。  

 

2.3.2 災害対応時における他の参加者 
政府および地方自治体 
 一般に、政府や地方自治体は、災害準備に関してほとんど知識を有していないが、災害
対応においては重要な役割を果たす。政府の担当職員は定期的に入れ替わるため、最新の
訓練を受けていることは保証できない。災害管理専門のコンサルタントやアドバイザーの
登用は有用であり、政権間の引継ぎにおいても政策を維持できる。  

 政府当局は、災害事象に携わる治安要員の早期の大量派遣から、現地の人的資源や資金
不足により災害対応が困難な場合における外部援助の依頼までに及ぶ基本行動を調整し、
決定する。  

 その他の主要な意思決定を行うことから、政府当局は、専門家の判断を受け入れる必要
があるだけでなく、専門家は同様に判断基準を説明する義務を負う。アドバイザーは、極
めて多くの死者を適切に管理する最善策を説明しなければならない  

 

宗教法人および地域の関連団体 
 ほとんどの国々で、彼らはコミュニティーの組織化において重要な役割を果たし、極め
て有用である。身元確認の書類作成における基本情報提供や、親族による死体の確認、親
族への死体の引き渡しにおいて役立つ。  
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震学者、原子物理学者、地理学者、気象学者が該当する。  

 上記専門家の専門領域内外のグループが、当該地域内の緊急時対応計画の立案に協力す
る準備と参加の程度が、災害対応においてより優れた成果を上げるうえで、極めて重要と
なり得る。  

 

ジャーナリストおよびマスコミ従事者 
 災害時におけるマスコミの役割は非常に複雑である。その理由は、世界の大多数の通信
機関は、とりわけ、このような災害事象を扇情的に表現するからである。特に、災害時の
多数の死者の管理に関して、マスコミ従事者に対する教育を行うことが不可欠である。マ
スコミは、人々に対して捜索救助ならびに死体の身元確認や最終的処遇に向けた準備に関
する案内や情報提供を行う上で、大きな役割を果たす。  

 マスコミは、情報伝達に関する役割および人々とのつながり故に、情報不足のため収容
所に残された状態の遺体の身元確認について、必要な情報を入手する際にも有用である。 

 

司法当局 
 司法当局は、法的審議における意思決定に責任を持つ。人による暴力行為に関わる際に
は、調査の早期から参加してもよい。不正行為による告発が行われた際には、ただちに法
的措置がとられる。このことは交通事故や航空事故において最も一般的であり、当該の事
故では数多くの手続きを行う上で、司法上の許諾が必要となる。例えば、剖検やその他の
法医学検査、実験室での検査、親族への遺体の引き渡しなどである。以上のことを踏まえ、
司法当局は災害準備計画に関する知識を有するべきである。  

 

2.3.2 災害対応時における他の参加者 
政府および地方自治体 
 一般に、政府や地方自治体は、災害準備に関してほとんど知識を有していないが、災害
対応においては重要な役割を果たす。政府の担当職員は定期的に入れ替わるため、最新の
訓練を受けていることは保証できない。災害管理専門のコンサルタントやアドバイザーの
登用は有用であり、政権間の引継ぎにおいても政策を維持できる。  

 政府当局は、災害事象に携わる治安要員の早期の大量派遣から、現地の人的資源や資金
不足により災害対応が困難な場合における外部援助の依頼までに及ぶ基本行動を調整し、
決定する。  

 その他の主要な意思決定を行うことから、政府当局は、専門家の判断を受け入れる必要
があるだけでなく、専門家は同様に判断基準を説明する義務を負う。アドバイザーは、極
めて多くの死者を適切に管理する最善策を説明しなければならない  

 

宗教法人および地域の関連団体 
 ほとんどの国々で、彼らはコミュニティーの組織化において重要な役割を果たし、極め
て有用である。身元確認の書類作成における基本情報提供や、親族による死体の確認、親
族への死体の引き渡しにおいて役立つ。  
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葬儀屋、墓掘り従事者、他 
 「災害専門家」とは分類されないものの、葬儀屋や墓掘り従事者などは死体に対処する
訓練を受け、日常的に取り扱っているため、極めて多くの死者が発生した災害時において、
最も対応可能な者かもしれない。しかし、通常は多数の死体を扱うことはないため、この
ような災害時には作業への悪影響をうける可能性がある。  

 葬儀場職員は、ことに親族に対する対応や埋葬における死体の身支度において経験があ
るため、実際に極めて役立つ。多くの国々で、葬儀業務は、火葬、死体防腐処理、特に死
体の本国送還など移送に関する必要な手配といった規制について責任を有する。これらの
ことから、災害準備計画の立案においては、彼らの活動を含めるべきである。通常は個人
の死のみに関わっているが、彼らの経験には留意するべきである。  

 

外交官および領事 
 外交官および領事は、災害に自国の国民が巻き込まれた場合は常に関与する。国際航路
を含む航空事故や他の交通事故がその最たる場合である。  

 上記の方々への応対や当国の外務省との活動を調整する際には、常に状況が整っていな
ければならない。特に、親族との連絡やもたらされた情報の検証など、死亡したとみられ
る犠牲者に関する情報探索において重要な役割を果たしうる。  

 国によって様々であるものの、しばしば領事館は身元確認がとれた遺体を納棺し、自国
に移送されるまで、重要な役割を果たすものであり、領事館が上記の行為を公式に認める。  

 

料理人およびその他サービス業 
 料理人およびその他サービス業はこのような災害時において、極めて重要である。なぜ
なら犠牲者の探索、回収および身元確認の作業は長期間にわたる場合があり、ほとんどの
時間を災害発生地にて過ごすからである。水供給と食料が必要であり、同様に、派遣され
た救援要員による他のニーズにも留意しなければならない。これらの提供が、公共団体や
仕出し業者との契約によって実施されるか、災害対応を行う組織が、対応能力があるため
直接実施されるかについて、十分に計画される必要がある。  

 その他のニーズとしては、衛生サービス、洗浄設備、食事場所、小規模診療所、現地の
家族や職員が連絡を取るための公衆電話、災害地を来訪し遺体安置所への移動手段を必要
とする人々へのタクシーサービス等が挙げられる。通常タクシーが利用できない遠隔地で
は、特に夜間はこの種のサービスが重要である。  

 

親族、隣人、および一般住民 
 当局が到着する前から、親族、隣人、および一般住民は通常、災害発生時から存在して
いる。彼らは初期の災害対応作業に対して役立つこともあるが、妨げとなることもある。
このことより、一般住民が災害を想定した教育を受け、いったん災害が発生した場合には
率先して災害対応に取り組むことが重要である。  

 死亡したとみられる犠牲者のすべての親族に対して、優遇措置を取らねばならない。彼
らが定期的に情報を受けることがとりわけ重要である。それが集約的な情報であり、彼ら
の最愛の人について直接的には当てはまらないとしてでもある。親族は不安な苦渋に満ち
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た時間を過ごしており、そのため常には理性的に振る舞えないということを理解するべき
である。  

 

2.4 作業の調整 
 災害時の調査の組み立てと多職種チームの運営は、特に大組織の場合、現場での物理的
条件や使用できる物的資源の有無にかかわらず、非常に複雑である。経験上、関係者がす
ぐに準備をし、運用調整者（コーディネーター）が必要な知識、見識ならびにリーダーシ
ップ能力を有している場合、非常に効果的に作業が進展する。これらの調整がなされれば、
秩序や調整の欠如、失望や場当たり的な行動によって引き起こされる恐ろしい「災害の上
の災害」（二次災害）を回避することができる。  

 以下の各項は、多数の死亡者をもたらす災害における作業の調整について、まとめたも
のであり、各国の専門家の経験に基づくものである。各事例は、それぞれの地域での現状
や、直面した災害の種類に応じて適用されるべきものである。  

 

2.4.1 情報収集 
 情報は、今日においても意思決定の基盤であり、災害場面においても必須のものである。
我々が直面している事案について概略を把握することにより、いくつか例を挙げると、死
者の概数や遺体の状態や天候条件の克服などは、我々がどのように対応するかに大きく影
響を与える。  

 

2.4.2 災害の場所、事象、危険性 
 災害発生の連絡を受けた後に、より良い緊急計画を立案するうえで基礎情報が必要とな
る。緊急計画は、平時に準備されたものであり、場所や事象の重大さ、対策状況や利用で
きる資源、特に特定型の事象についての他の要因を考慮するものである。  

災害発生直後から、多数の遺体管理を行うために呼び出された医師や、その他の専門職
は、以下の条件にできるだけ忠実に従い、評価する必要がある。  

 災害の種別  

 いつ、どこで発生したか  

 死者を含む犠牲者数の実数と潜在数  

 救助された犠牲者の場所（死体を含む）  

 災害地域、生存者、遺体収容所へのアクセス  

 遺体を回収するための予想時間  

 遺体の状態、予想される身元確認、外国人の存在  

 災害地域に存在する潜在的な危険性  

 現在の天候ならびに気象予報  

 緊急事態に対応した資源の利用可能性  

 

2.4.3 生存が絶望視されている犠牲者 
 災害の発生直後、死者を含む犠牲者の実数の把握やその身元確認は難しい。一方、犠牲
者の予測数や想定される身元確認についての情報はあるかもしれない（例：航空機事故の
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乗務員と乗客）。これらの環境は、死体の回収や身元確認のアプローチ法に影響を与える。 

 死亡者と思われる人の身元確認についての一般的情報を得た後に、それぞれのケースに
対応した身元確認ファイルを作成するための情報収集を始める必要がある。この過程を監
督することは、この段階のコーディネーターにとって、最も重要な仕事の 1 つである。  

 基本情報の収集のための最も一般的な情報源として、以下に示すように近親者への
インタビューを行う。  

 －親類、友人、隣人、同級生、チームメイト、同僚  

 －医師、歯科医師  

 －看護師、治療師  

 －犠牲者と関係するテーラー、縫い子および洋服店の者  

 －犠牲者と関連があった写真家、宝石店、美容院、マッサージ師  

 －災害の生存者と証人  

 必要情報が収載された以下の書類の検索、収集、検査  

 －身元証明書  

 －登録証明書（特に拇印付き）  

 －対象者やその所持品の写真やビデオ  

 －医療情報と X 線写真  

 －X 線や歯科カルテを含む歯科的な記録  

 －洋服、時計、宝石などの購入レシート  

 比較（鑑別）のために用いるもの  

 －服や靴のサイズ、着用やにおい  

 －対象者の頭髪が付着したくしや、その他の採取した頭髪  

 －被災前に対象者が触れたもの  

 －いろいろな物品にて検出された以前からあった染み  

 －法医学的な遺伝子検査に使用するために、家族から緊急採取されたサンプル  

 －歯列の型や義歯などの補綴物  

 

 身元確認は、遺体から得られた情報（死後情報）と、災害の犠牲者と考えられる方の生
前の情報との比較に基づいていることに留意した上で、犠牲者と考えられる者の個人情報
ファイルを構築することは必須の事項である。より迅速な法医学的プロセスによって、犠
牲者の分類を行うこととなる。情報をコンピュータ処理することや、このような状況に特
化したソフトウェアを作成することは、さらに役立つものである。  

 犠牲者と考えられる人についての情報収集は、調査において極めて重要な段階である。
事故に遭遇するリスクを有しているため、事前に情報提供している航空機関係者やその他
のリスク者を除けば、身元確認やデータファイルは事故後に徐々に作成されるものである。
情報提供者は、通常、犠牲者と近しい人間関係にあるため、基本情報を提供することは、
提供者にとっては大変辛いことである。彼らは、愛する者の死に直面したくないために、
最初は協力を拒むかもしれない。あるいは、インタビューの際に、不安定な精神状態のた
めに不確かな情報を提供してしまうかもしれない。  

 家族や親類とのインタビューに際しては、必要に応じて精神科医や臨床心理士のサポー
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トを得て、対象者の協力を得るためにあらゆる手段を用いて、適切な場面をできるかぎり
設定する必要がある。また、インタビューを受ける者について、その情報の信憑性につい
て評価することは大変重要なことである。特に、犠牲者と近しいグループと作業を行う場
合（例：航空機事故のように、犠牲者数と身元照会が既知である場合）、ひとつの誤った情
報が身元確認作業における複合的な過誤につながる可能性がある。  

 同一人物に対して、種々の情報についてインタビューする場合、得られた情報に関して
差異が発生する場合がある。最終的に使用される提供データに対して、範囲を定めること
は賢明な方法であり、一般的に最大値と最小値を設定する。例としては 165cm から 170cm

の身長や、22 歳から 24 歳の年齢といったものである。いくつかの事例において、最終フ
ァイルでは信憑性の低いデータは一時的にファイルから除外され、疑わしいデータは注釈
にて記載される。一般的な過誤は、インタビューを受ける者が、犠牲者と考えられる人の
身体的特徴を述べようとする時や、左側と右側を混同してしまう時に発生する。これは、
人間の反対側や人体に関連した事柄についての認識によるものである。インタビューを受
ける者にとって、本当は左側の犬歯が喪失しているのに、右側の犬歯が喪失していると言
ったり、子どもの時に、右側の前腕を骨折しているのに、左側の前腕を骨折していると答
えたりするのは珍しいことではない。  

 世界中の専門家によって開発された多くのデータ収集のための書式から選択することが
推奨されることである。その書式は、災害発生地やインタビューを行う者によって共有さ
れると思われる地域特性や土地固有のものを反映させ、適合させるべきである。各々の地
域に各々の言語があり、インタビューを行う者にとっては意味を見出せないことがあるこ
とに留意するのは、重要なことである。例えば、「lame」、「halt」、「crippled」は、「歩行困
難」の同義語であるが、これらの用語に馴染みのない者に対して、十分な説明がなされな
いかもしれない。  

 身元確認のための情報の一部は、基本的な個人情報（生前情報）の検索によって求めら
れるものである。環境や、個人へのインタビューによって変わるかもしれない情報は、一
般的に以下のものが該当する。  

 犠牲者が着用していた服装の種類、量、形状、大きさ、特徴、ブランド、その他の
情報  

 装飾品のタイプ、量、形、色、大きさ、特徴、マークや刻印、その他詳細について  

 所有していた文書の種類、数、場所、その他の情報  

 医学的情報ファイルやその他の臨床医学的情報  

 犠牲者が所有していなかった文書（比較のために用いることができる写真や手書き
の文書や指紋を含む）  

 犠牲者と考えられる方の特性：年齢、性別、人種、背丈、傷跡、母斑、刺青、頭髪
の色（天然 /染色）、口ひげやあごひげの存在、義歯など補綴物、歯科カルテ、他の
歯科情報、血液型、他の遺伝的情報、X 線写真の情報、生前の外傷に関するデータ、
先天異常、整形外科ギブス、既往歴、外傷の既往とその影響、その他の特記事項  

 上述したように、情報収集は遺体検査で明らかになった特徴による比較において、基本
となるものであり、その結果によって死亡者の身元確認を行うことができる。  

 この情報は、当該領域のために開発されたソフトウェアを用いて、コンピュータ上へ保

30

4646



 

30 
 

トを得て、対象者の協力を得るためにあらゆる手段を用いて、適切な場面をできるかぎり
設定する必要がある。また、インタビューを受ける者について、その情報の信憑性につい
て評価することは大変重要なことである。特に、犠牲者と近しいグループと作業を行う場
合（例：航空機事故のように、犠牲者数と身元照会が既知である場合）、ひとつの誤った情
報が身元確認作業における複合的な過誤につながる可能性がある。  

 同一人物に対して、種々の情報についてインタビューする場合、得られた情報に関して
差異が発生する場合がある。最終的に使用される提供データに対して、範囲を定めること
は賢明な方法であり、一般的に最大値と最小値を設定する。例としては 165cm から 170cm

の身長や、22 歳から 24 歳の年齢といったものである。いくつかの事例において、最終フ
ァイルでは信憑性の低いデータは一時的にファイルから除外され、疑わしいデータは注釈
にて記載される。一般的な過誤は、インタビューを受ける者が、犠牲者と考えられる人の
身体的特徴を述べようとする時や、左側と右側を混同してしまう時に発生する。これは、
人間の反対側や人体に関連した事柄についての認識によるものである。インタビューを受
ける者にとって、本当は左側の犬歯が喪失しているのに、右側の犬歯が喪失していると言
ったり、子どもの時に、右側の前腕を骨折しているのに、左側の前腕を骨折していると答
えたりするのは珍しいことではない。  

 世界中の専門家によって開発された多くのデータ収集のための書式から選択することが
推奨されることである。その書式は、災害発生地やインタビューを行う者によって共有さ
れると思われる地域特性や土地固有のものを反映させ、適合させるべきである。各々の地
域に各々の言語があり、インタビューを行う者にとっては意味を見出せないことがあるこ
とに留意するのは、重要なことである。例えば、「lame」、「halt」、「crippled」は、「歩行困
難」の同義語であるが、これらの用語に馴染みのない者に対して、十分な説明がなされな
いかもしれない。  

 身元確認のための情報の一部は、基本的な個人情報（生前情報）の検索によって求めら
れるものである。環境や、個人へのインタビューによって変わるかもしれない情報は、一
般的に以下のものが該当する。  

 犠牲者が着用していた服装の種類、量、形状、大きさ、特徴、ブランド、その他の
情報  

 装飾品のタイプ、量、形、色、大きさ、特徴、マークや刻印、その他詳細について  

 所有していた文書の種類、数、場所、その他の情報  

 医学的情報ファイルやその他の臨床医学的情報  

 犠牲者が所有していなかった文書（比較のために用いることができる写真や手書き
の文書や指紋を含む）  

 犠牲者と考えられる方の特性：年齢、性別、人種、背丈、傷跡、母斑、刺青、頭髪
の色（天然 /染色）、口ひげやあごひげの存在、義歯など補綴物、歯科カルテ、他の
歯科情報、血液型、他の遺伝的情報、X 線写真の情報、生前の外傷に関するデータ、
先天異常、整形外科ギブス、既往歴、外傷の既往とその影響、その他の特記事項  
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存されたり、特別な事案のためのデータベースを作成させたりすることができる。この技
術が不足している場合、近親者とのインタビューにおいて提供されたデータと、回収され
た遺体検査から得られたデータとの比較をより容易にするために、情報を管理することは
必要なことである。データ処理のためには、様々な手法があり、専門職は利用できうる資
源を考慮し、最適なものを見出すべきである。  

 

2.5 遺体の回収  

 災害発生時から、災害対応において、最も複雑でかつ一般に少なくとも専門職が実施す
る過程の 1 つである遺体の回収が始まる。これは、災害業務においては、様々な分野の人々
や稀に医師が行う災害地域からの遺体回収の際に、しばしば混乱を引き起こすものである。 

 災害現場からの遺体回収は、法医学的見地や犯罪学的見地ならびに司法の見地から、推
定上の犯罪行為の捜査において、最も重要なものの 1 つである。しかし、ほとんどの災害
において、犯罪行為の容疑は、対応初期の段階では十分に考慮されず、多くのケースで捜
査を妨げることになる。不幸にして、テロリストが関与しているような航空機事故の様に、
犯罪動機がありそうな事象でも、捜査の観点は無視される。これは、捜査方法に関しての
知識の欠如や短期間で効果的に作業を完遂させる人材の不足や、災害現場から遺体を回収
することについての強烈な社会的圧力によって生じる。  

災害現場では、特に、このような事象をとりまく心理的・政治的圧力のために、科学捜
査の原則を用いることは大変難しい。科学的基盤がない「優先事象」は、災害現場からの
迅速な遺体回収をもたらすことになる。このような迅速な対応は、特に、遺体の断片があ
るような場合、事象や犠牲者の早期の身元確認を容易にする証拠を破損してしまうリスク
を有する。  

 上述のような悲観的評価にかかわらず、今までの経験による事実に基づき、医師や遺体
の回収を担当する専門職は、その方法論を理解すべきであり、何にもまして、効果的に作
業を実施するための人員とサポートを有するべきである。遺体の回収が、確立された科学
的手法を用いて正しく実施されない時でさえ、担当医師や専門職は可能な限り、多くの証
拠を残しておくようにすべきであり、たとえ撮影装置がプロ用の物でなくても、上記の文
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況は、医師に割り当てられた調査の調整や遺体収容といった重要な作業の背景となる。  

 多くの生存者がいるかもしれず、一度ならず、担当者を決定することは殆ど不可能であ
る。最大の権威を有する立法者や、他の機関との協力のもとに、問題となっている事例に
対して、定められた手順に従う者を明確にすることは重要である。監督すべき法的権威が
決定されるまで待つことは、大きな問題を生む可能性がある。  

 特殊な例を引くまでもなく、調査や遺体収容の手順について、どこで、どのように始め
るかを説明することは難しい。用いるべき最も適した戦略について決定する時、信頼でき
る原則については肝に銘じておく必要がある。例えば、遺体が散乱しているすべてのエリ
アや、すべての被災地や曝露された遺体への迅速なアクセスや、他の資源がそれらのもの
に到達するために必要であるかどうかを把握する必要がある。遺体の数と状態を知ること
も必要不可欠であり、その他の要因として、火災や他の化学薬品の影響について知ること
は必要不可欠なものである。  

 作業を組織化するために、現場はいくつかの作業領域に分割すべきである。望ましくは、
通し番号を振った各活動を記載したスケッチを用いて、作業領域は現存している固定障害
物によって、決定されるべきである。このような取り組みによって、遺体を現場から回収
した後でも、遺体の効率的かつシンプルな近似配置の復元が可能となる。  

 主要点は、基準点や被災地の表面積の概算（特に遺体片が散乱している地域）に従って
配置されなければならない。このエリアは、地図や基本スケッチに記録される。適切な方
向性を示し、固定障害物がない場合、危険の度合いを記す旗や、ペイントで書かれたサイ
ン、その他の印や基準点をおくことは役立つ。状況が許すならば、現場と、作業領域とさ
れた地域での補助活動に関連する地物（地表にある物）に関する迅速な地形学的調査を行
うことは、有用である。  

 特定の状況にある場合、遺体の分類配置が類型化される。その状況は以下に記すとおり
である。  

 死者数が多く、1 人の専門家（災害管理のトレーニングを受けている法医学分野の
専門家）に対して 5 体以上の割り当てがある場合。必要とされる標準的な任務は、
遺体の収容と単純検視による可能な限りの複合的身元確認作業である。  

 災害現場が大変広い場合（例：1 人の専門家に対して 5000m2 の場合）  

 遺体が、広範な領域に散乱している場合（例：1Km2 以上のエリア）  

 遺体が、地表移動では迅速に到達できないようなアクセスしづらい場所にある場合  

 このような特殊な状況にある場合、調査における記述は、法医学的関心を有する最も重
要な要素のみを示唆すべきである。その要素は以下に示すとおりである：遺体の位置、外
傷の場所、外傷の原因となる現場での障害物との関連性、2 次的火災源との近接性、遺体
のすぐ近くに火災があった証拠がない状態でのやけど。交通・航空機事故の場合、車内に
遺体があるか、安全ベルトをしていたかどうか、遺体のそばに障害物があったかどうか、
その他法医学的な関心事について同定することが重要である。  

 議論の的は、特に数名の担当医師がいる場合、回収された遺体に番号を付与しなければ
ならないことである。この必要性は、論争中の問題ではない。いかなる手法やコードを用
いても、遺体への番号の付与は、スケッチにおいてでさえ、遺体と遺体周辺の障害物との
関連性をはっきりさせた上で、各遺体の位置を再現もしくは近似復元できるものであり、
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少なく見積もっても、災害現場のどの区域からから遺体が回収されたかを示すべきである。 

単純な方法は、各々の担当医師に文字を割り付けることや（A、B、C など）、担当医師
に関連した文字を割り付け（Peter は P の文字、Ray は R の文字、Mary は M の文字など）、
医師が作業を割り当てられている地域を書きとめることである。これらの地域をそれぞれ
の医師に割り当てた後に、割り当てエリアが終了するまで、ナンバー1 から始めて連続数
を付与する。遺体が収容所もしくは仮遺体安置所に到着した時に、連続したコード付がな
されるものである（例：A-1、A-2、A-3 もしくは P-1、P-2 など）。それぞれの回収状況を
記載した地域のスケッチは、その過程の記録として提供されるものである。  

 写真やビデオを用いて、遺体の回収の前に地形学的調査を行うことができる専門家が存
在する。調査の順番は天候にもより、予想される資源が使用可能であることにも関係する。
しかし、この種の調査は、上述した個人・グループ調査について除外したり、置き換えた
りはしないものである。医師は、災害状況において、最初に活動することになるので、調
査を行うための基本的トレーニングを受けていることが基本である。その緊急性ゆえ、専
門家が現場に到着する前に、そのほとんどが実施されなければならない。  

 医師の基本的調査レポートには、以下の項目を含むものである。  

 文書のコード番号  

 担当医師の名前とコード  

 活動についての正確な日時と場所  

 行動を要請した行政  

 遺体の完全性（完全な遺体、遺体の断片、混在した遺体、組織片など）  

 もしわかるようであるならば、おおよその年齢、人種、民族、肌の色  

 服装の概要（最も顕著な特徴もしくは確認できる特徴）  

 遺体が所有していた文書や記載されていた名前  

 遺体が身につけていた宝石類  

 位置、外傷、死亡日に関係した要素、その他  

 外傷と災害現場との関連性、ならびに災害現場に関する情報  

 担当医師の署名  

回収作業中に見つけ出した文書（対応した写真を含む）によって、犠牲者の身元確認に
ついて推量可能である時、「推定される身元は・・・・」と記載することは賢明なことであ
る。回収のために割りつけられたコードは、予備的な身元確認が実施されたことを示すた
めに、何らの方法において、丸で囲むか印をつけるなどを行うべきである。これは、収容
所か仮遺体安置所に遺体が到着した時に、遺体を分類するのに役立つものである。  

 1 つ気がかりなのは、遺体の完全性が危うい時や、肉片や組織片のみが存在する場合、
遺体が時間の経過に伴い溶解している場合、あるいは遺体が焼けただれている場合では、
回収においては、どのようにコードを登録するかということである。このようなケースに
おいて、遺体袋を用いて、残存片を回収することは当を得ている。もし、遺体袋が利用で
きない場合は、同じくらいの強度を有している代替物を利用するか、ゴミ袋を 2 重・3 重
に重ねて用いる。通常、白色や黒色や緑色の袋の外側に油性インキの対比色にて、そのケ
ースに割りつけられたコードを書く。そのコードは、刻印もしくは最低でも油性インクで
記載された 2 つの小さな金属製の ID タグにも明示される。ひとつの ID タグは、遺体もし
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くはその一部のしっかりした場所に、ワイヤーや頑丈なコード（できれば合成物質）にて
結びつける。一方、もうひとつの ID タグは、遺体袋の閉じ口や、もし遺体袋にファスナ
ーや留め金があるならば目立つところに付ける。  

 遺体を死後数時間のうちに回収する場合、死後硬直が口腔内にも発生し、強く閉口する
ので、どんな状況においてもタグを紛失しないようにするために、口腔内に第 3 のタグを
置くことを勧めている研究者がいる。その欠点は、コードをチェックするためにタグを取
り外すには、顎部の硬直を解除するために切開しなければならないことである。  

 病院の患者やホテルでのゲスト ID のように用いられるプラスチック製のブレスレット
は、タグが付いている死体にとっても、有効な手段のひとつである。プラスチック製のブ
レスレットは強く、良好な品質であり、固有のコードがそれぞれのタグに事前に印刷され
ている。ひとつ制約として考えられることは、プラスチック製ブレスレットは、手足がな
くなっている死体に結びつけるのが難しいことである。もう一つ考慮しなければならない
ことは、ブレスレットのコードは無作為に割り付けられるものではないということである。
上述したようなより古典的なタグとは異なり、もし自分自身で作業が完遂できない場合、
ブレスレットは、回収や作業を担当した医師の番号や順番についての情報を提供しない。
この種の情報を包含するために、更なる管理システムが構築されなければならない。これ
らの理由から、ブレスレットは、複合的な回収段階よりも遺体とともに作業する施設であ
る受付や収容場において、より適切に使用されるものである。  

 上述した議論から明らかなように、医師は調査や遺体の回収のために数名の助手が必要
となる。遺体袋とコード化された ID タグ（刻印もしくは印刷されたタグ、プラスチック・
ブレスレット、他の測定方法）と同様に、遺体の回収には担架を有するべきである。遺体
の回収は、通常、担当医師立ち合いのもとでその指示に従い、実施されなければならない。 

 遺体の検査は、身元を示す文書を探すために犠牲者の服のポケットを調べることを除い
て、災害現場では実施すべきではない。文書に関するいずれの情報も、調査・遺体記録に
直ちに注釈を書くべきである。現場にて遺体を調べた際に、見つかった文書について記述
した後に、対応した遺体に同じコードを付け、身元確認されるべきであり、遺体袋を開く
ことなしに、読むことができるように、透明なプラスチック袋内に置くべきである。他の
専門家は、文書は、それが見つかった場所（例：ポケット）に戻し、一時遺体安置所や収
容場において、遺体の最終検査の間に移動するのみであることを推奨している。いずれに
せよ、文書が記録されている写真やビデオは、現場での写真やビデオのみを使用して登録
されるべきである。  

 いずれの遺体とも直接的に関係しない調査において、文書が見つかるかもしれない。そ
れらは回収され、封筒のなかに入れられ、現場で見つかったところに置かれるべきである。
覚書は、最も近接した遺体か文書に関連した遺体について書かれるべきであり、文書同定
のためのみに使用される予定コードが与えられる必要がある。  

 遺体から見つかった宝石類は持ち去るべきではない。品目は記載され、収容場にて実施
されるより詳細な検査や記述まで、適切な場所に残しておくべきである。写真とビデオは、
遺体の身元確認を行うために、宝石類を理解している人にとって役立つものである。写真
文書においても、宝石について詳細な記述をすべきである。  
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ことなしに、読むことができるように、透明なプラスチック袋内に置くべきである。他の
専門家は、文書は、それが見つかった場所（例：ポケット）に戻し、一時遺体安置所や収
容場において、遺体の最終検査の間に移動するのみであることを推奨している。いずれに
せよ、文書が記録されている写真やビデオは、現場での写真やビデオのみを使用して登録
されるべきである。  

 いずれの遺体とも直接的に関係しない調査において、文書が見つかるかもしれない。そ
れらは回収され、封筒のなかに入れられ、現場で見つかったところに置かれるべきである。
覚書は、最も近接した遺体か文書に関連した遺体について書かれるべきであり、文書同定
のためのみに使用される予定コードが与えられる必要がある。  

 遺体から見つかった宝石類は持ち去るべきではない。品目は記載され、収容場にて実施
されるより詳細な検査や記述まで、適切な場所に残しておくべきである。写真とビデオは、
遺体の身元確認を行うために、宝石類を理解している人にとって役立つものである。写真
文書においても、宝石について詳細な記述をすべきである。  
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2.5.2 遺体の搬送 
捜索活動が終了し遺体が搬送されると、遺体は検査されるために被災地近くの収容場所

に集められるか、最終的な検査と振り分けが行われるための場所に移される。遺体収容所
は、多くの要因によって決まる。すなわち、発見された遺体の数、遺体の状態、被災地か
ら最も近い遺体安置所や病院あるは法医学施設などの剖検を実施する場所までの距離、こ
れらの施設の遺体冷却の能力などである。  

遺体は可能であれば、識別のための印を付けたうえで梱包され、できればトラックやバ
ンなどの閉鎖できる車両で、冷却した状態で搬送されるべきである。4℃が保存のために理
想的な温度である。遺体の身元確認のための詳しい記述のような作業に手間取る可能性が
あるので、冷凍させないように注意が必要である。剖検は特別な場合に行われるが、冷凍
すると剖検に影響を及ぼす可能性もある。  

先に述べたように、遺体は個々に救急車両や保健医療サービス車両で搬送すべきでない。
平常時に保健医療サービス車両が不足しているならば、災害時の状況はより悪い事態とな
る。いずれにしても、たとえ遺体がしっかりと梱包されていたとしても、特に体の一部や
組織片を扱う場合、あるいは遺体が分断されていた場合、梱包から漏れる液体による汚染
を避けるために、搬送車両の床をカバーした方がよい。搬送の項で述べたが、車両の遺体
を搬送あるいは収容している印となるものは隠すことが重要である。  

 

2.6 収容と検案の場所 
 遺体が回収され収容所に搬送されると、別の検査がなされる。最も重要なのが、身元確
認である（確認の方法はこの章の後半で説明する）。ケースごとに熟練者に要求される内容
は異なるが、それぞれの業務で必要とされる作業条件や環境のための計画が必要である。 

 災害の種類にかかわらず、遺体の検査や一時的な安置をするためにふさわしい、最低限
の条件を整える必要がある。これらの必要な条件のある部分は、この章の「必要物資」の
ところで述べたが、他の必要な条件はその状況によることになる。  

 先に述べたように、水や照明の調達やアクセスの規制が、仮遺体安置所や法医学施設以
外の被災地での仮の遺体検案場所で、考慮されるべき基本的な必要事項となる。少なくと
も、遺体収容所、検死場、検案場の 3 つの場が必要となる。それぞれの場所の大きさや特
性は、災害の状況やその場所の環境や物質的資源に依存する。  

 

2.6.1 遺体収容所 
発見場所から回収された遺体は、遺体収容所に置かれる。収容場所は、不可欠なプライ

バシーを守ることから、腐敗を遅らせるための遮光にいたるまでの、基本的な条件を備え
ていなければならない。熱帯や気温が高い国では、特に遺体の損傷の結果生じる腐敗を避
けるために、その場所を冷やすことが賢明である。  

 遺体は、搬送されてきたときに分類によって身元確認を早くするため、並べておく必要
がある。遺体は最終確認の段階の前に、性別、皮膚の色、年齢によってグループに分類さ
れるべきである。遺伝因子型、毛髪の色や長さ、さらに身長や足のサイズなどの計測され
る項目も、分類に追加することができる。  
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------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 

身元確認の一つの方向性を、遺体が搬送された時点で決めることができる。例えば、150

人の犠牲者が出た災害で、背が高く痩せた黒人の高齢者男性を探している者がいるとする
と、これに該当するのは 2、3 遺体にすぎないだろう。遺体がある決まった分類の場所にあ
れば、身元確認の労力はかなり少なくなる。先ほどの黒人高齢者を探す人にとって、該当
者は 150 遺体ではなく、2、3 遺体に絞られ、決められた収容場所にあることにより、早く
身元確認が可能となる。  

 これは、他の場合にもあてはまる。例えば、若く、白人、小柄、小太り、ブロンドで妊
娠している女性を探している人がいるとすると、150 遺体のうち該当するのは、1 遺体であ
るだろう。遺体搬送が組織的にうまく行われていれば、収容場所で彼女の遺体をすぐに確
認することが可能である。  

------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 

災害時における遺体の身元確認や遺体の特性についての、多大な情報を取り扱うことに
役立ついくつかのコンピュータープログラムがある。しかしながら、コンピュータがない
場合、「マクビー」や「キーソート」で知られている古典的な方法を使うことができる。こ
れらは、ふちに穴が開けてあり、それに一つの分類が割り当てられているカードである。
ワイヤーや長い針を一つの穴に通すことにより、数百の情報を早く、効率的に取り扱うこ
とが可能である。  

 例えば、男性を 1 番、女性を 2 番、性別不明を 3 番の穴に割り当てるとする。遺体の男
性という情報をカードに割り当てる時、カードのふちの 1 番にあたる部分に刻みが付けら
れる。ワイヤーや長い針を 1 番の穴に挿入することにより、多くのカードから 1 番の穴が
開けられたカードが選ばれ、すべてのカードから男性の遺体のカードを選択することがで
きる。このように、何百ものカードから男性のカードを見分けることが可能となる。この
方法が繰り返され、問題としている遺体に該当するカードが絞られてくる。より多くの個々
の情報があれば、多くの犠牲者から対象が絞られることになる。身元確認を検討する場合、
この選別方法を考えることができる。  

 

2.6.2 検視場 
遺体の確認のためには、目視で確認することが必要である。この確認過程は、多くの国

で成文化され、災害時だけではなく基本的な法医学業務においても重要な要素である。  

身元確認に協力してもらう家族、友人などのための検視場を設置することは重要である。
第 1 に、遺体の調査に確認される宝石、衣服、身元確認につながる品物や特徴の写真が提
示される。第 2 に、家族らは身元確認に役立つのであれば、遺体の体、特に顔の写真を見
せられる。第 3 に、品物、最終的には遺体そのものを、直接、家族あるいは関係者に見せ、
視覚認識により十分な身元確認がなされる。  

もちろん、この作業には、十分なケアや倫理的配慮が伴うべきである。関係者や身元確
認に協力する人は、精神的にも準備をしておくべきである。すべての法医学的努力におい
ては、結果は正しく解釈されなくてはならない。  

装飾品、衣服、遺体の一部の写真を見せられた人が、その物がある人のものである、あ
るいはその遺体や遺体の一部であると断言するだけでは十分でないため、ここで最後の点
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------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 

身元確認の一つの方向性を、遺体が搬送された時点で決めることができる。例えば、150

人の犠牲者が出た災害で、背が高く痩せた黒人の高齢者男性を探している者がいるとする
と、これに該当するのは 2、3 遺体にすぎないだろう。遺体がある決まった分類の場所にあ
れば、身元確認の労力はかなり少なくなる。先ほどの黒人高齢者を探す人にとって、該当
者は 150 遺体ではなく、2、3 遺体に絞られ、決められた収容場所にあることにより、早く
身元確認が可能となる。  

 これは、他の場合にもあてはまる。例えば、若く、白人、小柄、小太り、ブロンドで妊
娠している女性を探している人がいるとすると、150 遺体のうち該当するのは、1 遺体であ
るだろう。遺体搬送が組織的にうまく行われていれば、収容場所で彼女の遺体をすぐに確
認することが可能である。  

------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 

災害時における遺体の身元確認や遺体の特性についての、多大な情報を取り扱うことに
役立ついくつかのコンピュータープログラムがある。しかしながら、コンピュータがない
場合、「マクビー」や「キーソート」で知られている古典的な方法を使うことができる。こ
れらは、ふちに穴が開けてあり、それに一つの分類が割り当てられているカードである。
ワイヤーや長い針を一つの穴に通すことにより、数百の情報を早く、効率的に取り扱うこ
とが可能である。  

 例えば、男性を 1 番、女性を 2 番、性別不明を 3 番の穴に割り当てるとする。遺体の男
性という情報をカードに割り当てる時、カードのふちの 1 番にあたる部分に刻みが付けら
れる。ワイヤーや長い針を 1 番の穴に挿入することにより、多くのカードから 1 番の穴が
開けられたカードが選ばれ、すべてのカードから男性の遺体のカードを選択することがで
きる。このように、何百ものカードから男性のカードを見分けることが可能となる。この
方法が繰り返され、問題としている遺体に該当するカードが絞られてくる。より多くの個々
の情報があれば、多くの犠牲者から対象が絞られることになる。身元確認を検討する場合、
この選別方法を考えることができる。  

 

2.6.2 検視場 
遺体の確認のためには、目視で確認することが必要である。この確認過程は、多くの国

で成文化され、災害時だけではなく基本的な法医学業務においても重要な要素である。  

身元確認に協力してもらう家族、友人などのための検視場を設置することは重要である。
第 1 に、遺体の調査に確認される宝石、衣服、身元確認につながる品物や特徴の写真が提
示される。第 2 に、家族らは身元確認に役立つのであれば、遺体の体、特に顔の写真を見
せられる。第 3 に、品物、最終的には遺体そのものを、直接、家族あるいは関係者に見せ、
視覚認識により十分な身元確認がなされる。  

もちろん、この作業には、十分なケアや倫理的配慮が伴うべきである。関係者や身元確
認に協力する人は、精神的にも準備をしておくべきである。すべての法医学的努力におい
ては、結果は正しく解釈されなくてはならない。  

装飾品、衣服、遺体の一部の写真を見せられた人が、その物がある人のものである、あ
るいはその遺体や遺体の一部であると断言するだけでは十分でないため、ここで最後の点
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を説明する。面談は、彼らの反応の裏にある推理を明らかにすることや、彼らが話したこ
とについての知識を確認するために行われるべきである。精神的緊張や親類や親しい友人
の死を受け入れられないことが、誤ったまた非現実的な反応につながる可能性があるため、
身元確認者が遺体や遺体の一部を直接確認するときには、彼らの反応をよく観察すべきで
ある。  

 

2.6.3 検案場 
遺体のつけていた衣服などの物品を調べるために、検案場は必要である。  

 すべてのケースで剖検が必要ではないが、推奨されるケースあるいは必須のケースがあ
る。検案所には、剖検を行うのにふさわしい場所が必要である。  

 剖検する場所に加えて、場合によっては他に遺体の調査をするための場所が、以下に示
す場合のために必要である。虫垂切除術がされたかどうかの確認、歯科検診による口腔内
診査、上腕骨を外して測定すること、頭蓋骨の骨梁から年齢を推定すること等である。特
にアルコールのように、毒物学的スクリーニングのためのサンプルを、穿刺吸引により採
取する必要がある場合がある。その他の採取法は、外科的に開放することや内容除去術を
行うことである。  

 検案場では、遺体を保存するために死体防腐処理や他の方法がなされる。この場所で、
当局の管理下に遺体を棺に納めることが行われる。これらの方法を実施するための一時的
なあるいは現地での遺体安置所の最小の要求度にふさわしい場所を確保することが必須で
ある。  

 

2.7 身元確認の方法 
災害によってもたらされる状況は様々であり、犠牲者の身元確認の状況や起こり得る可

能性を予想することもできない。これは、遺体の保存状態から、遺体がこの地域のものか
主に海外のものかを決めることを考慮するまでにも及ぶ。その他の問題は、特に身元確認
の法律的専門知識を持った災害専門家の協力を得ることや、また遺体の身元の推定に必要
な情報を見出すことである。  

 次項では、基本的知識から特別のケースの問題解決のための高度な方法までの、遺体の
身元確認の全般的な方法を説明する。  

 

2.7.1 視覚認識による確認 
遺体が回収されると、体の外部状態や衣服についての調査が行われる。遺体が回収され

る間に、身元確認の推定ができたとしても、徹底的な調査がなされた後で、登録が行われ
るべきである。  

 外部状況の調査の後、通常は性別、年齢、皮膚の色、必要であれば遺体の完全性、おお
よその身長などによって遺体を分類する。髪の毛の色、長さ、また瘢痕、口腔内の補綴物、
あざ、衣服、装飾品なども分類上重要である。  

 前述したように、遺体は身元確認の基準によってグループ、サブグループに分類され、
ある区域に分類された場所に置かれるか、区分された建物で囲まれた場所や冷却されたコ
ンテナや車両に安置されるべきである。  

37

第 2 章　大規模災害時における法医学的遺体管理作業

5353



 

38 
 

 例を挙げると、性別について、さらにサブグループがある。男性は年齢で幼児、青年、
成人、老人と 4 つのグループに分類できる（それぞれの年齢区分は明記されるべきである）。
それぞれの年齢区分について、さらに人類学的に正確な人種分類ではないが、黒人、混血、
白人のような皮膚の色で分類される。これらのサブグループはさらに、黒、茶色、金髪の
ように髪の毛の色で分類される。この方法は、個人の特性である各々の特徴について連続
して続けられる。  

 例えば、150 人以上の犠牲者を出す航空機事故では、上記のような分類法により、早い
身元確認が可能である。年齢、性別、皮膚の色の最小の 3 種類の特徴から、対象を 150 人
の遺体から、4 あるいは 5 遺体に絞ることができる。これには、毛髪の長さと同じように
単純な特徴なども使用することができる。遺体の状況や特徴の不足のため、このシステム
によりすべての遺体を分類することはできないかもしれない。  

 多くの遺体はこの単純な方法で並べられ、科学捜査専門家による検査や準備の後、身元
確認に協力する親類、友人、関係者などに見せる。これは視覚認識の過程にあたり、事前
に体制を整えておく必要がある。身元確認の推定に役立つ所見の記録は、ファイルに納め
られる。  

 身元確認の方法は、次に示すような一定の基本原則に従う。  

 遺体に関する知識を正しく評価するため、観察者と話し合い心の準備を整えるよう
にする。  

 確認は個々に行い、グループで観察することや他の遺体と同時に行わない。  

 適切な照明とプライバシーが確保される場所で行う。  

 遺体を注意深く置き、遺体がきれいであり観察者に強い負の印象を与えるような部
分を覆う。  

 衣服、装飾品、特に眼鏡などの外観に影響を及ぼす物品を外してはならない。  

 瘢痕、刺青、あざ、傷、義歯など、面接時に得られた情報を確認できる体の部分が
あれば、観察者に見せる。  

 観察者が提供する外科的治療のような視覚認識できない情報も、ひとつひとつ確認
する。  

 観察者から提供された要素や矛盾を生じたものを説明するために、所見を記録し、
可能であれば撮影する。  

 視覚認識が終了したら、時としてまだ数名の人により継続される場合でも、提供された
情報が検査で得られた情報と一致するかを確認する。すなわち、年齢の確認、歯科治療の
状態、履物に影響する足の欠損、虫垂手術の確認などである。  

 腐敗、焼けた状態（特に炭化された状態）、激しい損傷（遺体の一部の状態）など、正し
い判断を阻害するような場合を除き、多くの場合にはこの手技によって身元確認が行われ
ることが、科学的に証明されている。  

 

2.7.2 人類学的検証による確認 
 視覚認識は、その健康状態により情報を提供できない生存者も同様に、災害で亡くなっ
た多くの遺体の身元を確認するために使われる。少数の遺体については、遺体の損傷、特
に顔面の損傷のため、あるいは身元確認のために鑑別できる十分な特徴がないため、さら
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 例を挙げると、性別について、さらにサブグループがある。男性は年齢で幼児、青年、
成人、老人と 4 つのグループに分類できる（それぞれの年齢区分は明記されるべきである）。
それぞれの年齢区分について、さらに人類学的に正確な人種分類ではないが、黒人、混血、
白人のような皮膚の色で分類される。これらのサブグループはさらに、黒、茶色、金髪の
ように髪の毛の色で分類される。この方法は、個人の特性である各々の特徴について連続
して続けられる。  

 例えば、150 人以上の犠牲者を出す航空機事故では、上記のような分類法により、早い
身元確認が可能である。年齢、性別、皮膚の色の最小の 3 種類の特徴から、対象を 150 人
の遺体から、4 あるいは 5 遺体に絞ることができる。これには、毛髪の長さと同じように
単純な特徴なども使用することができる。遺体の状況や特徴の不足のため、このシステム
によりすべての遺体を分類することはできないかもしれない。  

 多くの遺体はこの単純な方法で並べられ、科学捜査専門家による検査や準備の後、身元
確認に協力する親類、友人、関係者などに見せる。これは視覚認識の過程にあたり、事前
に体制を整えておく必要がある。身元確認の推定に役立つ所見の記録は、ファイルに納め
られる。  

 身元確認の方法は、次に示すような一定の基本原則に従う。  

 遺体に関する知識を正しく評価するため、観察者と話し合い心の準備を整えるよう
にする。  

 確認は個々に行い、グループで観察することや他の遺体と同時に行わない。  

 適切な照明とプライバシーが確保される場所で行う。  

 遺体を注意深く置き、遺体がきれいであり観察者に強い負の印象を与えるような部
分を覆う。  

 衣服、装飾品、特に眼鏡などの外観に影響を及ぼす物品を外してはならない。  

 瘢痕、刺青、あざ、傷、義歯など、面接時に得られた情報を確認できる体の部分が
あれば、観察者に見せる。  

 観察者が提供する外科的治療のような視覚認識できない情報も、ひとつひとつ確認
する。  

 観察者から提供された要素や矛盾を生じたものを説明するために、所見を記録し、
可能であれば撮影する。  

 視覚認識が終了したら、時としてまだ数名の人により継続される場合でも、提供された
情報が検査で得られた情報と一致するかを確認する。すなわち、年齢の確認、歯科治療の
状態、履物に影響する足の欠損、虫垂手術の確認などである。  

 腐敗、焼けた状態（特に炭化された状態）、激しい損傷（遺体の一部の状態）など、正し
い判断を阻害するような場合を除き、多くの場合にはこの手技によって身元確認が行われ
ることが、科学的に証明されている。  

 

2.7.2 人類学的検証による確認 
 視覚認識は、その健康状態により情報を提供できない生存者も同様に、災害で亡くなっ
た多くの遺体の身元を確認するために使われる。少数の遺体については、遺体の損傷、特
に顔面の損傷のため、あるいは身元確認のために鑑別できる十分な特徴がないため、さら
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に詳しい検査が必要である。このような場合、人類学的検査は一つの選択肢となる。  

 死後長時間経過した遺体では、視覚認識では問題が解決しないため、技術的な確認法が
必要と思われる。腐敗や白骨化した遺体について説明する。これは、災害では非常に稀な
ケースであるが、ジャングルや遺体が腐敗や白骨化するまで発見できない場所での航空機
事故の場合に、このような事態が起こり得る。これは、土砂崩れや地滑りなどで、遺体の
回収が遅れた場合にもあてはまる。  

 生存者あるいは遺体の身元確認について、一般的に述べる。死亡したのが最近かどうか、
言い換えれば遺体が腐敗し白骨化した状態になっているかどうかで分類される。  

 白骨化した遺体を災害時に取り扱う可能性は少ないが、人類学的検査法を除外すること
ではない。この分野は、骨学だけではなく、生体観察や身体測定を使用し、最近死亡した
個体を取り扱うのと同じように、生存者の検査にも役立っている。  

 年齢、性別、人種、身長などの特徴は、暫定的な身元確認には十分であるが、完全な確
認がなされるべきである。このような時に、信頼性の高い確認法を可能にする別の方法を
探すことになる。  

最近死亡した者と同じように、生存者においても役立つ活動の概要は、次のとおりである。 

 情報提供者への聞き取り調査  

 生体観察の調査（遺伝子型、瘢痕、刺青やその他の目印）  

 毛髪の発達と特徴（長さ、色、スタイル）  

 生殖器の外観と発達（外生殖器の描写）  

 歯科的発達段階と情報（歯式、歯科的人類学）  

 骨の成長と情報（骨化から骨折まで）  

 生体計測学（足の大きさから身長まで）  

 可能な画像診断結果との比較  

 

白骨遺体の検査の場合は、次の業務を同時に行うべきである。  

 仮のファイルを項目の比較のために用意する。  

 特に骨について、生物学的材料を検査のために準備する。  

 骨の観察を行う。  

 身元確認に役立つ生前、死亡時、死亡後の外傷痕を探す。  

 骨の疾患や異常を探す。  

 必要な骨の計測と比較を行う。  

 体幹や頭蓋骨の画像検査を行う。  

 歯科的人類学を含む歯科学的、口腔科学的検査を行う。  

 正しい物であれば、頭蓋骨と生前の写真を重ね合わせる。  

 適切であれば、3 次元的な顔貌の復元を決定する。  

 必要であれば、他の検査を追加する。  

これらの検査によって、身元確認が肯定されたり否定されたりするが、多くの場合、一
つの検査だけでは、同定できない可能性がある。一般に、いくつかの検査が実施され、す
べて一致した時に、無条件で身元確認がなされる。所見は記載され、他の項目によって補
完される。誤った検査結果もありうる。たとえば、頭蓋骨と生前の写真の重ね合わせは、
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遺体の確認の除外のみに役立ち、この検査の偶然の一致は身元確認を確実にすることにな
らない。  

 骨学的調査は、骨が本当に人間のものであるかどうかの問題で始まり、どこの骨がある
のか、右側か左側か、遺体が混同されているときにはどのくらいの数の骨があるのか等に
よって行われる。骨の直接的観察から我々は、骨端の形や融合、頭蓋骨の縫合が閉鎖して
いるかどうか、骨梁や脊柱管の状態、奇形や骨の疾患の有無、頭蓋骨や骨盤から判定され
る性別、典型的な形態異常をきたした最近あるいは以前の損傷の存在について、示すこと
ができる。  

 

2.7.3 他の確認方法 
以下のいずれの方法も実施可能である。  

 細胞学  

 指紋の比較  

 法遺伝学  

 分子生物学、特に DNA について  

 筆跡鑑定  

 

2.8 DNA による確認* 

2.8.1 歴史的背景 
 分子生物学的な手法を用いた確認は、血液型を用いて、メンデル型の遺伝形式に基づく
血縁関係や親子関係を決定する方法として始まった。血液型から得られる情報は、マーカ
ーの組み合わせの数が限られているため精度が低い。次いで、ヒト白血球抗原（HLA）の
マーカーが開発された。HLA は、主として移植時の組織適合性を確認するのに用いられる
複雑なシステムであり、法医学捜査施設では利用されることがない。血液型も HLA タイ
ピングも対象を識別するには多様性が限定的であるため、結果として確認には使用できな
かった。  

マイクロサテライトとして知られる領域は、あらゆる種の染色体上に見られる。集団ご
とに高度な多様性があり、分子マーカーとしての利用に適している。これらの領域に見ら
れる多様性は、同じ塩基配列の中に存在する遺伝物質の違い、すなわち塩基の置換または
同じ配列が高度に反復する長さの違いに由来している。マイクロサテライトはウィマンと
ホワイト（Wyman と White）によって 1980 年に初めて明らかにされた。  

 遺伝的性質について手がかりを得、その結果として確認を行うために、マイクロサテラ
イトの有用性は明白であったにも関わらず、純粋に技術的ないくつかの理由によって適応
は限定的であった。1980 年代の半ばに、DNA 多型に関する研究に基づき個人の確認を行
うための技術開発が始まった。DNA 多型は、ゲノム上のさまざまな領域に存在する幅広い
多様性を表すものである。研究者は、ヒトを含め、各々の種に特異的な方法を開発できる
ようになった。  

 1990年代の初めには、PCR技術を用いた分析が法医学捜査施設に広まった。比較的、技
術が単純で、コストが安く、結果の解析が簡単であり、何よりも、必要とするDNA量がご
く少量でよいためである。DNAによる確認は法医学捜査において科学的に受け入れられ、
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遺体の確認の除外のみに役立ち、この検査の偶然の一致は身元確認を確実にすることにな
らない。  

 骨学的調査は、骨が本当に人間のものであるかどうかの問題で始まり、どこの骨がある
のか、右側か左側か、遺体が混同されているときにはどのくらいの数の骨があるのか等に
よって行われる。骨の直接的観察から我々は、骨端の形や融合、頭蓋骨の縫合が閉鎖して
いるかどうか、骨梁や脊柱管の状態、奇形や骨の疾患の有無、頭蓋骨や骨盤から判定され
る性別、典型的な形態異常をきたした最近あるいは以前の損傷の存在について、示すこと
ができる。  

 

2.7.3 他の確認方法 
以下のいずれの方法も実施可能である。  

 細胞学  
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 法遺伝学  

 分子生物学、特に DNA について  

 筆跡鑑定  

 

2.8 DNA による確認* 

2.8.1 歴史的背景 
 分子生物学的な手法を用いた確認は、血液型を用いて、メンデル型の遺伝形式に基づく
血縁関係や親子関係を決定する方法として始まった。血液型から得られる情報は、マーカ
ーの組み合わせの数が限られているため精度が低い。次いで、ヒト白血球抗原（HLA）の
マーカーが開発された。HLA は、主として移植時の組織適合性を確認するのに用いられる
複雑なシステムであり、法医学捜査施設では利用されることがない。血液型も HLA タイ
ピングも対象を識別するには多様性が限定的であるため、結果として確認には使用できな
かった。  

マイクロサテライトとして知られる領域は、あらゆる種の染色体上に見られる。集団ご
とに高度な多様性があり、分子マーカーとしての利用に適している。これらの領域に見ら
れる多様性は、同じ塩基配列の中に存在する遺伝物質の違い、すなわち塩基の置換または
同じ配列が高度に反復する長さの違いに由来している。マイクロサテライトはウィマンと
ホワイト（Wyman と White）によって 1980 年に初めて明らかにされた。  

 遺伝的性質について手がかりを得、その結果として確認を行うために、マイクロサテラ
イトの有用性は明白であったにも関わらず、純粋に技術的ないくつかの理由によって適応
は限定的であった。1980 年代の半ばに、DNA 多型に関する研究に基づき個人の確認を行
うための技術開発が始まった。DNA 多型は、ゲノム上のさまざまな領域に存在する幅広い
多様性を表すものである。研究者は、ヒトを含め、各々の種に特異的な方法を開発できる
ようになった。  

 1990年代の初めには、PCR技術を用いた分析が法医学捜査施設に広まった。比較的、技
術が単純で、コストが安く、結果の解析が簡単であり、何よりも、必要とするDNA量がご
く少量でよいためである。DNAによる確認は法医学捜査において科学的に受け入れられ、
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その識別力が確証され、特に、生物学的な血縁関係を否定する場合において確証された。
DNAによる確認の方法の中で、核内の遺伝子の分析は、メンデル型遺伝様式をとるために
情報的価値が高い。すなわち、子孫の遺伝子の半分は母親由来のものであり、残りの半分
は父親からのものである。  

 PCR による確認の方法において認められるいくつかの問題は、DNA 分子が化学物質に対
し感受性が高いことと関係している。すなわち、ホルマリンなどの薬剤により化学的に修
飾にされ、次亜塩素酸ナトリウムとの反応により分子構造が失われ、例え自然の成り行き
として生じる酵素的なプロセスにより分解されない場合においても、時間とともに、アデ
ニンとグアニンの含有量の高い領域の消失が起こり断片化していく。しかし、もし、個人
の多型プロファイルを得るために用いられるサンプルが最近のものならば、あるいは適切
に保存されていたものならば、「統合 DNA インデックス・システム」(the Combined DNA 

Index System, CODIS)に照合して結果が得られる。もし、分析のための DNA を得るのに使
う予定のサンプルまたは組織が室温で保存されていたならば、DNA は断片化し続け、遺伝
的プロファイルを確立するのは困難となる。  

 あるサンプル、例えば少量の血液や精液の染み、唾液、毛髪、時間の経った遺体、また
は大規模災害による遺体などでは、DNA技術が遺伝的プロファイルを得る唯一の機会であ
る可能性がある。  

 一方、特殊な遺伝様式を示すDNAが、ミトコンドリアと呼ばれる細胞内小器官に存在し
ている。ミトコンドリア遺伝子の配列に含まれる情報は母系からのみ受け継がれる。その
ため、母方で血縁のある人たちの関連を確立し、母系の異なる個人を識別することができ
る。これらの特徴、および、各々の細胞は多数のミトコンドリアを含んでいること、ミト
コンドリアDNAは先に述べたような化学的あるいは物理的修飾により感受性が低いこと、
また、ミトコンドリアDNAは変異率の高い領域（高頻度可変領域）を有するという事実か
ら、ミトコンドリアDNAを用いた方法は、極めて有用であり、特に、損傷が極めて著しい
試料の場合に有用性が高い。ヒトの母系の血縁関係には、ヒトのミトコンドリアゲノム配
列が用いられる。  

 

2.8.2 DNA による確認のプロセス 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  

DNA分析

確立された技術についての検討

最も情報量が多く確立された技術の選択

サンプルごとの必要性と利用可能性に基づく
DNA分析技術の適用
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 現在、ヒトの確認を行う場合には、伝統的な人類学的方法と分子生物学的な方法の両者
が用いられ、確認に成功した件数は増加している。例えば、メサレドンダ火災（第7章で述
べる）では、大規模災害の結果として、極めて複雑な症例の確認を行うこととなったが、
この事例ではDNA分析が必要となった。我々は、古典的な方法を用いた場合、過誤の割合
は15％であることに注目しなければならない。  

 確認手段としてヒトのDNA分析が選ばれたのは、まさにこの理由によるものである。こ
れらの技術は、世界中の大規模災害において、未確認の個人に対応する遺体に対してタイ
ピングを行った時、高い信頼性を示した。この信頼性は明らかに、サンプルの種類、サン
プルの損傷の程度、サンプルが外界の物質（例えば、炎）に曝露されていた時間と環境状
態に依存する。  

 ミトコンドリアDNAに関連した方法の適用は、一般的には、広範囲な損傷を示すサンプ
ル、例えば、古い白骨死体に限られる。より複雑な分析方法は存在しない中で、この種の
分析は、極めて特異的な技術的な特徴により、多くの症例において解明または推定をもた
らす。ミトコンドリアDNAを用いた分析は核DNAの分析と比較して情報価値が少ないとい
う限界がある。  

 表現型の特徴が失われたために人類学的な方法では確認が行えない場合、遺体の確認は
分子生物学的技術（DNA検査）によってのみ可能となる。DNA検査は複雑なプロセスであ
り、高度な技術設備と専門家が必要である。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 確認のプロセスに先立ち、調査の対象となるグループについて集団の種類による分類に
関する情報を得ることは重要である。  

限定的な集団：遺体の数が登録された被害者の数と一致する。  

限定的ではない集団：遺体の数が登録された被害者の数と一致せず、多くの場合、より
多い。  

 DNAによる確認は先祖とその子孫との間で共有される遺伝マーカーの一致に基づく。こ
れは父親と母親から子どもへと受け継がれる遺伝的な特性である。この一致を確立するた
めには、直系の血縁者の遺伝的プロファイルを得なくてはならない。遺伝的プロファイル
とは、両親から、半分は母親から半分は父親から受け継がれるマーカーの多様性に関する
固有の組み合わせである。現代のPCR法を用いた増幅技術によって、生きている組織の細

DNAの種類

ミトコンドリアDNA核DNA

性染色体上のDNA常染色体上のDNA
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 現在、ヒトの確認を行う場合には、伝統的な人類学的方法と分子生物学的な方法の両者
が用いられ、確認に成功した件数は増加している。例えば、メサレドンダ火災（第7章で述
べる）では、大規模災害の結果として、極めて複雑な症例の確認を行うこととなったが、
この事例ではDNA分析が必要となった。我々は、古典的な方法を用いた場合、過誤の割合
は15％であることに注目しなければならない。  

 確認手段としてヒトのDNA分析が選ばれたのは、まさにこの理由によるものである。こ
れらの技術は、世界中の大規模災害において、未確認の個人に対応する遺体に対してタイ
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態に依存する。  

 ミトコンドリアDNAに関連した方法の適用は、一般的には、広範囲な損傷を示すサンプ
ル、例えば、古い白骨死体に限られる。より複雑な分析方法は存在しない中で、この種の
分析は、極めて特異的な技術的な特徴により、多くの症例において解明または推定をもた
らす。ミトコンドリアDNAを用いた分析は核DNAの分析と比較して情報価値が少ないとい
う限界がある。  

 表現型の特徴が失われたために人類学的な方法では確認が行えない場合、遺体の確認は
分子生物学的技術（DNA検査）によってのみ可能となる。DNA検査は複雑なプロセスであ
り、高度な技術設備と専門家が必要である。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 確認のプロセスに先立ち、調査の対象となるグループについて集団の種類による分類に
関する情報を得ることは重要である。  

限定的な集団：遺体の数が登録された被害者の数と一致する。  

限定的ではない集団：遺体の数が登録された被害者の数と一致せず、多くの場合、より
多い。  

 DNAによる確認は先祖とその子孫との間で共有される遺伝マーカーの一致に基づく。こ
れは父親と母親から子どもへと受け継がれる遺伝的な特性である。この一致を確立するた
めには、直系の血縁者の遺伝的プロファイルを得なくてはならない。遺伝的プロファイル
とは、両親から、半分は母親から半分は父親から受け継がれるマーカーの多様性に関する
固有の組み合わせである。現代のPCR法を用いた増幅技術によって、生きている組織の細

DNAの種類

ミトコンドリアDNA核DNA

性染色体上のDNA常染色体上のDNA
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胞からと同様に死亡したヒトの組織（極度の高温にさらされて殺された人の場合も含めて）
から、DNAを獲得することが可能となった。  

 科学界は、DNAを用いて親子関係を確立可能なことを実証するため、種の方法を用いた。 

1. 細胞の核のゲノムから、核DNA上のマイクロサテライトと呼ばれるマーカーを用い
る。これは、個人の遺伝的プロファイルを示す。  

2. 男性の性染色体上のDNAだけに見いだされ、息子にのみ受け継がれるマーカーを用
いる。  

3. ミトコンドリア DNA の領域の配列を比較する。これは母系すなわち、母親とその子
ども、母親を介した同胞の間でのみ受け継がれる。  

遺体の組織から遺伝的プロファイルを得ることが成功するか否かは、DNA がどれだけ良く
保存されていたかにかかっている。組織サンプルがとても古い場合には、ミトコンドリア
DNA を使った方が成功の確率は高い。焼死した遺体の場合には、遺伝的プロファイルを得る
のに成功する割合の平均は 50 パーセントであることを、国際的なレポートは報告している。 

 

2.8.3 DNA タイピングにおける症例の引受、証拠の管理および分析過程の管理 
 これらの方法の目的は、証拠に対する分析過程が管理されることを保証することである。
すなわち、証拠が紛失、悪化、有害な変化をすることを防ぎ、多数のサンプルを処理する
のに必要な手配を行うことである。  

 

症例の引受 
 DNA分析を行う症例の引受についての判断は、限られた資源に対する適切な管理に依存
する。基本的に、DNA検査室は個人を確認するために利用される種々の業務のひとつであ
り、DNA分析は他の方策により提供される情報では確認ができない場合にのみ認められる
べきである。しかしながら、DNA分析が必要とされる可能性があるなら、証拠が処理され
る前にサンプルを入手するべきであり、潜在的な証拠として管理され、適切に保管され、
保全されるべきである。このような要請は、サンプルを管理する地域社会ネットワークの
設立を必要とし、ネットワーク内の異なる検査室において、DNA分析が同様の条件で行え
るべきである。地域のネットワーク運用計画には、生物学者と遺伝学者の派遣交換に関す
る常設の協定を含めるべきである。その結果、多数の症例を扱うために専門家チームを動
員することが可能となる。同様に、そのネットワークは、地域の住民に関するデータベー
スを管理するべきである。  

 

DNA 分析のためのサンプルの採取 
 分析に供する可能性のあるサンプルは、検査室において潜在的な証拠として処理される
可能性があるならば、標準的な基準に合致する必要がある。  

 法医学的に個人を確認する症例においては、未確認の症例であれ、新生児の症例であれ、
最初に考慮すべき判定基準は個人を同定する必要性、そして、通常の確認のための検査を
実施しつくした後に、申し立てを行った家族のもとへ遺体を搬送する必要性である。DNA

検査は、時間と手間とコストがかかる手順を必要とするため、日常的な事柄ではないこと
は理解されるべきである。  

43

第 2 章　大規模災害時における法医学的遺体管理作業

5959



 

44 
 

 分析に関する法的責任を有する者、すなわち、当局あるいは法医学の専門家に相当する
者は、上述のガイドラインに従い、採取されたサンプルが潜在的な証拠として取り扱われ
るか否かを決定すべきである。証拠の分析過程を管理するためには、当局や専門家が責任
を引き受けることが絶対的に必要である。  

 分析過程の管理の一端として、当局や法医学の専門家は当該サンプルの妥当性を検証す
るのみでなく、汚染、同時処理により起こるサンプルの混入（サンプルのクロスコンタミ
ネーション）、または専門家や他の人たちに由来する物質の混入から保護するべきである。
各々のサンプルを入れた個別の封筒は、刻印し、封をして検査室へ送るべきである。輸送
書類は、サンプルコードを用いて封筒の内容物（サンプルの種類）を明記するべきである。
このコードは、簡単に読み取りができるように封筒の外側にも記入するべきである。輸送
書類は、サンプル付属の報告書のコピーをいれ封をした封筒とともに送るべきである。そ
うすることにより、サンプルの保管と管理の準備が整う。  

 

優先順位 
 症例の優先順位は司法当局（刑事または民事の判事、検察など）により、以下の判断基
準に従って決定されるべきである。  

 DNA分析の結果として提供される証拠としての、あるいは調査上の価値（当局が証
拠として採用するか否か）。DNA検査室、直属の監督者、症例の身元確認に責任のあ
る調査官、検察の代表者と事前に相談のうえ、決定は下されるべきである  

 分析の結果が妥当な期間内に有意義な情報をもたらす可能性（DNA検査室からの提示） 

 法廷や他の司法当局から設定された期限  

 証拠を受け取る順番  

 

サンプルを採取する責任を有する人員 
 適切な訓練、技術的スキル、及び経験のある人員がサンプルを採取するべきである。採
取の段階が分析結果の質を決定し、割り当てられた期間内により良い結果を得ることを可
能にする。地域社会ネットワークは、災害計画の一端として訓練を実施することにより、
人員が技術を最新の状態に維持し続けるための資源を確保するべきである。  

 

サンプルの採取と検査室への発送における予防的措置 
 分析のためのサンプル、並びに、照合のためのサンプルを採取する時には、採取に当た
る人員とサンプルそのものを保護するため、一連の予防的措置を取るべきである。プロセ
スが確実ではない場合、サンプルは影響を受けることがある。  

 

人員の保護 
 ヒト由来の生物学的材料を扱う場合、危険な病原体（HIV、肝炎、結核、髄膜炎など）
を含み、感染源となりうることを想定するべきである。このため、以下に述べる一般的な
予防措置がとられるべきである。  

 手袋、マスク、ガウン、他の防御服などを着用して常に作業者とサンプルとの直接
的な接触をさける。  
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 分析に関する法的責任を有する者、すなわち、当局あるいは法医学の専門家に相当する
者は、上述のガイドラインに従い、採取されたサンプルが潜在的な証拠として取り扱われ
るか否かを決定すべきである。証拠の分析過程を管理するためには、当局や専門家が責任
を引き受けることが絶対的に必要である。  

 分析過程の管理の一端として、当局や法医学の専門家は当該サンプルの妥当性を検証す
るのみでなく、汚染、同時処理により起こるサンプルの混入（サンプルのクロスコンタミ
ネーション）、または専門家や他の人たちに由来する物質の混入から保護するべきである。
各々のサンプルを入れた個別の封筒は、刻印し、封をして検査室へ送るべきである。輸送
書類は、サンプルコードを用いて封筒の内容物（サンプルの種類）を明記するべきである。
このコードは、簡単に読み取りができるように封筒の外側にも記入するべきである。輸送
書類は、サンプル付属の報告書のコピーをいれ封をした封筒とともに送るべきである。そ
うすることにより、サンプルの保管と管理の準備が整う。  

 

優先順位 
 症例の優先順位は司法当局（刑事または民事の判事、検察など）により、以下の判断基
準に従って決定されるべきである。  

 DNA分析の結果として提供される証拠としての、あるいは調査上の価値（当局が証
拠として採用するか否か）。DNA検査室、直属の監督者、症例の身元確認に責任のあ
る調査官、検察の代表者と事前に相談のうえ、決定は下されるべきである  

 分析の結果が妥当な期間内に有意義な情報をもたらす可能性（DNA検査室からの提示） 

 法廷や他の司法当局から設定された期限  

 証拠を受け取る順番  

 

サンプルを採取する責任を有する人員 
 適切な訓練、技術的スキル、及び経験のある人員がサンプルを採取するべきである。採
取の段階が分析結果の質を決定し、割り当てられた期間内により良い結果を得ることを可
能にする。地域社会ネットワークは、災害計画の一端として訓練を実施することにより、
人員が技術を最新の状態に維持し続けるための資源を確保するべきである。  

 

サンプルの採取と検査室への発送における予防的措置 
 分析のためのサンプル、並びに、照合のためのサンプルを採取する時には、採取に当た
る人員とサンプルそのものを保護するため、一連の予防的措置を取るべきである。プロセ
スが確実ではない場合、サンプルは影響を受けることがある。  

 

人員の保護 
 ヒト由来の生物学的材料を扱う場合、危険な病原体（HIV、肝炎、結核、髄膜炎など）
を含み、感染源となりうることを想定するべきである。このため、以下に述べる一般的な
予防措置がとられるべきである。  

 手袋、マスク、ガウン、他の防御服などを着用して常に作業者とサンプルとの直接
的な接触をさける。  
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 サンプルを取り扱う際の飲食並びに喫煙を禁止する。  

 可能な限り無菌状態を最大限に保ち、使い捨て器具を使用する。サンプルの採取が
完了したら、使用した全ての使い捨て器具を生物学的廃棄物専用の容器に入れ、生
物学的廃棄物の廃棄のための規則に従う。  

 サンプルと接触する人員に対し予防接種を推奨する。  

 サンプル採取が剖検施設で行われる場合には、最大限の予防措置がとられるべきで
ある。  

 

サンプルの保護 
 多くのプロセスがサンプルの本来の状態、ひいては、サンプル中に存在する生物学的な
痕跡から遺伝的プロファイルを得ることができる可能性に影響を与えうる。ある場合には、
そのようなプロセスはサンプルに本来的に伴うものであり、他のプロセスは、サンプルの
採取や検査室への輸送が不適切に行われた場合に起こりうる。  

 これらのプロセスには以下のものがある。  

 ヒト由来の生物学的材料による混入 
ヒト由来の生物学的材料が、事象が発生した場所、あるいは事象の後に遺体の中に
存在していた場合に起こる。見物人、家族、捜査に関わる人が、誤って、あるいは
注意不足でサンプルを汚染することで起こる。これは、証拠を収集する際に、最低
限の予防措置が見過ごされた場合、あるいは包装が不完全な場合に頻繁に起こる。  

 生物学的証拠の搬送中の汚染または紛失 
これは、証拠をある場所から他の場所へ搬送する際に、通例、誤って起こり、サン
プルの汚染または紛失という結果になる。毛髪のサンプルを輸送する際に最も頻繁
に起こる。  

 微生物による汚染 
この種の汚染は、おそらく湿度や高温によって微生物が増殖する時に起こる。通常、
検査室へサンプルを送る前に、包装や保管が不完全であるために微生物の生育、増
殖が起こる。  

 化学的な汚染 
化学的な汚染は、DNAを抽出し増幅することを困難にする。サンプルがホルマリン
などの保存溶液に浸されていた場合、または、先に行われた検査（例えば、指紋の
検出）で化学物質が使用された場合に起こり、そのためDNA分析が難しくなる。  

 

基本的な予防措置 
 下記の基本的な予防措置が遵守されれば、上述の汚染を避ける、あるいは最小化するこ
とができる  

1. 可能な限り早く、事故の場所から離れ保全状態を確保する。生物学的な証拠は、状況
的に無理な場合は除き、最優先に収集されるべき証拠である。  

2. 清潔な手袋を着用し、頻繁に交換する。由来の異なると思われる生物的証拠を扱う場
合には特に必要である。  

3. サンプルを扱いながらの話やくしゃみを避ける。マスクを着用する。  
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4. ガウンまたは他の防御服を着用する。  

5. 使い捨ての器具を使用し、可能な場合には、一度限りの使用とする。あるいは、それ
ぞれの生物学的サンプルの採取の前後に完全に洗浄する。  

6. サンプルの保存のために化学物質を加えない。  

7. 各々のサンプルを個別に包装する。可能な場合には、サンプルを紙袋か段ボールの他
に包装する。プラスチックの容器を用いることは避ける。  

8. サンプルが採取されたら、使い捨ての器具（手袋、針、紙類）を、生物的廃棄物用の
袋か容器に入れる。生物的廃棄物の廃棄の基準に従う。  

 

サンプル包装と保存の方法 
 採取した瞬間から検査室へ到着するまで、サンプルを正しく保存することは絶対的に必
要である。なぜなら、生物的証拠—特に湿っているサンプルや液体のサンプル—の中に含
まれるDNAは、数時間のうちに分解を始めるからである。従って、適切な包装は非常に重
要であり、液体状の証拠、軟組織、臓器、湿った証拠物（もし何らかの理由で乾燥できな
いのであれば）は、輸送時も含め、冷蔵で保存するべきである。  

 また、全ての容器（チューブ、バッグ、箱など）を正しく識別し、テープを用いて封を
することは非常に重要であり、そのようにすることにより、サンプルの信憑性と本来の状
態とを保証することができる。推奨される包装と輸送手順を以下に示す。  

1. サンプルの識別 
サンプルを識別し、以下の項目を記載するため、全ての容器に十分な空欄が必要であ
る  

－サンプルの整理番号  

－サンプルの種類  

－サンプルの所有者と所在地  

2. 分析過程 
証拠を収集した人の名前とサイン、収集の日時を記載する分析過程の管理用の空欄が
必要である。  

3. 包装 
検査室へ輸送されるサンプルや遺体の包装について以下に示す。  

－液体状の証拠、臓器、軟組織などのための瓶または容器  

容器はネジ状のふた、または空気を通さないふたを持つものにするべきである。あ
らかじめラベルし、正しく識別する必要がある。冷蔵に保存し、可能な限り迅速に
冷蔵された状態で検査室へ送るべきである。  

－乾燥した無菌状態のスワブ（綿棒）  

サンプルを採取するのに用いられたスワブは、この目的のために設計され市販され
ている小さな段ボールの箱に包装する。この種の箱はスワブを保全し、完全に乾燥
させる。確認後に、テープで封をし、冷蔵せずに検査室へ送る。専用に設計された
箱を入手することが不可能な場合には、生物学的試料を採取するためにスワブを使
用した後、輸送用の容器に入れる前に、確認し、番号をうち、保全可能な場所に置
き室温で完全に乾燥させるべきである。  
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4. ガウンまたは他の防御服を着用する。  

5. 使い捨ての器具を使用し、可能な場合には、一度限りの使用とする。あるいは、それ
ぞれの生物学的サンプルの採取の前後に完全に洗浄する。  

6. サンプルの保存のために化学物質を加えない。  

7. 各々のサンプルを個別に包装する。可能な場合には、サンプルを紙袋か段ボールの他
に包装する。プラスチックの容器を用いることは避ける。  

8. サンプルが採取されたら、使い捨ての器具（手袋、針、紙類）を、生物的廃棄物用の
袋か容器に入れる。生物的廃棄物の廃棄の基準に従う。  

 

サンプル包装と保存の方法 
 採取した瞬間から検査室へ到着するまで、サンプルを正しく保存することは絶対的に必
要である。なぜなら、生物的証拠—特に湿っているサンプルや液体のサンプル—の中に含
まれるDNAは、数時間のうちに分解を始めるからである。従って、適切な包装は非常に重
要であり、液体状の証拠、軟組織、臓器、湿った証拠物（もし何らかの理由で乾燥できな
いのであれば）は、輸送時も含め、冷蔵で保存するべきである。  

 また、全ての容器（チューブ、バッグ、箱など）を正しく識別し、テープを用いて封を
することは非常に重要であり、そのようにすることにより、サンプルの信憑性と本来の状
態とを保証することができる。推奨される包装と輸送手順を以下に示す。  

1. サンプルの識別 
サンプルを識別し、以下の項目を記載するため、全ての容器に十分な空欄が必要であ
る  

－サンプルの整理番号  
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－乾燥したシミのサンプル  

各々のサンプルを紙の上に置き（毛髪、スワブなどの生物的証拠の紛失を避けるた
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－毛髪、かさぶた、皮膚、爪など  
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－骨と歯  
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せずに検査室へ送ることができる。もし、組織がまだ骨に付着しているなら、空気
を通さないプラスチックの容器を使うべきである。これらの容器はテープで封をし、
正確に確認を行い、冷蔵し、できる限り迅速に検査室へ輸送する。  

 

照合用のサンプルの採取 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 生きている対象者から照合用のサンプルを採取するためには、法的承認とサンプルを提
供する人からのインフォームドコンセントが必要である。確認の目的のための遺伝子解析
に供するサンプルを採取することを承認する文書は署名が必要である。未成年者や精神的
に障害のある人の場合には、法的承認に加えて、親あるいは監督者の同意が必要である。 

 

生きている対象者から採取する証拠のためのサンプル 
血液 

血液は証拠のためのDNAを入手するために従来から用いられているサンプルである。も
し、採取に先立つ3ヶ月間に輸血を受けていたら、頬粘膜細胞か毛嚢を照合用のサンプルと
して用いることを推奨する。少なくとも輸血後すぐには血液提供者のDNAを検出する可能
性がある。血液は静脈または毛管穿刺によって得ることができる。  

頬粘膜上皮細胞 
これらの細胞は被験者の頬の内側から、滅菌して乾燥したスワブを用いて採取する。2

つのサンプルを採取する。1つのスワブは左側の頬の内側をこすり、もう1つのスワブは右

法医学的確認において照合用のDNAを抽出するための試料

照合用のDNA

身元不明者の
身の回りの品

２次使用

身元不明者の血縁者

主な照合用の試料
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側の頬に用いる。スワブは確認を行い、保全可能な場所において室温で乾燥させる。完全
に乾燥するまで容器に入れてはならない。なぜなら、湿気のある状態では唾液中の細菌が
急速に増殖し、DNAを分解するからである。  

子宮頸管内のサンプル用に一般的に用いられる小さな円錐状のブラシまたはスワブが、
容易に乾燥する点においても頬粘膜細胞の採取に適している。サンプル中へ食品が混入す
ることを避けるため、サンプルは対象者が食事をした後、少なくとも1時間たってから採取
する。あるいは対象者はサンプル採取の前に完全に口腔内を洗浄する必要がある。  

毛嚢 
毛根のついた10～15本の毛髪を被験者から抜き取る。  

 

遺体から採取する証拠のためのサンプル 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

保存状態が良い遺体から採取する証拠のためのサンプル 
死後の血液 

約10mLの血液を、抗凝血剤（EDTA）を入れたチューブへ採取する。もし、他の検査の
ために血液が必要なら、追加のサンプルを採取するべきである。  

骨格筋 
2つの骨格筋片（約10gの重量で2cm程度の幅）を遺体の最もよく保存されている部分か

ら選び、口幅が広くネジ状のふたがついたプラスチックの容器へ入れる。心筋とともに分
解に最も耐性があるため、骨格筋の組織はサンプルとして望ましいものである。  

歯 
もし遺体の保存状態に疑問があれば、4本の歯、理想的には臼歯を抜き、保存することを

推奨する。そうすることにより、確認目的のための遺体発掘を避けることができる。抜歯
に先立ち、歯科カルテを完璧に記入するべきである。  

 

炭化した遺体から採取する証拠のためのサンプル 
 DNAは高温で安定性であるため、遺体の外見にかかわらず、炭化が完全ではない遺体か
ら、身体の深部の骨格筋の断片、あるいは心臓窩洞に残っている半ば凝固した血液を採取
し遺伝子分析を行うことは可能である。もし炭化が完全なら、分析に何を用いるのが最も
適切であるかを決定するため、利用可能なサンプルとその状態についての判断のために、

犠牲者からのDNAを抽出するための試料

軟組織

筋組織

骨組織 骨髄

骨格組織 心臓組織

一次組織
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検査室へ連絡をすることを推奨する。  

 

腐敗または白骨化した遺体から採取する証拠のためのサンプル 
骨 

腐敗した組織の残存物を骨から取り外す必要があり、長い骨、出来れば大腿骨を用いる
ことが望ましい。このようなサンプルを得ることが不可能ならば、分析に最も適切なもの
を決定するため、検査室は利用可能なサンプルとその状態について判断するべきである。 

歯 
歯科カルテを全て記載した後、少なくとも4本の歯、可能ならば臼歯を選ぶ。サンプルは

損傷していず、外科的歯内療法を受けていないことが必要である。  

 

防腐処置をした遺体から採取する証拠のためのサンプル 
 防腐処置をした遺体（ホルマリンなどの防腐剤を用いて人為的に保存した遺体）では、
DNAの分解が進行し、多くの場合には分析は非常に困難である。最も適切なサンプルを選
択するために、分析を行う検査室に連絡をとることを推奨する。かれらは使用する分子生
物学的技術、死体防腐処理に用いられた物質の種類、遺体の年齢、その他の要因を考慮の
上、最適なサンプルを判断することができる。  

 

その他、故人に由来する照合用のサンプル 
証拠のためのサンプルを得るために遺体を発掘することが不可能な場合、あるいは捜査

に協力することが可能な生存している親戚がいない場合、以下のような戦略を用いる。  

 病院に残された故人の生物学的遺物の分析。病院に残された故人の血液サンプル、
パラフィンで保存された生体サンプル、組織学用のプレパラートなどを検査するこ
とは可能である。ホルマリン中に保存された組織を分析することは推奨しない。な
ぜなら、ホルマリンはDNAを修飾し、たとえ不可能ではないにしても、分析を困難
にするからである。  

 家庭環境中に残された、亡くなった人の生物学的遺物の分析。亡くなった人の生物
的な痕跡を残しているかもしれないもの、たとえば、封筒は糊付け部や切手に唾液
の痕跡があるかもしれず、かみそり、櫛、ヘアブラシなども分析できる。この種の
サンプルは親戚の遺伝子解析によって本物であることを確認すべきである。なぜな
らサンプルが法手続きに関係している家族から提供されたかもしれないからである。
全ての使用可能な生物的材料が証拠から除かれたら、室温で保存できる。  

 

証拠の処分 
a) 分析者は可能な程度においてであるが、もし必要となった場合、新しい分析を行う

のに十分なサンプルを残すことを確実に行うべきである。解釈可能な結果を得るた
めに証拠のすべてを使用する必要がある症例においては、サンプルが無くなること
による法的な影響に対する考慮を確実に行えるように、調査を依頼した訴訟当事者
と協議すべきである。  
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b) 分析が終了したら、証拠は元の包装（元のラベルを含む）に戻し、適切に封をする。
返却される証拠は保存についての簡明な指示、並びに、潜在的な証拠物である旨を
述べた証明書が交付されるべきである。  

c) 証拠の再包装と再封に責任を有する分析者は、それぞれの内容物を申告用紙に記述
するべきである。荷物の送付に責任を有する者は、発送についての書面による追跡
レポートについて責任を有する。  

d) DNAサンプル、電気泳動の結果、解析のもとの結果はDNA検査室の管理の元に残さ
れる。もし、サンプルを他の検査室へ移動させる必要がある場合には、移動の記録
がケースファイル内の様式に記録されるべきである。  

 この項において、災害後に身元確認に用いられる法医学的なDNA分析に関する主要な原
則について述べた。この章の末尾の参考文献には、ここに示した題材についてより詳しく
述べている重要な文献を挙げている。この項の内容は複雑な問題であるので、疑問が生じ
た場合には、DNA分析の専門家のサービスを乞うことを推奨する。  

 

2.9 遺体の最終処分 
遺体の最終処分は、以前より実施されている埋葬にて行うことができるが、最近では火

葬がより普及している。  

遺体は通夜または遺体安置所に引き取られるか、最終的に処分できるようになるまで保
存することが必要になる場合がある。このような理由から、遺体保存は災害の状況におけ
る大規模な死亡者の管理において重要な問題となる。  

遺体が発見された状態に応じて、犠牲者の遺体を保存するために様々な方法を用いる。
伝統的には以下の方法が使用される。  

 低温処理：遺体は氷や他のシステムで冷却された容器に保持される。  

 化学的処理：保存剤が血管内に注射されるか、遺体の内部の空洞や他の部分に挿入・
注入される。  

 液体中に浸漬  

 埋葬  

 

2.9.1 低温処理 
低温で遺体を保存することは、古くからある方法である。一般に、遺体を維持または凍

結させるため、低温が保持された区画や部屋を使用して実施する。低温状態を維持するた
めには氷を使用するか（通常ドライアイスが推奨される）、または温度制御装置を用いるこ
とが可能である。  

法医学の仕事を完了するのに必要な時間が異なるため、遺体が保存される際の温度を制
御することは重要である。冷蔵室、特に食肉加工工場、船、および冷蔵トラックやコンテ
ナなどの施設を使用するときはこの点が重要である。  

例えば、冷凍状態の遺体は検死の過程を妨げる可能性がある。凍結は組織が脱水し変色
してしまう原因になりうるし、これは家族による視覚認識に対して悪い影響を与えるだけ
でなく、損傷を調べる上でも悪影響を与える可能性がある。遺体の急速な凍結は、頭蓋骨
折を含め、死後の傷害を引き起こす可能性がある。凍結された死体を取り扱う際もまた骨
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折を引き起こす可能性があり、それが調査に悪影響を与えることによって、検死結果の法
医学的解釈が困難になることがある。氷点下温度において、別の遺体を上に重ねることに
より犠牲者の顔を元に戻すことができない位に歪めてしまう可能性がある。また、凍結解
凍をおこなうことは、遺体の腐敗を加速する可能性がある。  

 

2.9.2 化学的処理 
遺体を処理するために化学薬品を使用することは古代より知られており、それは考古学

的な発掘調査中に墓で発見された有名なエジプトのミイラ等においても垣間見ることがで
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処理は死後 72 時間以上、遺体を保存するために行われる処置であるが、一時的保存は死後
24～72 時間受け入れ可能な状態で遺体を保存するための方法である。死体防腐処理の過程

51

第 2 章　大規模災害時における法医学的遺体管理作業

6767



 

52 
 

は、腐敗が進んでいる段階で発見された死体に対して実施されるものであり、腐敗の影響
を最小限に抑え、かつ腐敗を遅くしようとするという非常に複雑な手順として考えられて
いる。  

死体防腐処理に関する規制は国ごとに異なる。処置を要求する理由に応じて、請求者は、
故人の家族・友人、外交公館や外国機関、政府または州の当局者、法務や保健当局の関係
者となる。現地の法律の定めに従い、処置を実行するための許可は、遺体安置所、法医学
研究所、およびその他の資格のある部門に与えられる。  

死体防腐処理には様々な目的が混在し、その中には遺体の本国への送還、国外への移送、
身元不明の死体の検死の準備、科学目的、教育目的、州や国家の利益などの目的があり、
それは担当する保健および法務当局によって決定される。  

死体防腐処理の技術は、歴史を通して進化してきた。当初は異なる 3 つの材料を用いた
3 つの基本的な方法が故人の地位や階級に応じて行われた。最も完成した労働集約的な方
法も、基本的には体内の空洞に芳香エッセンスを注入し、塩で体を覆う作業を要した。最
初に、鉄のフックが鼻孔から脳を取り出するために使用され、そして芳香性の注入液を開
口部から注入した。腸は、胴体の小さな切開部から除去され、ヤシ酒で洗浄し、芳香物質
を注入した。体腔には、ミルラ、カッシア、および他の抽出液を充填した。切開部は閉じ
られて、体全体はナトロン（炭酸ナトリウムと炭酸水素ナトリウムの混合物）で覆われた。 

70 日後に遺体は洗浄され、樹脂を塗りつけた亜麻布で巻かれた後に、最終的に人間の姿に
似せて彫られた木製の棺に置かれた。  

その工程は何世紀も経て変更されているが、原理は同じままである。すなわち、遺体の
状況によっては、血液と体液の防腐剤への置換、特に液体消毒薬を血管内や体腔に注入す
る場合がある。今日では、死体防腐処理は、剖検を受けているかどうかに関係なく、遺体
に施すことが可能である。1970 年代に、死体防腐処理が特定の国では、実質的に義務とな
っていたことを指摘しておきたい。  

以下の項では、遺体の状態に応じて最も一般的に使用される技術についての詳細を述べる。 
 

死体防腐処理または関連手順のための必要事項 
これらの手順において考慮すべき最も重要な点は以下のとおりである。  

 訓練を受けた技術者  

 適切な設備機器  

 処理のための材料  

 十分な作業空間  

死体防腐処理の責任者は、高等教育を通じて得られる人体の解剖学と化学の基本的な知
識を持つべきであり、またこの分野における国際的な認証もおこなわれている。理想的に
は、この種の作業への専従が認可された有資格者が、緊急時においては作業を援助すべき
である。  

それが不可能な場合は、基本知識・スキルを十分に有する専門家の指導を受けた者が行
うべきである。  

死体防腐処理のための道具と材料は、手術や剖検において使用されるものと大きな違い
はないが、少なくとも以下の物が含まれている必要がある。  
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 先直ハサミおよび先曲ハサミ  

 メスまたは柳葉刀（細身のメス）  

 解剖鉗子  

 Grooved director（訳注：組織の切開を正確にするためにナイフとともに用いる緩や
かな溝のついた器具）  

 トロカール（異なるサイズ）（訳注：体腔から液体を抜くために用いる器具）  

 縫合糸と針  

 充填材  

 防腐液  

 ビニール袋やナイロン袋  

 防護服と靴（手術用ガウン、帽子、マスク、等）  

死体防腐処理または死体の準備のために使用する区画は、様々な状況に対応できるよう
に一定の最小限の基準を満たしている必要があり、また以下の原則を考慮しなければなら
ない。  

 適切なプライバシーと照明。  

 剖検中に遺体の一部を置くための解剖台または同等の機能をもった台。  

 水が利用可能なこと。豊富な水量があることが望ましい。  

 良好な自然換気、またそれが不可能な場合は、排気ファンの設置。空気の循環手段
としてエアコンだけを用いることは、防腐剤物質、特にホルマリン由来のガスの毒
性のために推奨されない。  

 清掃と衛生が容易な、滑らかでよく磨かれた床と壁。野外環境においては、たとえ
床がむきだしの地面であっても、常に作業区画は清掃されなければならない。  

 遺体由来の液体および生物学的な汚物の処分の適切な管理。  

 

剖検をおこなわない死体防腐処理 
以下に述べる技術のいずれにおいても、特別な研修で培うスキルを必要とし、一つのコ

ースに値するが、以下にその過程について要約する。  

遺体は、四肢を伸ばした状態で仰臥位に配置されるべきである。切開は、左上腕部の内
側でおこない、腕の筋肉は上腕動脈を見いだしそれを持ち上げるところまで分離をおこな
う。二つの結紮用の糸を 5 センチメートル離した状態で動脈の下に渡す。横切開を行い、
トロカールを体の下部方向に向けて挿入する。そして上部の結紮糸を結ぶ。この結紮糸を
ゆるめ、トロカールの方向を変えてから、再び結紮糸を緩まないように強く締める。防腐
剤の液体の注入が完了すれば、切開部位を縫合する。  

頭蓋腔においては、液は頸動脈を介して、または篩骨（しこつ）の篩板を通じて鼻から
トロカールを挿入することにより注入することができる。  

 

断片化した遺体のための防腐処理技術 
遺体の断片化は、航空災害のような事象において広範囲に発生し、血管や他の組織への

重大な損傷が特徴である。このような場合、特に主要な血管について、縫合糸を用いて断
片を再建し、その後防腐剤を注入する試みがなされるべきである。  
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破砕、やけどその他の原因によって、組織が大きな損傷を受けたような遺体の部分や断
片については別の方法を検討するべきである。それは遺体を運搬し、確立された保健医療
の規制を遵守する必要がある場合に特に重要となる。一つの方法として、断片を保存する
際には、一般的に使用される液体ではなく固体中に保管するということが挙げられる。粉
末状の水酸化カルシウム（消石灰）、ゼオライト、およびホルマリン等は、断片の表面に付
着し、小さな隙間と裂傷の部位を通じて体内の空洞の中に詰めることが可能である。これ
らの物質を適用した際にはそののちビニール袋にその断片をいれて粘着テープでしっかり
包む。これらの袋は比較的気密性があり、一般的に取扱中に起こる体液の漏れを防ぐこと
で、悪臭の防止効果があると同時に衛生水準を維持するのに役立つ。  

 

新生児や胎児の死体防腐処理 
胎児の遺体を防腐処理する際には、臍静脈を通じて、防腐液を注入することを推奨する。

臍静脈は、臍帯に位置しており、防腐剤（約 1 リットル）は重力によって、あるいはポン
プを用いて胎児の中に注入される。  

新生児の遺体のために使用される防腐処理技術は、胎児のために使用されているものと
同様である。しかし、我々は成人で使用されるものと同様の手法を推奨する。防腐剤は上
腕、腋窩、または大腿動脈を介して注入され、体腔は、防腐剤に浸した材料で充填される。
唯一の違いは、使用する液体防腐剤の量であり、それは体表面積に応じて新生児の場合 1

～2 リットルとなる。  

 

遺体の一時的な保存 
死体防腐処理において、遺体の一時的な保存は、剖検が行われているかどうかに関係な

くおこなわれることがある。剖検が行われていないときは、液体が低濃度のホルマリンで
あり、使用量が成人の死体で 2～3 リットルとかなり少ない量であるという違いはあるが、
（防腐処理と同様に）動脈の経路を使用する。  

剖検が既に行われているときは、体腔が充填された後に、一時的な保存は充填材を防腐
剤に浸ける、あるいは充填材の一部として粉末や固体の保存材料を用いることによって、
行うことができる。  

 

遺体の処理準備のための技術 
遺体の処理準備は、腐敗の影響を最小限にし、さらにその進行を防ぐことを目的として、

遺体もしくはその一部に行われる作業を含むものである。  

一般的に、これらには、死体防腐処理と同じ技術が用いられるが、それらを適用する前
にガスを取り除くか、腐敗物を除去することが必要になることがある。時には、このため
に死体のかさが減ることが避けられない場合がある。腐敗物を除去した結果、体組織の残
骸が骨表面（特に関節）に付着している以外、ほとんど骨格しか残らなくなる。  

ガスは、特に会陰部、男性の陰嚢、および女性の乳房下部の境目等、その発生部位にお
いて選択的穿刺をすることで放出することができる。頬の内側に切開を作り、ガスが抜け
るようにガーゼで頬を押すと一定量のガスが放出され、顔のむくみを減少させることが可
能である。  
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破砕、やけどその他の原因によって、組織が大きな損傷を受けたような遺体の部分や断
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同様である。しかし、我々は成人で使用されるものと同様の手法を推奨する。防腐剤は上
腕、腋窩、または大腿動脈を介して注入され、体腔は、防腐剤に浸した材料で充填される。
唯一の違いは、使用する液体防腐剤の量であり、それは体表面積に応じて新生児の場合 1
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あり、使用量が成人の死体で 2～3 リットルとかなり少ない量であるという違いはあるが、
（防腐処理と同様に）動脈の経路を使用する。  

剖検が既に行われているときは、体腔が充填された後に、一時的な保存は充填材を防腐
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遺体の処理準備は、腐敗の影響を最小限にし、さらにその進行を防ぐことを目的として、

遺体もしくはその一部に行われる作業を含むものである。  

一般的に、これらには、死体防腐処理と同じ技術が用いられるが、それらを適用する前
にガスを取り除くか、腐敗物を除去することが必要になることがある。時には、このため
に死体のかさが減ることが避けられない場合がある。腐敗物を除去した結果、体組織の残
骸が骨表面（特に関節）に付着している以外、ほとんど骨格しか残らなくなる。  

ガスは、特に会陰部、男性の陰嚢、および女性の乳房下部の境目等、その発生部位にお
いて選択的穿刺をすることで放出することができる。頬の内側に切開を作り、ガスが抜け
るようにガーゼで頬を押すと一定量のガスが放出され、顔のむくみを減少させることが可
能である。  
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これらのケースでは、断片の準備のところでも述べたように、遺体を防腐剤や消毒剤と
ともにビニール袋に入れ、粘着テープでしっかりとそれらを包むことを推奨する。  

症例に応じて、様々な技術があるため、専門書を参照するべきである。  

 

容貌の審美的再建 
災害による人体への損傷を想像することは困難であり、そしてそれは状況により大きく

異なる。すべての症例の再建方法を定義することは不可能であるため、ここでは、私たち
の関与が必要とされるかもしれない、一般的な状況のいくつかの例について触れる。  

傷口および切開部位の縫合は必要不可欠である。この過程において、容易に利用できる
速乾性で非常に強力な接着剤の利用が推奨される。  

容貌を復元する際には、特別な再建技術が用いられる。おおむね外傷を原因とする、失
われている眼の形状の一部を復元するには、湿布を水で湿らせ、30 分～ 1 時間眼にかぶせ、
その後、グリセリンまたは生理食塩水を、眼球の後ろの空間に注入し球状の形状を復元す
る。眼球が完全にその形状を失っていて、特に視覚認識のために遺体を準備しなければな
らないときには、義眼に頼ることも必要であり、少なくとも眼窩を補綴物で満たす必要が
ある。この場合のみならず、いずれの場合でも、眼瞼は上瞼と下瞼を小さな縫合糸で閉じ
る。口は、内側から両方の唇を縫合糸にて縫い閉じる。  

発生したガスのため顔がむくむ可能性がある。前述したように、この場合は頬の内側を
切開して、ガーゼを用いて頬を押すことでガスを押し出して、容貌について、より正常な
外観を回復することができる。  

化粧品、人工装具、かつら、その他の審美的な用具については、問題となる対象者に適
合するように使用されるべきである。その国の一般的な習慣だけでなく、年齢、性別、人
種ならびに、それ以外の対象者の特徴的な点にも配慮する必要がある。  

 

防腐剤の材料 
防腐に使用する物質は多くの専門家によって様々な物が推奨されている。古代において

は、エジプト人、アラブ人、中国人は香油と樹脂（ナトロン、ミルラ、及びタール）を使
用していたが、それらは長い時間を経て、アルコール、グリセリン、白ヒ素、塩化ナトリ
ウム、硝酸カリウム、および塩化亜鉛等に置き換わってきた。  

死体への注入に使用する防腐剤溶液については、40％ホルマリンと石炭酸からなる基本
液を多くの者が推奨しているが、アルコールやグリセリンとホルマリンの組み合わせ（1

リットルのホルマリンにたいして 0.5 リットルのアルコールを使用）を使用する者もいる。
最も推奨されるホルマリンの使用法は、10％濃度でグリセリンと一緒にして使用する方法
であり、もしホルマリンが利用できない場合は、20％の塩化亜鉛をアルコールまたはグリ
セリンに溶解して使用する。  

 推奨される処方を、以下にひとつ挙げる。  

 30％ホルマリン、300 ml 

 80% エタノール、700ml 

 氷酢酸、5ml 

 フェノール、20 グラム  
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対象者の生存時の血液量とほぼ同量の上記溶液を注入する。  

 

液体への浸漬 
（多くの医学部の解剖学の授業で使用されている場合を除けば）防腐処理の本来の形で

はないが、液体への浸漬は、技術的またはその他の理由で埋葬が明らかに遅れる場合に考
慮されるべき選択肢である。  

液体中における死体の腐敗は、空気に晒される死体より遅いことが知られているため、
一時的な防腐処理の選択肢が他に存在しない場合には、タンク、プール、または他の容器
の中に死体を浸漬してもよい。  

 

2.9.4 埋葬 
上記と同じ原理に基づいて、土の中に遺体を置くことは、一時的な防腐処理の助けとな

る。災害現場から最終的な行き先へ遺体の移動が可能になるまでの仮埋葬は、災害の状況
下においては正当化される。  

仮埋葬を行う場合、埋葬場所についての証拠書類と標識の利用は、公立墓地における最
終的な埋葬と同様に厳密に行われるべきである。  

過酷な労働条件かつ当該分野の専門家が不在の状況下でも、この章において提供した情
報を用いることにより、基本的なトレーニングを積んだ専門職が、災害時に発生する大量
の死体の管理に要する複合的な職務を達成できることを願うものである。  

56

7272



 

56 
 

対象者の生存時の血液量とほぼ同量の上記溶液を注入する。  

 

液体への浸漬 
（多くの医学部の解剖学の授業で使用されている場合を除けば）防腐処理の本来の形で

はないが、液体への浸漬は、技術的またはその他の理由で埋葬が明らかに遅れる場合に考
慮されるべき選択肢である。  

液体中における死体の腐敗は、空気に晒される死体より遅いことが知られているため、
一時的な防腐処理の選択肢が他に存在しない場合には、タンク、プール、または他の容器
の中に死体を浸漬してもよい。  

 

2.9.4 埋葬 
上記と同じ原理に基づいて、土の中に遺体を置くことは、一時的な防腐処理の助けとな

る。災害現場から最終的な行き先へ遺体の移動が可能になるまでの仮埋葬は、災害の状況
下においては正当化される。  

仮埋葬を行う場合、埋葬場所についての証拠書類と標識の利用は、公立墓地における最
終的な埋葬と同様に厳密に行われるべきである。  

過酷な労働条件かつ当該分野の専門家が不在の状況下でも、この章において提供した情
報を用いることにより、基本的なトレーニングを積んだ専門職が、災害時に発生する大量
の死体の管理に要する複合的な職務を達成できることを願うものである。  

 

57 
 

後注 
（訳書 11 頁）  

* 法医学教授、医学博士、災害対策の専門家；キューバ法医学会会長；法医学研究所（ハ
バナ、キューバ）元理事；ハバナ医科大学（キューバ）理事。  

** 法医学准教授；公衆衛生学修士、家庭内暴力の専門家；キューバ法医学会評議員；法
医学研究所（ハバナ、キューバ）理事。  

（訳書 40 頁）  

* 本項「DNA による確認」は、ベアトリズ・リザラガ（ペルー国立法医学研究所分子生
物学・遺伝学研究所）、ラウル・W・ロペス（生化学・栄養研究センター「ペルー人に
おける DNA マーカーの多型性に関する研究班」）、ジアン・カルロ・イナコーネ（ペル
ー国立サンマルコス大学）が執筆した。  
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第 3 章 大量の死者が出た場合における健康への配慮 
 

Karl Western* 

 

病気の流行が多数の死体によって引き起こされたことはないということを、事実が示し
ている。病気の流行によって大量の死者が生じた場合にだけ、死体は特定の病原体につい
て限定的なリスクをもたらす。そのわずかなリスクは、非常に特殊な環境や状況によって
決まる。この章では、ある種の根強い俗説に反するような、災害時における死体が公衆衛
生におよぼす実際のリスクに焦点を当てる。  

 

3.1 はじめに 
死体がもたらすと思われている感染リスクは、多数の観察と、数は少ないが疫学的およ

び科学的に確認された証拠に基づいて、科学的に信用できないものとされている。本章は、
ヒトの健康についての疫学と、腐敗した死体への曝露との関連について記述した初の試み
である。  

ここには、非常に多くの課題が山積みである。このテーマの重要性および死体の感染リ
スクについての偏見を除くための努力にもかかわらず、死体の存在が生きているヒトの健
康リスクを増加させるかどうかを客観的に定量化できるような決定的な分析プロトコール
はまだ開発されていない。  

本章は、そのようなツールの設計についての関心を専門家の間に喚起するための出発点
とすべきものである。あるいは少なくとも、リスクの測定（存在）につながる可能性のあ
る科学的証拠についての重要な評価を提示するものである。ここでのすべての結論と主張
は、観察および記述疫学に基づいている。  

ヒトと動物の死体が公衆衛生上の脅威をもたらすという通説のせいで、当局と一般市民
の間に混乱がもたらされた。この混乱は、しばしば危機的状況下における乏しい資源の誤
った優先順位付けおよび使用につながっている。そしてこれらの誤りによって、しばしば、
災害そのものに起因するよりも多くの死亡と病気が引き起こされている。例えば、ハリケ
ーン・ミッチの惨劇の後、利用可能だった限られた燃料は、膨大な死体の火葬のために使
用された。  

多数の死体を管理する際に当局と保健医療従事者が直面する主要な障害の一つとして、
死体に関する俗説の存在がある。これらの俗説は人々の精神に深く根付いており、ほとん
ど本能的なものである。しかしながら、俗説は所詮俗説である。非常に疑い深い一般市民
に、死体が危険をもたらさないことを納得させるのが、科学者としての我々の仕事である。
これらの俗説を排除する最も効果的な方法は、多数の死体の存在が、病気や流行病を引き
起こすリスクをもたらすかどうかについて、実際に何が分かっているのかを集約して整理
することである。  

我々は、死体を取り巻く俗説が全て疑わしいことを示すために、死体によって生じたと
みなされている疫学的リスクに疑いを投げかけている科学的証拠を徹底的にレビューする。
リスクと曝露のトピックを正確に定義する必要があるので、この関連が生ずる以下のさま
ざまなシナリオを分析する。  
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 そのヒトや動物の死亡原因となった病原体を媒介する／媒介しないヒトや動物の死
体。  

 死因が感染症であるにもかかわらず、その病原体を媒介する／媒介しない死体。  

 環境への影響（火葬または埋葬）、生存者や救助隊員の精神的健康への影響、または、
死体の管理のための人的、財政的、物的な資源の過度の支出による生存者へのサー
ビスの損失のいずれかによって、疾病指標に間接的に影響したかもしれない死体。  

最後に、環境とヒトや動物の体との間に存在する関係、多数の死体が環境に与える影響
の可能性、影響を受ける地域での自然環境の悪化防止のために従うべき手順、大きさや数
にかかわらず動物の死骸の適切な処分のために必要な注意事項について検討する。  

 

3.2 俗説 
死体を取り巻く俗説には全く根拠がなく、ほとんどばかげている。こうした俗説の思い

込みは、時間の経過とともに人々の心に生じ染みつくようになった。これらは通常、宗教
的規範の歪曲、迷信、または表面的な事実の単純な観察によって引き起こされる。我々は
宗教と迷信とは区別する。一般に宗教は正式に確立された教義一式を参照するからである。
一方、迷信は、宗教的信条の理解不足、社会文化的要因の混在、科学的事実、そして空想
科学からでさえ生じる（第 4 章を参照）。  

人類学者と他の科学者は、宗教的な習慣、迷信、そして俗説が歴史的ルーツを持ってい
ること、あるいは実際の出来事の経験的な観察に基づいていることを認識している。例え
ば、死体の処分は、ヨーロッパを荒廃させた悪名高い“黒ペスト”の時期に大きな関心事
だった。また、これは大きな出来事であり死体に関する俗説の多くの出現をもたらした。 

次の節は、死体が流行病を引き起こす危険性に関する俗説の背景にある現実を調べる。 

 

3.3 風土病を有する地域における死体による疫学的なリスク 
我々は、死体が流行の原因ではなく結果であることを強調し、非常に注意深くあるべき

である。  

自然災害が起こるとき、死亡は災害の種類による直接の結果としての外傷から主に発生
する。死体の管理において、死体処分のための優先順位が考慮されている場合には、病因
の種類によっては特定の風土病（例えば、とりわけコレラ菌や結核菌）に注意を払うべき
である。ある種の媒介動物（ハエ、ノミ、げっ歯類、その他）は死体（宿主）が保有して
いるチフスやペストなどの微生物を伝播できるため、注意が必要である。いずれにせよ、
上記のような場合でも、死体の存在を公衆衛生上の重大な脅威とみなすことはできないこ
とに注意することが重要である。死体がそのようなごく限られた健康上の脅威しかもたら
さない理由は、死体が乾燥するにつれて体温が急速に低下するためである。最も耐性の強
い細菌やウイルスであっても、死亡した直後の動物の中で速やかに死滅する。これにより、
微生物が死体から媒介動物へ、媒介動物から人間集団へと伝播することが著しく困難にな
る。  

風土病のある地域における死体について唯一言えるのは、それらが流行の原因となるの
ではなく、病原体の保因者であるということである。科学的な研究では、最近のいずれの
災害あるいは大勢の死者が出た状況における病気の流行の原因として、死体の存在の関与
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を示せていない。  

コレラ菌は壊滅的な影響を与えることがあるので、コレラが風土病となっている地域で
の関心事である。複数の公衆衛生担当官に重大な関心を引き起こしたことのあるシナリオ
として、流行地域におけるコレラの季節と大量の死者が出た災害の一致がある。過密、劣
悪な衛生対策、および劣化した飲料水システムは、ほぼ指数関数的に病気の蔓延を悪化さ
せ得る。  

このようなケースでは、特に腐敗した死体が水源と接触している場合、感染症の増加率
に重要な役割を果たす可能性がある。  

------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 

ザイールでは、1994 年 7 月に約 12,000 人のルワンダ難民がコレラの大流行によって死
亡した。難民が滞在した地域ではこの病気が風土病であったことが後に判明した 1)。人々
は流行の増悪を死体の存在のせいにした。しかし、過密、劣悪な衛生対策、および飲料水
の不足など他の要因が、主な原因であったと実証することが可能であろう。  

この悲劇について分析を行ったところ、この難民キャンプにおける死体の存在は単なる
補助因子であり、主に死体を扱う人たちが予防策の必要な基準を遵守していなかったこと
によるものだと証明された。つまりその人たちが伝播者になったということを意味する。
その他のいくつかのケースは、死体が飲料水源を汚染したことによるものだった。  

------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 

ザイールでの流行の出現に死体がどの程度まで影響していたのかをはっきりさせること
は不可能だが、当局と救急隊員が難民キャンプでの優先的な衛生対策、住居、そして水と
廃棄物の問題の管理を行っていれば、コレラの流行が劇的に減少していたかもしれないと
いうことは非常にはっきりしている。結論として、ザイールの一件において、死体の処分
が優先されていれば死者数を減らすことができたとは言えない。  

ザイールでみられたような状況における死体の適切な管理のために、以下のいくつかの
推奨事項がある。  

 人道的活動者および難民救済ワーカーの両者における個人の衛生対策の強化。  

 塩素系液剤による死体消毒。  

 輸送車両の監視。  

 遺体と家族が直接接触することの防止。地域の習慣に従って速やかに埋葬可能なよ
うに、遺体を気密ボックスに入れて家族に返すこともできる。  

 このような、あるいはその他の多くの状況において、動物が死体に接触することを
避ける。これを回避する最良の方法は、死体を埋葬することである。  

大衆信仰はまた、死体の存在とサルモネラ症をも関係づけている。サルモネラ菌は、コ
レラ菌のように、非常に耐性の強い菌である。  

------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 

チリでは、サルモネラ症による深刻な問題を経験しており、風土病の地域とみなされて
いる。この国では、1977 年からサルモネラ症の流行があり、衛生状態を良くするための処
置によって飲料水と廃棄物処理のシステムが統計データ上改善を示した 1986 年まで続い
た 2)。  

------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 

65

第 3 章　大量の死者が出た場合における健康への配慮

8181



 

66 
 

一般に、過密と劣悪な衛生対策の状況が直接、コレラやサルモネラ症と関連していると
いうことができる。死体がサルモネラ症の蔓延に及ぼす可能性について正確な影響を定量
的に示す決定的なデータはないが、そのようなつながりが存在する可能性はある。死体の
存在とサルモネラ症の蔓延を結びつけている著者もいるが、そのつながりは、病気と死体
とコレラの関係のように希薄なものである。  

チリを襲ったサルモネラ症の流行のいくつかに、死体が積極的な役割を果たしたと世間
一般に信じられたままである。いずれにせよ、コレラの場合と同様に、死体はただの補助
因子だとみなされる。チリでの状況および似たようなケースを慎重に分析すれば、十分な
衛生のインフラが必ずしも一般集団における良好な健康の実践を示すものではないと結論
することができる。この重要な教訓は、多くの地域社会では学ぶことが困難であり、また、
死体と衛生対策と伝染病との関係を検討する際に重要な補助因子であることが証明されて
いる。  

サルモネラ菌とコレラ菌はともに非常に耐性があり粘り強い生物である。コレラとサル
モネラ症の流行は、特に低所得地域で重大な出来事である。しかしながら、風土病のある
地域に多数の死体が存在する場合に、その死体が果たす役割については、以下を検証でき
るかどうか非常に批判的な吟味を必要とする。  

 問題になっている疾病は、その地域の風土病である。当該地域における疾病の発生
度合いを判断するために、通常時の正確なデータが必要である。  

 その疾病は、かなりの時間、死体内で存続することができる。  

 上述の要因が重なり、地域の環境、そして潜在的な事件（例えば大災害）が合わさ
ることで、死体が“通常”の条件時よりも大きな危険性をもたらす。  

単一の要因だけでは、死体の存在に起因するリスクを増大させることはできない。さら
に、サルモネラ菌やコレラ菌などの細菌には耐性があるものの、これらの微生物の大部分
は宿主の死後に長い間生存しないことが分かっている。  

他の疾患も考慮すべきである。例えば、ヒト免疫不全ウイルス（HIV）は死体の中で、2℃
の低温下で、16 日間生き残ることができると確認されている 3)。  

結核は非常に伝染性が高いので言及すべきである。剖検や死体の取扱いの際、空気が気
道から吐き出されるときに危険性をもたらすことがある 4)。いくつかの簡単な方法によっ
て、この病気の感染リスクは飛躍的に減る。空気の漏れを防止するために死体の口を布で
覆い 5)、特に多数の死体が存在する場合には仮遺体安置所として選ばれた場所では十分な
換気を確保する 6)、といった方法である。  

表 3.1 に、感染の可能性を避けるために死体管理者が避けるべき主要な疾患を示す 7)。  
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一般に、過密と劣悪な衛生対策の状況が直接、コレラやサルモネラ症と関連していると
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3.4 風土病を有しない地域における死体による疫学的なリスクの 
非存在に関する科学的根拠 

死体がある種の風土病が蔓延していない地域でリスクとなるという根拠はほとんどない
8)。災害に見舞われた地域では、行政機関は最も住民の関心の高い問題を優先的に解決し
ようとする。すなわち、怪我を負った者、家を失ったもの、そして死者への対応である。
災害のさなかでは、死体が感染症の大きなリスク因子とはならないことを記述することに、
時間は割かれてこなかった。ともかく、緊急時の対応やその後の復興プロジェクトから得
られた事実によれば、風土病を有しない地域ではほとんどの場合、死体が公衆衛生上のリ
スクとなることはないことを示していると言えるだろう。この主題についてより一層検討
するために、我々は災害前後の状況の再検討をするべきである。  

------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 

1999 年 8 月 17 日、トルコ史上最悪とも言える地震が襲い、16,000 人以上の死者と 44,000

人以上の負傷者が出た。被災地で活動した緊急対応チームは緊急時のフェーズ 1 と治療の
フェーズ 2 にかかわった。チームは災害で生じた怪我、疾病や外傷の手当てのために二週
間活動した。彼らが対応したほとんどが手術、出産、外傷、新生児と乳児のケアであった。
医療チームの活動で感染症にかかわるものはほとんどなかった 9)。チームは生き埋めにな
った生存者の捜索、怪我をした人の治療、避難民や怪我人の管理と組織化を優先していた。
この時期には、死体の処理は二次的な関心事であった。  

------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 

この事例を客観的にみるためには、トルコの良好な保健制度、とりわけ西部でのそれが、
疾病の流行が起きなかった大きな理由であることを念頭に置くべきだと強調しなければな
らない。  

------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 

1998 年は、歴史上もっとも大きな被害をもたらしたハリケーンの 1 つが起きた年であっ
た。ハリケーン・ミッチは中央アメリカを破壊した。洪水と地滑りで 10 月 26 日から 11

月 2 日までに推定約 1 万人が死亡した。道路の冠水と保健センターの破壊によって、緊急
時の対応が妨げられた。  

疾患や死亡の直接の原因は地滑りと洪水であった。緊急対応チームは嵐の直後から多数の
怪我人の手当てを行った。ニカラグアのヴィラヌーヴァ地域における、ハリケーン・ミッチ
前後の感染症の状況調査によれば、急性下痢症と急性呼吸器感染症が著しく増加していた 10)。
本調査によると、ハリケーンの前後で急性下痢症の発症率は人口 10万対 2,849から 6,798件
へと増加した（p<0.01）。特に、急性呼吸器感染症の発症率も人口 10 万対 295 から 1,205 件
へと増加した（p<0.01）。こうした事実は、洪水、不衛生な環境、人ごみ、そして基本的生
活基盤の破壊によってこれらの疾患の発症率の増加がもたらされたことを示唆していた。 

この調査は、災害復興活動と同時進行で行われたことが特筆すべき点である。実際、こ
の調査は救援チームがその活動の優先順位をつけるために活用された。おかげで、救急隊
員は急性呼吸器感染症や下痢症の増加に対して準備をすることができた。こうした感染症
の増加と死体の存在との関連を示す事実は提示されなかった。反対に、飲料水の不足、不
衛生な環境、人ごみなどがこれらの疾患が増加した大きな原因とされている。  

------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 
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多くの科学者が、貧弱な政策方針、誤った認識、そして俗説がハリケーン・ミッチによ
る災害の一部に関与しているとみなしている。多くの死亡や物的損害、そして災害に伴う
混乱は、政府が災害管理について正確な情報を有していれば、あるいはもっと論理的に救
援活動に優先順位を付けていれば、ある程度は防げた可能性があった。ハリケーンの後で
報告された研究によれば、「1998 年のハリケーン（ハリケーン・ミッチ）による中央アメ
リカの破壊は、『自然』災害によるものというよりは経済的・政治的方針によるものが主で
あった」11)。著者らは、貧しい人々が安定した農地から貧弱な丘陵地や洪水の起きやすい
平地へと長年をかけて強制的に移住させられたことが、彼らがハリケーンの被害を特別受
けやすくなった原因だと結論付けている。さらに、不適切な緊急時の計画がハリケーン・
ミッチによる死亡者数の増加に寄与していたことを指摘している。また貧弱な地域への定
住に加えて、災害に先んじた大規模な避難や、被害への効果的な対応がなされなかったこ
とが、何千もの人命が失われる原因となったとまで言い切っている。この最後の点に関し
ては、生存者への対応は死体の処分よりも緊急時には重要であることが強調される。  

先の例に加えて、多くの保健機関で死体が公衆衛生上の危険性を示すという仮定に反証
してきた。世界保健機関(WHO)は、繰り返し死体による感染症リスクは無視できると指摘
してきた。2002 年に発表された文書で、WHO は「死亡あるいは腐敗した人体は、人糞を
通じて飲料水を汚染したり、ペストやチフスに感染していたり、これらの疾患を媒介する
ノミやシラミに寄生されていない限り、深刻な健康への危険性をもたらすものではない」
と確証している 12)。  

英国の水質・エンジニアリング・開発センター(WEDC)の研究者らによると、死体と疫
病との関連が科学的に証明されたり、報告されたことはないという 13)。一般的に信じられ
ていることとは異なり、死体が水源を汚染することはまれであり、マラリアやデング熱の
伝染には関与しておらず、死体自体よりも慌てて処分する方が公衆衛生上の危険となるこ
とを指摘している。たとえば、集団火葬によって大気中にダイオキシンを含んだ煙が放出
され、呼吸器の問題を引き起こすことが挙げられる。  

大量の死体をともなう災害とそれに続いて起こる健康問題における WHOや WEDCの経
験は、死体の存在は感染症の蔓延に大した影響は与えないという前提に根拠を与えるもの
である。  

こうした事実は、当局に死体の処分に関する優先順位の見直しを迫るものである。遺体
を急いで処分する必要はなく、ましてや家族が彼らの進行や習慣に沿って、心のこもった
葬儀をしたいという気持ちに反してまで行うべきものではない。  

 

3.5 動物の死骸 
ヒトの死体に関する問題の多くは動物の死骸に関する問題とも関連している。明らかな

科学的根拠がない過去の出来事から、動物の死骸に関しても同様に俗説の多くが生じてき
た。人々の意識に忘れられない跡を残したペストは、動物によって広がり、このため動物
の死骸は生きた動物と同様に危険なものとみなされた。動物によってヒトに多くの疾患が
媒介されることは事実であるとともに、多くの人がこれらの動物が生きていようが死んで
いようが危険であるとみなしていることを認識する必要がある。  

多くの場合、動物の死骸はヒトの死体と同様にほとんど人に害をもたらさない。すなわ
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多くの科学者が、貧弱な政策方針、誤った認識、そして俗説がハリケーン・ミッチによ
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混乱は、政府が災害管理について正確な情報を有していれば、あるいはもっと論理的に救
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リカの破壊は、『自然』災害によるものというよりは経済的・政治的方針によるものが主で
あった」11)。著者らは、貧しい人々が安定した農地から貧弱な丘陵地や洪水の起きやすい
平地へと長年をかけて強制的に移住させられたことが、彼らがハリケーンの被害を特別受
けやすくなった原因だと結論付けている。さらに、不適切な緊急時の計画がハリケーン・
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ち、動物の死骸が公衆衛生上の危険となるのは、限られた特定の状況においてのみである。  

寿命を全うした動物や外傷で死亡した動物はヒトの健康に危険性をもたらさない。また、
自然災害による動物の大量死もヒトの健康に危険性をもたらさない。しかし、かつて特定
の感染症にり患していた動物が災害や外傷によって死亡した場合においては、人々を危険
にさらす可能性があることが強調されねばならない。  

人獣共通感染症は、ますます人々の健康への脅威となっている。しかし、多くの人獣共
通感染症の病原体は動物の死骸では生き延びられない。ヒトの死体で生き続ける病原体と
同様に、動物の死骸からの感染症はその疾患が風土病である地域でなければ危険を呈さな
い。その地域の風土病でなければ、死骸から人への伝染の危険性はとても低い  

動物の死骸がヒトにとって危険であるには、二つの特殊な条件が必要である。それらは、
特定の病原体の存在と、疾患部位からの糞便や体液による水の汚染である。最も問題とな
る病原体はクリプトスポリジウム、キャンピロバクター、リステリアであるが、問題とな
るのは死骸が水中にある場合だけである。これらの病原体は、動物の死骸が乾いた地面上
にあるときは問題とならない。  

動物の死骸はわずかなリスクしかもたらさないが、災害への最初の対応時に動物の死骸
をきちんと処分することは、重要な課題である。動物の死骸の処分のために必要な手段は
比較的標準的であるが、ここで我々は 2 種類の状況での手順について述べる。最初のもの
はハリケーン・フロイド後の動物の死骸処理に際して開発されたものであり、2 つ目は多
様な自然災害時に対応するためにヴァージニア大学で開発されたものである。  

米国では、ノースカロライナ州の保健・対人サービス局（DHHSNC）がハリケーン・フ
ロイドの後始末のために、動物の死骸処理のためのガイドラインを作成した 14)。ここでは、
感染の可能性を予防するために、死骸をシャベルや手袋を使って移動させることを推奨し
た。ペットや野生動物は少なくとも 3 フィートの深さの穴に埋葬されなければならない。
場合によっては、DHHSNC は死骸処分のための特定の処分場を指定した。畜産動物は焼却
処分すべきである。DHHSNC は、動物の死骸からの感染症の危険性は低いと強調し、担当
者は動物の死骸処理よりも生存者の援助を優先すべきだとした。  

ヴァージニア大学健康・環境安全局（OEHS）は、研究目的で意図的に感染させた動物
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によると、動物の死骸は分厚いプラスチックの袋で密閉し、次に焼却処分など最終処分を
行う場所へと移動すべきとされる。灰はしっかりとした穴に埋めるか廃棄される。  

動物の死骸の処分法は、インフラや関係するマンパワーなどが規定因子となるため、国
によって異なることを常に念頭に入れる必要がある。一般的に、大きな動物の（全身の）
死骸を埋葬したり焼却したりするのは非常にお金がかかるため、困難である。まずはそれ
らに油をかけて、焼却や埋葬できるようになるまで、死骸を狙う他の動物を避けるために
土をかぶせられる。同じ方法が死骸の一部やより小さい動物にあてはめられる。もう 1 つ
の推奨される方法は、石灰を使って腐敗を遅らせ、人獣共通感染症のリスクを高めるかも
しれない細菌数を減少させることである。  

もう一つの現実的な案は、Eduardo Fuhrer Jiménez 氏によるもので 16)、以下のとおりであ
る。  
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------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 

 「死骸を土で覆う前に、ブラックベリーなどのとげのある植物の枝でまず覆い、それから
土をかけるとよい。このようにすると、犬やキツネや他のイヌ科の動物はとげによって傷
つけられた死骸を目にし、掘るのをあきらめる。  

草食動物の死骸で胃（4 つある）の中に大量の草が入っている場合は、腐敗が始まりガ
スが死骸を膨張させ、覆っている土が盛り上がることになる。腐敗によるガスが漏れやす
くなるよう、事前に胃に穴をあけていることが望ましい、  

もう 1 つ死骸の焼却についても注意すべき点がある。焼却するのが望ましい場合におい
ても、大量の大型動物（とくに草食動物）の死骸がある場合、困った結果をきたすことが
ある。油で死骸を覆っても、数分しか燃え上がらない。毛が燃えるだけで死骸自体はその
ままとなる。もう 1 つの困ったことは、死骸を後で動かそうとしても、簡単にばらばらに
なってしまうために鍬を使わないと困難となることである。」  

------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 

最終的な処分は、地表や地下の水源を汚染しないような場所で、3 フィートの深さの穴
に死骸を埋め、土をかぶせることが必要となる。これはほとんどの場合に有効と考えられ
るが、洪水時に焼却あるいは埋葬できるまで死骸を袋に入れて保管する方が適切な場合に
は、見直される必要がある。  

Eduardo Fuhrer 博士は、1984 年のチリで起きた、口蹄疫の流行後の死骸処理についても
報告している。  

------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 

 「1984 年に口蹄疫の大流行が起き、8 千頭の家畜が処分されなければならなかった。事件
は秋の半ばに、5 月に雪が降りだすような高い山々の地域で起きた。多くの地域では墓を
造るための機材を運ぶための道路もなかった。約 7 地区で埋葬できない家畜の群れがいく
つも残り、平均して一つの地区あたり牛が 200 頭（多くが体重 250kg 以上）、羊やヤギが
300 頭（体重約 30kg）含まれていた。  

処分場は囲われており人々が立ち入ることができなかったが、死骸を食べる犬やキツネ
の例がみられた。5、6、7 月と死骸は雪に覆われていた。8 月になって雪が溶けると、日光
と水の影響で死骸は腐敗し始めた。10 月の終わりまでに、人々は正しい衛生・安全基準の
もとで、シャベルを使って穴を掘るために雇われるようになった。死骸は馬を使って埋葬
場所に運ばれた。この作業の負の側面は、悪臭と死骸が馬で引きずられるときに容易にバ
ラバラになってしまったことである。」  

------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 

この報告からも見られるように、作業の過程における健康問題はなにも報告されていな
い。口蹄疫を引き起こすウイルスは増殖せずに骨髄内にとどまり、唯一起きた問題は腐敗
によるものだけだった。  

最終的な分析として、動物の死骸は公衆衛生上ほとんど脅威とはならないということが
できる。死骸がヒトにリスクをもたらすには複数の因子が連なっていなければならない。
まず、その動物はヒトに対する感染性を持つ疾患に罹患していなければならない。次に、
その病原体は宿主の死亡後も生存し続けなければならない。3 番目に、環境が病原体の拡
散に寄与しなければならない（汚染された水など）。この一連の出来事のどこかが中断され
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れば、公衆衛生上の危機性は無視できる程度になるだろう。さらに、動物の死骸の存在だ
けでは感染症の蔓延と関連付けることはできない。事実の考察から、動物の死骸の処分は
生存者への対応より後回しでよいと言える。  

 

3.6 まとめ 
入手可能な事実から、ヒトや動物の死体は公衆衛生上の危険性をもたらすとは言えない

ことが示された。  

死体の存在によって公衆衛生上の危険をもたらす可能性のある疾病に関する調査から得
られた科学的事実によれば、特定の条件がそろう必要があることを示唆している。これら
の条件とは、死体が風土病のある地域でその疾患の宿主であること、宿主の死亡後も病原
体が死体や環境中で生存し続けられること、疾病の流行に必要な環境が存在していること
（ごみ処理のインフラの劣化や混雑など）である。  

他のリスク因子を伴わない、災害による死体の存在だけでは感染症の蔓延の原因とはな
らない。上記の条件がそろわなければ、死体が公衆衛生上の危険性とはなりえない。上記
の条件のうち一つでも欠ければ、リスクは大幅に低下する。  

ヒトの死体による公衆衛生上の脅威と同じことが動物の死骸についても当てはまる。さ
らに、ヒトの死体における場合と同様の条件が、動物の死骸による感染症の伝播について
も当てはまる。動物の死骸は、ごく限定された条件下を除き、ヒトに対する公衆衛生上の
リスクとはなりえない。  

当局や公衆衛生専門家はヒトや動物の死体に対する疑念を抱いている住民に対して、危
険は少ないことを説得するという困難な役割に直面しなければならない。最終的には、科
学的な観察に基づき、当局は災害の影響を緩和することに対する自らの重要な役割を認識
しなければならない。  

ヒトや動物の死体が感染症の蔓延に関してほとんど影響しないということより、当局は
優先すべき戦略を変更し、住民に対して死体によるリスクはほとんどないことを周知しな
ければならない。上記にあげたような酌量すべき因子が存在しない限り、資源の有効活用
という主要な問題を考慮しつつ、死体の処理よりも生存者の支援を優先した政策がとられ
るべきである。  

ヒトや動物の死体が自然環境に与える負の影響の可能性について、一般住民や、多くの
当局者でさえ抱く恐怖は我々と環境とのかかわりに根ざしている。この点に関して言えば、
自然災害によって生じたヒトや動物の死体が感染症を蔓延させることはないと強調する必
要がある。水のあるところで見つかった死体は、糞便やその地域の風土病で水を汚染する
ことがあると指摘されるべきである。  

動物の死骸処理は、その数や大きさによっても特別な作業を要する。牛や馬などの大き
な家畜の処理は一般的に難しい。一時的な初期の対処法としては、最終的な埋葬のための
条件が整うまでは油をかけて土で覆っておくことである。さらに、生存している家畜を無
視せず、感染症の勃発を防ぐためには一定の場所に集め、世話をし、観察しなければなら
ない。病原菌媒介生物は風土病を伝播させることから、これらを管理し撲滅するための必
要な手段が取られるべきである。  
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大災害にせよ、武力紛争にせよ、暴力死を取り扱う場合、地域社会の社会文化的規範に
関する課題は重要である。儀式が行えないということは、家族を 2 つ目の死に追いやるこ
とになる。それは、故人の名前を永遠のものとし、故人に社会的価値を与え、故人を家族
の世代継承の一員とする、そういった墓が無いことによる故人の象徴的死のことである。 

 

4.1 はじめに 
人間は、社会集団の中で、様々な絆によって結ばれている。つまり、人間の死は、単に

生物学的出来事の範疇を越えて、深い意味を持っているのである。この章では、大量の死
者を伴う災害のような危機的局面において、誤った遺体処理の決定をしないよう、政府や
当局が知っておくべき地域の社会文化的側面に関連する意味について取り上げる。これは
汎米保健機構（PAHO）による勧告を支持するものでもある。  

 死は、どのような社会集団にとっても、超越的な出来事である。来世、死者と生者の関
係、死者への敬意や栄誉の念、未知なるものへの神秘と恐れ、日常の変化、人の死に固有
の悲嘆、そういった諸々のことに関する信条によって、ある文化に特徴的な葬儀の習慣が
形成される。  

愛する人を失った後には、悲嘆という、感情的、身体的かつ主観的反応が現れる。悲嘆
は、客観的には、喪失、すなわち、すべてを剝脱された状態であり、多くの要素を含む複
雑で変化しやすい現象でもある。そして、人間社会における遺体の処理には、遺体の周囲
で執り行われる儀式、葬儀、悲嘆の過程で有用な一般的追悼行事などを伴う。  

 葬儀は、悲嘆の過程の一部分にすぎないが、その公的な性格から、絶対に必要不可欠な
ものである。社会は、公的儀式を通し、悲嘆の過程を受け入れ、その過程に関心を払う 1)。
そして、死に際して執り行われる公的儀式によって、遺された人々の希望とともに、社会
的絆が強まる。人間は、そのような行為によって社会集団を維持し、死と闘う。すなわち、
葬儀によって、死は文化的に制御され 2)、かつ、社会が人々の死と向き合い喪失による心
の傷（トラウマ）を癒す手助けをする、といった印象を人々に与える。  

 また、儀式は、喪中の人々に個人的で私的な影響も与える。すなわち、彼らの喪失感を
定められた方法で表現し、喪失を現実のものとして受け入れる機会を与えるのであるが、
それには遺体そのものの処理が必要とされる。  

 人の生涯において通常の状態で亡くなった場合、亡くなった人の親族や帰属する社会集
団は、地域で定められたやり方で、葬儀という儀式に躊躇なく従う。しかし、大量の死を
伴う破壊的な出来事の場合においては、それが自然現象でも人間の活動によるものであっ
ても、社会集団は「自然に」「通常のように」は行動できない。  

 何十何百という遺体がある場合、葬儀を適切に執り行いたいという集団や個人の要望に
もかかわらず、あまりにも強い社会的圧力の結果、それを無視する決定がなされる傾向に
ある。これは服喪の過程に重大な影響を与える。通常の儀式が行えないことによる影響や
社会の未解決の服喪といったものは、繰り返し勃発する暴力の引き金になる決定的要因と
考えられている。時代時代の様々な理由によるかもしれないが、世界の暴力地図をみると、
同様の出来事が歴史を通して繰り返されている。  
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 最近、死に関する科学研究や技術の進展によって、災害時の大量の死者の管理方法に関
する選択肢が増えた。これにより、大規模災害で生き残った人々が遺体を回収し儀式を執
り行うことが可能となった。このことは、個人であれ集団であれ、人々が悲嘆と向き合い
解決をして行く上での助けとなるであろう。  

 

4.2 葬儀 
社会は、共感性と実用性によって結びついている個々人の間に築かれた関係性のシステ

ムであり、人々の生活は習慣や規範によって制御されている。死は、人のライフサイクル
に影響を及ぼす変化のうち、最も強く、かつ、不可思議な謎に富む変化である。そして、
それは、家族構成や地域社会の繋がりを破壊する、その原因となる危険なものである。し
かし、生物学的な現象としての人間の死は、死者と社会集団の間の「あらゆる」情緒的な
絆や相互関係の消失までも奪うことはできない。死を概念化できる人間が持つ能力の範囲
内で、人々は、服喪が適切に執り行われるまでの間、死者との関係性が動的かつ不変的に
続いている精神的な現実感の中で、死者との関係性を構築し生きる。  

 死者を崇拝することの起源は、まさに市民生活の誕生と密接に繋がっている。この世か
ら消え去った人々や物々を永遠のものにしたいという欲求は、最初、人間に絵図的あるい
は音響的表現を創造させ、それから後に、言葉を発展させた。こういった言葉によって、
人間は世界の概念的な側面について語ることができるようになったのである。つまり、こ
のようにして、死者の魂や神や悪魔が棲む、目には見えない自然の力の中で現れる世界と
して、「あの世」「死後の世界」といった来世の発想が生まれた。「死後の世界」は社会的絆
の基本として機能する宗教（ラテン語の religare「くっつける」に由来する）の出現と関係
している。  

 儀式は、人の体の動きや身振り手振りを象徴的に使って、ある社会的状況の意味を表現
し、具体化する。つまり、そうすることで、社会を構成し、人々を地域社会に招じ入れ、
行動を導き、人生の重要な側面に意味をもたらし、死を追悼し、身体的行為を通して感情
と理性を結びつける。そして、儀式は、社会組織の柱であり、それによってコミュニケー
ションを図り、ともすれば集団の社会的組織力に重大な混乱を引き起こしかねない出来事
を制御・維持する。  

 儀式は、しばしば宗教的な意味を持つが、それは本来備わっている特色というわけでは
ない。儀式を定義している側面として、儀式には、多かれ少なかれ、固定して変わること
のない一連の儀礼的な行為や、すべてが儀式を執り行う人々によって決められているわけ
ではない発話、といったものが含まれる。こういった伝統的で習慣的な比較的長続きして
いる風習を通して危機への対応が儀式化されると、この慣れ親しんでいるという感覚によ
って、人々は、心地よさや、こういった状況を制御できていると感じることができる。  

 儀式は、人々が表現できない要求を満たすために、ある状況に対する自然発生的な反応
として始まると信じられている 3)。このような理由から、危機的状況下において儀式は非
常に重要であり、そのような状況において、まず儀式の意味が問われるのは理論的という
より感情的な要因に端を発している。  

 葬儀は「通り過ぎる儀式（通過儀礼）」と称されるカテゴリーに属している。これはオラ
ンダ人の人類学者 Arnold van Gennep4)による造語であるが、この言葉の意味は、人生の中
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での重要な移行を容易にするということである。ある段階から次の段階へ移って行く移行
には、社会からの分離、社会の外での辺縁化、社会への再統合の 3 つの段階がある。社会
からの分離の段階では、儀式を執り行って、亡くなった人をこの社会から無きものとする。
次に、この世の周辺で一過性にとどまる辺縁化の段階が続く。この段階は移行の途中で最
も不確かな時期である。つまり、この段階では、亡くなった人には明確に定義された役割
がなく、その立場は曖昧で未確定で、通常の社会的役割に対してどっちつかずの状況にあ
る。しかし、この段階はいずれ終わり、再統合の段階へと進む。この段階で、亡くなった
人は再び社会に受け入れられ、新たな地位を得る。  

 社会にとっての死の恐怖は、二通りの通過儀礼として、葬儀を通じて見て取ることがで
きる。亡くなった人にとっては、それは生と死（天国、霊的世界、もう一つの人生と考え
られているもの）の間の移行である。遺された者たちにとっては、儀式を行うことである。
彼らの社会的地位やアイデンティティ（訳注：他者に取って代わることのできない個人）
は亡くなった人のものと繋がっているが、その人が亡くなったことで、ある役割を断念し、
ある地位を失う一方、新たな役割を担うことになる。  

 葬儀が最大限に強調するのは、境界期間である。これは、通過儀礼に特有の移行を表現
する用語で、ラテン語の敷居に由来する。この境界を通過することが中断されると、社会
的に重要な役割の継承に変化が起こり、社会の仕組に打撃を与えることになる。しかし、
その影響は直ちに表れないので、打撃の大きさを評価するのには数世代を要するかもしれ
ない。  

手短に言えば、葬儀は、亡くなった人の役割を遺された者たちに再配分し、その集団の
継続性を確保するために、遺された者たちの社会的役割を調整するのに役立つ。服喪の最
初の段階において、葬儀は、遺された者たちにとって助けとなるような行動パターンを確
立することによって、社会的制御を行う手段として機能する。そうすることで、遺された
者たちは、自分たちの感情を抑えたり、不安を和らげ新たな状況に適応したり、世間から
認められた新たな地位や役割を与えられる。こういったことに加えて、もし、喪に服する
人たちが再び生きる人々の世界に受け入れられ、彼らの孤立した状況が永遠に続くもので
はないことを、私たちが考慮に入れるならば、この儀式が省略されると、避け難い大混乱
が引き起こされる様子を容易に目に浮かべることができる。  

 

4.2.1 葬儀の歴史的変遷 
 葬儀の歴史的変遷を見ると、前史時代には自然環境の中に遺体を遺棄していた。その後、
集団墓地に埋葬するようになり、私たちが西欧社会で通常行っている今のような葬儀に至
った。初めの頃、遺体は家の近くに埋められていたが、17 世紀になって、市街地に墓地が
作られるようになった。中世には、貴族や聖職を除き、遺体は顔を覆われることなく、他
の遺体も埋葬できるように開いた状態になっている集団墓地に埋められていた。その後、
通夜が行われる家庭や教会で陳列されるデスマスクを用意することが一般的になった。こ
れらの習慣を通し、亡くなった人のアイデンティティを保持しようとする試みを見て取る
ことができる。しかし、亡くなった人の名前やアイデンティティを強調するという発想は、
20 世紀になるまで無かった。  

 近代のフランスの歴史家である Philippe Ariès は、その卓越した著書「我々の死の時 5)」
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の中で、西欧社会における死についての文化的認知がどのように進化し、それに伴って、
そういった文化的認知がどのように葬儀と関わり、地域社会の生活へ影響を与えて行った
のかということについて検討している。彼は、それぞれの時代に息づいている文化を反映
しながら段階を追って死に関する社会的認知が進んで行った様子を詳述している。例えば、
中世のキリスト教文化において、死は集団的運命であり、当たり前のことであり、避けら
れないものであり、特に恐いものではなかった。つまり、当時の人々は、諦念と神秘主義
信仰によって、死と向き合っていたのである。そして、多くの死は自然で必ず起こりうる
ものだという事実を考慮して、儀式は強化され、ロマン主義の時代においては、悲嘆の感
情やそれを表出するものに対して、より重きが置かれるようになって行った。しかし、こ
の状況は、世界大戦とともに変わって行った。親がまず亡くなり次に子どもが亡くなると
いう「自然な順番」といった死に対する受け止め方が、親が子を葬るという、いわゆる「逆
順の死」によって取って代わられたのである。  

 この状況は、20 世紀の死の捉え方に影響を及ぼしたと言われている。死に対する従来の
考え方に大きな変化が起こり、死はもはや日常生活の中で中心的な役目が無くなり、社会
生活において、その重要性は最小限に留められることとなった。例を挙げると、死という
主題はもう無い；死には痛みが伴い、邪魔であり、不名誉ですらある；死は厄介なもので
ある；死は慎重に取り扱われ、公に議論される対象にしてほしくないといった期待がある、
等々である。その論拠は、遺された者たちにとって、死は社会を困らせるような強く騒が
しい感情を伴うことのない耐えられるべきもの、という理由からである。Ariès は、これを
「見えない死」と呼び、前線で亡くなる兵士をあたかも将棋の駒のように別の兵士と置き換
えるために、社会という工場にとって「見えない死」は必要なものである、と述べている。 

 葬儀の時代変遷はゆっくりしていて、通常何世代も経た時の間に起こっている。そして、
その変遷が本当に表に現れる時は、長い静かな狭間で 6)、確立した習慣が変化を容易にす
るような時である。災害に伴う圧力から迅速性が求められ、かつ儀式の挙行が困難といっ
た理由から、地域社会の儀式が省略されると、戦時下での「見えない死」と表現されてい
るものに並び称される、極めて強い痛みを生じる状況を作り出す。  

 

4.2.2 葬儀における文化、宗教および歴史の影響 
 儀式や式典に関するもう一つの要因は、儀式や式典が、ある時点における、現代社会と、
それらの起源となっている伝統的慣習とを反映していることである。これまで見てきたよ
うに、儀式の変化は、一世代あるいは時に数世代にわたっても、その変化が非常に僅かな
ため気付かれないことがある。儀式を構成する伝統的要素は、その文化において

．．．．．．．．
死に重要

な意味合いを与え、それが癒しと力を与えることにより、生は非常に複雑で変化の激しい
世界において前進することができるのである。反対に、ある儀式の順守が途切れるという
ことは、大きな歴史的変化が起こりつつあるということを意味する。ここで、この地域に
おける文化的および歴史的な違いを示す例をいくつか簡単に見てみよう。  

------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 

部族内食人であるブラジルの先住民 Wari の慣習では、非常に近しい親族が遺体を食べる。
もし、遺体が腐敗している場合には、冷たい墓に遺体を入れることを回避するために、遺
体を燃やす。食人風習が、それを行わない者から見て恐ろしいのと同じように、彼らにと

78

9494



 

78 
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って埋葬は恐ろしいものに思われる。私たちの文化からすると、このような慣習は、非常
に奇妙で異質なものに見えるかもしれない。遺体は、遺された者たちの努力に対し、謝意
を表すわけでもなく、そこから何か利益を得るわけでもない。しかしながら、どちらの文
化の儀式においても、こういった遺体に対して特別の処置を施しているという点は、注目
に値する。  

------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 

 この点について、スペイン征服時代にアンデス地方で起こったことと、歴史的に対比し
てみよう。この時代は、先住民にとって悲劇的な大転換の時代であり、彼らは「征服され
た」集団となった。その後、文化変容、スペインへの融合、支配者側の体制への同化の時
代を経て、彼ら独自の社会や文化は滅ぼされてしまった 7)。先住民は、彼らを支配した側
の宗教的表現形態である、キリスト教への融合を強制された。彼らは、服従というトラウ
マを伴って造り出された自分たちの新たな状況を、理解しようと努めた。  

 スペイン征服以前にラテンアメリカを占めていた先住民の文化における儀式は、彼らの
支えであり、価値判断の基準であった。そのため、征服者たちは、植民地支配を進める上
で、これらを破壊することが必須であると考えるに至った。1523 年初頭、中央アメリカに
入植したフランシスコ会修道士たちは、次のように記述している。「我々は儀式的なものや
疑わしいものを全て燃やす。8)」  

 今日において、祖霊崇拝の慣習は、わずかな部族においてのみ観察される。これらの部
族は、共同体として生き延びて伝統を守っているが、その多くは外部の影響から逃れられ
ない状況にある。深く根ざした地域の伝統を尊重することは、今にも姿を消そうとしてい
る共同体にとって、ますます重要になっている。  

 これらの文化は歴史的に重要であるので、ここで、そのいくつかについて簡単に解説す
る。これらの文化は、葬儀と慣習に関する人類学および歴史学の報告書に広く記録が残さ
れており、死・魂・死後の世界への道程が通過儀礼の中で示されている。  

------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 

インカとは、元々は古代ペルー帝国の支配者たちが使った名称であるが、後に、この帝
国を形成した人々や、ここから発展した文明をも意味するようになった。インカには非常
に厳粛な葬儀があった。遺体は完全な状態のままでなければならなかった。なぜなら、魂
は暫く遺体の近くを漂っており、後に、その宿命への道へ旅立つと信じられていたからで
ある。サパ・インカ（最高位の支配者）にとって、宿命とは太陽そのものであった。貴族
にとって、宿命とは天国または天上の世界であり、そこで彼らは邪悪なものから解放され
るのであった。その他の人々にとって、宿命とは彼らが死ぬ前に住んでいた世界と同じよ
うに哀れで惨めな世界であった。また、村に住む人々の魂は動物たちの体に戻るとも信じ
られていた。サパ・インカの遺体は、墓の一部屋に置かれた金の椅子に座らされ、彼の妻
たちは別の部屋に生き埋めにされた。ある程度の時間が経過した後、サパ・インカと妻た
ちに防腐処理が施され、インカのミイラは太陽の寺コリカンチャへと移された。  

------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 

------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 

アステカの文化では 9)、ミクトラン（よみの国）へ行くことが定められている死者に対
し、遺体を屈んだ姿勢にして布を巻き、きつく縛ることが一般的であった。この遺体の包

79

第 4 章　社会文化的側面

9595



 

80 
 

みを焼く前に、遺体の口に小さな石が入れられた（貴族階級においては翡翠が入れられた）。
この石は心臓を象徴し、口の中に入れることにより、地下の第 7 世界、－この第 7 世界で
は野獣が人間の心臓をむさぼり食うと信じられていた－において、宝石として残されると
された。人々は遺体を包んだ布の間に、よみの国への旅に必須の水の入った壷を置いた。
ある遠方の地域では、風が非常に激しくナイフのように切り刻み、魂は極度の寒さに立ち
向かわなければならなかった。この寒さを克服するのに役立てるために、死者の宝石や装
飾品が、火で燃やされた。  

この頑丈な包みは、魂が更なる試練を乗り越えるためにも用いられた。2 つの大きな山
の間の道では、山崩れが起きて道を阻むかもしれなかった。死者には高価なものが与えら
れるが、それは、困難な旅が完了する最終段階で、ミクトランテクートリという死の王、
またはその妻であるミクテカシワトルに捧げられるものであった。死後の世界に到達する
までの正しい道程に関して、死者に魔法の使い方や助言を教えることに加え、儀式に則っ
て埋葬布を死体に巻きつけ、死体を焼き、灰を埋葬するに至るまでの葬儀を執り行うこと
が、年長者の責任であった。  

火葬は歌いながら行われ、その後、年長者がその残骸に水を吹きかけ、それらを壺に納
め、家の中の部屋に埋葬した。その際、遺体の口の中に入れた小さな石も一緒に埋められ
た。様々な供え物も一緒に埋葬された。特に欠くことができないのは犬であり、これは死
後の旅で主人を助けると考えられていた。  

伝道者 Bernardino Sahagún の現地情報提供者によると、死者の遺骨が埋葬された場所に
毎日供え物を置くことが、慣習であった。貴族の遺骨や遺灰はどの部屋に埋葬しても良い
というわけではなく、通常は、神殿の傍にある神聖な場所に葬られた。このような場合に
は、儀式の道具立てはより複雑であり、多くの奴隷たちが生贄となった。  

出産時に亡くなった女性の葬儀と埋葬は非常に独特であった。Mocihuaquetzqui（勇敢な
女性）は、何度もその遺体を洗浄された後、彼女の衣服の中で最も良いものを着せられた。
埋葬の時間である夕刻になると、夫が神殿の中庭に彼女の遺体を運んだ。そこは Cihuateteo

（天国の王女）に奉げられた神殿であり、彼女が葬られる場所であった。亡くなった女性
の親戚や友人たちが葬送行列を作った。行列の者は全員、「盾と剣で武装しており、まるで
戦士を戦場へ送り出すときのように泣き叫んだ」。このような出で立ちは、儀礼的な行いで
あると同時に、実用的な意味合いもあった。彼らは、若い戦士たちが遺体を奪うために側
近を襲ってくることに備える必要があった。戦士たちの目的は、遺体の左手の中指と毛髪
を切り落とすことであった。これらは、彼らに戦いにおける勇気を与え、また敵を恐れさ
せる魔法の力を宿していると考えられていたからである。盗賊たちもまた、同じような理
由で遺体の左腕を切り落とすために遺体の強奪を狙っていた。このため、死者の夫や親戚
たちは、4 晩の間、埋葬地の見張りをした。  

------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 

------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 

非常に広い地域を支配していたアステカやインカとは対照的に、コロンビアのいくつか
の独立した文化は、アンデス地方と太平洋および大西洋沿岸の比較的狭い地域を占めてい
た。これらコロンビア文化には異なるレベルの発展がみられ、多くの共通点がありながら
も、他の側面では大きく異なっていた。それらのうち代表的なものとして、Tayrona、Sinú、
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せる魔法の力を宿していると考えられていたからである。盗賊たちもまた、同じような理
由で遺体の左腕を切り落とすために遺体の強奪を狙っていた。このため、死者の夫や親戚
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Muisca、Quimbaya、Toliroa、Calima、Tierradentro、San Agustín、Nariño、Tumaco 等の文化
が挙げられる。  

 Tierradentro と San Agustín はスペインの征服よりもかなり前に栄えた文化である。一方、
その他の文化は、スペイン人が到来した頃に文化的および社会的な絶頂期を迎えていたと
思われる。San Agustín は、南米において最も壮大な儀式を執り行う中心の一つであり、広
大な地域に広がる数百もの巨大な像と墓が特徴的である。  

 そこでは、最初に埋葬の段階として、墓が建設され、膝を曲げた状態の遺体がやっと入
る程の大きさの円筒状の墓穴が掘られ、その中に死者の持ち物や食物が新たな世界に旅立
つために供えられた。葬儀の第 2 段階では、その頃までには乾燥した骨となっている遺体
を地下埋葬室として知られるより大きな墓へと移す。この場所は社会階層別の集団埋葬と
して機能していた。そこには、主要な部族員の遺体が、連綿と続く地下埋葬室に納められ
た。この埋葬室は軟岩を苦労して掘ったものであり、壁や天井は絵で飾られていた。  

 今日のコロンビアでは、ほとんどの先住民族は一様ではなく、他の共同体の人々と同様
に、経済的、イデオロギー的、政治的、宗教的な様々な違いによる葛藤や特徴がある。同
じ先住民の中でも、カトリック信者やプロテスタント信者、そして、いずれの信仰の教え
にも従わない人々がいる。先住民の多くが、一様な儀式を持たないことによる「少集団化」
に晒されている。  

------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 

 大災害は、先住民に決定的な影響を及ぼす。そのような場合には、その共同体において、
現存する信仰に従って最も実行可能な儀式を最優先すべきである。そして、その際には、
固有の民族的および文化的な特性が考慮に入れられる。  

------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 

1994 年 6 月 6 日、地震にともなう地滑りにより、コロンビアの Cauca 地区の Paéz 河流
域で大規模な洪水が起こった 10)。被災地区として認定された地方区では、先住民の Paez

と Guambiano の人々が集中して居住していた。死者および行方不明者は 1,100 人近くに上
った。地震によって、家族離散、親戚や友人の喪失、共同体の崩壊、農地、家屋、作物、
家畜、その他の資産の損失が発生した。Wila の地方議会の議員全員が地滑りで行方不明と
なり、共同体は緊急時の真っ只中に新たな代表者を選出しなければならなかった。地震後
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------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 
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------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 
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 ヨブ記（19 章 25 巻）においては、最後の審判の日に魂が身体に復活するという信条を
引用している。「私は知っている。私のあがない主は生きており、彼は後の日にこの地上へ
立つであろうことを。たとえ蛆虫がこの身体を蝕もうとも、私はこの肉体の中で神を見る
であろう。」  

------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 

 以下に述べる議論において、私たちのカトリック教についての言及は、コロンビアで行
われている儀式に基づいたものである。コロンビアはカトリック教徒が多数派を占めてい
る。ここでの言及は、ラテンアメリカの他の国々においても当てはめることができると思
われる。  

 カトリック教徒は「尊厳ある」埋葬に重きを置く。これには、宗教的儀礼、棺（可能な
限り良質なもの）、墓地での埋葬が含まれる。このような重みがこの式典に置かれることで、
多くの場合、近隣の者や仲間が結束を表すものとしてお金を出し合い、その費用を負担す
るのである。  

 通夜は、遺体を埋葬する前に家か葬儀場で遺体を安置して、執り行われる。通夜の目的
は、死後の苦しい時を和らげることであり、棺が閉じられていないため、人々が最後に遺
体と対面することができる。遺体には加工、つまり腐敗を遅らせるために防腐処理が施さ
れ、葬儀の間「まるで生きているかのように」見えるよう整えられる。これらの儀式の間、
「永遠の眠り」や「永遠の光」を表す祈りが、旅立つ魂に対する会葬者の哀悼の意として、
捧げられる。宗派によって例外はあるものの、紫や白の幅広のタスキに送り主の名前が書
かれた花輪や花束を贈る慣習がある。  

 亡くなった人の家族や仲間は、通夜と埋葬の両日とも、暗い色の服を着て出席し、愛す
る人を失ったことへの弔慰を表す。「全服喪期」は、近しい家族、特に寡婦、両親、子ども
たちが黒衣に身を包んでいる時期であり、「半服喪期」では、衣服や装身具は黒か灰色か白
になる。  

 葬儀の間に遺体は通夜の行われた場所より移されて、宗教儀式または葬儀のために、教
会へと運ばれる。ミサが終わった段階で、親族、友人、仲間たちの葬列が霊柩車の後に続
いてゆっくりと墓地へと移動し、亡き人を「最後の住まい」へと送る。永遠の命を願う祈
りが奉げられ、棺が準備された地下墓所または墓へと納められる。  

 火葬は一般的になりつつある。しかし、自然死でない場合には、以下の点が証明される
まで、火葬することが禁じられている。以下の点とは、徹底的に遺体の検死が行われたこ
とを記録している文書があること、死因を解明するために全ての物的証拠が保存されてい
ること、身元確認が確認されていること、である。伝統的な墓地は、陰鬱であるとみられ
ていることから、緑地や木々や庭園がある公園墓地に取って代わられる傾向にある。遺体
は、5 年以内に掘り起こされて納骨堂に納められるか、または、火葬され、亡くなった人
の家を含む、どこか別の場所に納められるべきである。  

 その後の服喪の期間は、近親者が集まったり、しばらくの間、娯楽や社会的な行事が制
限されたりする。死後 9 日間は特別礼拝を執り行い（9 日間の祈り）、そして、死後 1 カ月
後と死後 1 年後に、ミサが執り行われる慣習がある。  

 死に関する俗説である「死冷または algor mortis」は、大衆文化において受け入れられて
おり、遺体の冷たさは妊娠している女性や胎児など影響を受けやすい人々に移ると信じら
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れている。また、死体の青白い色や灰色は、遺体安置所や死体保管所で働く「死によって
聖油を注がれた」人々に移ると信じられている。このような職場や墓地は、不可思議で陰
鬱で汚れた場所とみなされている。遺体の腐敗は、環境を汚染し、健康被害をもたらすと
信じられている。これは、衛生的な理由からだけでなく、死後の世界への恐怖感によるも
のである。このような俗説は、後に議論するように、共同体の想像力に非常に重要な意味
をもたらし、このことが葬儀を執り行うことを止めるという意思決定を理解するための一
助となるのである。  

ユダヤ教においては 11)、Shujan Aruj というユダヤ法の概要に、ユダヤ人が人生のあらゆ
る局面において満たすべき行動の基準や規範が定められている。ユダヤ法には 2 つの根幹
をなす概念がある。それは、亡くなった人への尊敬と畏怖、そして、苦しんでいる人々や
親族への待遇である。まず初めに、人間には 3 つの源があると述べられている。それは、
男、女、そして神である。受胎のときに、神がその魂の一部を人間へ移し、それは死とと
もに神に戻る。死後に遺体を直ちに埋葬するという行為は、このラビ法典の第一の教義と
合致する。  

肉体は魂の入れ物であり、魂は神に由来するものである。この概念より、死体に施され
る細心の配慮（特別に任じられた人々により死体が整えられ清められる上での手順や敬意）
の理由が説明できる。死亡してから埋葬が完了するまでの期間を onanut と呼び、これは「悲
嘆」と訳される。葬儀に必須の要素は簡素で質素であることである。なぜなら、死者は、
神の前に、ありのままの無垢で簡素な姿で奉げられるべきだからである。献花は、喜びの
象徴とされるので、行われない。そして、遺体は、Shabbat と呼ばれるユダヤ教の安息日
よりも前に埋葬されなければならない。  

服喪期間の境界としての特質は注目すべき点であろう。死後 7 日、30 日、1 年の期間に
対して、それぞれ特別な決まりがあり、遺族の共同体からの孤立、そして、その後の融合
の道筋を示している。この決まりには、行動、食べてもよい食物、日々の行動や親しい人
との関係の基準となるものが含まれている。  

このような意味合いにおいて、剖検は、死者を尊敬するという基本的な規範を侵すもの
である。医者によって同じような病に苦しむ人々の治療に役立つ新たな知見が得られると
判断される場合や、法的に剖検が必要とされる場合にのみ、剖検は許可される。復活への
期待という考え方を踏まえ、遺体の全ての部位は一緒に埋葬されなければならない。その
ため、剖検の際には、その過程で血液や組織が失われることを避けることが重要である。
そして、必要な検査が終了したら、全ての体液や組織は遺体とともにそっくりそのままの
状態で埋葬されなければならない。  

火葬は聖書の時代より忌まわしいこととされている。ユダヤの法典では厳しく禁止されて
いるわけではないが、推奨はされない。死体防腐処理は、死者への尊敬という規範に反す
るため、禁止されている。その代わり、遺体は、この世に初めて現れた時と同様に清潔で
無垢な状態になるよう、儀式に則って洗浄される。火葬や防腐処理は、遺体を他国へ輸送
するような特別な状況の時のみ、許可される。  

米国では、比較的最近になって行われるようになった儀礼がいくつかある。火葬、キル
トに縫い込まれたエイズで亡くなった人のための記念物、ベトナム戦争戦死者の碑 12)、無
名戦死者墓地、その他戦死者の記念碑などがそれである。これらの儀礼は、亡くなった人
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の価値観や信条や生活様式を表している。そして、ますます葬儀を個人化する傾向が見ら
れる。例えば、通夜が行われる場所に故人の写真を飾ったり、故人が好きだった音楽をか
けたり、墓石に車や大好きだったおもちゃやその他の物を付して飾ったりする。  

死ぬことは、最も個人的で不可逆的な行為とみなされる。そして、故人は故人の独自性
が尊重され故人との特別な関係がわかる方法で取り扱われ思い出される、そういったこと
が望まれている。比較的最近の変化として、葬儀に参加する人が式に受け身ではなく能動
的に係る傾向が見られ、その中には、彼らの参加無くしては葬儀が成り立たないようなも
のも見られる。伝統的な儀式に修正が加えられ、親族が、特別な歌を歌ったり、葬儀に寄
せて書かれた詩を朗読したり、故人にまつわる特別な体験や話を紹介することができるよ
うになった。  

儀式は、参列者による自主参加や、火葬後の散灰などによって、あまり形式張らないも
のとなった。そして、様々な文化の融合が高まるのを反映して、神聖な儀式よりも非宗教
的な儀式へと向かう傾向にある。  

 

4.3 遺体と埋葬の象徴的価値 
 この簡単なレビューから明らかなことは、いかなる文化や信条を持つ家族や共同体にと
っても、遺体には偉大なる力を有する象徴的価値があるということである。この象徴的価
値は、遺体が有形物として引き出す偉大なる力に由来するものである。現実を概念的に説
明すると、この象徴的価値は、私たちが目で見たり触ったりできるもの（物体）、もっと一
般的には、五感を通して知覚できるものに対して持っている心証（イメージ）とも言うこ
とができる。そして、物体とそれが表わすものとの間の緊密で永続的な結び付きによって
定められる、ある特定の象徴的基盤の上に、文化は築かれる。  

 家族が亡くなった人との間に持ち続けている絆には、象徴的で宗教的な性質がある。こ
の絆は、私たちに亡くなった人を思い出させるような形あるもの（有形物）によって、強
まる。つまり、故人を思い起こさせる強い力が無ければ、故人との絆は成り立たない。  

墓は、家族と故人の間に介在し、墓の建立・維持・墓参といった権利を行使する上で機
能を果たす。これは信者と崇拝物との関係に似ている。象徴的に思い起こさせるようなも
のが一杯詰まっている貯蔵庫としての有形物、それを保存することが、この権利の行使で
ある。そして、国には、この権利の行使を保障する義務がある 13)。  

 もうお分かりのように、直接には経験できないものの意味を信者に理解してもらうため
に、あらゆる宗教には、それぞれ独自の儀式の形がある。儀式への参加は「崇拝する権利」
として知られ、あらゆる行為や祭儀や慣行を実践する能力を意味する。これらは、超自然
界や世代継承者としての人間の重要性に対する私たちの信条の表れによるものである。  

 上述より、崇拝の行使を妨げるいかなる行為も信者にとっては極めて深刻なものである
ことが、推測できる。なぜなら、それは「別の世界」との繋がりを断ち切り、信者が義務
を忠実に果たすことを妨げ、個人や集団の服喪の持つ癒しの力を抑止するからである。  

 崇拝の重要性は、宗教そのものの重要性に由来する。それは、個人が従属し完全に依存
している、あるものに対する信条として理解されている。また、それは、この世のあらゆ
る行為に特別な意味を与え、社会集団の個々人の間に絆を築くものである。  

 前述の信条と不可分の要素として、崇拝の重要性の中に、憲法上の基本的権利としての
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宗教的崇拝が含まれるようになって行った。このようにして、自由の保護は、ある信条を
単に認めることから、崇拝行為を全面的に受け入れることへと拡大した。この中には、い
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 墓を建立するという習慣には根本的で深い意味がある。墓石に名前を刻み、場合によっ
ては写真、彫像、碑文を添えて、故人を記録し留める。すでに述べたように、第一に、墓
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地などによって、故人の社会階層を象徴する役目を果たす。墓は家族を表す。そして、墓
に埋葬されている物々の価値は、故人に対する家族の敬意の程度を表している。  
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 また、埋葬には、人類学的に明白な重要性がある。遺体がある場所に永久に葬られると
いう確信があれば、人間は、死に対してより容易に対処することができる。しかし、生存
の見込がなく遺体も見つからない場合、その人の行方が分からないということは、途方も
なく大きな苦痛を意味している。この現象は、「行方不明者」の親族の心理状況という点で、
よく研究されている。悲嘆を克服できないと、家族の心理的社会的な回復を遅らせ、家族
を耐えがたい希望という逆説的な状態に置くことになる。例え、それが悲惨な状況であっ
ても、その人が亡くなっているという確かな事実によって、家族は、ある程度の落ち着き
を取り戻すことができる。そして、遺体を埋葬することは、人間が現世の状況を認識し、
変化する人生を受け入れるということによる象徴的行為でもある 14)。  

上述した 3 つの考え、すなわち、社会的分化、宗教的信条、人類学的特性は、同時にあ
るいは別々に示すことができる。しかし、いかなる場合であっても、宗教的信条は、個人
が象徴的力と結び付くことができる最も強い絆である。なぜなら、基本的で直ちに適用で
きる権利として保護されている崇拝の実践と直接関係しているからである。  

 

4.4 災害時における服喪と儀式 
 私たちは、一般論として、葬儀の慣行の成り立ちや、故人が亡くなった後の移行期間と
して服喪の段階を終えることの必要性について、議論してきた。さらに、服喪を終えるの
に一定の期間を必要とするような特定の慣習を通して、どのようにして、あらゆる文化や
社会集団が形成されるのかについても理解した。このような慣習は、伝統的なやり方で執
り行うことができない場合、避けたり別のやり方に置き換えたりすることが難しいほど、
非常に深く文化や社会に定着している。そして、これらの儀式は、例外なく、故人のアイ
デンティティを強調し思い起こさせてくれる。大量の死者を伴う大災害の時には、これら
の儀式は、重大ではあるものの、時々、最優先されないことがあり、しばしば延期され、
省略されてしまうことさえある。  
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 例えば、武力紛争中に経験する暴力死によって、亡くなった人のアイデンティティの重
要性に光が当てられた。遺体の身元確認は伝統的方法によって実現可能かもしれないが、
親族の中には、故人の関係者であることが知れ当局から報復されることを恐れるために、
遺体の適切な埋葬を要求することを選ばないものもいた。  

このような状況下で名前がわからない場合、遺体は、身元が確認なされないまま、国に
よって埋葬される。様々な研究によって、ある者が行方不明となった場合の服喪の困難さ
が明らかになっている。そして、その状況は、政治的な殺害の可能性や他の疑わしい状況
がある場合には、さらに悪化する。遺体の身元が確認されないと、愛する人に苦しみや苦
痛が課せられたのではないかという考えが湧いてくるが、家族は、この思いを実証するこ
とも捨て去ることもできない。儀式が執り行われない場合、その家族は、故人の象徴的死
という 2 度目の死を宣告される。それは、故人の名前を永遠のものとし、故人に社会的価
値を賦与し、故人を家族の世代継承の一員とする、墓が欠如しているためである 15)。  

 大災害時あるいは武力紛争時における暴力死に関し、儀式および服喪の権利について、
上述したような家族へのあらゆる社会文化的配慮は現在でも有効である。すべての人が経
験し、時に共に経験するような、外部からの圧力に屈服すると、中長期にわたって、社会
集団に重大な影響を与えるような様々な続発症が生じる。もし、故人のアイデンティティ
の権利が守られない場合は、それによって起こる法的、金銭的および情緒的結果が、家族
や共同体全体に深刻な影響を及ぼすであろう。1995 年のオクラホマ市のムラー連邦ビルデ
ィングの爆破事件で例示されるように、大惨事の場合には、喪に服する人が犠牲者を知ら
なくても儀式に参加する必要を感じるということはよくあることである。  

 また、遺体の身元確認ができないと、家族は、尊重されている儀式に従って遺体を埋葬
することができない。また、遺体への敬意から生じる閉合を持って前進するために、故人
のために泣くこともできない。行方不明者は、あたかもまだ生きているかのように、記憶
されている。死を取り巻く諸々の出来事について決め手となる確証はなく、痛みと果てし
のない推測を伴う空虚感が残される。まさに重要なのは、死亡が証明されるという必要性
であり、それによって家族は相続や民事訴訟の手続を進めることができる。  

 最新の技術によって、腐敗したり断片化した遺体の身元をかなり高い確率で確認できる
ようになったので、家族は親族の死亡を確認し、遺体が見つからないからといって「まだ
生きている」可能性があると信じていた気持ちを捨て去ることができるようになった。技
術は、（「見ていないことは信じることができない」といって）生存しているという希望を
抱いている人を現実と向き合わせる。また、技術は、死亡調査や犯罪の摘発・処罰に関す
る期待も高めた。なぜなら、信頼できる犠牲者の身元確認や犯罪現場の物的証拠調査によ
って、これらの問題に関わる人々に法的告訴を行って追及することを可能にしたからであ
る。さらには、テロ行為を起訴する際に特に重要とされる諜報活動にも応用されている。 

 感情的に張り詰めた状況で最初に自発的になされる決定であっても、災害や大量の死亡
者が発生した出来事に遭遇して苦しむ人々や地域社会の心理社会的要請に対応するために、
必要な時間を十分かけて事案を処理することは必要不可欠なことであるし、基本的な物理
的かつセキュリティ要件を満たす目的にも適っている。そして、このことは、強調しても
しすぎることはない。事例に適切に対応することによってのみ、私たちは、喪失感という
感情の負担を減らし、社会の回復を促進することができるのである。  
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 大災害の結果、亡くなった人々の遺体の最終処理に関する決定を下す前に、多数の死者
に関する社会の現在の考え方や、葬儀を執り行いたいという社会の要望を考慮に入れなけ
ればならない。  

 故人に対する服喪は、動物にも容易に拡げることができる。なぜなら、人間は、ペット
に愛情を注ぎ、大切に絆を育んできたからであり、特に高齢者や子どもにおいては、その
傾向が強く見られる。多くの場合、動物への愛情は、他の人間に対するものと同じくらい
強い。動物の死もまた、被災者に重大な文化的経済的影響をもたらす。  

------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 

ここで、私たちは、1992 年にコロンビアのムリンドの先住民を襲った大洪水を思い出す。
被災者の最大の関心事は動物の損失であった。なぜなら動物は家計を支えるものであった
からだ。  

------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 

 住民のために災害救済を計画する際には、ペット、家畜、人間と共存する単なる野生種
に関わらず、私たちは、人々と動物を繋ぐ情緒的絆や相互依存関係を考慮に入れる必要が
ある。  

 

4.5 未解決の悲嘆 
 現在は、死についての受け止め方、死によって引き起こされる個人や集団の悲嘆、およ
び感情の調整を司る儀式の重要性について、以前よりよく理解されるようになってきてい
る。しかし、これら 3 つの要素が強く調和の取れた社会構造の発展に及ぼす長期的影響に
ついて、多数の死者が出ている危機的状況（一般に国民に大きな影響が出ている状況）へ
の対応に当たっている人々が理解するのは難しい。  

 葬儀は、通常、個人的、宗教的および社会的な意味において価値あるものであるが、ま
た、潜在的団結あるいは政治紛争にも寄与する。権力者や政治的指導者の死後に起こる社
会階層の象徴的な再確認と再構築は、葬儀の政治的側面を示す最も一般的な例である。一
般の人々の死を取り巻く儀式もまた重大な社会変化の起源となる。例えば、北米の奴隷た
ちは、亡くなった人を偲び敬意を表すため祖先伝来受け継がれて来た儀式を執り行うこと
が認められず、反乱を起した。もし、亡くなった人に対して示される敬意が、生きている
人々への敬意を明確にする助けとなるならば、儀式の形は社会とその価値観の表れである
ことは明白である 16)。  

 自然現象の結果として起こる死を受け入れることは避けられず、その原因は人間の手の
及ばないところにある。このような状況における悲嘆には諦念が伴う。対照的に、権力の
乱用に起因する暴力死は、まだよく理解されていないが、社会的影響を持つ非常に複雑で
個人的な一連の変化を引き起こすと考えられている。私たちは、ローマ競技の重要性を思
い出すことによって、この課題に臨むことができる。そこでは、国として組織された共同
体が、剣闘士の犠牲を通して死を凌駕する権力を創り上げて示し、そうすることによって、
様々な外部の脅威に立ち向かう社会秩序と能力を再確認した 17)。同様に、法的調査を必要
とする暴力死の場合、葬儀を適切に執り行うことができる権力は、その組織内において、
社会的信頼を回復するのに役立つ。  

 こういった理由から、一般に若い人々に影響を及ぼす暴力死は、特別に考慮される必要
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がある。暴力死に対して何らかの意味を与えるのが難しいため、長期的に見ると、このよ
うな状況における社会的制御は、地域社会にとって支離滅裂の無秩序状態にある。なぜな
ら、ほかの場所でも述べられているように、多くの国々で起こっている紛争状況の中で葬
儀を適切に執り行うことは、ほとんど不可能であるからである。  

 愛する人の消失やトラウマをもたらすような死と関連する未解決の悲嘆によって、服喪
にある人々からの一連の問題や疑問とともに新たに服喪を生むような死が新たに発生する。
各国で試みられている紛争解決のためのプログラムがなぜ充分な結果を出せないのかとい
った理由の説明として、このような出来事が引き続き起こっていることを挙げることがで
きる。この悪循環は、健全な服喪の妨げとなり、共同体が人生の重要な問題に立ち戻るた
めの能力を阻害する。  

 葬儀を取り巻く複雑な文化的特徴と社会集団にとってのその意味が、大災害時には無視
されるので、共同体は悲嘆を表す別の方法を探すこととなる。これらは、必ずしも良い結
果を生むわけではなく、必ず、より困難なものとなり、遠大で予測不能な影響をもたらす。 

 

4.6 早急な遺体処理に対する意見 
同時または短期間に、多数の人々が亡くなった時、その遺体の処理について判断を下さ

なければならない人たちが、必ずしも、前節で概説した考慮すべき事項を承知していると
いうわけではない。彼らは、たとえ知っていても、突然、外部からの圧力を受け、考慮す
べき事項を無視する傾向にある。神話的なものから「科学的」なものや国家権力まで、様々
な正当化する理由が挙げられるが、いずれも心理的側面を無視したものであり、根源的で
人間の本質と密接に関連しているということが忘れられている。 

公衆衛生学的な議論では、環境汚染物質と考えられる遺体の生物学的分解の問題を「解
決」することが、最優先事項とされる。近視眼的緊急性から、集団墓地を作って、そこに、
身元確認をしないで迅速かつ無差別に遺体を埋めるというのが、その答えであって、発災
時または発災後に身元確認や死亡時の状況解明ができるような方法で個々に遺体を埋める
というものではない。 

火は、清めるものと考えられている（ケルト文化等で信じられていたように）。この判断
基準によって、大量の死者が発生する状況において、焼却という極端な措置がなされるこ
とがある。焼却は、燃料を必要とし戸外で行われるという事実を考慮すると、効果的でな
く高価であることが多い。さらに、焼却によって、災害について調査することや親族の元
に遺体を返す両方の可能性が、妨げられる。 

遺体から汚物や病気が伝染するという考え方は、少なくとも部分的に、公衆衛生の社会
的な切り口として文化的な擁護を受けた根強い俗説である。これは衛生状態についての諸
仮説に基づいている。こういった諸仮説は、薄まって断片化してしまっているが、文化お
よび地域社会活動に導入され、工業化の発展と 19 世紀の西洋で結実した科学的方法の概念
体系に端を発しているものである。 

このようにして、例えば大量の死者が出た後に水質汚染が起こる可能性があるというよ
うに、「細菌の増殖」という恐怖が大衆に伝わっている。この結果、何が疑わしい事でどこ
に考え方の違いがあるのかといったことを踏まえて、科学と非常識、一般的と個人的、有
用と便利などの対立概念の間で揺れ動く様々な解釈や戦略が生まれる。前述のように、死
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体は最大限の汚染可能性が蓄えられている場所として見られ、その汚染可能性は迅速な埋
葬を正当化するために利用されてきた。 

例として、汎米保健機構が提供する以下の文章は、合理的な知識が仮にあっても、根拠
のない概念が優勢になり得ることを物語っている。  

------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 

地すべりの後、回収した遺体が路上に置かれていた。その国の大統領が彼の私設の医師
とともに現れ、医師は状況を見るなり大統領に、病気の蔓延を防ぐために周辺の燻蒸をす
るように「忠告」した。現場に居た公衆衛生の専門家は、その燻蒸が無意味だと知ってい
たにもかかわらず、その命令に背くことができなかった。  

------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 

象徴的に、そして（生きて健康である）人々と物理的に接触できるように、死者と死を
限られた場所に隔離する試みによって、生態系への配慮と象徴的な行為とを組み合わせる
という重い営みを歴史的に私たちは見てきた。死の影響は、死体が現れたこと自体とは別
なふうに、識別できる。（「戸外に放置された死体は悪臭を放ち、死体とともに生活する人
は病気になり、多くの死体に接した水は悪臭を放つ」）  

遺体管理に関する正しい技術が使えないような困難な条件下では、遺体による汚染の恐
怖を解決しようとする熱意のあまり、法的調査目的としては不適切な法医学的剖検が行わ
れることがあった。悲劇の大きさや被災地へのアクセスの難しさの度合いによっては、遺
体の回収を試みることなく、そこを聖地であると時期尚早な宣言をしてしまうケースもあ
る。  

上記の理由に加えて、自分自身や故人の脆弱性という現実に直面する時に無意識に働く
心理的な本能が我々にはある。これは‐しばしばダンテ調と特徴付けられる‐何十もの遺
体の作る光景を耐えがたいものにする。人間は、ある程度、自分たちの仲間の死体のイメ
ージを認識することを通じて、死体に関する自身の精神的なイメージを構造化する。おそ
らく、この理由で、死者を尊重し埋葬し護るといった、死者との関係を持たない人間社会
は無いであろう。  

その自己のイメージは、死者との一体感に源がある。「私が私であるから、または死者
は私と関係があるので、死者は守られなければならない」。そこには危うい鏡像がある。
私は、（鏡の中の像のように）相手のようであり、相手は（反射鏡の中の像のように）私
のようである 18)。そして、明らかに、1 体の遺体、悪い状況の場合には多数の遺体と場所
を共にすることは、大きな苦痛を引き起こし、その問題に対する最も合理的なやり方をも
覆してしまう。この合理的なやり方は科学的知見に基づいているのであるが、多くの場合、
事前の計画の一部を形成するだけで、すぐ脇に置かれることになる。現地に赴いた人は遺
体を見ると自分も死ぬかもしれないという思いに駆られ、視野から消し隠すために急いで
遺体を埋葬しようとしてしまう。  

死体は急速に腐敗するので、人間は、その時、より直接的に死と向き合うことになる 19)。
この事実は計り知れないほど圧倒的なものであり、利用可能ないかなるものを用いても、
どうすることもできないと思えてしまう。この時の対応として、既述した拙速な対策が取
られるのであるが、そのせいで適切な調査や儀式の過程が阻害される一方で、中途半端な
科学的正当性や政治的正当性が言い訳にされる。  
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4.7 災害管理の経験 
この節では、災害対応における既述した社会文化的な側面と意思決定に及ぼす影響につ

いて、例示的な出来事のエピソードを紹介する。私たちは、同様の出来事に立ち向かわな
ければならない人々にとって役に立つ、代表的な経験を集めた。このような状況があり得
ることを知ることは、差し迫った避け難い圧力に抵抗し、災害による損害修復時に長期的
に見た好機を地域社会に提供しようという決意を強固なものとする。  

災害管理のために訓練された経験豊富な担当者は、公言されている宗教や災害に巻き込
まれた全ての人々によって経験される感情的な緊張によって課された要求に対し、迅速か
つ冷静に対応しなければならない。第 5 章（心理的側面）で議論されているように、悲劇
への共感を表すことは、わずかな救いと、態度の急速な変化をもたらすであろう。これら
の困難な状況で地域社会や家族の役に立つためには、心理学者、精神科医、ソーシャルワ
ーカーなど様々な分野にわたって人材を育成する必要がある。  

------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 

航空機事故で 160 名が死亡した。すべての犠牲者には法医学的剖検が行なわれ、全員の
身元が確認された。初期対応には、約 40 人のチームで 5 日間を要した。  

法医学チームは、24 時間連続作業の疲労にもかかわらず、常に犠牲者の家族の懸念に耳
を傾け対応するために、時間を割いた：A）チームは、ユダヤ人社会にとって神聖な土曜
日の前に葬儀が挙行できるよう遺体の搬送を急がなければならないことを、理解していた、
B）チームは、早朝、故郷へ遺体を搬送する手配が整っていなくても、依頼された遺体の
検死と引き渡しといった無理な要求にも対応した、そして C）チームは、家族からの要求
であったかどうかには関係なく、遺体の一部を引き渡してくれるよう要求した人たちに対
して、技術的な手順を説明した。  

逆説的であるが、遺族からの最も無理な要求に対応できたときに、遺族は、最高の感謝
と安堵の気持ちを表すのである。事故の発生から処理が終わるまで、遺族が 2 日間待つ間
に、彼らの当初の攻撃的だった態度に変化が見られた。  

別の難しさは、初めてこのように重大な出来事を扱うことになった地元当局の不安であ
る。彼らは、遺体安置所で行われている初期の作業の遅さに関心を向けていた。というの
は、彼らは、作業の複雑さやその必要性を理解していなかったし、法医学チームが防護具
などを持たず、時に、彼らの身に危険が及ぶことも理解していなかったからである。遺体
安置所での技術的な作業と組織的な取組が無ければ、どの遺体をどの家族に引き渡すのか
決定できないという事実を地元当局に突き付けたことで、こういった事情を彼らに理解し
てもらうのに役立った。  

------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 

困難な状況であっても、基本的な技術的および科学的な概念を適用することにより、満
足な結果を達成することは可能である。それには、比較のための試料が得られたら、でき
るだけ早く、遺体の身元を確認するために、写真、歯科カルテ、指紋、その人の際立った
特徴などの記録、基本的な人類学的項目（例えば、性別、身長、おおよその年齢、人種）、
および DNA タイピングのためのサンプルなどの完全な情報を持つことなどが含まれる。
身元不明遺体の最終的な行き先は、埋葬することによって、統制されている。つまり、身
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元確認が可能な場合には、埋葬された死体を検死のために掘り起こすことが可能であるし、
親族の元に返され最終的に彼らの信条に従って埋葬されることが可能である。  

------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 

コロンビアの農村地域の武力衝突で、ゲリラ側の 17 人（18～23 歳の女性 5 人と男性 12

人）が死んだ 20)。剖検では、すべての犠牲者が高性能な銃砲からの砲弾による傷害を受け
ていたことを示していた。家族がやって来なかったので遺体の身元確認ができなかったが、
遺体には正規の識別票が付けられ、適切な識別ファイルとともに、地元の墓地で個々の墓
に埋葬された。  

------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 

対応がまずかったために起こった歴史的に不幸な結果を繰り返さないために、政府当局
は、健全な服喪のために必要な社会文化的な基本を理解しなければならない。その不幸な
結果は、その場での簡単な巡礼ですむものから、多数の被災者の間で社会的絆が壊れるこ
とによって引き起こされる地域社会における深刻な変化まで、様々であった。以下に、第
1 次世界大戦中に、何が起こったかに関する分析結果が述べられている。第 1 次世界大戦中
は、ビクトリア朝の社会と同じく、戦争犠牲者への服喪と遺体の送還が禁止されていた 21)。 
------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 

英国では、愛国的で民族主義的な理由から、第 1 次世界大戦で非常に多くの若い男性の
恐ろしい死が正当な理由で起こったことを示す必要があった。遺体の本国への送還が困難
で高額であったこともあって、不適切であるとされていた方法ではあったが、個々に埋葬
するのではなく集団埋葬式典という形で行われた。服喪の象徴としての黒の使用は禁止さ
れ、黒の腕章は白いものに換えられた。 

こういった政府の決定の結果、毎年、ヨーロッパでは 14 万人もの人が巡礼のために「荒
廃の地」へ旅行し、遺体を取り戻すために墓の略奪を試みた。これは、いわゆる「遅延悲
嘆」反応と呼ばれるものである。さらに、犠牲が価値あるものであったことを社会に示す
ことを目的とする記念式典や記念碑によって示されるように、死に対する国の強い思い入
れがあった。こういったやり方は、戦闘中には成功したと考えられていたが、この戦争後
の英国社会は、未解決の悲嘆を抱えた多くの人々で混乱し騒然となった。というのも、服
喪が充分でないため、公に哀悼を表わせず、遺族を真に社会に再び受け入れることのでき
る儀式がそのままになっていたからである。 
------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 

以下に述べられるように、アムステルダムの移民の割合が高い住宅地にイスラエルの飛行
機が墜落した後に起こった出来事は、高度に宗教色を排した社会において地域社会の象徴的
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------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 
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時間半に及んだ。弔辞を述べる者は、政府高官や被災地区からの代表者で、キリスト教、
イスラム教、ユダヤ教、そしてヒンドゥー教の宗教的な文言を引用していた。6 つの異な
る文化からの音楽が演奏され、宗教的な追悼の辞が慎重に表された。そして、自然発生的
な記念碑が登場した。それは墜落の現場で生き残り「すべてを見ていた」木である。 
------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 

 

4.8 まとめ 
大災害の結果として多数の死者が発生した場合、個人にも集団にも、その苦痛に対する

正常な反応がおこる。現在では、大量の死者を管理し、地域社会が自分たちの儀式を執り
行う能力の重要性を尊重できるようにする技術的かつ科学的な資源（利用できるもの）が
ある。 

この地域社会自身による儀式の継承は、性急な集団埋葬や焼却を回避することを意味し
ている。集団で埋葬されたり焼却されると、犠牲者の身元確認が妨げられ、葬儀を行うた
めに必要な遺体（物理的存在）を親族に戻すことが出来なくなってしまう。 

高度に断片化または炭化した遺体の一部であっても、次の 2 つの資源を用いると、遺体
の身元確認が可能となる。それは、比較のために必要な情報が後に入手できた時に身元確
認を可能にするデータファイルの開発と、必要な時に確実に取り出せるような遺体処理の
管理である。 

この章を通じて、私たちは、それぞれの文化が痛みを和らげ悲嘆を癒すために作り出し
た儀式を支持することで、服喪の過程を手助けできる重要性を確認した。この点に関する
努力は、災害によって影響を受けた社会構造の修復を通じて、長期的には何倍にもなって
報いられ、それによって甚大な心理的社会的影響を防ぐことができる。 

世界中のマスコミが、遺体の適切な管理のことを継続的に問題にしているが、それは、
刑事事件の裁判を管理するためであり、歴史的記憶を留めるためであり、そして憎悪と長
期的紛争の解決の鍵となる道徳的かつ経済的賠償を得るためである。未解決の悲嘆によっ
てもたらされる暴力と障害を軽減する決定を行うために、この必要性を認識すべきなのは、
政治部局および行政機関である。ここで議論された指針に沿わない諸手順を踏むと、長期
的には、主要な情緒障害が増えることになる。さらには、上述の目的を達成するための試
みとして集団墓地から遺体を掘り起こすのに必要な高額な経費が増えることにもなる。 

対応がまずかったために起こった歴史的に不幸な結果を繰り返さないために、政府当局
は、健全な服喪のために必要な社会文化的な基本を理解しなければならない。 

災害の心理的後遺症を軽減し管理目標を達成するために、災害を取り巻く特殊な状況に
適応した、単純で組織的かつ体系的な法医学的調査を実施することは可能である。既に述
べた利点に加えて、そのような調査は、傷害について科学的に調査するための機会を提供
し、法的措置を必要とするかもしれない事例を処理するのに役立つ。 

私たちの経験では、文化、儀式、および信条の多様性に関係なく、被災者の親族は、遺
体を家族の元に返す努力に対し、特に高く評価する。家族が遺体を請求することができな
い場合に被災地で執り行われる儀式や、ある特定の宗教や集団の伝統を尊重した儀式など
が、それに当てはまる。文化的な意味で、葬儀は単に遺体を処理する以上のものである。
それは、私たちが死と向き合わされた時、死に何らかの意味を与えたいという強い欲求を
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満たし、そして、実際、人間の死に尊厳と意味を与える。 
災害が地域社会、都市、または国を襲った時、様々な多数の人々によって行われる公的

服喪がある。公的服喪であっても、このような行事が適切に執り行われると、儀式により
救済をもたらす集団式典を通じて、哀悼、弔慰、そして慰安を与える環境を創り出すこと
ができる。 

このような悲しい場合だけでなく、オロフパルメ、ダイアナ元妃、またはイザックラビ
ンのような有名人の早すぎる死の後にも、一時的な共同体が形成され、悲劇的事件という
それだけの理由で人はその共同体に入る。最初にルソー、そしてその後デュルケムは、「市
民宗教」という用語を使って、それ自体を理想とする集合体に価値を与える「肯定的な群
衆」のことを言い表している。予期せぬ死は、共同体自体が抗議運動となり得るような、
集団的服喪の瞬間を創り出す。埋葬は、悲嘆を流し、社会的支援を表し、喪失に対処し、
怒りを弱めるための儀式となる。たとえ共同体による表現が絶望と脆弱性についてであっ
ても、それはまた思いやりや弔慰を持った表現を可能にし、連帯の瞬間を共有する機会を
与える。 

このように、共同体は、家族に弔慰を表し、家族よりも大きい何かに参加して、人間の
脆さの一部である悲嘆にくれる中、仲間、言葉、音楽、そして花から集団として慰めを受
け取ることができるのである。 
------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 

「その名に値する文明は、死者の（もはやない）生命を含め、生命のすべてが尊重されな
ければならない」23)。 
------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 
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第 5 章 心理的側面 
 

Jorge Rodríguez Sánchez* 

 

集団埋葬は、たとえどのような形式であっても、個人と地域に対し悪影響を与える。家
族や友人を亡くした誰もが、亡くなった人々に相応しい送別をしたいと望んでおり、集団
埋葬は、この当然とも言える人々の願いに反するものだからである。集団埋葬をすると、
遺体の身元を確認できなくなるため、遺された者の悲嘆や不安を増し、服喪の過程を悪化
させるといった別の問題も引き起こす。  

 

5.1 はじめに 
 警報システムの効率性の向上と地域防災の改善のお陰で、災害（地震、ハリケーン、洪
水、火山爆発、人災）による死者や行方不明者の数は減少傾向にあるが、犠牲者の数が極
めて多数に上る災害は、今なお存在する。  

 災害後に大量の死者が出ると、人々の間に不安や恐怖が起こり、死体が疫病の脅威とな
るといった間違った情報によって、人々の不安や恐怖は更に増幅する。併せて、緊張と悲
嘆の感情が人々の間に広まり、混沌とした状態と張り詰めた雰囲気の結果、行動のコント
ロールが効きにくくなる。このような状況においては、個人と地域に対する適切な心理社
会的介入が必要とされる。  

 しかし、多数の犠牲者が出るのは、天災や人災だけではなく、しばしば、武力行為によ
っても起こる。この二、三十年間において、多くの南米諸国は、大規模な人権侵害と内戦
を経験してきた。交戦勢力によって、暴力が社会をコントロールする手段として用いられ、
しばしば、女性や子どもや老人を含む市民の無差別大量虐殺を生んだ。また、こういった
虐殺の多くは、過去の心理的操作を含む一連の行為によって引き起こされたものであった。 

 集団墓地に埋葬せよという地域社会（あるいは当局）からの要請は、ほとんどいつも、
遺体の腐敗や疫病の危険性に関する言われのない噂や盲信「これ以上遺体に傷をつけない
ための早期解決策」といった理由で行われる。しかし、家族は、1 つの社会的単位として、
埋葬前に遺体の身元確認を行うべき義務を順守せず近親者を埋葬することには、決して同
意しないであろう。さらに、必要以上に急いで集団埋葬を行うと、後々の揉め事の種にな
り、回復困難な心理社会的傷を残すことにもなりかねない。  

 武力紛争の場合、歴史的記憶を回復することは、社会を元の状態に戻すために必要不可
欠な要素であった。そして、この作業には、遺体を集団埋葬された墓地から掘り起こし遺
族に届け、遺族が通常の慣習に従って葬儀ができるようにすることが含まれる。そうする
ことによって、社会全体として、犠牲者の死を厳かに悼むことが可能となる。  

 遺体の管理と処理は、遺族や生存者にとって、政治や社会文化、健康などともに、心理
面に重大な影響を及ぼし、その中には看過できない人権問題も含まれている。  

 

5.2 脆弱性 
精神障害や他の感情障害や行動障害が生じるか否かを決定する要因には様々なものがあ

るが、それらの要因が相互に作用する過程から、脆弱性が生じることがある。  
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 ある 1 つの災害で、大量の死者と大規模な物質的損失が発生すると、心理社会的にリス
クの高い状態となる。そのような場合、精神的健康（心）のケアを行う者は、特に性・年
齢との関連において、脆弱性に違いがあるとういうことを認識していなくてはならない。
そして、そうした脆弱性は緊急援助チームの隊員であっても例外ではない。  

 大量の死者が出た場合、そのことによる影響は男女で異なる。明らかに、男性の場合は、
精神的健康への影響が女性よりも早い時期に出現するが、女性の場合は、男性よりも長く、
かつ、後になってから心理的障害が明らかとなる。  

 こういった男女差は社会文化的パターンに由来する。男性は、辛い感情を押し殺す傾向
にあり、そういった感情についてうまく話すことができない。そして、それを口に出せば、
弱いと受け止められる。女性の方は、もっと気楽に自分の感情を伝え不安な気持ちを表現
し、自分や子どものために周囲からの支援や理解を求めようとする傾向にある。  

 また、女性は、より家事労働に縛り付けられていることが多いため、地域に溶け込むこ
とが難しく、孤独感や孤立感に打ち負かされやすい。そして、時に、亡くなったり行方不
明となった夫や長男に代わって、一家の主としての役割を果たさなければならなくなり、
中長期的な抑うつを発症する場合がある。さらに、女性の方が、保健医療サービスの機会
を得にくい。  

 また、ある文化圏では、老人は経験と知恵の源と考えられ、その文化圏の人々が長年に
渡って危機的状況と如何に対峙してきたか、その歴史を記憶していると見なされている。
反面、老人は排斥されやすいといった側面もあり、老人の中には、孤立し、支援網に乏し
く、お荷物と見なされ、地域の中においては活動的で生産的な要因として顧みられない人
たちもいる。老人は、人生をここまで長く生きて来たので、発災前にも度重なる喪失体験
をしており、明らかな健康問題や障害を抱えているといった、また別の心理社会的リスク
要因を抱えている。  

 もう一つの社会的弱者として子どもたちがいる。災害による衝撃的な出来事の後、子ど
もたちは、いったい何が起こったのかよく理解できず、自分たちの気持ちをうまく伝える
ことができない。中には、家族を失ったと知った時、その事実を否定したり無視したりす
る子どもたちがいる。そして、心に受けた衝撃があまりにも大きいため、しばしば、自分
が経験したことを話さないことが多い。そういう子どもを見て、辛い経験を忘れてしまっ
たと考える者もいるが、決してそうではない。子どもたちは、恐怖心を自分でコントロー
ルできるようになったら、我慢していた辛い経験を思い出して話すことができるようにな
る。  

 したがって、子どもの心的外傷反応には、速やかに注意が向けられるべきである。衝撃
的出来事に対して、子どもは何も感じない、あるいは、理解していないという思い込みは
重大な過ちであり、子どもたちを苦しめ不安な状態のままにしておくこととなる。  

 

5.3 悲嘆 
 愛する人を亡くした後には、悲しみ、苦しみ、悲嘆といった感情が起こる。そして、悲
嘆にくれる期間とは、遺された者が、何が起こったかを理解し、それを乗り越え、人生を
立て直すといった、一連のプロセスを受け入れるのに要する時間を指す。これは、正常な
プロセスであるので、遺された者に対して、決して急かせたり気を落とさせたりさせては
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ならないし、病気と取り違えてはならない。  

 私たちの文化では、愛する人のことを思い出し、その人の人生や死について“忘れられ
ることはない”といった現わし方で、その人を追悼し、そうすることによって遺された者
は悲しみと向き合う。墓所、墓石、家に飾ってある写真や花などは、悲しみを現わす一般
的な方法である。このように、故人の文化や地域で築かれてきた儀式を執り行うことは、
遺された者が立ち直るのに重要な一部をなす。  

 悲嘆は、悲しみ、不安、恐怖、怒りなどの入り混じった感情を伴う。そして、最も危機
的な時期には、極度の心の痛みと失望とを伴う。その後、次第に苦痛が和らぎ、結果とし
て、新たな自信と希望が生まれて来る。  

 悲嘆のプロセスとは、次のようなものを意味する。  

 亡くなった人から自由になり、生前のその人との関係を残した状態で区切りをつけ
る。  

 愛する人が亡くなり、以前とは違ったものとなった世界に適応する。  

 以前とは異なる新しい関係を築く努力をする。  

 

喪失感に向き合い悲嘆に耐える方法は、次のような要因と密接に関連している。  

 遺された者の人格や防衛メカニズムの強さ。  

 亡くなった人との関係。  

 亡くなった状況。  

 社会的支援のネットワーク（家族、友人、地域）。  

 

 大量の死者が出た場合、遺された者の恐怖や感情について、後注の著者らは、次のよう
に述べている 1)。  

 家族や友人の死と、時として同時に起こる物質的損失によって生じる悲嘆や苦痛。
加えて、神への信仰の喪失、生きる意味の喪失といった、もっと微妙で漠然とした
喪失感なども生じる。  

 家族を失ったことで新たに生じる役割（例えば、配偶者と死別した女性が世帯主と
なる、男性が育児をしなければならない）によって生じる、実際的な恐怖。  

 何かまた起こるのではないか、あるいは、他の家族や地域の人々が亡くなるのでは
ないかといった、繰り返し襲って来る恐怖。  

 未知なるものや神に対する恐れといった、死に行くことに対する個人的な恐怖。  

 一人ぼっち、あるいは見捨てられたといった感情。これは、遺された者に共通する
感情で、辛い時に亡くなった家族や友人が自分を見捨てたという気持ちである。  

 忘れる、あるいは、忘れられることに対する恐怖。  

 亡くなった家族や親友に対して、ぶつける怒り。  

 ある人の死に対して抱く、ある程度の罪悪感。この罪悪感は、愛する人が亡くなっ
た後に発生する出来事によって、増悪することもある。  

 愛する人が亡くなる前後の状況（例えば、亡くなった人に対して、自分の取った行
動や与えた屈辱）によって、亡くなった後、生じる慙愧の念。あるいは、災害後に
自分一人が生き残った状況に対する、恥の感情。  
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悲嘆と関連して最もよく見られる心理的特徴には、次のようなものがある 2)。  

 亡くなった人や起こった事の記憶が非常に鮮明に繰り返し蘇って来ること。  

 神経が張り詰めていること、恐怖、悲しみ、涙を流すこと。  

 希死念慮。  

 睡眠障害と摂食障害。  

 記憶障害と集中困難。  

 疲労、やる気の低下、元の正常な活動レベルへの回復が困難なこと。  

 孤立し孤独となる傾向。  

 自責、他責、不満、無気力、怒り、打ちのめされるといった様々なものが入り混じ
った感情。  

 身だしなみや個人衛生が疎かになること。  

 めまい、吐き気、頭痛、胸痛、ふるえ、呼吸困難、動悸、口渇感、高血圧といった
様々な身体的症状。  

 

5.4 未解決の悲嘆のプロセス 
 あらゆる社会には、様々な死生観に由来するところの悲嘆を表現する儀式、規範、行動
様式がある。南米文化では、24 時間に及ぶ通夜、埋葬、友人たちによる遺族の付き添い、
埋葬後の宗教儀式の挙行、命日というふうに、死後の儀式が執り行われる。  

 しかし、大量の死者、行方不明者、身元不明者が出た場合は、こういった一連の儀式が
変更されて服喪の一部が執り行えなくなる。そして、多くの場合、遺体回収ができず、遺
族の間に空虚感や未解決の悲嘆に対する苛立ちが生じる。  

 壊滅的な状況をもたらす災害や戦争においては、多くの死と向き合わなければならない
という悲嘆を伴う。悲嘆は、より広い意味で、そのような状況が地域に対しても当てはま
る。すなわち、家族だけでなく、社会、経済、政治といったあらゆる次元において、人生
設計が破綻したということを意味する。災害や戦争の時に家族の一人一人が経験する悲嘆
に対し、後者は「集団的悲嘆」と呼ばれ、地域の活力に影響を及ぼすような苦痛や怒りと
いった、感情的な雰囲気のことを指す。集団的悲嘆では、恐怖と様々な感情が入り混じり、
意思疎通が断たれ、地域の人々の行動が変化して行く。その結果、集団的悲嘆を克服する
には、被災した地域の人々の歴史の記憶に働き掛けて行くことが必要となってくる。  

 暴力が主な死因の場合、これによって受けた苦痛に立ち向かい亡くなった人を弔うのは、
普通の場合と違って非常に難しい。苦しみは時とともに増し、心の傷となった思い出は消
えない。衆前で虐殺が行われた場合、愛する人の死の衝撃は、虐殺行為を目撃したことに
よって、さらに悪化する。虐殺を免れ生き残った者は、死に対する感覚麻痺と不正義に対
する深い怒りという、相反する混じり合った感情を経験することとなり、“何もしなかった”
ことに対し、良心の呵責を感じることになる。  

 強制的失踪は、南米の武力紛争の交戦勢力がよく用いる、非人道的方法である。多くの
天災や人災においても、失踪（行方不明）は起こる。行方不明者の家族にとって、その人
が既に亡くなっているに違いないと思いつつも、身元の確認すらできず暮らし続けること
は、私たちが想像する以上に困難なことである。もやもやとした曖昧な考えや感情が起こ
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り、加えて、故人はどのようにして亡くなったのか、遺体はどうなったのか、といった不
安な気持ちが起こって来る。  

 悲嘆のプロセスを最も困難にする状況は、次のようなものである 3)。  

 行方不明や失踪。  

 遺体を確認できないこと。  

 集団埋葬。  

 虐殺。  

 故人の死亡を知り埋葬もできたが、故人の死をもたらした行為の残虐性と不当性に
対する遺族の怒りが非常に強い状況。  

 以下のグアテマラ、コロンビアおよびペルーの事例で示されるように、未解決の悲嘆の
場合、特別な介入治療を必要とする精神的障害がしばしば見られる。  

 

------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 

「グアテマラの悲劇を繰り返すな（訳注：リゴベルタ・メンチュウによるグアテマラ内戦
（～1996 年）犠牲者からの聞き取り記録（訳注：1992 年ノーベル平和賞受賞））」からの証
言 4) 

 

事例 2230（虐殺）：Jolomhuitx、Huehuetenango、1981 年  

私たちは虐殺の現場を目の当たりにした。殺されたのは若者たち、中には少女も混じっ
ていた。女性らは失った夫を悲しみ、貧しい人々は子どもらに何もしてあげることはでき
なかった。その悲しみは今も消えない。  

 

事例 2198：San Pedro Carcha、Alta Verapaz 

虐殺された遺体は放置され腐敗するにまかされた。誰も遺体を取りに行ったり、埋葬し
ようとはしなかった。近づいたり見にいったりしただけで同じ場所で自分も殺されるだろ
うとわかっていたから。残された遺体がその後どうなったのかわからない。虐殺者の中の
誰かが埋めたのか、あるいは犬や動物が食べてしまったのか。犠牲者たちが死に至るまで
の間に受けた暴虐を思い起こすたびに胸が痛む。  

 

事例 553（虐殺）：Chiquisis、Alta Verapaz、1982 年  

民間人の死体は、敵味方を問わず、陸軍によって速やかに埋められなければならない。
反乱軍が遺体を宣伝や煽動の目的に利用する恐れがあるからだ（グアテマラ陸軍の反乱軍
対策マニュアル 208 頁）  

1 年間、私たちは悲しみのあまり畑仕事も手につかなかった。畑に植えたトウモロコシ
はそのまま枯れてしまった。私たちの心から幸福というものは失われ、元の心に戻ること
は困難だった。親族も私も深い悲しみに打ちひしがれた。幸いにして生き延びた幼い娘は
もう成人したが、今なお当時の事を思い出すたびに泣きくずれる。  

 

事例 1368：Tierra Caliente、Quiche、1981 年  

死体は家屋の庭に積み重ねられた。5～6 日たった頃、陸軍は私たちに埋めるよう命令し
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た。命令にしたがって死体の積み重ねられた場所に向かったが、墓地に運ぶのではなくあ
る場所へ埋めろ、と言われた。谷間に窪みがあったので、そこに積み上げ火を放った。む
かつく作業で食欲も失せた。ある死体は胸が割けて心臓も肺も飛び出していた。またある
者は頭が後ろに捻じれていて顔だけが空を向いていた。2～3 か月経って、ようやく家族が
掘り起こして亡骸を墓地に埋葬した。しかし、その時までには臓器は液体化し骨だけにな
っており、運ぶためにはまるごと箱に詰めなければならなかった。箱は全部で 5 つになり、
それらを墓地まで運んだ。そんな光景を目の当たりにするのは日常だった。何度繰り返し
ても気分が悪くなることはどうしようもなかった。  

 

事例 1741（虐殺の現場）：Izabal、1980～83 年  

ひとつの穴に 30～40 体を放り込んだ。できるだけたくさん詰め込むため、底の方に投げ
込む死体は膝から下を切り落とした。その上にガソリンを掛け、火を点けた。たちまち数
メートルもの炎が上がった。その時、炎の中からうめき声が聞こえた。「死体」が泣き、叫
びだした・・・。  

------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 

------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 

アルメロ（コロンビア、1985 年）の災害 5) 

1985 年 11 月 13 日コロンビア、アンデス山の噴火と直後に発生した火災流でアルメロと
呼ばれる町が壊滅した。火災流は幅 2 キロメートル、最大速度は時速 90 キロにも達し、ア
ルメロ町民 3 万人の 80%が犠牲となり、周辺地域のおよそ 10 万人が家を失った。  

巨大な火災流に巻き込まれた死体は長い距離を押し流され、また厚い砂と瓦礫の下に埋
もれてしまったため、死体を掘り起こすことは不可能であった。不明者の安否もわからな
いため、伝統的な葬儀を行うこともできず「どこそこで誰それの死体を見た」「不明者の誰
かがさまよっている」といった噂が流れる度に、肉親を失った家族らはかすかな期待を寄
せては裏切られる、といったことを繰り返した。2 年近く経って、ようやく識別可能な遺
体が発見できるようになり、残された家族の間には、伝統に則り正式な葬儀を執り行うた
めに、親族の遺体を探す気運が高まった。  

かつてそこに家屋があった場所の所在も明らかになり、故人の名前を刻んだ墓石が置か
れ、献花したり、祈祷できるようにもなった。遅ればせながらも遺族が故人を追悼できる、
象徴的な意味での墓となったのである。  

------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 

------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 

リマ（ペルー）の大火災 6) 

2001 年 12 月 29 日午後 7 時 15 分、リマ市の中心部の繁華街メサレドンダで 270 人もの
焼死者を出す大火災が発生した。花火の不適切な貯蔵と取扱いが原因であった。  

焼死体の大半は焼け焦げていて、家族による目視では識別困難であった。そこでペルー
災害救急心理学会の 27 人の心理学者、87 人の有志の心理学者、そして、その他の様々な
分野の専門家からなる 60 人の有志が家族に随行し危機対応にあたった。  

消防署の必死の努力にもかかわらず消火に 14 時間も要した。救助を求める人があまりに
多く、市民防衛隊の若い実地経験に乏しいボランティアも動員された。そうしたボランテ
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アルメロ（コロンビア、1985 年）の災害 5) 

1985 年 11 月 13 日コロンビア、アンデス山の噴火と直後に発生した火災流でアルメロと
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いため、伝統的な葬儀を行うこともできず「どこそこで誰それの死体を見た」「不明者の誰
かがさまよっている」といった噂が流れる度に、肉親を失った家族らはかすかな期待を寄
せては裏切られる、といったことを繰り返した。2 年近く経って、ようやく識別可能な遺
体が発見できるようになり、残された家族の間には、伝統に則り正式な葬儀を執り行うた
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ィアたちは、夥しい死体、なかんずく母親にすがりつく幼児の死体にひどいショックを受
けた。  

鎮火の翌日（12 月 31 日）遺体安置所が置かれたが、目視での識別は困難を極め、一体
一体剖検が行われたため、遺体の身元確認に時間を要した。このため遺体を探して何時間
も並んで待っていた人々に混乱をもたらすこととなった。次から次へと遺体が剖検室の隣
にある中庭へ搬入されるたびに、人々はその死体を見るために並ばなければならず、そう
したことが延々続いた。顔写真と照合しようにも顔面が焼けただれていて不可能なことが
多かった。  

こうした精神的ストレスの下、遺体安置所に並ぶ人々の間に奇妙な噂が拡がりはじめた。
それらは、死体から臓器を抜き取って売られている、医学部の解剖実習に使うために一部
の死体を隠している、不明の死体は焼却される、そうなると DNA 鑑定も不可能になると
いったものであった。こうした根も葉もない噂でも人々は苛立ちを募らせ、怒りや抗議を
声高に叫ぶようになっていった。  

もうひとつのストレスは、たとえ死体が目視で識別できても、遺体の引き渡しまでに係
る諸手続のため何時間も待たされる、といったことであった。  

遺体安置所に集まる人々への心理的ケアは 2 つのグループに分かれて行なわれた。遺体
安置所の外では、心理学者が 6～8 人を同時に集めて正確な情報伝達に努めるとともに、リ
マ大司教と連携してカソリックの神父も同席してもらうようにした。  

遺体安置所の中では、遺体との対面は一度に約 20 人（1 遺体につき 3 家族程度）に制限
され、遺体と対面する前に、遺体の状況や対応の仕方について十分な事前説明が行なわれ
た。遺体との対面にあたっては心理学者または専門家の有志が常に同伴するようにした。2

日目となると、増大するプレッシャーの下、全く判別不能なほど損傷した遺体との対面も
行なわれ、中には、対面によって身元が判明する遺体もいくつかあった。遺体安置所内に
医療班が設置され、必要に応じ、危機対応チームが家族の対応に当たった。  

 身元の判明した遺体と遺族のために、大統領府がテントを設置し、無料で葬儀を行える
ように取りはからった。  

 身元が判明しない遺体は、リマ市内のエル・エンゼル墓地に送られ聖堂に安置された。
こうすることで「不明の遺体は焼却され集団墓地に埋葬されるのではないか」という人々
の不安をやわらげるとともに、遺族が心落ち着いて花を捧げ祈りを唱える場所を提供する
ことができた。  

------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 

 

5.5 生存者における精神的障害 
愛する人々の死という強い情緒的な衝撃を受けると、ある種の感情や反応が見られる。

それは、非常に強い苦悩と不幸を伴う、通常、悲嘆と言われるものである。さらに、生存
する犠牲者はその出来事を一生涯、思い出すこととなり、記憶から消えることはないであ
ろう。しかし、正常範囲内の感情や反応を逸脱した、もっと深刻で長引く症状を経験する
のは、犠牲者の一部にすぎないということもわかってきた。  

心的外傷を受けると、精神的なストレスが生じるというのは無理からぬことであるが、
そういった症状は実は病的な兆候である可能性がある（特に未解決の悲嘆の場合）。外傷的
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出来事（トラウマ）による心理的ストレスが「通常あるいは予期される」反応であるか、
あるいは専門的な治療を要する病的症状であるかを区別するためには、心理学的なアセス
メントが必要である。  

ある感情表出が病的症状の表れであるか否かを区別するための基準には、次のようなも
のがある。  

 症状の持続性  

 症状の強さ  

 合併する症状（自殺行動など）  

 個人の日常活動や社会の慣習への重大な影響  

生存者における災害直後の最も一般的な精神的障害として、うつ病と一時的な急性スト
レス反応が挙げられる。経験した喪失の種類と個々の心理的特性における脆弱性により、
こういった障害の現われるリスクが高くなる。災害の後、暴力とアルコール問題の増加も
観察されている。  

後になって出てくる影響には、うつ病、適応障害、外傷後ストレス障害、アルコールな
どの乱用、心身症がある。戦争や長期的な紛争の場合、苦悩のパターンには、悲しみ、恐
怖感、および不安による身体的症状などがあり、しばしば重篤化して長引く。  

複雑性悲嘆は、極度の悲しみ、喜びや興味の喪失、活動レベルの低下、過度の疲れを特
徴とする抑うつ障害に繋がるおそれがある 7)。他の症状としては、注意と集中の持続の低
下、自信喪失、劣等感、罪悪感、将来に対する不安、希死念慮や自殺企図、睡眠障害、食
欲減退などが挙げられる。  

適応障害の特徴として、不快感、社会生活に影響を与える情緒障害、変化や喪失に対す
る適応困難がある。  

外傷後ストレスは、非常に恐ろしい悲惨な出来事を経験した結果、後になって現れる遅
発性の障害で、トラウマを受けてから 2～3 週間から 6 か月間続く潜伏期間を伴う。ほとん
どの場合、下記の外傷後ストレス症状のうち顕在化するのは、ごく少数である 8)。  

 トラウマの再体験：再発する記憶、侵入性記憶、悪夢、フラッシュバック。  

 トラウマを思い出させるような刺激の回避：出来事に関連する場所、人、状況、会
話を避ける。  

 解離：麻痺や非現実感、夢を見ているような感覚、トラウマの大事な部分を思い出
せないなど。  

 外の世界に反応する能力の低下：感情を感じなくなる、他人から離れるという感覚。  

 過剰行動：過度の警戒心、過敏性、怒りの爆発。  

 極度の不安：時折、急に沸き起こって来る極度の恐怖、あるいはパニック。  

 うつ病：頻回に出現する希死念慮。  

 不眠症。  

 自律神経症状。  

 アルコール摂取や薬物服用は症状が悪化する要因となりうる。  

また、天災や戦争犯罪の結果、大量の死者が出た後のある期間（例えば、グアテマラ、
アルメロ、コロンビア共和国）、自殺の増加が報告されている 9)。  
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------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 

自殺行動 
報告によれば、近年、虐殺が行われた地域における自殺の有意な増加が示唆されている。

確かに、正確な研究が行われているというわけではないので、他の要因もあるかもしれな
いが、ラビナル市（グアテマラ）の死亡記録の分析によって、1980 年代前に先住民の文化
では非常に稀であった自殺数が明らかに増加してきたことが示された 10)。  

アルメロ市（コロンビア）の天災後しばらく経ってからわかった重大な影響では、災害
後 1 年以内の生存者による自殺が多かったことであった。また、自殺を隠したり、事故死
として見せかけたりすることがあるので、報告された件数よりも実際の自殺件数は多い可
能性がある（「Desastres, consecuencias psicosociales」で引用された H.Santacruz と J.Lozano

による）11)。  

------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 

------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 

ハリケーン・ミッチが及ぼした、ホンジュラス共和国の成人人口の精神的健康への影響 12) 

1998 年 10 月 25 日に、中央アメリカがハリケーン・ミッチに見舞われた。ホンジュラス
共和国は、その天災によって最も深刻な影響を受けた。  

汎米保健機構/世界保健機関（PAHO/WHO）とホンジュラス共和国の推定によれば、150

万以上の人が影響を受け、死者 5,657 人、行方不明者 8,058 人、負傷者 12,272 人に上った。
また、およそ 285,000 人が家を失い、1,375 の仮設収容施設で暮らしていた。しかし、人々
の精神的健康への天災による影響に関する情報は殆んどなかった。  

天災による精神的健康への影響は、隣人、友人、家族の死亡や行方不明といった、考慮
すべき複数の要因に基づいている。研究によれば、天災は、悲嘆、外傷後ストレス障害、
その他の精神的障害、そういったものがいくつか併存する状態をもたらすが、全くそうい
った問題に繋がらない場合もある。また、暴力行為などの他の障害が発生するおそれもあ
る。こういった障害あるいは状態は、慢性化する可能性もあるが、急性反応で終わってし
まうこともある。状態の変化、生物学的および心理学的な素因、職業や社会人口学的要因、
文化的要因、故人との関係の深さ、介入の種類、社会から受ける支援、死亡が確認された
か推定死亡かによって、結果は異なる。  

ホンジュラス人の精神的健康へのハリケーン・ミッチの長期的な影響を理解するために
は、継続的な調査が必要である。暴力を受けたことなどによる二次的ストレスによって精
神的健康の回復が妨げられる。二次的ストレスを受けた者は、外傷後ストレス障害、うつ
病、心身の障害および心理的な不快感などに対して脆弱となり、それらの発症頻度が高く
なる。適切な介入とサービスが行われるよう、ハイリスク者とそのリスク要因を特定する
必要がある。  

------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 

 

5.6 行方不明または死亡の宣告と目視による遺体の身元確認 
死亡の宣告は、自宅、保健センター、遺体安置所など様々な場所で行われる。死亡の宣

告は遺族にとって重大な瞬間であり、強い心理的反応を伴うため、その対応は難しい。以
下は、宣告を行う際のアドバイスである。  
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 宣告する前に、死亡者と死亡時の状況について、できるだけ多くの情報を集めること。 
 宣告される者についての情報を集めること。  

 死亡者の家族の中で最初に宣告を受ける者が最も適切な者であるかを確認すること。 
 直接、個別に宣告すること。できれば、二人で宣告すること。  

 礼儀と配慮に対する常識的なルールを守ること。  

 宣告する際に、死亡者の所持品を持っていかないこと。  

 宣告を受ける家族に着席するように勧めること。できれば、宣告する者も同様に着
席すること。  

 危険を防ぐために告知場所の周囲の環境をよく観察すること。そして、子どもらな
どにも注意し対応できるようにしておくこと。  

 簡単な言葉で直接的な言い方をすること。ほとんどの家族は、状況を見ただけで、
大変なことが起きたと理解するので、不安と苦しみを長引かせないように留意する。
宣告を受けた者に、その状況に対する間違った希望や疑念を抱かせないこと。  

 証明する物を用意し、家族の質問に答えること。  

 家族が望めば、まだ宣告されていない家族に知らせるのを手伝うこと。  

 宣告された家族の当面の要望を聞き、その要望に応えると同時に、権利についても
思い出させること。  

死亡に関する宣告は、一人一人に行わなければならない（状況に応じて）。死亡宣告を集
団に対して行うのは避けるべきである。必要であれば、複数のチームやペアを組んで仕事
を分担すべきである。  

行方不明の人は行方不明として告知すべきである。そうすると、予期悲嘆（訳注：愛す
る人の死期を知り悲しむこと）が始まるが、それは、その後に死亡が確認され告知する場
合に役に立つ。  

行方不明者の死亡や所在が短期間で確認できない場合（または決して確認できない可能
性もがあるが）、このケースに係る状況を説明することは重要である。  

遺体の身元確認に疑問がある場合、これからどのような調査が行われるのかについて説
明すべきである。憶測を防ぐために、調査が完了するまでは確実な情報を提供できないと
いうことを率直に伝えることは重要である。  

大量の死者が出る状況で最も重要な問題の一つは、目視による遺体の身元確認である。
この非常に複雑な過程には、家族、当局、遺体安置所の職員、医療・心理の支援チームお
よび報道関係者など、様々な人たちが関与する。  

遺体の身元確認という困難な作業をしなければならない者（青少年が行う場合もある）
は、忘れられないほど衝撃的な状況に直面する。愛する人たちの遺体の身元確認を行う家
族は、絶望、失意、または身元確認の方法に対する抗議や不満などとして、その時に心に
受けた傷（トラウマ）を表す場合がある。確認する遺体が腐乱したり、焼けたり、切断さ
れている場合には、この反応がより激しくなるおそれがある。  

遺体の行方がわからなかったり、身元が確認できないと、様々な噂が広がることが予想
される。これらの噂は、時宜を得た適切な情報を提供することにより解決する。そして、
愛する人の身元確認ができるように、遺体の状態とは関係なく、家族には全ての遺体を見
る許可が与えられるべきである。その許可が与えられないと、家族は、抗議し、さらには
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暴力に訴えるということになるかもしれない。  

家族に身体的、情緒的なサポートを提供するため、身元確認が行われている場所にでき
るだけ近いところで、医療および精神保健サービスを提供すべきである。  

通常は家族ができるだけ早く遺体を見せて欲しいと頼むが、場合によっては、身元の確
認をするよう依頼されることがあるかもしれない。以下は、このような状況にある家族へ
の対応についてのアドバイスである。  

 誰が遺体を見るかは身内で決めるべきである。  

 遺体安置所に家族が一人で入らないようにする。熟練した職員が付き添い情緒的な
サポートをするのが望ましい。  

 別れを告げられるように、家族が遺体に触ることも含め、敬意を表しプライバシー
を保護する。  

 家族がどのような反応をしても、その反応に敬意を払う。  

 遺体の損傷が激しい場合、遺体を見せる前にその状態を言葉で説明する。  

 身元確認のために写真を使う場合、写真を見せる前に写真の内容を説明する。写真
を見せるという方法は、遺体が少ない場合に限る。大量の死体の写真を見せると、
家族を混乱させ、いくつかの家族が間違って同一の遺体の身元を確認する事態を引
き起こすおそれがある。  

 ほとんどの場合、遺体のある場所まで家族を連れて行き、身元確認が終わったあと
家族を連れ帰るのに必要な交通手段を確保する必要がある。  

 家族が遺体と対面する場所では、快適な環境を備え、常に思いやりのある対応をする。 
 

5.7 生存者への心理社会的ケア 
人的・物的な損失が大きいと、不安と苦悩の状況の中で、多くの場合、生きる勇気を無

くしてしまいそうなほど悲観的光景に直面する。行方不明者がいる親族は、その不確かな
状態に苦しめられる。集団墓地に葬られた場合、または正式に身元確認をせずに火葬に付
された場合は、家族の苦悩と不確かな状態はさらに長引く。  

生存者に対しては初期の段階から危機介入の手法を用いる必要がある。以下に、生存者
に対する心理社会的ケアについてのアドバイスを挙げる 13)。  

 受け身の犠牲者ではなく、前向きの生存者として接する。  

 彼らをサポートし、彼らの身の安全と健康を気遣う気持ちを示す。  

 食物、衣服、避難所および宿泊場所を確保する。  

 情緒的な面でのサポートと他の人たちとの繋がりを確保する。  

 プライバシーを確保する。  

 彼ら自身の体験を「ぶちまけ」させ、気持ちを語らせる。  

 生存者を精神的にサポートする者は、辛抱強く、注意深く、責任を持って彼らの話
を傾聴することができなければならない。対応チームは、死に関する自身の考え方
を探求すべきであって、自身の考え方をサポートを受けている人たちに押し付けて
はならない。  

 犠牲者をサポートする際は、必ずしも患者として医学的な方法で治療する必要はな
い。  
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 助言するというよりも、起きた出来事や将来に向き合う方法について、彼ら自身に
考えさせる。助言する場合は、具体的な問題とサポートを受ける方法について言及
する。  

 できるだけ多くの情報を伝え、疑問と問題を聞いて、解決する方法を一緒に考える。  

 できるだけ早く元の日常生活に戻れるようにサポートする。  

 報道関係者などの干渉を防ぐ。  

 家族を落ち着かせるのに、精神的あるいは宗教的なサポートが役に立つ場合がある。 
悲嘆に対処する際に重要な点は、葬儀に関する処理を迅速にし、低所得者のためには、

無料または手頃な価格で葬儀を提供することである。遺体の処理が遅れ葬儀費用の支払方
法が曖昧だと、犠牲者の家族は一層不安になり悩み苦しむ。当局は、特に災害による混乱
した状況の中で、葬儀に係るサービスの問題を重視していない場合が多い。しかし、家族
にとって葬儀は非常に重要なことであり、そういうサービスが利用できないと、抗議や暴
動の誘因となるおそれがある。  

精神科医や心理学者などの専門家に紹介するか否かという基準は、下記のような場合に
限られる。  

 初期的な処置後も症状が持続するか、悪化した場合。  

 家族、仕事、あるいは社会的生活に重要な問題が起きている場合。  

 合併症の危険性が高い場合。特に希死念慮の場合。  

 アルコールなどの依存症の問題が併存する場合。  

 専門的なケアを必要とする重度のうつ病、精神障害、外傷後ストレス障害などの深
刻な精神的状態の場合。  

薬剤は医師によって処方されたもので、本当に必要な場合だけ投与する。精神疾患治療
薬の無差別な処方や長期間に渡る服用は避けるべきである。精神安定剤などには副作用が
多く、依存症になることもある。  

本人の家族や地域の環境を踏まえ、ほとんどのケースは外来患者として治療できるよう
にする。入院は、通常、不要である。日常生活こそ、トラウマを受けた人たちが心理社会
的に元の状態に回復できる場だからである。  

トラウマを抱え生き延びてきた子どもたちをサポートする際のアドバイスを以下に挙げる。 
 専門化され過ぎず、柔軟性をもって、子どもたちの心理社会的回復を図るような手

法を用いる。  

 学校、地域、家庭といった環境を治療の基本的な場所として考える。教師、地域の
人々、女性グループ、若者グループは、子どものケアを行う際のファシリテーター
を務めることができる。  

 子どもをケアする人たちの訓練、ケア、モチベーションを強化する。  

 スポ－ツとレクリエーションを組み合わせたグループレクリエーションを用いる手
法は、子どもの心理社会的回復のために、重要なツールである。  

 学校など普通の生活に、できるだけ早く戻るように勧める。  

 被災した子供たちのケアと治療に関しては、広く受け入れられている慣習をうまく
生かす。  
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5.8 初期緊急対応チ－ムに対する心理社会的ケア 
遺体処理の任務を担っている初期緊急対応チ－ムの隊員は、特に精神的な傷を受けやす

いグル－プに含まれ、その多くは若いボランティアや兵士などである。また、剖検の任務
を担っている者たちも精神的な傷を受けやすいグループである。大量に死者が出ると、仕
事の量が増え長期化し、彼らはその負担に打ちのめされる。このような状況の中で、様々
に遺体管理に携わっている人たちのことを忘れてはならない。  

すべての専門職やボランティアの人々がこれらの任務に向いているとは言えない。その
適性は、いろいろな要因によって異なる。たとえば、年齢、性格、以前の経験、死生観な
どである。したがって、要請された任務について、正しい情報が提供されなければならな
い。また、死体を取り扱う任務に、21 歳未満の人々の参加は避けるべきである。  

緊急対応チ－ムの隊員が、心理的障害を受けやすくなる要因には、次のような場合がある。 
 発見された死体の状態（腐敗、切断、炭化が進んだ段階など）あるいは死体の断片

だけが回収可能な場合。  

 強烈な心的外傷体験へ長期間曝されること。  

 倫理的葛藤。  

 同時に他の心的外傷あるいは直近にストレスを感じる状況に置かれること。  

 好ましくない生活条件。  

 緊急対応チ－ムの隊員として専門職員を選抜する際の甘い選抜過程。  

緊急対応チ－ムの隊員は、緊急援助活動を終え日常生活に戻ったとき、いくつかの問題
を経験することがある。これらの問題は、必ずしも病気の徴候とみなされるべきではなく、
何よりもまず、家族および社会の絆とサポ－トが必要とされる。  

普遍的脆弱性の概念によれば 14)、重傷者や死亡者の救助・処理を行う人々に対し、外傷
後ストレス障害あるいは他の心理的障害になる可能性が完全に除けるような、訓練や事前
準備はない。もし、主な精神病理学的徴候が現れた場合には、専門的治療を勧めるべきで
ある。  

以下は、緊急対応チ－ムの隊員のケアに関する一般的なアドバイスである。  

 そのチームの特徴と特有の行動様式を考慮する。概して、彼らは自分たちが達成し
たことに満足を感じ、利他的精神を示す。  

 チームをアクティブに保つことに対して、前向きである。それによって、ストレス
を和らげ、自尊心を強くする。  

 仕事のローテーションと一定の勤務時間を決め、それを促進する。一定の期間、遺
体を取り扱う任務に当たった隊員は、他の比較的容易な任務に配置転換させられる
べきである。  

 隊員に対し、健康管理に気をつけ、定期的に休息することを奨励する。  

 傾聴する。  

 守秘義務、個人的状況および組織に関する倫理的扱いを保障する。  

 成長の可能性として危機を再定義する。  

 感情的反応が強いプロセスの中で家族の助けを得る。  

 ストレスを引き起こす要因を減らし、緊急事態が起こる前とその期間中において、
根本にある情緒的状態の評価を行う。  
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 その深い傷となった経験について、振り返り、浄化し、統合するための機会と場所
を作る。そして、その怒りは個人的なものではなく、欲求不満、罪悪感あるいは心
配事についての一つの表現であることを認識する。  

 チームに互助、連帯、認めること、そして自尊心を持つことを奨励する。  

 可能なら、遺体の取扱い・身元確認に携わったチ－ムは、作業終了日と作業が終わ
った一週間後に、グル－プカウンセリングに参加すべきである。  

 以下は、遺体の取扱いに従事した隊員が通常に戻り日常生活を取り戻す際のアドバイ
スである。  

 できるだけ早く元の日課に戻る。  

 身体運動と弛緩訓練（訳注：ストレス緩和のための運動）を行う。  

 自然とふれあうようにする。  

 十分な休養と睡眠をとる。  

 バランスのとれた規則正しい食事をとる。  

 苦痛を軽減する目的でお酒を飲んだり市販薬を服用しない。  

 仲間を探し、職場以外の人々と話す。  

 家族とともに過ごし、社会活動に参加する。  

 自分自身の感情や考え方を観察し、分析する。  

 自身が経験したことや人生におけるその意義を省察する。  

 

5.9 正しく適切で時宣を得た情報の重要性 
正しく、隠し立てのない、適切で時宣を得た情報を入手できることは、家族および一般

住民にとって、感情を自制するのに極めて重要である。そして、次のように、情報は異な
ったレベルで提供されるべきである。  

 個人に対して直接提供される。  

 グル－プおよび地域に直接提供される。  

 報道機関を通して提供される。  

当局および地域のリ－ダ－は、個人あるいはグル－プのいずれかに、直接情報を提供す
る準備をしなければならない。同時に、様々な質問に対する回答を用意し、その問題に答
えなければならない。  

 報道機関には二面性がある。それは、利益を求める企業としての一面と、途方もなく大
きな社会的責任を伴う公共サ－ビスの提供者としての一面である。災害や多数の犠牲者に
関する情報は、報道価値のあるものとして、しばしば悪用されることがある。強調すべき
は、それは、計り知れないほど尋常ではなく、大衆の病的な関心を操ることすらあるとい
う点である。しかし、このような災害については、正しく責任ある有用な情報を提供する
ために、倫理的で分別ある報道が求められるべきである。  

 大量の死者が出ている状況において、家族は、最初に報道機関を通して何が起こったか
を知る。このような場合、大勢の人々は必死になって情報を得ようとし、できるだけ早く
災害現場へ連れて行ってもらうおうとする。  

 しばしば問題となるのは、親族を探して遺体安置所や病院あるいは他の場所へ行く大勢
の人々である。そういった場所は、個人や小さなグル－プの立ち入りが制限されているた
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め、混雑や混乱を引き起こす。しかし、この人たちに対して十分な思いやりと敬意を表し、
こういった状況を解決すべきである。  

 いろいろな理由で、公安職員が出動できない場合、保健医療従事者や災害救助隊員は、
群衆のコントロールに専念しなければならない仕事が増える。大抵の場合、群衆は攻撃的
ではない。むしろ、純然たる人数の問題から、必要な情報を与えることができるよう、群
衆をいくつかのグル－プに編成する必要がある。死体による疫病の集団発生のリスクは極
めて小さいこと、地滑りや倒壊した建物によって埋められた死体の場合このリスクは存在
しないということを公衆に知らせることが不可欠である。  

このようなコミュニケーションの課題に対して重要なことは、人々とその慣習について
幅広い知識と人間性を有する近隣の人々や地域の組織から、時宜にかなった支援を得るこ
とである。  

 

5.10 当局の役割 
 災害時における当局の役割は、地域のリーダーおよび非政府機関の役割と同様、非常に
重要である。大量の死者を管理することに関する技術的人的側面（社会、法律、人権、健
康および心理上の問題）について当局へ助言するのは保健医療部門の責務である。保健医
療部門は、最も被害を受けた人々からの反応をモニタ－すると同時に情報を提供するとい
う重要な役割を果たすことができる。  

当局による決定は、大抵の場合、大量の死者が出た際の従うべき行動や、非常に複雑で
感情的な状況の中にいる人々に対して話しかける際の行動を規定している。性急で不適切
に下された決定は、重大で永続する障害を引き起こし、人々の心理社会的ケアやリハビリ
テ－ションにおける後々のプロセスを複雑にする。  

 緊急事態を管理する責任ある当局の権限や、遺体処理を急ぐのに利用される疫学的な正
当化にかかわらず、人々の慣習を尊重し配慮した措置を取るようにすべきであり、集団埋
葬や集団火葬といった状況は避けなければならない。このような集団埋葬や集団火葬は、
通常、法によって禁じられており、基本的人権を侵すものである。  

 当局および公的機関が特別に情報管理に責任ある広報担当官を置き、人々が冷静でいら
れるよう支援するのは望ましいことである。定期的に報告会を開き、また内容の曖昧さを
避けて公報を利用するのも賢明なことである。  

 

5.11 まとめ 
 大量の死者が出るような緊急事態に対処することは、保健医療部門だけの問題でない。
政府機関、非政府機関、地方自治体および地域社会など、その他の関係機関も関与してい
る。秩序と感情の平静さが保たれている環境を作り出すことに役立つ、最も即効性のある
一般的対応には、以下のものが挙げられる。  

 当局の一部として、秩序正しく、確実に対応する。  

 正しく時宜を得た情報を提供する。  

 相互機関同士の協力と住民参加を促進する。  

 基本的な保健医療サ－ビスを保障し、生存者に対する心理社会的ケアを優先する。  

 性・年齢を考慮して、最も弱いグル－プに優先的にケアを提供する。  
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 未解決の悲嘆や精神的障害を有する人々の増加を予期し、その人たちに十分なケア
が行き渡るようにする。  

 緊急対応チ－ムによる、注意深く倫理面にも配慮した、遺体管理を確実に行う。  

 一人一人に対し明確で整然と死亡や行方不明を宣告する方法を確立する。  

 集団埋葬は避ける。家族の要望と慣習を尊重した上で、家族への遺体の引き渡し、
身元確認、届出などの支援をする。  

 喪失や悲嘆のみならずトラウマの経験は、必然的に、文化によって様々な表現形式をと
る。生と死、そして愛する人々のために葬儀を行うことについて、主流となっている概念
は、現実に起こっていることを受け入れ理解するプロセスにとって、重要である。  

 そして、大量の死者を伴う災害から遅れて発生する影響についても考慮されなければな
らない。その際には、予防と管理が効果的にできるよう適切な介入策を計画するという視
点が必要である。しかし、組織的対応の大半は個人に対する精神的ケアに基づいているの
で、そういったケアが提供されるのはごく少数の人々に限られる。  

 大虐殺が起こってしまった状況においては、社会構造を修復するために必要な中・長期
的対策が重視され、その中には以下のような事項が含まれる。  

 補償（物質的補償と損害賠償）  

 人道的援助と生存者の人権の尊重  

 集団が共有している記憶と被害者の尊厳の回復  

 遺体発掘は、真実を明らかにするのに役立ち、家族や地域社会の悲嘆を受け入れる
過程を助けることができる。  

 様々な関係機関の積極的な役割（政府と市民社会）  

 平和的共存の促進（訳注：対立する勢力間の）  

 全般的な幸福と平和および民主主義の強化に寄与する社会と政治の変化  

 南北アメリカの多くの国々は、社会経済的な逆境の中で、歴史的に武力紛争や自然災害
のような多数のトラウマを伴う出来事に見舞われ、甚大な人的・物的損失を被った。包括
的な保健医療サ－ビスの枠組みの中で、人々の心理社会的な回復を援助することは我々の
義務であり、この義務は国の政策に反映されるべきものである。  
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第 6 章 法的側面 
 

Susana Castiglione* 

 

遺体の身元を確認できないことは、その家族、そして最終的には国にとっても経済的、
道徳的に重大な結果をもたらす。国内法が通常求める手続き、具体的には、正確な遺体回
収、遺体に関する最低限の情報を保存できる身元確認情報そして証拠リスト（chain of 

custody）を確保しながら遺体を個別に埋葬する、という手続きが無視されたとすると弊害
も大きくなる。もし政府がこれらの手続きを確実に履行しなければ、犠牲者の親族だけで
なく、人の死亡確認について法的な利害関係をもつ者に対しても国の責任が問われること
になる。  

 

6.1 はじめに 
死は法的効果を伴う出来事であり、それは、感情的、経済的、家族的な側面で生存者の

生活に深刻な影響をもたらす。自然災害に巻き込まれた人々の安否が確認できないといっ
た状況は、遺体を適切に扱うことによって避けるべきであり、また避けることが可能である。 
本章の目的は、米州地域の国々における遺体と行方不明者の扱いに関して現存する法律

を記述し、遺体の身元確認ができないとどのような法律上の問題が生じるかを指摘するこ
とにある。国内法及び国際法の分析から、遺体の回収、適切な埋葬処理、遺体の身元を確
認すること、そしてそれらが不可能な場合には、身元確認情報を用意して将来身元確認が
できるように必要なデータを収集することは、国の義務であると結論づけられる。また遺
族や災害が発生した地域における宗教的儀式や葬儀の慣習は常に尊重されるべきである。
遺体は個別に埋葬されるべきであり、埋葬場所の正確な位置を示す身元確認ファイルには
詳細な記録が保持されるべきである。  

これらの議論に対応するための、適切な遺体取扱いのためのモデル法案を章末に提案する。 
 

6.2 遺体に関する一般法上の扱い 
米州諸国の民法では、人は所有権を獲得、保持し、債務の契約を行うことのできる存在

として定義される。死はその人の存在を集結させる事件であり、それゆえ、法律上、相続
上の効果をもたらす重要な出来事である 1)。これらの法的効果の中でも、故人の財産の相
続人への移転、生き残った方の配偶者が再婚できるようするための婚姻関係の解消といっ
た効果がとりわけ重要である。  

人間の死が法律上の出来事として重要であることを考慮して、国家は、死亡の確認、死
亡の正確な時刻の決定、遺体の身元確認に使用された方法、死亡の原因と態様の立証、同
一人物であることを確認する証拠書類と証拠品に関連する手順を規制している。さらに行
方不明者の死亡の推定を宣告する手続きに関する規制もある。  

人間の死亡を証明する文書は死亡診断書として知られている。それは、犠牲者の氏名、
年齢、性、死因、死亡日時、診断を確定し、死亡診断書に署名した専門家の氏名、死亡診
断書を発行した場所と日付を含む法律文書である 2)。死亡診断書は人口動態統計の元とな
る登録簿に記録されるべきである。このように、死亡診断書とその登録は、人間が死亡し
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た時点から、法律上、相続上の手続きを進めるための本質的な必要条件である。  

 

6.2.1 身元不明の遺体 
身元不明の遺体は非常事態や大災害とかに関わらず発生するため、法律において重視さ

れる。この点に関しては、米州地域の国々では、遺体回収、遺体安置所への移送、身元確
認、死因の確定、家族への遺体の引き渡し、あるいは遺体の引き受けの要求がない場合の
他の協定に対する標準が確立している 3)。  

遺体の発見が報告された時、当局が最初に持つ関心はそれが犯罪か否かである 4)。それ
ゆえ遺体が発見された時は、通常は、刑法上の手続規則に規定されている遺体回収のため
の規則に従う必要がある。これらは通常、現場検証、遺体の検視、証拠収集、現場の写真
撮影といった手続きである。これら刑事手続きの目的は、死因の特定や遺体の身元確認の
助けとするためできるだけ多くの証拠を収集することにある。  

その後遺体は、剖検を実施できるように、遺体安置所に送られる。我々が分析した全て
の国の法規定は、身元不明遺体（通常、「NN」や「男性ならジョン・ドウ、女性ならジェ
ーン・ドウ」という仮名で呼ばれる）の場合、遺体安置所の職員に例えば推定年齢、性、
人種といった身体的特徴の記述を含む身元確認情報を作成させる、という点で一致してい
る。その過程では、写真撮影、歯科カルテの準備、指紋の採取、DNA 検査等のための組織
やサンプルの採取、そして将来にわたって身元確認を続けるために必要な他のサンプルの
採取を行うべきである。  

遺体安置所の収容定員が可能な限り、その国の規則が定める期間内において、遺体は遺
体安置所に安置される。その後、遺体は、個別墓地か共同墓地のいずれかに埋葬されるが、
通常は死者の個別性が保持されるように遺体の間に一定の距離があけられる。それぞれの
遺体の埋葬の正確な位置は適切に示されるべきである。  

これらの手続きによって、遺体の「証拠リスト」と通常呼ばれるものを作成することが
可能になる。遺体安置所で作成される身元確認情報と埋葬の正確な位置に関する証拠書類
を保存することによって、後日に身元が判明した場合、遺体を掘り起こして家族に引き渡
すことが可能となる。  

墓地を規制する法律は遺体の埋葬や火葬の方法も規定している 5)。これらの規定により、
墓地を管理する職員は、埋葬を許可する保健部門が発行する証明書や公文書がある場合に
のみ、遺体安置所から埋葬に移すことが可能になる。普通は、墓地の特別の区画が身元不
明の遺体の埋葬のために指定される。  

これらの法律は遺体の火葬や焼却をすることが可能な条件も規定する。死因が確定して
いない場合は遺体は火葬してはならない、が原則である。また死因が明らかな場合でも、
故人の親族の同意がなければ火葬することはできない。しかしながらこの親族の同意条件
をそのまま適用すると、身元不明の遺体の火葬ができなくなることもある。そのため、大
部分の規則では例外を定めており「感染性あるいは流行性と定義される疾患の蔓延の原因
となりうる場合 6)」「遺体が疾患の蔓延を引き起こす場合 7)」は親族の同意無しに火葬して
よいとされる。ただし、この例外規程は、自然災害が原因と推定される外傷による死亡に
は適用されない。なぜならば、このマニュアルの第 3 章で述べたように、自然災害の状況
下では遺体は通常健康上の脅威を引き起こすことはないからである。  
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となりうる場合 6)」「遺体が疾患の蔓延を引き起こす場合 7)」は親族の同意無しに火葬して
よいとされる。ただし、この例外規程は、自然災害が原因と推定される外傷による死亡に
は適用されない。なぜならば、このマニュアルの第 3 章で述べたように、自然災害の状況
下では遺体は通常健康上の脅威を引き起こすことはないからである。  
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6.2.2 行方不明者  
これまで、遺体が存在するがその身元を確認できない、という状態を分析してきた。し

かし遺体が無く行方不明という者、すなわち失踪当時の状況に関係なく一定期間消息が無
い、というような場合、法律に基づき、法律上「死んだ」ものとして扱い、失踪という「不
確か」な状態を終結させる手続きが開始される。  

人が失踪した場合、家族は、死亡による悲しみを超えるほどの、曖昧かつ複雑な状況に
直面する。原則として、死亡診断書が発行されるまでは誰も死亡したとはみなされず、こ
れが重大な経済的結果をもたらす。失踪者の家族の多くは、完全な法的保護を受けられな
いままにおかれる。行方不明者の財産（例えば、銀行の預金口座や年金）を勝手に処分で
きず、行方不明者の名義になっている資産を受け取ることができず、また生命保険や慰謝
料を請求することも妨げられる。それだけでなく、例えば、共同出資者、債務者、債権者
等の、家族以外の利害関係者にも損害が及ぶ可能性がある。  

このような不確かな状況を解決するための法律上の規定は古くから存在する。民法典は、
19 世紀末から 20 世紀初頭にさかのぼるが、推定死亡の宣告をすることによって対処して
きた 8)。これらの法律は、行方不明者について「死亡と推定される」という宣告を下すこ
とによって、死亡が確認された人と同じ法律上の手続きを許容する。  

この点に関して、家族や行方不明者と利害関係を持つ他の人々は、特定の状況（例えば、
船舶や航空機の事故や失踪、地震その他の大災害、軍事行動や戦争）下で、行方不明者の
推定死亡の宣告を裁判所に要請することができる。実は生きているのに死んだふりをする
といった不正を回避するために、推定死亡の宣告には失踪時からかなりの時間経過が法律
上求められる。この手続きは行方不明者の推定死亡と推定死亡日付の宣告によって完了す
る。推定死亡が法律上の効果を持つように戸籍や住民登録簿に記載される。法律はさらに、
いったん推定死亡とされた人が再び姿を表した場合にどうするか、という手続きも規定し
ている 9)。  

とはいえこの手続きに要する期間は家族にとっては長く、費用がかかるものである。法
が要求する待機期間に加えて失踪宣告の申立をした後に司法手続き自体にかかる期間、犠
牲者の家族は、無収入かつ相続遺産無しに生活していかなければならない。その上、携わ
った弁護士に報酬を支払わなければならず、新聞等への死亡公告の掲載、その他の高額な
手続きにも支払いが必要となる。  

生存の見込みのない多くの犠牲者を発生させる出来事の場合、民法が規定する煩雑な手
続きを回避するために政府が以下に記述するような例外的な救済策をとることもある。  

------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 

2001 年 1 月 13 日のエル・サルバドルにおける地震の後、2002 年 2 月 23 日議会は政令第
294 号を可決し、災害によって死亡または行方不明になった人々の死亡を証明するための
特別の臨時法を制定した。瓦礫に埋まって死亡した、あるいは所在がわからない膨大な数
の人々の法的な身元確認を当局が実施できなかったためである。また行方不明者の生死を
確認するための標準的な法的手続きを遵守することが困難であったため、こうした特例法
を制定せざるをえなかった。  

------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 
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------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 

米国では、事故や大災害による行方不明者の推定死亡宣告を得るまで、平均して 3 年間
が必要である。しかし 2001 年 9 月 11 日の同時多発テロに対してニューヨーク州及びニュ
ーヨーク市は特別手続きを採用した（Helping Handbook, 2001）。行方不明者の報告が近親
者によってニューヨーク市警察に提出された時点から 1～2 週間で手続きが行われた。手続
きには、行方不明者との関係を証明するもの、行方不明の家族に関する詳細な情報を伴う
宣誓陳述書、行方不明者が 9 月 11 日に世界貿易センターにいたと信じるに足る論拠などの
必要書類を添えなければならなかったが、この際、死亡診断書が発行されたからといって
生存者の捜索や世界貿易センターで発見された遺体の身元確認のための努力には何ら影響
を与えない、ということが申立てた近親者に対して明確に伝えられた 10)。  

------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 

犠牲者の親族の要請に応じるため、民事手続きに継続的な修正が加えられた例もある。 

------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 

プエルトリコのポンス市 Mameyes 区のがけ崩れは 1985 年 10 月 7 日に発生し、遺体回収
や身元確認がなされない行方不明者が多数出た。同年 12 月 12 日、この状況に対応するた
めの特別手続きを制定する法律第 1 号が議会を通過した。その特別法は内務省に対し、大
災害の当日または数日間の行方不明者について 45 日以内に必要な捜査を完了し、行方不明
者の死亡宣告を求める要請書を裁判所に提出するよう求める内容であった。裁判所が要請
書を認め、保健長官は死亡宣告された人々の死亡診断書を発行した。  

------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 

スペインでは法律第 4 号が 2000 年に承認された。それは、船舶の難破や災害で行方不明
になった人々の死亡宣告に関して民法典を修正するものである。具体的には、闘争、船舶
の難破・失踪、航空機事故等、死亡が確実視されるような状況下での行方不明者の死亡宣
告の手続き期間を短縮するものであった。  

------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 

上述は、法律が、大災害等の特別な状況下で行方不明になった人を死亡したものと「推
定」することによって行方不明者の法律上、財産権上の問題を解決しようとする例である。
こうした法的解決法があるからといって、遺体の身元確認の手続きに関する政府の怠慢や
無能の言い訳や正当化にはならない。自然災害による行方不明者を推定死亡と宣告する特
別法や特例法は、災害の性質によって遺体回収が不可能である場合にのみやむをえず用い
られるべきものである。これらの手続きによって不明者の財産を迅速に相続できたからと
いって遺体の確実な身元確認に取って代わることは決してない。身元確認のみが愛する者
の運命に関する家族の苦痛を終わらせることのできる唯一の方法だからである。  

一般的に、がけ崩れ、建物の崩壊、その他同様の状況によって遺体が埋まって回収が不
可能であると思われる場合、政府はしばしば家族からの要求への対応として、災害区域を
「聖地」と宣告する場合がある。宣告文の実物を入手していないため、「聖地」が具体的に
何を意味するのかは明確ではない。ここでは、墓地も故人に対する敬意から「聖なる場所」
とみなされ、土地所有権の対象外とされる無形資産である、と述べるにとどめる。  

------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 

「聖地」宣告は、災害現場が私有地で経済活動に利用される場合にはやっかいな問題を
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引き起こす。このような問題はボリビアの Chima 鉱山キャンプで発生した。2003 年 3 月土
砂崩れによって 20 数家屋が埋まり多くの死者が出た。遺体回収が不可能だったために、居
住者は当局に一帯を「聖地」と宣告するように求めた。これに対して採掘権をもつ協同組
合からすぐに反対があった。なぜならば、現場に聖地の性質が与えられると、金の採掘を
終了しなければならなくなるからであった（Diario La Prensa、2003 年 4 月 3 日、ラパス、
ボリビア）。  

------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 

遺体の身元確認、その前提となる遺体回収は政府の責任であることは強調すべきである。
身元確認に役立ち得る証拠を保存するためには、第 2 章で概説された規準にしたがって、
遺体回収のためにあらゆる努力がなされるべきである。あらゆる努力が全て尽くされても
やはり無理だったような場合にのみ、遺体が残っている災害現場を聖地として宣告する選
択肢が許容される。聖地の宣告は、身元確認の問題を解決していないけれども、故人に対
して敬意を払い、犠牲者を忘れないための場所を提供することによって、家族や一般国民
の悲嘆をやわらげ心理的な回復に役立ち得る。  

 

6.3 多数の遺体の身元確認 
既に述べたように、遺体の発見・回収、身元確認そして埋葬に関する法規定はあるが、

自然災害の結果として大量の遺体が一斉に発生するような状況は想定されていない。唯一
関連する法規定といえば、自然災害も含む様々な理由により「行方不明」とされた人の法
的扱いに関するもののみである。 

基本的には、自然災害により多数の犠牲者が発生した場合でも、この行方不明者に関す
る法規定はそのまま適用される。規定の具体的な内容は、遺体の発見・回収、死体検案書
等の書類の準備、遺体の埋葬そして証拠リスト(chain of custody) の管理といったものであ
る。とりわけ最後の証拠リストは、その内容如何によっては将来遺体を発掘しなければな
らなくなることもあるだけに重要である。 

大災害時でもそのまま適用されるとはいえ、多数の遺体が発生した場合の特殊な状況は
むろん無視できない。そうした災害時では死因は明らかであって究明する必要は薄く、ま
してや犯罪の関与を疑う余地は無い。それゆえ、災害現場から多数の遺体を回収する場合、
通常の遺体発見時に行なわれるような死因究明や犯罪の有無の特定に必要とされる現場
の証拠等は保存されない。また家族からのプレッシャーや遺体を放置することによる健康
上の危険性（根拠の無い思い込みのことも多いが）のため遺体回収を急がねばならないこ
とも多い。ただ、それでもなお、その後に必要とされる法的手続きを考えれば、遺体の発
見・回収とともにできるだけ多くのデータを収集・保存しておくことが必要である。収集・
保存されたデータが多ければ多いほど遺体の身元確認が容易となり、行政当局にとって遺
体の身元確認は死因の究明と同じ位重要だからである。 

大災害時においては、平常時の体制では対処できないほど多数の遺体が瞬時に発生する
ことも稀ではない。それでも遺体の身元確認は技術的な問題であり、第2章で述べたような
手続きをさえ踏めば、どんなに数が多くても実行することはできる。次節からは、遺体の
身元確認を困難にする手続き上の問題について分析する。 

多数の遺体の身元確認には様々な職種や器材が必要であるため、大災害時には国境を超
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えた協力ができるような土台を予め構築しておかねばならない。そのためには災害時の国
際間の協力の取り決めを作っておくことや後述する国際刑事警察機構（インターポール）
のシステムを活用することが必要である。 
 
6.4 遺体を特定できないとどのような問題が生じるか 

遺体が誰であるか特定できないことは、犠牲者の遺族に対して精神的のみならず経済的
な傷も残すことになる。なぜなら失われた親族の遺体が特定されないと、以下のような国
内法で当然に認められた権利が行使できないからだ。(a)正当な手続きとして遺体を引き取
ること、(b)死亡時の状況を示す最低限の情報を証明する公文書を作ること、そして(c)正式
に埋葬することにより相続等で後々必要となる証拠リストを確保すること、等。それゆえ、
遺体の身元を特定できなかった場合、遺族や犠牲者の死亡診断に利害を有する者から政府
の責任を追及される恐れがある。 
 
6.4.1 国内法の規定 

政府は遺体の取扱いについて以下のような様々な法規定を有している。 
 政府はその国民を保護するために防衛策を実施する義務を負う。それゆえ、危機管

理、防災、救援、復旧そして復興等の様々な面の責任を負う。災害発生時の政府の
優先事項としては、第一に生存者の救助と援助、第二に復旧と生存に必要な最低限
のサービスの確保となり、そして遺体の発見・回収と取扱いは最も優先順位の低い
ものとなる。 

 政府は遺体の身元確認と処理に関する手続きを定める法規と内部規則を有する。全
ての政府は、遺体の身元確認、剖検を担当する法医学部門を有しており、墓地に埋
葬されるまでの間遺体を保護管理する権限を有する。 

 政府は、墓地の運営、埋葬、発掘等の遺体に関連する業務を衛生部局の監督下に置
く義務を有する。また国内外を問わず遺体を輸送する場合のルール（衛生部局の厳
格な監督下に行なわれることを要す）を定める。もうひとつの政府の重要な機能は、
死亡診断書の記載内容と交付要件を規定する基準を設けることであり、また不正行
為を防止するための国民登録制度を運用する責任も負う。 

 政府はまた、遺体の尊厳を保持するための法規定も持つ。たとえば墓、遺体、遺灰
を暴くことを犯罪として規定したり、場合によっては葬儀を妨害することや遺体愛
好症のような変態行為も処罰対象に加えることがある11)。ただ、そうした規定をど
のような法として規定するかは国によってまちまちである。信教の自由の侵害とし
て規定する国もあれば、婚姻関係のような市民的自由に対する侵害と規定する国も
あり、またプエルトリコのように死者に対する不敬として規定するところもある。 

 同様に、移植のための遺体からの臓器摘出についても国によって規定は異なる。単
に「臓器を摘出する遺体は尊敬の念をもって扱うこと」と規定するにとどまる国も
あれば「身元不明遺体から臓器を摘出する場合もできるだけ傷つけないよう」と細
かく規定する国もある12)。 

 政府は当然ながら各国の憲法に規定されている基本的人権を守る義務がある。具体
的には、個人の身体的精神的尊厳13)、信教の自由14)そして先住民の風習の尊敬等15)。
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えた協力ができるような土台を予め構築しておかねばならない。そのためには災害時の国
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大災害時とて、もし政府が遺体の発見・回収を拒絶したり、遺体を不適切に扱った
り、遺体の身元確認をずさんに行ったり、さらには埋葬時に現地の風習や信仰を無
視したりすると、政府がこうした人権を侵害した、ということにもなりかねない。 

 
上述の政府の義務を考えると、行方不明者の家族が政府に対して行方不明になった理由

の説明を求めたり、法的な損害賠償を求めたりする権利はけだし当然ともいえる。また行
方不明者が法的な失踪宣告を受けるまでには長期にわたる法的手続きが必要であり、そう
した宣告を得られなければ、遺産の鑑定、保険金請求そして遺産の相続といった手続きを
遺族や利害関係者はとることができない。こうした物的外傷に対して、本当に死んだのか
どうかわからない不確かさと愛する者を埋葬できないことによる心理的葛藤、そうした心
的外傷については第5章で述べた。 

また、多数の遺体を無差別に集団墓地に埋葬することは、遺体の身元確認を著しく困難
にすることを付言する。そうすることは、後日の法医学的鑑定を困難にさせ費用も増大さ
せる。さらに集団埋葬や火葬は、「死者を敬う」という社会通念に反し第4章で述べた宗教
的文化的な基準にも反することになる。もしそのようなことが起きれば遺族に心的外傷を
残すのみならず、後に政府に対する責任追及につながる恐れもある。 

予防の観点からも法遵守の観点からも、その国の憲法で保障された基本的人権が侵害さ
れる恐れがあるような場合には、政府に適切な行動をとるよう強制する目的で、非難めい
た行動や法的保護を求める行為をとることも場合によっては許容される。 
------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 

遺族の非難が政府を動かした例 
2003年1月9日ペルーのチャチャポヤ市近くでTANS航空のフォッカーF-28機がコロク山

に墜落し乗員乗客46名全員が死亡した。事故後の対応をめぐってペルー政府は「遺体は広
範囲に散乱しており回収は不可能」という声明を出したが、その直後、犠牲者の家族らは
「遺体回収は困難」としたペルー空軍および軍関係者の行為を「欺瞞的かつ犯罪的」だと
非難した。遺族らは「空中もしくは地上から遺体を回収することは不可能ではないのに軍
関係者らは事実を隠し嘘の情報を流した」と主張した。遺族の中には自ら飛行機をチャー
ターして上空を視察し、遺体が現場にあることを確認した、と主張する者さえ現れた16)。
この事故は、遺体の扱いをめぐる遺族による非難が政府を動かした例と言えよう。 
------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 

 

6.4.2 国際法の規定 
遺体の扱いを定めた国際的な取り決めもある。そうした取り決めは対象範囲や内容は

様々だが、遺体の発見・回収、身元確認そして埋葬の手続きが宗教や文化的な信仰からは
み出さないよう国際社会が遵守すべきルールを定めている。取り決めの対象範囲は遺体が
どのような状況で発生したか、によって異なり、事件・事故で死亡した場合は「国際刑事
警察機構のガイド」、武力紛争で死亡した場合は「ジュネーブ条約及び関連する取決め」、
自然災害で死亡した場合は「国内難民の扱いに関する基本方針」そして航空機事故の場合
は国際民間航空連盟（ICAO）基準、等がある。 
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国内難民の扱いに関する基本方針 
「国内難民の扱いに関する基本方針」とは国内難民に関する国連事務総長代理、フラン

シス・デングが国連総会と人権委員会からの国内難民保護と救助に関する法的取り決めを
策定せよとの付託に応じて1998年にまとめたものである。 

この方針の重要性は「国内難民」として「自然災害、人災をとわず、その結果としてあ
るいはそれを避けるために自宅や住み慣れた場所を離れることを余儀なくされた人であっ
て、国際的に承認された国境を超えていない者」と定義した点である17)。 

そして本方針は自然災害による国内難民は「行方不明になった親族の死亡の有無と所在
を知る権利がある」「政府は行方不明とされる国内難民の運命と所在を明らかにするため
に最大限の努力をはらわなけれはならず、またそのために国際機関と協力しなければなら
ない」と定め、政府は近親者に対して捜索の進捗状況あるいは結果について通知するとと
もに、遺体が凌辱されたり損壊されることを防止し近親者への返還および尊厳ある埋葬を
行うよう政府に義務づけている。そして国内難民の墓地は保護され敬意をもって扱われな
ければならない、と定める18)。 

この基本方針は法的拘束力こそ無いが国連加盟国に広く認知され、短時間で権威あるも
のとなった。また本方針は、加盟国の多くが批准する国際人権法や国際人道法に規定され
た難民の人権規定の多くをそのまま含んでいるので、形式的にはともかく実質的には加盟
国に強制力があり、全ての加盟国は本方針を誠意を持って遵守することが期待される19)。 
 

国際刑事警察機構の災害犠牲者身元確認ガイド 
国際刑事警察機構（インターポール）は181の加盟国を抱える国際機関であり、その目的

は憲章第2条にあるように「加盟各国の国内法と世界人権宣言の範囲内で、加盟国の刑事警
察が犯罪捜査のため最大限の相互協力を行うこと」「通常犯罪を予防あるいは抑制するた
めのあらゆる手段を講じること」である20)。 

そのインターポールは数年間にわたって、災害犠牲者の遺体検案について加盟国が現場
で共通の方針に基づいて実施できるよう努力してきた。そのために作成されたのが「災害
犠牲者身元確認ガイド（以下、ガイド）」である。ガイドは1984年に災害犠牲者の身元確
認に関する常設委員会によって刊行され、同委員会は1993年以降毎年会合して内容の更新
を行ってきた21)。 

ガイドは加盟国に対して、遺体の身元確認のための準備と訓練の重要性を強調している。
それに記載された方法は実経験に基づいており、あらゆる災害において、犠牲者の数にか
かわらず対応できる。大規模災害では多数の加盟国の国民が巻き込まれることも稀ではな
く、そのような場合にも極めて有用である。 

1980年マニラで開催されたインターポール第49回大会において災害時の遺体の身元確認
作業について加盟国に要請する決議が採択された22)。この決議は「死後に遺体が自分のも
のであることを正確に身元確認してもらうことは基本的人権のひとつ」と規定し、それゆ
え適切な遺体の身元確認は警察捜査のみならず宗教上文化上も含む国際的な重要性を有す
る、とした。そして全加盟国に対して、遺体の身元確認にあたっては犠牲者の多寡を問わ
ず本ガイドに従って実施し、インターポールの定める共通様式を用いるよう要請している。
決議はさらに、常設委員会の義務を規定するとともに、加盟国に対して遺体の身元確認チー
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策定せよとの付託に応じて1998年にまとめたものである。 
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るいはそれを避けるために自宅や住み慣れた場所を離れることを余儀なくされた人であっ
て、国際的に承認された国境を超えていない者」と定義した点である17)。 
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この基本方針は法的拘束力こそ無いが国連加盟国に広く認知され、短時間で権威あるも
のとなった。また本方針は、加盟国の多くが批准する国際人権法や国際人道法に規定され
た難民の人権規定の多くをそのまま含んでいるので、形式的にはともかく実質的には加盟
国に強制力があり、全ての加盟国は本方針を誠意を持って遵守することが期待される19)。 
 

国際刑事警察機構の災害犠牲者身元確認ガイド 
国際刑事警察機構（インターポール）は181の加盟国を抱える国際機関であり、その目的

は憲章第2条にあるように「加盟各国の国内法と世界人権宣言の範囲内で、加盟国の刑事警
察が犯罪捜査のため最大限の相互協力を行うこと」「通常犯罪を予防あるいは抑制するた
めのあらゆる手段を講じること」である20)。 

そのインターポールは数年間にわたって、災害犠牲者の遺体検案について加盟国が現場
で共通の方針に基づいて実施できるよう努力してきた。そのために作成されたのが「災害
犠牲者身元確認ガイド（以下、ガイド）」である。ガイドは1984年に災害犠牲者の身元確
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を行ってきた21)。 
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1980年マニラで開催されたインターポール第49回大会において災害時の遺体の身元確認
作業について加盟国に要請する決議が採択された22)。この決議は「死後に遺体が自分のも
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え適切な遺体の身元確認は警察捜査のみならず宗教上文化上も含む国際的な重要性を有す
る、とした。そして全加盟国に対して、遺体の身元確認にあたっては犠牲者の多寡を問わ
ず本ガイドに従って実施し、インターポールの定める共通様式を用いるよう要請している。
決議はさらに、常設委員会の義務を規定するとともに、加盟国に対して遺体の身元確認チー
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ムを編成する時は警察官のみならず法医学者、病理学者、法歯学者等も加え、さらに対外連
絡や他国への救援要請のために権限ある警察幹部を窓口として指定するよう求めている。 

災害犠牲者身元確認ガイドの要点は、第1章「遺体の身元確認は困難な作業であり正確な
身元確認のためには十分な準備と様々な機関の協力が不可欠」、第2章「災害対策の一般論」、
第3章「遺体の身元確認の手法となぜ作業に複数の専門家の参加が必要か」、第4章「遺体
の身元確認の3段階：犠牲者の可能性のある者の生前情報の収集、遺体の回収と遺体からの
死後情報の収集、そして生前情報と死後情報の比較」、第5章「データ収集のための様式集
（手作業で比較作業ができるようになっている）」、そして第6章は「災害発生後及び準備
期間中の加盟国間の連絡調整と国際法に関する参考文献リスト」、となっている。最後の
第6章に、遺体の身元確認について国際協力を規定した国際法は存在しないため、加盟国は
もし自国民がどこかの国の災害に巻き込まれたとわかったら、自国の遺体の身元確認の専門
家の派遣を考慮すべき、というインターポールの勧奨と、実際にそのような状況になった時
はどういう専門家をどのように派遣すればよいか、という具体的な提言も含まれている。 

インターポールのガイドは災害時の遺体の身元確認の具体的な方法を示した文献として
は唯一のものといえる。そのガイドは加盟国に強制されるものではなく、どれだけ活用さ
れるかはひとえに加盟国や使用する機関次第である。そしてガイドが「死後にも自らを身
元確認してもらう権利」を基本的人権として明確に示した点は意義深い。ガイドはまた災
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こと、ならびに埋葬された墓に敬意を払うことが必要である。遺体を家族に届けら
れない場合は個別に埋葬し、全ての埋葬地には誰であるかを示す墓標をつけるべき
である。多くの遺体をまとめて埋葬する集団墓地はあくまでも例外的でなければな
らない。 

 武力紛争に参加した勢力は、死者の誰がどこでどのようにして亡くなったかの情報
を関係政府あるいは遺族に提供できるようしなければならない 

 

上述の基準はジュネーブ条約ならびに関連議定書25)批准国に適用され、あくまで国際お
よび国内の武力紛争のみが対象であって自然災害は対象にならないが遺体の取扱いを定め
た国際ルールとしては最古のものである。武力紛争においてはそれに参加する勢力によっ
て多数の遺体が出される上に、武力紛争を停止するかの決定権は参加勢力が握っているの
で、遺体を収容し、身元を確認し、そして敬意をもって埋葬しようにもそのために停戦す
るかどうかは参加勢力の判断次第である。それでもなお、こうした国際的なルールが存在
することによって遺体の身元確認を基本的人権の一部として優先させる貴重な説得材料に
なる。 
 

国際民間航空連盟(ICAO)の規定 
航空機事故は一時に多数の死傷者を発生させ、またその遺体の回収と身元確認にも多数

の機関が関係してくる。第一は航空会社であり、犠牲者の遺族らからの強いプレッシャー
を受けるともに事故原因究明への直接の利害関係者となる。第二は保険会社であり、遺族
らに厖大な保険金支払の義務を負わされる。そして最後に、民間航空を規制する政府機関
が関係する。そうした政府機関の任務は事故原因究明と再発防止にある26)。 

こうした事情から、事故原因究明のための規則が制定され、その規則の中に遺体の身元
確認の責務が含まれている。そのような規則は一国内にあっては各国の航空法規が適用さ
れるが、国際的なレベルにあっては国際民間航空連盟(ICAO)の規定が適用される。 

ICAOは民間航空の国際的監督機関であり、民間航空機（すなわち国に属する軍用機等は
対象外）の事故調査において主要な役割を果たす27)。 

一国内で発生した事故についてはその国の法律が適用されるのが原則だが、ICAOを創設
した国際民間航空条約第26条により、たとえ国内で発生した航空機事故であっても死傷者
が出た事故あるいは飛行機の重大な技術的欠陥が原因として疑われる場合には、当該国の
法律の範囲内でICAOが推奨する手続きに沿った調査を受け入れることができる、とされる。 

ICAO推奨の調査手続きを定めるため、ICAO理事会は1951年4月11日「航空機アクシデン
ト・インシデントに関して推奨される国際手続き基準」を制定した28)。この基準は、航空
機アクシデント・インシデントにおける調査の手続きと方法を定めており、加盟国のどこ
で事故・事件が発生しても共通の手続きで調査が進められるようになっている。その中の
第Ⅳ章「事故発生の報告」は、加盟国は航空機事故が発生したらすみやかに、航空機の国
籍のある国、運行会社の所在国そして航空機メーカーの所在国に対して、事故情報、なか
んずく乗員乗客、うち死者および重傷者の数、を報告しなければならない、と定める（5.2

節、文節H）。さらにこの基準は、調査の目的を「事故・事件の将来における再発予防」
のみと規定し「非難したり責任追及を目的とするものではない」と明記している。 
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この他ICAOの関連文書としては、航空機事故調査マニュアル（文書番号6920-AN 855/4）
とアクシデント・インシデント報告マニュアル（文書番号9156-AN/900）がある。とりわ
け前者は医学的調査に関しても詳しく述べており、生存と死亡を分けた原因、衝撃の加わ
り方といった事故原因究明に役立つような医学データと共に遺体検案や遺体鑑定の手法に
ついても記載されている。 
 

人権に関する条約や宣言：自然災害による犠牲者遺体の身元確認及び埋葬ならびに宗教上
文化上の扱い 

これまで述べてきた、遺体の扱いを明文化した各種文書とは異なり、それ自体は法的効
力を持たない国際人権宣言（例えば1948年国連総会で採択された世界人権宣言等）では、
自然災害犠牲者の遺族に災害救助の責任を有する政府等に対して遺体の回収、身元確認そ
して災害発生地の宗教的儀式や文化的信条に則った埋葬を要求する権利を明示的には認め
てはいない。だからといってそうした権利が存在しない、とまでは解釈できない。なぜな
らこれまでに次第に樹立されてきた人権の多くは、既に確立している人権から拡大されて
派生してきたからだ。たとえば、現在確立されている「事実を知る権利」「正当な法手続
きを受ける権利」といった権利も生存権、政治的自由そして人身保護といった古典的な権
利が拡大して派生してきたものである。 

このように考えると、自然災害犠牲者の遺族からの行方不明者を捜索するよう求める権
利、遺体を身元確認して返還してもらう権利、宗教上文化上に適した方法で埋葬されるよ
う求める権利も、明文化されてはいないとはいえ「ある」といってよいだろう。そうした
権利は、既にある多くの国際人権宣言においてもその趣旨は読み取れるし、次節に示すよ
うに明文化された人権規約と合わせて解釈することで引き出すことが可能なのである。 
 

米州人権条約に基づく権利29) 

 

肉体的、精神的、そして道徳的権利 
米州人権条約第 5 条は"何人もその肉体的、精神的、道徳的な権利を尊重される..."と規

定している（OAS、2003）30)。この権利の意味と範囲、そしてこれが死者の取扱いという
問題にどう適用されるかについては、拉致による行方不明者の扱いが条約第 5 条違反だと
する米州人権裁判所が示した以下の見解を参照する必要がある 31)。  

 被害者が行方不明になり所在がわからないことにより親族に引き起こされた苦悩と
不安は精神的苦痛に相当する。  

 それは家族に自分の愛する人の遺体がどこにあるか知る権利を付与する。したがっ
て、当然、国家は遺族の権利に応えるため利用可能なあらゆる手段を尽すべきこと
を意味する。  

 それゆえ、行方不明者がどうなったかについての事実を隠し続けることは、その近
親者に対する非人道的な扱いである。真実を知る権利は、国際人権法で十分確立さ
れた権利であり、本裁判所の先例でも述べられているように、被害者に何が起こっ
た、そして可能なら、遺体がどこにあるか、を知ることは被害者の親族の権利であ
り、賠償を求める原因となり得る。そして当然ながら国は親族と社会全体の要求に
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応える必要がある。  

 行方不明者の遺体を発見することは遺族が死者を弔い適切に埋葬するために必要だ
から、その所在を知りたいということは遺族の正当な権利である。  

同様のケースでの裁判所の判断は：  

------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 

「・・・所在の形跡をことごとく消し去るためにニコラス・ブレイク氏の遺体を焼却した
ことはグアテマラ社会で何世代にもわたって引き継がれてきた文化を踏みにじる行為であ
り、そのような行為を命じたグアテマラ陸軍およびその命令を実行した市民警察の行為は
遺族の精神的苦痛を増加させたものである 32)。」  

------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 

上記の見解ならびに、拉致による行方不明者の扱いが米州人権条約第 5 条違反とする見
解を合わせると、政府が遺体を回収し身元確認しなかったり、まとめて集団墓地に埋葬し
たりして遺体の身元確認を困難または不可能にしたりする行為は、自然災害での死亡者を
国家の怠慢・不作為による行方不明者にし、その遺族に物質的、道徳的な害をもたらす結
果となる。言い換えれば、政府が家族の愛する人の運命と所在を知る権利を否定すること
を意味する。これは米州人権裁判所の判決が明言する「事実を知る権利」の否定に他なら
ない。したがって、自然災害の防止に政府の過失があったか否かとは無関係に、全ての行
方不明者の生死を確認するため政府はあらゆる手段を行使する義務を負う。もし政府がこ
れらの活動を怠ったら、疑いなく、被害者の家族の苦悩、葛藤をもたらすのみならず最終
的には彼らの人格を否定することになりかねない。  

 

その他の権利侵害 
遺体の埋葬に関しては、本マニュアルの第 2 章で概説したように政府は行動しなければ

ならない。自然災害によって多くの死亡があった際には、各遺体についてどこで発見され
たかについて明確に記録し、証拠リストに含め、それぞれの個体性を保った状態で共同墓
地に埋葬しなければならない。多数の遺体をまとめて集団墓地に埋葬することは、宗教や
文化的信念を侵害するのみならず、後日の遺体の身元確認を不可能にし、米州人権条約第
12 条に規定される良心や宗教の自由のような保護される権利を侵害する危険性がある。ブ
レイク氏のケースで米州人権裁判所が示した意見は、死者を尊重する文化を維持すること
の必要性を認識したのみならず、それに違反することは家族の苦しみを強めてしまうこと
を認めた点で重要である。  

それゆえ、被害者の親族は、もし自分たちのこれらの権利が侵害されたと思ったら米州
人権条約第 5 条（個人の尊厳）、第 12 条（良心及び宗教の自由）、第 1 条 1 項（認められた
権利と自由を尊重する国家の義務）違反を理由とする嘆願書を提出することができる 33)。 
米州人権条約によって保護される人権侵害の可能性について考慮すべきもう一つの側面

は、大災害後に政府が宣言する、いわゆる「非常事態」の扱いである。非常事態宣言がど
のような効力を持つかは、対象地域の憲法または特別法のいずれかに規定されていること
が普通だが、大抵は、大災害、武力紛争その他公共に重大な危機がある場合は人権の一部
又は全部を停止することができる、というものである。米州人権裁判所は米州人権条約第
27 条を起草するときに米州人権委員会とともに徹底的にこの問題をレビューし、その結果
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この条文には、たとえ非常事態といえども決して停止してはならない権利が具体的に記載
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民的政治的権利に関する国際規約、第 27 条）や先住民族の宗教、文化そして言語の保護を
目的とする「独自の文化的な生活を持っている先住民の権利を保障する原住民及び部族に
関する国際労働機関（ILO）合意第 169 号」などがある。  

信教の自由の権利はまた、いくつかの国際条約や宣言でも認識されている（例として、
米州人権条約第 12 条、経済的・社会的及び文化的権利に関する国際規約第 13 条、市民的
及び政治的権利に関する国際規約第 18 条）。これらの権利があえて重視された背景には、
本マニュアル第 4 章で述べられているような不当な状況における、遺体の火葬、集団墓地
への埋葬、遺体の燻蒸などの慣行が影響したように思われる（訳注：原文の第 2 章は第 4

章の誤植と思われる）。  
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6.5 まとめ 
米州地域の各国は、遺体の身元確認と取扱いに関する規則を制定するだけでなく、災害

における行方不明者の法的扱いを解決するための責任は果たしてきた。しかしながら、多
数の死者が出る大災害時にどのような例外や特別法を認めるかについての明確な基準は有
していない。  

したがって、多数の死者が発生する自然災害が発生した場合、各国の国内法に従った手
続きを踏まざるを得えない。即ち、遺体の回収、身元確認情報の確保、遺体を個別に埋葬
し、そして将来の身元確認を可能にする証拠リストを確保すること等である。  

多数の遺体が発生した場合でも各国政府が、本マニュアル第 1 章と第 2 章で説明した手
続きを確実に遵守することはきわめて困難が伴うが、それができなければ犠牲者と遺族よ
り政府は法的責任追及を受ける恐れがある。  

遺体の身元確認を求める家族、関係者の権利は、各国の国内法と各種の国際条約や宣言
により保護されている。これらの権利はまた、国内法と批准された国際条約で保護されて
いる人権の類推解釈からも生じる。  

したがって政府は、遺体を確実に身元確認することこそ、あらゆる不正行為を排除し、
死亡を確認する唯一の方法であり、また、それこそが家族の苦悩と痛みに終止符を打つ唯
一の方法であることを理解すべきである。それゆえ政府は本マニュアルの第 2 章で述べた
諸原則を技術的または実施上の指針として、できれば法的強制力をもって実行し、また遺
体の取扱いに従事する救急隊員に対して遺体が伝染病の原因にならないことを徹底させる
義務を負う。これらのことを遵守することが犠牲者の家族に回復不能の損害を与えたり、
損害賠償の法的責任を求めて国が訴えられるといった事態を防ぐことにもつながる。  

また災害時に、他国からの援助が効率的かつ効果的に行なわれるための基盤整備も必要
である。そうした基盤が整備されていれば、災害発生時にも他国からの遺体の身元確認専
門家チームを被災国に迅速に派遣することができる。そうした基盤整備、既存の国際協定
の枠組みの中で実行することも可能だし、そのために特別協定を作成したり、国際刑事警
察機構が提案する既存システムを利用することでも可能である。  
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6.6 災害時における遺体管理に関する模範法 
 
第 1 条 

政府は、立法府を通じて、災害により発生した遺体もしくはその部分の発見、適切な回
収、身元確認そして処理を行う義務を負う。災害犠牲者の遺体を身元確認してもらうこと
は遺族もしくはその遺体を身元確認してもらうことについて正当な利益を有する者、そし
て被災地域住民全体の権利である。  

 
第２条 
［職務分担］ 緊急対策委員会はその機能の 1 つとして災害時の遺体の扱いを担当する。

会議を構成する省庁は、検察庁、内務省その他政府の定める省庁である。この会議の指揮
下、省庁間にまたがる合同チームにより遺体の発見、回収、身元確認そして最終的な処理
を行う。生き残った遺族の支援もこのチームの業務である。 
 
第３条 
［遺体取扱いチーム］ 担当省庁は災害時に多数発生する遺体を取り扱うチームを編成す

る。チームは事前に十分な訓練を受け、予め想定される災害に対する予行演習を受けてい
る者で構成することが望ましい。チームには遺体を回収し、移動し、死因を特定し、個人
を身元確認し、記録を作成し、最終処理を適切に実施するために必要な道具や器材を配備
すべきである。 
 
第４条 
［遺体の移動］ 発見された遺体を移動する前に、遺体が発見された周辺に残された証拠

等をできるだけ保存すべきである。そうすることによって死因の特定や遺体の身元確認が
容易になる。遺体取扱いに従事する専門家は、担当者の氏名、日時そして遺体の状況、性、
人種（推定できれば）、推定年齢、着衣の状況、遺体から発見された文書や私物、外傷の
有無、そして発見された場所を正確に記録し、責任者の署名を残すこと。 
 
第 5 条 
［遺体の包装］ 規則により遺体はビニルバッグかもしくは布等で包む。袋には必ずその

遺体に関する文書を添付する。 
 
第６条 
［遺体およびその一部の仮安置所もしくは仮置場への移動］ 規則により遺体はすみやか

に仮安置所もしくは定められた仮置場に移動させ、家族との面会ならびに検死が受けられ
るようにする。 
 
第７条 
［遺体の身元確認］ 遺体の身元確認に従事する専門家は、遺体を災害地から移動する時

に回収にあたった担当者が作成した記録をチェックし認証した結果を検死記録に記載する。
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遺体は、少なくとも、性、年齢、皮膚の色、身長によって分類し、家族や知人が見分けや
すくするよう配慮する。 
 
第８条 
［不明遺体］ 身元確認できなかった遺体は、DNA 鑑定のために必要なサンプルと規則

が定める他のデータを収集し記録することが必要になる。 
 
第９条 
［遺体の最終処理］ 不明遺体は、規則に従い、一人一人が区別できるように埋葬する。

どの遺体をどこに埋めたのか記録と照合できるように埋めた場所には目印を立てる（証拠
リストの保存）。 
 
第10条 
［埋葬］ 遺体はいかなる時も敬意と尊厳をもって扱い、埋葬は災害地の宗教上の慣習や

文化的な儀式に則って執り行うこと。多数の遺体を無差別に埋葬する集団墓地は禁止であ
る。そのような埋葬は個人の尊厳を守ったものとはいえず、また身元確認のファイルが無
いような場合には、将来発掘することを余儀なくされる原因にもなる。 
 
第11条 
［火葬］ 不明遺体の火葬を禁止する。火葬しないまま放置すると危険であることが科学

的に確かなら、法医学的処理を施した上で火葬することはやむを得ない。その場合も証拠
リストを保存するため、火葬後に埋葬された場所は明確な印をつける。 
 
第12条 
［協力］ 政府は災害時に自国だけの体制では不十分になる場合に備えて他国政府と災害

時の遺体の移動や身元確認等の活動のために援助協定を結んでおくべきである。 
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後注 
* アルゼンチン、弁護士。法律問題に関する汎米保健機構（PAHO）の外部顧問。  

1) 死によって、人はもはや、法律上の権利主体ではなくなり、遺体は一般に「物体」と
みなされる。しかし、遺体は所有や財産権に関する一般法には従わず、まさにその理
由により遺体は法律用語上の「物体」ではないから、このような分類は不適切ともい
える。このように遺体の法律上の地位が不確定であるため、しばしば法律上の有効な
保護が受けられないということになる。それゆえこの章で追って議論されるように、
遺体は社会規範による保護の対象とされてきた。  

2) 米州地域の全ての国は死亡診断書の発行と死亡登録に関する詳細な法律を有している。
例えば、1981 年 5 月 12 日公示のニカラグア政令第 722 号、ブラジル公衆登録法第
6.015/73 号、1931 年公示のプエルトリコ人口統計登録法第 24 号。  

3) この問題に対処する様々な法規がある。健康法または規則（例えば、1997 年公示のペ
ルー一般健康法第 26.842 号）、法医学または犯罪医学の部門の組織規則、遺体安置所
の運営を規制する指示、刑事手続法（例えば、コロンビアの 2000 年公示の法律第 600

号第 290 条、291 条）、法医学団体の規則（例えば、ベネズエラの法医学教育法）。  

4) 例えば、パラグアイ刑事手続法第 177 条、チリ刑事手続法第 85～90 条、ペルー刑事手
続法第 239 条。  

5) 例として以下が挙げられる。1973 年 5 月 18 日公示コスタリカの政令第 22.183-S 号、
1984 年 12 月 28 日公示ニカラグア政令第 1.537 号、1996 年 1 月 10 日公示グアテマラ
の政府決議第 5 号、1994 年 10 月 12 日公示ペルー最高政令第 03-94-SA 号、1986 年 1

月 3 日公示パラグアイ決議第 27 号、1984 年 12 月 28 日公示メキシコ連邦地域共同墓
地規則）、バハマ保健サービス法第 215 章、ベリーズ公衆衛生法及び改正法（1965）の
1962 年改正 SL の第Ⅲ節の第 31 章。  

6) 1973 年 5 月 14 日公示のブエノスアイレス市条例第 27.590 号。  

7) 例えば、ペルーの一般健康法の 1997 年公示第 26.842 号第 112 条、その他脚注 5 で述
べた法律。  

8) 例えば、アルゼンチン民法第 110～125 条、ボリビア民法第 39～51 条、ブラジル民法
第 6～10 条、パラグアイ民法第 63～72 条、チリ民法第 80～94 条。  

9) 一般に、死亡と推定された人が再び現れた場合、彼または彼女の婚姻は法的になおも
有効であるとみなされる。ただし、生き残った配偶者が再婚していた場合は後の婚姻
は無効にはならない。そのような場合、生存が判明した人は、発見された状態でなお
存在する財産の返還を求めたり、行方不明中に失われた財産の補償を元配偶者に対し
て要求する権利をもつ。  

10) Helping Handbook の原文は www/mofo.com/about/pbhandbook/handbook/about.htm.で見
ることができる。  

11) たとえばプエルトリコの刑法は「死者とその家族の尊厳を損なう罪」の章の中で「遺
体、遺灰、墓を辱める行為（140条）もしくは葬儀を妨害する行為（141条）」を処罰
対象としている。ベネズエラ刑法も「崇拝の自由を侵す罪（171～173条）」として同
様の犯罪を規定する。ニカラグア刑法第5章もまた遺体や墓を辱める行為を「市民権
利の侵害」の罪とする。ウルグアイ刑法も「崇拝の自由を侵す罪（307、308条）」の
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中で遺体、遺灰、墓そして骨つぼを侮辱する行為の他、遺体を窃盗する罪を定める。
メキシコの諸州の刑法は墓を辱める行為に加えて遺体愛好症の変態行為も処罰対象
として列挙している（例：アグアスカリエンテス及びバハカリフォルニア州）。 

12) たとえば、アルゼンチの法24.193号（1993年）第25条、ウルグアイの法14.005、第8

条 
13) これらの権利は、ボリビア憲法第12条、チリ憲法第1条、エクアドル憲法第23条、ペ

ルー憲法第2条、ニカラグア憲法第36条、パラグアイ憲法第4条、ドミニカ共和国憲法
第8条、ヴェネズエラ憲法第46条等に規定されているが、いずれも人身保護と生存権
は同一ではない、という趣旨が暗黙の了解であり、人身保護は生存権ではなく「不当
に危害を加えられない」という権利として理解されている。たとえばコロンビア憲法
は人身保護は明文には規定されていないが、判例（T-584/98）により「生存する権利
は当然、健康を享受する権利や身体や精神が保護される権利も含む」と解釈されてい
る。 

14) 良心と宗教の自由は、ボリビア憲法第3条、チリ憲法第19条、コロンビア憲法第18及
び19条、エクアドル憲法第23条、ペルー憲法第2条、そしてヴェネズエラ憲法第59及
び61条に規定されている。 

15) 先住民の村や集落の保護はPAHOの各加盟国が特別法で規定している。 
16) 2003年1月17日付けEl Expreso,La República,Ojo,Liberación,Pura Verdad y la Razón紙、

2002年1月18日付けDiario La Razón紙の報道による。 
17) 国内難民の扱いに関する基本方針。国連人権高等弁務官室。 

DocumentE/CN.4/1998/53/Add.2．1998年2月11日付け。本文は以下参照。 
www.unhcr.ch/html/menu2/7/b/principles.htm 

18) 国内難民の扱いに関する基本方針、原則16。  

19) 「誠意を持って」とは、国際条約に基づき課せられた義務を真摯に受けとめ遵守する
ことを確保する法及び倫理原則。この原則は、国と国との関係において欺瞞的行為、
見せかけの行為を排除し、約束が確実に履行されるようにすることを目的とする。多
国間条約に自発的に加入した国の当然の義務とされる（国連憲章第2条第2節、ウィー
ン条約第26条）。 

20) インターポールの加盟国一覧とその概要はwww.interpol.intに掲載されている。 
21) 災害犠牲者身元確認ガイドの全文は以下のサイト参照。 

www.interpol.int/Public/ DisasterVictim/Guide/Default.asp. 

22) 決議AGN/65.RES.13. 

23) ジュネーブ条約の全文は国際赤十字委員会（ICRC）サイト参照：ww.icrc.org. 

24) これらの原則はジュネーブ条約の以下の部分より要約した。 
条約(I)戦場における傷病者の状態の軽減（1949年8月12日ジュネーブ、15～17条） 
条約(II)海上における傷病者及び難破者の状態の軽減（1949年8月12日ジュネーブ、18

～21条） 
条約(III)戦争捕虜の扱い（1949年8月12日ジュネーブ、120～121条） 
条約(IV)戦時における民間人の保護（1949年8月12日ジュネーブ、129～131条） 
議定書(I)国際間の武力紛争における犠牲者の保護に関するジュネーブ条約追加事項
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メキシコの諸州の刑法は墓を辱める行為に加えて遺体愛好症の変態行為も処罰対象
として列挙している（例：アグアスカリエンテス及びバハカリフォルニア州）。 

12) たとえば、アルゼンチの法24.193号（1993年）第25条、ウルグアイの法14.005、第8

条 
13) これらの権利は、ボリビア憲法第12条、チリ憲法第1条、エクアドル憲法第23条、ペ

ルー憲法第2条、ニカラグア憲法第36条、パラグアイ憲法第4条、ドミニカ共和国憲法
第8条、ヴェネズエラ憲法第46条等に規定されているが、いずれも人身保護と生存権
は同一ではない、という趣旨が暗黙の了解であり、人身保護は生存権ではなく「不当
に危害を加えられない」という権利として理解されている。たとえばコロンビア憲法
は人身保護は明文には規定されていないが、判例（T-584/98）により「生存する権利
は当然、健康を享受する権利や身体や精神が保護される権利も含む」と解釈されてい
る。 

14) 良心と宗教の自由は、ボリビア憲法第3条、チリ憲法第19条、コロンビア憲法第18及
び19条、エクアドル憲法第23条、ペルー憲法第2条、そしてヴェネズエラ憲法第59及
び61条に規定されている。 

15) 先住民の村や集落の保護はPAHOの各加盟国が特別法で規定している。 
16) 2003年1月17日付けEl Expreso,La República,Ojo,Liberación,Pura Verdad y la Razón紙、

2002年1月18日付けDiario La Razón紙の報道による。 
17) 国内難民の扱いに関する基本方針。国連人権高等弁務官室。 

DocumentE/CN.4/1998/53/Add.2．1998年2月11日付け。本文は以下参照。 
www.unhcr.ch/html/menu2/7/b/principles.htm 

18) 国内難民の扱いに関する基本方針、原則16。  

19) 「誠意を持って」とは、国際条約に基づき課せられた義務を真摯に受けとめ遵守する
ことを確保する法及び倫理原則。この原則は、国と国との関係において欺瞞的行為、
見せかけの行為を排除し、約束が確実に履行されるようにすることを目的とする。多
国間条約に自発的に加入した国の当然の義務とされる（国連憲章第2条第2節、ウィー
ン条約第26条）。 

20) インターポールの加盟国一覧とその概要はwww.interpol.intに掲載されている。 
21) 災害犠牲者身元確認ガイドの全文は以下のサイト参照。 

www.interpol.int/Public/ DisasterVictim/Guide/Default.asp. 

22) 決議AGN/65.RES.13. 

23) ジュネーブ条約の全文は国際赤十字委員会（ICRC）サイト参照：ww.icrc.org. 

24) これらの原則はジュネーブ条約の以下の部分より要約した。 
条約(I)戦場における傷病者の状態の軽減（1949年8月12日ジュネーブ、15～17条） 
条約(II)海上における傷病者及び難破者の状態の軽減（1949年8月12日ジュネーブ、18

～21条） 
条約(III)戦争捕虜の扱い（1949年8月12日ジュネーブ、120～121条） 
条約(IV)戦時における民間人の保護（1949年8月12日ジュネーブ、129～131条） 
議定書(I)国際間の武力紛争における犠牲者の保護に関するジュネーブ条約追加事項
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（1977年6月8日32～34条） 
議定書(II)非国際間の武力紛争における犠牲者の保護に関するジュネーブ条約追加事

項（1977年6月8日8条） 
25) 地域レベルでの国際人道法について詳しくは国際赤十字のサイト参照： 

www.icrc.org/ihl-nat 

26) 実際には国際的な航空機事故の場合、遺体を取り扱うチームがすみやかに事故現場に
派遣される。そうした活動は事故発生国の政府と密接な協力の下に行なわれる。 

27) ICAOは1944年12月7日シカゴにおいて締結された国際民間航空条約に基づき創設さ
れた。くわしい情報はwww.icao.int参照。 

28) ICAO条約の付章13は何度も改定されてきた。2001年2月26日の第10回改正（2001年11

月1日公示）が現在の最新版である。この改正後、章のタイトルは「航空機事故・事
件の調査」と改められた。 

29) 米州人権宣言（1948）、米州人権条約（1969）そして米州機構（OAS）主導で制定さ
れた人権保護を目的とする宣言・条約がいわゆる米州人権保護・救済制度の柱となっ
ている。米州人権条約に規定するような人権侵害を受けたが、自国の法制度に訴えて
も救済されない被害者は米州人権委員会（IACHR）に請願を行うことができる。IACHR

が請願者の言い分を認めたら、米州人権条約第50条に基づき報告書を作成し、その報
告書を公表したり、当該国政府がIACHRの判断を受け入れた場合は米州人権裁判所に
報告書を送付して審理を求めることができる。この人権救済措置は米州機構の加盟国
であれば米州人権条約を批准していない国に対しても行うことができる。なぜなら
IACHRは米州機構憲章に基づく常設機関であり、その権限は1948年に世界初の人権宣
言（同年の国連による世界人権宣言よりも前に出された世界初の人権宣言）として出
された米州人権宣言の基本原理に基づき全加盟国に及ぶからである。 

30) 条約の全テキストは以下のサイトで閲覧できる：www.cidh.org/Basicos/basic3.htm 

31) Trujillo-Oroza 事件、"賠償、2002 年 2 月 27 日の判定"、88 段落、113、114、および 115。
類似の状況は Caracazo 事件でも示されている、"賠償、2002 年 8 月 29 日、事例集 C

の 95 番、パラグラフ 121 から 125。" アメリカ人権裁判所のウェブサイトで結論の
全文書を参照できる：www.corteidh.or.cr 

32) Blake 事件、「賠償」判決 1999 年 1 月 22 日、事例集 C、第 48 号、パラグラフ 115。  

33) 米州人権委員会（IACHR）に請願を行うことができるのは、米州人権宣言や人権条約
に規定する人権侵害を受けた時だけでなく、条約締約国政府が自国の法律を遵守しな
い場合も可能である（米州人権条約第 25 条）。  

34) 市民的政治的権利に関する国際規約の全文は以下で閲覧できる：  

www.ohchr.org/english/law/ccpr.htm 

人権委員会は「市民的及び政治的権利に関する国際規約」の遵守を監督する団体。締
約国ならびに規約や規約の選択議定書の批准国に対する監督は、国家通報制度ならび
に個人通報制度を介して行われる。個人通報制度とは、保護されるべき権利が侵害さ
れた人が委員会に直接請願することを可能ならしめる制度。申立てが認容されると委
員会はそれを検査し結論を公表する（選択議定書第 5 条）。委員会の結論は法的拘束
力こそ無いが、関係国に対して道義的影響を与える。  
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35) ミネソタ大学人権図書館のウェブサイトで全文を閲覧できる：
www1.umn.edu/humanrts/index.html 

米州人権条約は個性を保護される権利を明示的には認めてはいない。しかし、個人の
尊厳（第 3 条）、人身保護（第 5 条）と家族の保護（第 17 条）といった権利をベース
に発達する可能性がある。  
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35) ミネソタ大学人権図書館のウェブサイトで全文を閲覧できる：
www1.umn.edu/humanrts/index.html 

米州人権条約は個性を保護される権利を明示的には認めてはいない。しかし、個人の
尊厳（第 3 条）、人身保護（第 5 条）と家族の保護（第 17 条）といった権利をベース
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第 7 章 事例検討 
 

7.1 災害時における遺体管理に関するペルーの経験： 
2001 年のメサレドンダ火災 

 

Judith Maguiña Romero* 

 

7.1.1 はじめに 
 メサレドンダの大火災は、2002 年新年のちょうど 2 日前の 12 月 29 日午後 7 時 15 分に
発生した。それは、新年祭に向けた買物客で混雑するリマの中心部にあるメサレドンダ商
店街で発生した。この街の通りは極めて狭く、英国植民地時代の建築物があり、商店とギ
ャラリーは店先で商品を陳列する合法、違法な店主で占められていた。雑貨が歩道や通り
の 3 分の 2 を占拠し、歩行者や車の進行を妨げ、さらに新年を祝うためにかかせない花火
を売る露天商（子どもを含む）が加わっていた。  

 この巨大な商業センターは、低所得者でも手が届く価格で商品が手に入ることから盛況
であり、常に多くの人々で賑わい、休日はさらに人が増え、人と車が葬列の様な混み具合
を呈していた。  

 報道では、内務省は 1,100 トンの火薬の関与を公式に認めており、およそその半分が、
惨事の発生した家屋やビル内に不法に持ち込まれており、残り半分が路上で販売されてい
たとされている。  

 火災は当初、客が「チョコレート（50 ㎝大で、小型爆弾のように空中で爆発し、閃光と
火花を放つ 4 つの球体を有する。）」と呼ばれる花火のデモを要求したところから始まっ
たとされている。このうちの 1 つが数トンの花火（クラッカー、ロケット等）を蓄えた建
物の屋根に落下し、花火を誘爆させた。火災は急速に拡大し、手がつけられなくなった。
その巨大な火の玉は、買い物客や店主で混雑した通りを駆け抜け、甚大な物的被害と人命
を奪った。  

 調査報告によると、この巨大な火の玉は、800 度を超える熱を発したとされている。火
はそこかしこの建物の屋根から入り込み、14 台の車（タクシー）が爆発、炎上し、乗客の
命を奪った。  

 火災の中央には地上から僅か 3m の高さに 10,000 ボルト規模の変電設備があったことか
ら、周辺住民の命が失われることになった。  

 約 4,000 人の買い物客と店主が火災の発生した場所にいたとされている。  

 火災の発生直後の 10 分間で犠牲者の約 20%が死亡したと試算されている。通りは多く
の商品、遺体、見物人、略奪者と車で溢れ、消防は火災地域に立ち入ることができず、消
火は困難であった。  

 群衆の反応を見通すことも重要である。多くの店主は、彼らの命を守るためにその場所
を離れることよりも、そこに留まって商品を守ることを選択した。  

 結果として、最終的に鎮火するまで 5 時間を要した。  

 この猛火の被害規模としては、277 の遺体、117 の身体各部、重症熱傷 200 人、行方不明
320 人と報告されている。また、多大な物的被害が生じ、多くの者が家や家族を失った。  

139

第 7 章　事例検討

155155



 

140 
 

7.1.2 検察庁の対応 
この惨事に先立ち、同地域における火災の懸念が示唆されていた。火災が発生するまで

の数ヶ月間、犯罪検察官は、花火製品の違法マーケットによる惨事を未然に防ぐため、別
の地域、主としてリマ中央において捜査を進めていた。大量の花火が押収されたが、対応
は不十分であり、当局の対応の結果、店主は商品の一部を隣接する建物に隠した。  

 火災発生の際、ペルー司法長官はその責任を認めるとともに、以下のように述べた。  

 刑事当局は、当該事件の責任を明確にするために調査を実施する。  

 法医学研究所は、不明者を家族の元に返せるよう身元確認を進める。  

ペルー刑事訴追法 第 239 号に従い、  

 疑わしい環境下で死亡が生じた場合は、遺体をその場所から動かすことができる。  

 遺体の移動は、検死官の助言の下に、調査を担当する検察官と治安判事あるいは警
察官の代理人によってなされることが推奨される。  

メサレドンダ火災において、遺体の移動はペルー国家警察の犯罪部門の責任において実
施された。  

 

7.1.3 ペルー法医学研究所の対応 
火災がペルー自衛消防団によって鎮火された後、現場検証が実施され、瓦礫も撤去され

た。検察庁の当直職員によって、遺体の回収と司法解剖に向けたリマ中央遺体安置所への
移送が手配された。  

 

法医学的検査の実施 （リマ中央遺体安置所） 
新たなリマ中央遺体安置所は、リマ中心に位置し、サンマルコス国立大学医学部に隣接

している。同安置所は 1,318 ㎡の広さで、4 階建ての近代建築物、最新の犯罪科学検査装
置、海外で訓練を受けた犯罪科学の専門家、関係する公的研究所を結ぶコンピューターネ
ットワーク、犯罪科学調査に必要な全てのサービス、1 日で 25 の遺体を受け入れることが
できるという特徴を有する。ラテンアメリカを代表する遺体安置所の 1 つである。  

 剖検の目的は、  

 個々の死亡の原因を明らかにする。  

 死亡時の様子を明らかにする。  

 死亡時刻を明らかにする。  

 死者の身元を確認する。  

 最終処分（訳注：埋葬）のために遺体と人的遺物を整える。  

メサレドンダ火災から持ち込まれた遺体に関しては、最初の 3 つの目的を明らかにする
ことは容易であった。なぜなら、重症熱傷、炭化、あるいは一部の事例では、窒息した遺
体が運ばれている間は、死亡の原因、死亡時の様子、死亡時刻を迅速に明らかにできた。
最も深刻な問題は、火災の犠牲者の身元確認と多数の人的遺物の埋葬であった。  

 

7.1.4 公安省の対応 
各省庁の対応 
 以下と連携を行う。  
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 検察庁の当直職員（28 のリマ州の地方検察庁）、事例の調査担当係官、および法医
学者（中央遺体安置所）  

 保健省 Dr. Luis Solai de la Puente は、物資と人的資源等の提供を実施した。  

 国立サンマルコス大学サンフェルナンド医学部の学長は、多数の遺体を安置するた
めに、隣接する中央遺体安置所に施設を提供した。犠牲者の家族に付き添い、身内
の消息を伝え、犠牲者の確認、身元確認作業を実施した。  

 ペルー国家警察 刑事部 殺人課  

 身元確認と身分に関する国家登録（全国身分登録）は、指紋を付した市民登録ファ
イルを提供した。  

 国家登録は社会福祉局と協力して犠牲者の葬式（墓地）を提供した。  

 女性・社会開発省は、棺を提供した。  

 

検察と法医学の対応 
 これら当局は、責任を持って、遺体の回収、剖検、身元確認のための作業チームを設置
し、各作業領域に専門家を指名した。  

 各剖検台に 1 人の法医学の専門家が割り当てられた。作業チームは、剖検、身元確認、
家族への遺体の返還という過程を加速させるため、休みなしで 14 時間から 16 時間シフト
で 1 週間作業をしなければならなかった。  

 

物的環境への適応 
 リマ中央遺体安置所は、法医学的検査に必須の機能を備えているだけではなく、遺

体の収容、保管、初期の安置の場所としてふさわしかった。  

 地下に検死台が 1 台増え、同時に検査できる 11 台の検死台が用意された。  

 リマ中央遺体安置所の能力の 1000％を超える需要があったことから、作業はリマ中
央遺体安置所に隣接する国立サンマルコス大学医学部の支援を受けた。内部連絡通
路が、遺体と職員のための通路として使われた。遺体安置所と医学部は、1 つの作
業ユニットとして機能した。すなわち、  

・ 遺体の収容・登録と安置という 2 つの場所  

・ 身元不明の遺体（炭化したもの）を収容する場所  

・ 肉眼で身元確認できる証拠、すなわち個人の装飾品、目印、および身分証明書を
有する遺体を安置する場所  

・ 家族、友人その他によって遺体を確認できる場所  

・ 家族に付き添い、生前ファイルを作成する場所  

 

惨事の場所の調査；遺骸の回収 
 火災が鎮火して数時間後、人的遺物の回収のため、中央遺体安置所と検察庁からの職員
が火災現場に到着した。火災の現場は職員にとって極めて重大なリスクを伴うことから、
この過程は、早くても翌日の朝まで延期せざるを得なかった。建物は、火災と放水により
不安定となっており、停電していた。  

遺体の回収に際しては法医学研究所が支援したが、大半の作業は国家警察が実施した。 

141

第 7 章　事例検討

157157



 

142 
 

 

 

 

 

 

 

 

災害区域から運び出された遺体、人的遺物に関して、394 の検死の要求があり、遺体安
置所として通常業務としての 16 遺体が加わったことで、遺体安置所の対応能力を遥かに超
えることとなった。追加措置として、火災の検死のための遺体を中央（遺体安置所）では
なく、カラオ州遺体安置所に運ぶことが合意された。  

カラオ遺体安置所における遺体の登録は、中央遺体安置所における番号に続けて受理さ
れ、剖検番号 4.300-2001 から開始された。  

 

証拠の記録 
写真は、最も重要な外見上の特徴を記録できることから、衣類や個人の持ち物と同様に

剖検を行う前に撮影された。  

 

司法解剖 
刑事訴追法を遵守し、検察官の立ち会いのもと、受理した全ての遺体のみならず人的遺

物についても剖検が実施された。  

 

生体試料（サンプル）の収集 
（法医学的）検査を補うためのサンプルの収集は、身元確認の観点から必要とされる。

すなわち、  

 歯科、人類学、組織学、生物学、放射線学的検査のためのサンプル  

 DNA 鑑定用としての長幹骨（大腿骨）のサンプル  

 

生前ファイルの作成 
故人の家族と友人から、犠牲者の身元確認に役立つ、病理、外科的処置、切断術、その

他奇形、身体的特徴に関する情報を聞き出す。  

 

納棺と遺体の公開 
一旦、剖検とこれを補う検査が完了したところで、故人の遺体は家族および友人による

目視による確認に回され、納棺の準備を行い、部屋で公開される。  

 

身元不明遺体の保存 
身元不明の遺体は冷蔵庫（同時に 18 体を収容できた）で、暑さや時間経過による損壊を

遅らせるためにドライアイスとともに保存する。  

 

メサレドンダ火災
犠牲者

通常搬入 合計

遺体 277 16 293

遺体の一部 117 - 117

総剖検数 394 16 410

表7.1.　中央遺体安置所
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確認遺体の引き渡し 
身元確認できた遺体は、埋葬のために必要となる書類（埋葬許可書、剖検証明書）を添

えて、最終処理のために家族に引き渡す。  

 

死体検案書の発行 
死体検案書は、家族が自治体の住民登録に記録できるよう迅速に発行された。  

 

埋葬許可証 
遺体安置所から EI Angel 墓地への遺体の移送は、検察官の立ち会いの下で行われた。身

元不明の遺体は、”NN”とラベルされ、剖検番号が添えられた。  

 

7.1.5 公安省職員の動員 
検察局 
 司法長官、上級検察官、上級調整検察官、地方検察官、地方検察官補、管理職員、司法
長官秘書、職員助手、運転手  

合計：149 名  

 

法医学 
部長 3 名、法医学者 12 名、病理学者 2 名、歯学者 1 名、人類学者 1 名、薬剤師 4 名、剖

検助手 11 名、放射線技師 1 名、検査技師 4 名、事務官 13 名、運転手 2 名、清掃職員 7 名、
保安職員 7 名  

 

7.1.6 成果 
 損傷のない 277 の遺体に対して剖検が行われた。当初の 3 日間で 82％の剖検が実施され
た。剖検は、遺体が腐敗する前に家族が目視で、確実な証拠を残すことが可能であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 職員は熟練度と専門能力を発揮し、剖検と科学捜査の後、31 パーセントの無損傷の遺体
全ての鑑定に成功した。  

 

  

１日あたりの

剖検数（％）

2001年12月30日 60 22 22

2001年12月31日 70 25 47

2002年1月1日 97 35 82

2002年1月2日 50 18 100

合計 277

日　時 数 累積（%）
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法医学分野以外の専門家や行政官が、家族に対して直接に対応し、注意を向けることが
できたため、家族の反対もなく剖検ができた。  

リマ遺体安置所のチーム（任務に指名された検察官、科学捜査の専門家および行政分野
の職）は、健康に問題があったとしても、団結心を示し、リマ遺体安置所や犠牲者と一体
になって対応した。  

 保健省は法医学研究所を、人的資源、ロジスティクス、食料、倫理的な面から支援する。  

 家族が遺体の身元確認をしやすいようにフローチャートを作り、遺体の情報を待つ間、
家族の苦痛の除去に努めた。  

 

7.1.7 課題 
今回の事態が発生した際に、公安省（検察官庁、法医学研究所）は非常事態および災害

に対する計画を持っていなかった。公安省は次のような典型的決まり事を行うこととなり、
遺体の身元確認の完了が遅れることになった。  

さらに、災害時における大量の死者の管理に関する当局の知識の欠如は、遺体の回収、
遺体安置所における遺体の取扱い、搬入された遺体の登録と移送という専門的な作業の
様々な段階で無秩序と混乱を招いた。  

遺体安置所に遺体を搬入する手順は、不適切であった。  

 遺体安置所に遺体を受け入れる際の手続書に、家族についての情報が欠落していた。 

 遺体は黒いプラスチックバッグに入れて移送され、封をされた。バッグには接着剤
がついた白い認識票が貼り付けられ、認識票の上にはインクで処理番号が書かれた。
この認識票は、消火用の水や体液に接触すると、剥げ落ちた。  

剖検数 277 100.0%

　剖検後の確認 88 31.8%

　DNA確認 52 18.8%

　確認できず 137 49.4%

部分的剖検数 117 100.0%

　確認できず 117 100.0%

身元確認
51%

身元不明
49%
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 火災の中心からどのくらい離れて遺体が見つかったか、その場所を記したものは遺
体安置所に搬入された遺体にはなかった。もし、そういった情報があれば、遺体の
身元確認に大いに役立ったはずである。  

 事件現場での証拠保存に関する情報は記録されなかった。  

 リマの遺体安置所は、剖検と保存のために災害地から運ばれて来る多数の遺体を保
管したり、遺体の身元確認に必要な諸検査を実施するために遺体から得られたサン
プルを処理し保管するのに、十分な設備がなかった。  

 

 遺体が遺体安置所に運ばれた時、以下の二つのグループに分類する優先順位付が行われ
なかった。  

 顔の特徴が保持されていたため、そのまま識別できる。  

 火災によって身体的特徴が、変質（黒焦げ）することで識別できない。  

 この優先順位付が行われていたら、前者のグループの遺体をまず剖検することによって、 

剖検の優先順位付が出来たであろう。そうすれば、もっと多くの遺体の身元確認を速やか 

に行えただろう。というのは、目立った特徴が残っているケースでは、家族の目視による 

身元確認の方がもっと簡単だったはずだからである。  

 遺体安置所で遺体を受け取った際に、写真を撮らなかった。特に、熱傷に比べて窒息に
よる死亡は、目視による身元確認が可能であり、遺体が腐敗する前の身体的特徴を残すこ
とができた。  

 メサレドンダの火災が起きた時、法医学研究所には DNA 鑑定の検査室がなかった。  

 内部規定がないまま、職員が増えたことで、混乱と業務の遅滞をきたした。専門家は最
大 4 回にも及ぶ作業を繰り返した。例えば、一つの遺体の歯科検査を法医学研究所、警察、
保健省、海軍と空軍で行った。  

 剖検台の衛生状態を保ち、事故を未然に防ぐため、繰り返し清掃にあたる職員が不足し
た。  

剖検室に配属された検察官は、長時間勤務、腐敗しつつある遺体や焦げた遺体からの匂
い、あるいは重傷を負った女性や子どもを見た衝撃に対して、肉体的あるいは精神的に充
分な準備が整っていなかった。  

 

7.1.8 事件の影響 
アレジャンドロ・トレド大統領政府は、犠牲者を支援する非常事態布告 141-200（2002

年 1 月 1 日）の中で、政府方針を次のように宣言した。  

 すべての犠牲者の墓地代を負担する。  

 剖検結果が出るまで、身元不明遺体の適切な取扱いを確保する。  

 剖検に要する費用を算定し、保健省に費用負担させる。  

 保健省と公安省に、遺体の身元確認を行う医療チームを設置し、権限を与える。  

 公安省に 40 人の科学捜査専門家と連絡を取ることを許可する。  

 公安省が身元確認情報の必要があるならば、全国身分登録（Registro Nacional de 

Identificacion y Estado Civil、National Registry of Identification and Civil Status. RENIEC）
に照会することを許可する。  
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非常事態布告による予算に基づいて、公安省は次のことを実行した。  

 DNA 調査のために医学研究所内に分子生物・遺伝学研究室を設立し、52 体（当時）
以上の身元を確認することができた。そして、行方不明者の残された家族とともに、
さらに身元が確認できるよう現在も DNA 調査を続けている。  

 さらに多くの科学捜査専門家（医師、歯科医、人類学者、薬学研究者、生化学者）
が法医学研究所に雇用された。  

 非常事態と災害のために、国内の何処にでも迅速に動員できる、科学捜査チームが
設置された。彼らの最初の仕事は 2003 年 1 月 9 日ペルーのチャチャポヤス
Chachapoyas で発生した TANS 航空機墜落事件で、74 パーセントの国民と外国人の
遺体の身元確認を行った。  

 非常事態および災害時に、支援施設、職員と研究室が対応できるように、法医学研
究所を州都に分散、強化する。  

 法医学研究所は、汎米保健機構（PAHO）とアメリカ合衆国国際開発庁海外災害援
助室（OFDA/USAID）によって実施計画されている、非常事態と災害に対するトレ
ーニングプログラムを支援している。  

 司法長官側の努力により、法医学研究所を技術的部局として司法行政の中で強化す
る。  

 

7.1.9 まとめと勧告 
ペルー公安省と PAHO は、2003 年 11 月 18-20 日にセミナーとワークショップ「メサレ

ドンダ火災」を行い、26 の機関が参加した。さらに、前節で述べられたような進歩に加え、
ワークショップでは下記の事項が承認された。  

 

 民間防衛の法律制定に関して、機関間の仕事を調整する。  

 地方、地域、地区の緊急対策委員会に法医学研究所を組み入れる。  

 法医学研究所と検察官事務所で、災害状況の犠牲者の管理について、両機関間で学
際的なトレーニングを実施する。  

 災害現場で統一事件指揮システムが稼働するように促進する。  

 PAHO によって出版された災害時の遺体管理に関するマニュアルを推薦し、普及さ
せる。  

 必要時に派遣できるよう、非常事態と災害を支援する様々な分野の専門家（国内と
国際的な）のリストを作る。   
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7.2 ニカラグアのカシータス火山の土砂災害後の遺体管理： 
ある災害内で発生したもう一つの災害の記録 

 

Zacarías Duarte** 

 

7.2.1 概要 
1998 年 10 月、この国にとって今世紀最も壊滅的なハリケーンとなったハリケーン・ミ

ッチ（Hurricane Mitch）がニカラグア共和国を襲った。この災害で 3,045 人が死亡し、う
ち 2,500 人は国の北西端にあるポソルテガ（Posolteg）で発生したカシータス火山の土砂災
害で亡くなった。火山の土砂災害は、1998 年 10 月 28 日の昼頃に発生した。遺体の管理は、
感染症プログラムに基づいて軍の兵士と保健省の職員から成る混成部隊によって、3 日後
から開始された。  

災害の光景は撮影されていないが、ポソルテガ健康センターの医師によると、遺体はエ
ル・ポルベニールおよびローランド・ロドリゲスのコミュニティを境する低地のいたると
ころに散らばっていた。腐敗した遺体は厚い泥に覆われ、ズボンの断片を身につけていた
者もいたが殆ど全裸だった。これらの遺体の多くは、既に家畜の標的となっていた。そこ
に見られた外傷は、剥離した皮膚、血腫、損傷された四肢に大別される。  

遺体は目印をつけて安置され、大半は個別にその場で焼却された。3 ヵ月後すべての遺
体の骨はコンクリートにつめられ、現在は記念公園として知られている場所に安置された。
すべての遺体に対して、登録されたのは大人か子どもかの区別と性別のみであった。個人
の特定には確証がなく、死因を特定できなかったことから、死体検案書は発行されなかっ
た。結果として、この惨事で亡くなった人々は、行方不明者として計上され続けている。 

 

7.2.2 はじめに 
1998 年 10 月の終わりにはニカラグアは、これまで自然災害によって生じた中でも最も

悲劇的な光景となった。我々はハリケーン・ミッチを引き合いに出す際、経済的被害はお
よそ 1,300 万米国ドル、被災者は 100 万人、死者 3,045 人としている 1)。  

人命被害に関しては、ハリケーン・ミッチでの主な被害はカシータス火山からの土砂災
害によって引き起こされた。土砂災害は、エル・ポルベニルとローランド・ロドリゲスと
いう 2 つの農村コミュニティを完全に飲み込んだため、約 2,500 人が犠牲となった 2)。そ
のためカシータス土砂災害は「災害の最中の災害」と呼ばれている。  

カシータス火山は、ニカラグア北西部のチナンデガ県の農村地域にある地方自治体であ
るポソルテガに位置し、国の首都マナグアから 116km のところにある 3)。  

何百、何千という死者を招く結果となった災害の状況では、遺体の管理は、被災した地
域社会自身だけではなく地方自治体や国の当局が直面せざるを得ない最も大きな問題の 1

つである。  

大規模な自然災害が何度も発生している国であるにも関わらずニカラグアのような国で
は、被災状況における遺体管理、もしくはこのような状況において必要な法医学的作業に
ついての適切な管理についての十分な経験は持ち合わせていない。このことから我々には、
犠牲者がカシータス火山から処理される方法や、機関の対応内容を学び、死亡証明書を発
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行出来ない死亡に対して法医学的観点および法律上の帰結という異なる側面を評価するた
めの研究を行う必要があることがわかった。  

 

7.2.3 資料と方法 
この調査を完了するために我々は、ハリケーン・ミッチとカシータス火山の土砂災害に

関連して 1998 年 10 月から 2003 年 9 月に発行されたすべての情報を収集した。これらの中
には、カシータス土砂災害による死亡者の管理を担当した機関によって準備された公式レ
ポートも含まれており、またレオン国立自治大学によって行われた調査や、インターネッ
ト上で公開された報道記事情報も含まれていた。さらに土砂災害で亡くなった遺体の管理
に直接携わった個人へのインタビューも実施した。  

これらの情報源から収集した情報は、災害の発生場所・発生日時・組織、共同作業、実
施した対応である。これらには、遺体などの管理に関連する活動についての次のような情
報が含まれる。捜査状況、死亡の原因・機序・時刻の決定、遺体の場所・番号・処理、死
体検案書もしくは法医学的報告書の発行、そして最後に、身元を確定出来ない死亡への法
的結論などである。  

 

7.2.4 結果 
ハリケーン・ミッチは 1998 年 10 月末に中央アメリカに襲来した。この地域における国

のうちニカラグアは、物的被害のみならず人命においても最も深刻な被害を受けた国の 1

つであった。  

過去の世紀、ニカラグアは大規模なハリケーンや熱帯の暴風に 24 回以上も襲われてい
るが、ハリケーン・ミッチによる被害は最も大きかった。次の表は、このハリケーンによ
って引き起こされた損害について政府がまとめた報告である。  

 

ニカラグアにおけるハリケーン・ミッチ：損害の公式概算 

損害  数量 

死亡 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . .   3,045 

1999年7月時点の要支援人口 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . .   400,000 

被災人口  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . .   1,000,000 

損壊家屋  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . .   151,215 

損壊 または 倒壊した学校 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . .   512 

損壊 または 倒壊した保健センター . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . .   140 

損壊 または 倒壊した道路 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . .   2,742 Km.* 

損壊 または 倒壊した橋 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . .   97* 

資産損失  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . .   130億米国ドル 

* Source: ECLAC, “Nicaragua, Evaluación de los daños ocasionados por el huracán Mitch, 1998,” Nicaragua, 1999. 

 

人的被害については、カシータス火山の土砂災害が最も致命的な原因であり死者は 2,500

人に上った。この死者数はハリケーン・ミッチ関連死亡の 82%に相当する。   
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7.2.5 災害現場 
カシータス火山の土砂災害は、ニカラグア北西部のチナンデガ県にある農村コミュニテ

ィの自治体ポソルテガで発生した。ポソルテガは、144 平方キロメートルの面積をもち、
首都マナグアから 116 km に位置する。ハリケーン・ミッチの襲来前における人口は、16,697

人であった。  

カシータス火山は、エル・ポルベニール、ローランド・ロドリゲスというコミュニティ
の北に位置するポソルテガにある。周辺のマリビアス地帯は高度が 1,405 m であり、70 km

ほど一帯に火山が拡がっている。  

 

発災報告 
1998 年 10 月 28 日午前 11 時に、カシータス火山の土砂災害は発生した。土砂は、火山

南麓から溢れ出た水とともに数メートルに及ぶ厚みの泥として崩落したものと考えられる。 
当日の出来事を、生存者の証言によって描く事が出来る。1 人の生存者が次のように語

っている。「山が頂上から私たちに襲いかかってきたので私は叫びました。そのうち頭上
から、多くのヘリコプターが飛んでいるような轟音が聞こえました。地面が揺れ始めるの
を感じたので私が『神よ、貴方に委ねます』と言った途端、土砂流が私や私の家族、わず
かばかりの財産を押し流してしまいました」。  

もう 1 人の生存者は次のように語っている。「4m ほどの高さの濁流が我々の頭上を襲
った。近所に住んでいる私の母は中庭でトウモロコシを洗っていたが、彼女は空中に跳ね
飛ばされた。泥流に続き、樹木、岩、動物の濁流が襲ってきたので、私は 600m ほど引き
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災害以前のニカラグアにおける法律では考慮されてこなかった事項を「自然災害事態」と
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して初めて宣言したのは 1998 年 10 月 30 日、すなわちハリケーン・ミッチの襲来が始まっ
てから 6 日後のことだった。緊急委員会の長には、司教や聖職者が任命された。  

 

7.2.7 遺体管理 
緊急対応 
カシータス火山における災害の結果生じた何千もの遺体管理に関する活動は、発災後 3

日経ってから開始された。  

すべての作業は、保健省とニカラグア軍の責任で行われた。131 人の職員から成るチー
ムが、保健省、軍、教会、キリスト教の指導者、地域のチーム、サン・アントニオの砂糖
精製工場からのチーム、コスタリカからのチーム、オランダのボランティアおよび北アメ
リカの救助犬によって編成された。  

2 つの作業チームが組織された。1 つのチームは、被災地域における遺体の探索を担当し
た。遺体が見つかった場所には、旗で印がつけられた。もう 1 つのチームは、遺体の性別
と子どもか大人かを判断し、また遺体処分を担当した。  

チームには、生き残った家族は参加せず、また法医学の専門家も参加しなかった。  

最初のうち遺体は、安置され墓地に運ばれ、そして個々の墓に埋葬されていた。しかし
遺体の数が膨大なので器材が足りず、また地形的困難さもあったため、遺体は発見された
場所に個別に埋葬することにした。しかし、短期間のうちに埋葬遺体が地表に出て来てし
まったため、この試みは放棄しなければならなかった。そのため結局、遺体は見つけた場
所で焼くことにした。  

公式報告書に登録された最終処分遺体は 1,025 体、うち 80%（821 体）が見つかった場
所で焼却され、残りの 20％（204 体）は見つかった場所に埋葬された。遺体の記録では、
673 人が大人、227 人は子ども、125 の遺体は年齢不詳であった（次の図参照）。  
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暫定的対応 
カシータス火山の土砂災害から 1 ヶ月後、その場で焼却された 869 の遺体の埋葬が進め

られた。各遺体が埋葬された場所には、後で埋葬場所がわかるように十字架が置かれた。
土砂災害から 3 ヵ月後の 1999 年 1 月には、被災地に個別埋葬されていたすべての遺体が掘
り出された。掘り出された遺体は大半が白骨になっており、一箇所に集められて、コンク
リートで建立された集団墓地の一種に埋葬された。  

被災地には、1 本 1 本が土砂災害で亡くなった犠牲者を表すための木が 2,000 本植えら
れた。この地域は記念公園として知られている。  

 

遺体管理の結末 
カシータス火山の土砂災害による 2,500 人の死者に関しては、個人が特定出来た遺体は

1 つもなく、したがって、死亡証明書は 1 通も出されなかった。加えて、死因や経過、日
付、もしくは死亡状況を明らかにすることも出来なかった。  

死亡を証明出来ない結果、土砂災害による 2,500 人の死者は「行方不明者」のままとさ
れた。この法的空白が生じることの社会的重要性は、市長選挙が行われた 1999 年にその一
端を垣間みることができた。被災犠牲者は法的には死んでいないため、ポソルテガ市選挙
管理委員会が選挙人名簿から彼らの名前を削除できず、2,500 人の犠牲者は投票権を有し
ている。この報告を書いている現時点において、遺産相続、遺言、もしくは会社に関して
他の結末があるかどうかは不明である。  

 

7.2.8 考察 
1998 年 10 月、ハリケーン・ミッチによる降雨災害によってカシータス火山の土砂災害

が起こった当時、ニカラグアには、この種の災害に立ち向かえるような組織的機構も法的
枠組みもなかった。そのうえ法医学協会も担当省庁も当時は存在しなかった 4)。組織や司
法におけるこのような空白が、遺体管理において法医学的手続きがとられなかったという
事実に影響を与えた 5)。  

犠牲者は 3 日前に亡くなり腐敗が始まっていたことから、潜在的感染源の制御による感
染症流行の発生を速やかに回避するといった緊急性を主な理由として、土砂災害による
2,500 もの遺体の管理が行われたようだ。保健省とニカラグア軍当局は、見つけた場所で
遺体を燃やし埋葬することとした 6)。そもそも、何千もの遺体を預ける施設が物理的に不
足しており、輸送手段も不足し、遺体を仮設の遺体安置所に運ぶために必要な道路交通網
に深刻な損害があったことから、被災地との往来が殆ど出来なかった。  

ニカラグアの歴史には、自然災害に関して書かれた記述がいくつかある。最も古い記述
はコロンブスに由来するものであり、彼の船が 1502 年に、ハリケーンによってニカラグア
のカリブ海沿岸の北に流されている。ほか、近年起こった災害では、4,000 人ほどの死者
を出した 1931 年のマナグア地震、また 1972 年の地震で 10,000 人の死者をともなった 7)。
ニカラグア歴史上のすべての災害において、カシータス火山の土砂災害によって引き起こ
された死亡事例と同じような遺体管理の基準が用いられた。つまり、刑事上の法令は無く、
法医学的調査を実行する必要はなかったので、感染症流行防止のため遺体の迅速処理が最
重要課題となったのであった。  
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今後、他の国で大量の死者を伴う災害が発生した場合、今回、我々の検証結果が示唆す
るのは、遺体は重要な汚染源ではないということ、伝染病リスクは極めて小さいというこ
とである 8)。そういう訳で、遺体を適切に調査するための基本的な条件を整え、遺体を家
族の元に届けるのに必要な時間を充分に取ることが望ましい。そうすれば、埋葬を含め、
宗教的・文化的・社会的伝統を順守することができる。  

法的観点から、犠牲者のアイデンティティおよび死亡の原因・経緯・時刻・状況を立証
することは非常に重要であり、また死亡の証明は不可欠である 9)。また災害現場における
死亡は、暴力や事故によっても起こるので法医学的調査は必要である。そのため災害現場
の遺体管理は、警察、検察官、保健省等の省庁、および軍や消防、医療機関等の支援組織
が協力して、法医学的機関の責任の下で進めるべきである。  

1998 年に発生したハリケーン・ミッチは、国立防災軽減応答システム National Disaster 

Prevention, Mitigation, and Response System—SINAPRED の設立につながった（布告法 337、
公開 2000 年 4 月 Gaceta No.70 号）。この制度は、法医学協会が災害現場の遺体管理にお
ける責任を負い、領域内部で多部門別に多規律によって構成されている。  

  

152

168168



 

152 
 

今後、他の国で大量の死者を伴う災害が発生した場合、今回、我々の検証結果が示唆す
るのは、遺体は重要な汚染源ではないということ、伝染病リスクは極めて小さいというこ
とである 8)。そういう訳で、遺体を適切に調査するための基本的な条件を整え、遺体を家
族の元に届けるのに必要な時間を充分に取ることが望ましい。そうすれば、埋葬を含め、
宗教的・文化的・社会的伝統を順守することができる。  

法的観点から、犠牲者のアイデンティティおよび死亡の原因・経緯・時刻・状況を立証
することは非常に重要であり、また死亡の証明は不可欠である 9)。また災害現場における
死亡は、暴力や事故によっても起こるので法医学的調査は必要である。そのため災害現場
の遺体管理は、警察、検察官、保健省等の省庁、および軍や消防、医療機関等の支援組織
が協力して、法医学的機関の責任の下で進めるべきである。  

1998 年に発生したハリケーン・ミッチは、国立防災軽減応答システム National Disaster 

Prevention, Mitigation, and Response System—SINAPRED の設立につながった（布告法 337、
公開 2000 年 4 月 Gaceta No.70 号）。この制度は、法医学協会が災害現場の遺体管理にお
ける責任を負い、領域内部で多部門別に多規律によって構成されている。  

  

 

153 
 

後注 
* 法医学者、ペルー法医学研究所リマセンター、地区本部、法医学教育部  

** 法医学専門、病理学者、理学博士。ニカラグア法医学協会副所長。著者は、ヨランダ・
ガルシア博士（Dr. Yolanda García；Posoltega 保健センターの医学疫学研究者）、ファ
ン・ホセ・アマドール博士（Dr. Juan José Amador；ニカラグア保健省の所長。疫学者。）、
また SINAPRED のルスビオレッタ  モリーナに感謝の意を表する。  

1) Olson RS, Alvarez RA, Baird BP, Estrada A, Gawronski VT, Sarmiento Prieto, JP, Las tormentas 

de ’98, Huracanes Georges y Mitch: impactos, respuesta institucional y política de desastre en tres 

paises (Boulder, Colorado: Natural Hazards Research and Applications Information Center, Special 

Publication 38; 1999, pp. 47-60. 

2) García Y, Personal communication, Posoltega Health Center, 2003). 

3) Universidad Autonóma de Nicaragua-León, “Sacando lecciones del desastre: taller de análisis de la 

respuesta en salud ante el huracán Mitch, en el municipio de Posoltega,” 1999. 

4) Olson et al., op cit. 

5) Decreto No. 63-99. Reglamento de la Ley 260, Ley Orgánica del Poder Judicial de la República de 

Nicaragua, Capitulo XII, Sección 1ra, Del Instituto de Medicina Legal y de los Médicos Forenses, La 

Gaceta No 104, 2 de junio de 1999. 

6) García, op cit. 

7) Olson et al., op cit. 

8) Pan American Health Organization (PAHO/WHO). Workshop for review of the draft manual on 

management of dead bodies in disaster situations, 2003. 

9) Argüello H, Duarte Z. Manual de procedimientos del Instituto de Medicina Legal de Nicaragua. Guía 

para el manejo de cadáveres en situaciones de desastres; 2002. 

  

153

第 7 章　事例検討

169169



 

154 
 

文献 
Argüello, H; Duarte, Z. Manual de procedimientos del Instituto de Medicina Legal de Nicaragua. Guia 

para el manejo de cadáveres en situaciones de desastres; 2002. 

Costa Rica, Sistema Judicial. La identificacion en desastre masivo; 1984. 

Díaz, R.O. Plan operacional para situaciones de desastre. Puerto Rico: Instituto de Ciencias Forenses; 

1997. 

García Y. Personal communication. Posoltega Health Center, 2003. 

Nicaragua, Ministry of Health, “Informe sobre el manejo de cadaveres en Posoltega.” 5 pages; November 

1998. 

Olson RS, Alvarez RA, Baird BP, Estrada A, Gawronski VT, Sarmiento Prieto, JP. Las tormentos de ’98, 

Huracanes Georges y Mitch: impactos, respuesta institucional. y politica de desastre en tres paises. 

Boulder, Colorado: Natural Hazards Research and Applications Information Center, Special 

Publication 38; 1999, pp. 47-60. 

Pan American Health Organization (PAHO/WHO). Workshop for review of the draft manual on 

management of dead bodies in disaster situations, 2003. 

Universidad Autonóma de Nicaragua-León, “Sacando lecciones del desastre: taller de análisis de la 

respuesta en salud ante el huracán Mitch, en el municipio de Posoltega,” 1999. 

 

154

170170



 

154 
 

文献 
Argüello, H; Duarte, Z. Manual de procedimientos del Instituto de Medicina Legal de Nicaragua. Guia 

para el manejo de cadáveres en situaciones de desastres; 2002. 

Costa Rica, Sistema Judicial. La identificacion en desastre masivo; 1984. 

Díaz, R.O. Plan operacional para situaciones de desastre. Puerto Rico: Instituto de Ciencias Forenses; 

1997. 

García Y. Personal communication. Posoltega Health Center, 2003. 

Nicaragua, Ministry of Health, “Informe sobre el manejo de cadaveres en Posoltega.” 5 pages; November 

1998. 

Olson RS, Alvarez RA, Baird BP, Estrada A, Gawronski VT, Sarmiento Prieto, JP. Las tormentos de ’98, 

Huracanes Georges y Mitch: impactos, respuesta institucional. y politica de desastre en tres paises. 

Boulder, Colorado: Natural Hazards Research and Applications Information Center, Special 

Publication 38; 1999, pp. 47-60. 

Pan American Health Organization (PAHO/WHO). Workshop for review of the draft manual on 

management of dead bodies in disaster situations, 2003. 

Universidad Autonóma de Nicaragua-León, “Sacando lecciones del desastre: taller de análisis de la 

respuesta en salud ante el huracán Mitch, en el municipio de Posoltega,” 1999. 

 

 

1 
 

最終勧告 
 

以下の勧告は、この本の中で述べられた主な対策の要約であり、遺体の管理をより効果的に行
うためのものである。 

汎米保健機構（PAHO）は、これらの勧告を遺体の管理に関わる全ての政府、官庁、機関に広く
普及させる。 

 

◆ 遺体の管理に関わる全過程を調整する機関を緊急対策委員会内で規定する。 

◆ 災害の規模、利用可能な資源、最も緊急性の高いニーズを迅速に（最初の 24時間で）決定
する。 

◆ 一人の広報担当官に、遺体の回収、身元確認、安置といった作業に関する情報を提供させる。 

◆ 遺族に対し、犠牲者の死あるいは行方不明について、明瞭に、順序立てて、個々に応じた
やり方で、知らせる。 

◆ 当事者による遺体との対面が円滑に進むよう促し、遺体の最終処理に向けて可能な限り支
援する。 

◆ 事後に（検死のために）掘り出せるように遺体を埋葬する。集団での埋葬あるいは火葬は
いかなる状況においても避けるべきである。 

◆ 災害救助隊員に対する心身のケアが行えるよう予め計画を立てておく。無数の遺体を取り
扱うことは、災害救助チームの健康に大きな影響を及ぼす。 

◆ 遺体を集団墓地に埋葬する、あるいは、まとめて火葬に付すことは無用なことであり、生
き残った家族の人権を冒涜するものである。 

◆ 一般的に感染に暴露された遺体は伝染病の脅威とはならないことを強調すべきである。遺
体は、生きている感染した人と比較して、感染のリスクは低い。疾病を予防するための鍵
は、衛生状態を改善し、公衆を教育することである。 

◆ 遺体からの伝染を疑って、災害救助隊員や一般住民に対し、集団予防接種が行われること
を避ける。 

◆ 被災した人々の文化的信条や宗教的規範を尊重する。故人の宗教的信条が不明の場合、惨
事が起った地域の信条を尊重する。 

◆ 大量の死者の身元確認は、犠牲者の多寡に関わらず、当局が特定の手順に従って実施すべ
き技術的挑戦である。手順を順守できなければ、生存者から物質的および倫理的損害を訴
えられるかもしれず、その場合は法的責任を問われる可能性がある。 
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災害時における遺体管理の俗説と真実 
 

俗説：災害は無差別に人々の命を奪う。 

真実：災害は、地理的に脆弱な（高リスク）地域に最も深刻な影響を与える。通常、このような
地域には最も貧しい人々が住んでいる。 

俗説：遺体を処理し、疾病の蔓延を防ぐ最も早い方法は、一度に遺体を集団埋葬するか火葬に付
すことであり、こうすることによって人々を安心させることができるだろう。 

真実：人々は、自分たちの信条に従って宗教上の儀式を執り行うことで勇気づけられ、最愛の者
を失った苦痛を乗り越えることができる。そして、遺体の身元を確認し回収できる可能性
があることを知っている。 

俗説：災害の後、遺体は必ず疫病を引き起こす。 

真実：災害時に、遺体が疫病を引き起こすことはない。 

俗説：惨事の規模に関する情報を規制すべきである。 

真実：情報の規制は、人々に不信の念を抱かせ、不適切な行動や、果ては暴力を招く結果となる。 
俗説：惨事の後、多数に上る遺体の身元を確認することは不可能である。 

真実：遺体や遺体の一部の身元を確認する方法は常にある。 

俗説：遺体の身元確認のための DNA 技術は、高価で高い専門的技術を必要とすることから、大
多数の国々で実施することは難しい。 

真実：DNAプロファイリングは、あらゆる国々で実施可能な、遺体の身元確認をする技術として
急速に進みつつある。さらに、大災害に際し、大多数の国々の間で、DNA技術に関する経
費面および技術面の支援を行うことができる。 
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用　語　解　説
日本語 英　語 意　　味

遺体安置所 Morgue 遺体をその最終的な処理法が決まるまでの間
一時的に置く場所。

遺体回収 Body recovery 遺体を捜し出し、被災地から移し、身元の確
認をする手段。

遺体回収 Corpse removal or recovery 被災地での遺体の検査・調査、および遺体ま
たはその一部の移送から成る複雑な手順。

遺体発掘 Exhumation 遺体を墓から掘り出すこと。通常、遺体を検
査したり、別の場所に移すために行われる。

一時的保存 Transitory preservation 死後 24 ～ 72 時間の遺体を保存するための処
理過程。

疫学的サーベイ
ランス Epidemiologic surveillance

疾病の発生を確認し速やかに規制措置を実行
できるようにする届出制度。災害時では、地
方のサーベイランスシステムが疾病の症状を
認識する基盤となる。そして、このサーベイ
ランスシステムは、平常時に用いられるもの
よりも、迅速かつより柔軟なものでなければ
ならない。

疫病（流行、
伝染病） Epidemic ある場所や地域において、ある疾病を有する

者の人数が異常に増加すること。

外傷後ストレス Post-traumatic stress 激しい恐怖や危険を体験した後に遅発的に発
生する心理反応。

科学捜査 Forensics 法律上の問題に科学的知識を応用すること。

火葬 Cremation
遺体と棺が灰と小さな骨片となるまで高温で
焼く過程。その高温が水分を蒸発させ軟組織
を焼き、骨を 4 ～ 8 ポンドの灰と破片にする。

儀式 Rite/ritual

ある社会的な状況に特別な意味を与えたり表
明したりする目的で行なわれる、身体の象徴
的な動きやしぐさ。人々が明確に言い表せな
いニーズがある社会的な状況について、その
ニーズに応える目的で自発的に始められる。

救急医療対策 
拠点施設

Emergency Operations Center  
(Health)

健康部門において災害管理のために調整を行
う拠点。

共同墓地 Collective grave
遺体を埋葬するにあたり、決められた手順で、
各遺体がしっかりと識別され其々の個体性を
保った状態で埋葬されること。
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日本語 英　語 意　　味

緊急対策委員会 Emergency Operations 
Committee

健康部門において、災害の準備、軽減、対応
および復旧を調整し対策を決定する関係諸機
関で構成されるグループ。委員会は、健康部
門の専門家（疫学、環境学、病院管理学など）、
公共医療サービスを所轄する政府機関の代表
者、赤十字、NGO、国際機関などから構成さ
れる。

緊急対策拠点施設 Emergency Operations Center

災害を想定し、準備、軽減、対応および復旧
に関連する活動を行う拠点。通常、防衛省、
総務省、あるいは同等の省庁の指揮下で実施
される。

健康 Health
健康とは、肉体的にも精神的にも社会的にも
良好な状態を指し、単に「病気や障害が無い」
ことを意味するのではない。

減災 Mitigation 自然災害による被害を最小化するための対策。

災害 Disaster

社会の機能が深刻なまでに破壊され、人命、
物質および環境の広範囲な損失を引き起こ
し、被災地だけではそこにある資源を使って
対処することが出来ない状態。災害は通常、
その原因によって分類される（天災または人
災）。

災害計画 Disaster plan
ある地域のある事象に対する災害対応の組織
化と、ある特定の場所における危険性と脆弱
性に関する調査に基いた防災対策。

災害専門家 Disaster expert

災害研究に取り組む様々な分野の専門家。と
りわけ、工学、医学、獣医学、地理学、地震学、
気象学、人工頭脳学、物理学、数学などの様々
な部門が含まれる。

災害対応 Disaster response 生存者を救出し、災害による被害を最小限に
するために実行される災害活動。

災害対策室 Situation room

災害現場からの情報を収集し、緊急事態に対
して最適な意思決定と行動をとるための場所

（実際の部屋のこともあれば仮想空間のこと
もある）。

災害への準備 
（災害準備） Disaster preparedness

災害が起こる前に、災害による被害に対する
効果的な対応を確実なものにするための、救
助、救出、復旧を含む活動や対策。

歯科カルテ Dental chart 身元確認を目的として利用される歯の記録。

死生学 Thanatology 死を科学的に研究する学問。
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日本語 英　語 意　　味

自然災害（天災） Natural disaster

自然界に発生する予期せぬ大規模な変動で、
被災した地域社会に厖大な破壊、死そして悲
しみをもたらすものであって、人の行為に起
因しないもの。干ばつや洪水のように徐々に
発生するものや、人の行為に起因しないとは
いえ、それによって悪化する場合もある（例、
人による森林破壊によって洪水が大規模にな
る等）。

死体防腐処理 Embalming 化学物質や防腐剤を用い死後 72 時間以上遺
体を保存するために施される処置。

死亡 Death 死亡の法的定義とは、大脳新皮質と脳幹の機
能が完全に失われた状態を指す。

死亡診断書 
（死体検案書） Death certificate

ある人の死亡を証明する文書；犠牲者の名前、
性別、死因及び死亡の様態、死亡の日時、死
亡を確認した専門家の名前が記載された法律
文書。理論的には死亡診断書が発行されるま
では死亡とは見なされない。

宗教 Religion 公式に確立された信義や教義の体系。

集団火葬 Mass cremation 同時に複数の遺体を火葬する過程。

集団墓地 
（集団埋葬） Common or mass grave 一つの穴に二つ以上の遺体を無差別に埋葬す

ること。埋葬された遺体は識別されない。

集団埋葬 Mass burial 集団墓地を参照。

人災 Human-induced disaster
人の行為によってもたらされる災害。例：交
通事故、化学事故、テロ行為、戦闘、森林火
災等。

人獣共通感染症 Zoonosis 人にも感染する動物の病気もしくは感染症。

身体測定 Somatometry 遺体の計測（例えば、身長、足のサイズ、四
肢の長さ等）。

人類学 Anthropology
人間を、分布、起源、人種、身体的特徴、環境、
社会・文化的関係という観点から研究する学
問。

崇拝 Worship ある人あるいはあるものに対して捧げること。

脆弱性 Vulnerability

危険性に対する地域社会の影響の受けやすさ
を増大させるような、物理的、社会的、経済
的、環境的な要因や過程によって決定される
状態。

聖地 Sacred ground

地滑り、建物の崩壊といった大災害のため遺
体を動かすことができず、当局により神聖な
るものと宣言された土地。一般語としては墓
地と同じ意味になる。
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日本語 英　語 意　　味

葬儀 Funeral

2 つの意味合いを持つ通過儀式。死者にとっ
ては生から死（「天国」「霊的世界」「死後界」
と認識される）への移行を意味し、遺族にとっ
ては死者と死者が果たしていた役割と地位の
喪失を意味するとともにそれらの失われた役
割と地位を今度は自らが新たに果たさねばな
らないことを意味する。

早期警戒 
（疾病サーベイラ
ンスのための）

Early warning 
 (for disease surveillance)

被災地が疾病の複雑な症状を呈しているかど
うかをタイムリーに報告できるよう構築され
たシステム。このシステムで集められたデー
タを基にさらに徹底した調査が行われ、もし
必要であれば、特定の規制措置が取られる。

俗説 Myth

長い期間をかけて人々の心理にしみ込まれた
信念。宗教的な教義、迷信あるいはたまたま
目撃した現実が歪んで信じ込まれることが多
い。

通過儀礼 Rite of passage 人生における重大な転機を記して行なわれる
儀式。

通夜 Vigil/wake

遺体が埋葬される前に付き添ったり見守った
りすること。自宅もしくは葬儀場で行なわれ
る。そうすることよって困難な状況を耐えら
れるようにするとともに柩を開けて埋葬前に
最後の見納めをすることができる。

洞窟学 Speleology 自然にある洞窟を発見したり探検する学問。

ニッチ Niche 遺体が置かれる空間の呼称。

墓 Tomb grave も tomb も同義。

ハザード
（危険性） Hazard

人を畏怖させる出来事、あるいは一定の時間、
場所において危害をもたらすおそれのある事
象が発生する確率。

犯罪学 Criminology 刑事事件で物的証拠を収集し分析するために
科学的技術を応用すること。

汎流行 Pandemic
ある疾病の患者が地理的に広い範囲にわたっ
て増加し、人口のうち異常なほど高い割合の
者が罹患すること。

棺 Casket or coffin 遺体を埋葬するのに使用される箱を意味する
一般的な単語。

人 Person 法律用語で「人」とは、権利・義務の主体を
指す。
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日本語 英　語 意　　味

風土病 Endemic
ある場所や地域の特徴。疫学では、ある時期
にある人口集団で発生するある疾病を有する
者の人数が恒常的に存在することを指す。

服喪 Mourning

誰かの死後、残された人々が死者に対する哀
悼を表する期間。喪に服することによって、
死者の喪失を理解し、受入れ、そして新しい
人生を歩みだすことができる。服喪は正常な
過程であり、急がせたり無視したり、まして
や病気とみなすことがあってはならない。

普遍的脆弱性 Universal vulnerability
被災者や遺体を取り扱う者を外傷後ストレス
等の精神的ショックから守ることは事前の訓
練や準備では不可能である、という考え方。

武力紛争（内戦） Armed conflict

対立する二つのグループのうち一方が一国の
政府であり、武力を行使した結果少なくとも
25 人が殺されるような政府や地域での問題を
めぐる衝突を指す。

法医血液遺伝学 Forensic hemogenetics

遺体確認作業で最も重要なツールの 1 つと
なった法医学的方法。この方法には、古典的
な ABO と Rh の血液型診断、ヒト白血球抗
原（HLA）、DNA 個人識別法などが含まれる。

剖検 Autopsy 遺体の医学的検査を指し、これにより専門家
が死因および様態を究明する。

防災 Disaster prevention
天災または人災によって引き起こされる被害
を最小限に抑えたり防ぐために計画される活
動。

埋葬 Interment 遺体を地中に生め、かつそのための宗教的儀
式を行うこと。

未解決の悲嘆 Unresolved grief

多数の死者を発生させた大災害や家族が行方
不明になることによる癒されない悲哀。家族
の突然の喪失により社会、経済そして政治的
な意味で生活が激変することを意味する。

迷信 Superstition

宗教上の教義を十分理解しないことによる信
条。社会文化的要因と科学的事実、そして、
時には、SF 的なものが混在していることも
ある。

予行演習 Simulation exercise 実際に災害が発生した時と同様の行動を参加
者が行うこと。（例：実地訓練）

リスク Risk

天災や人災による危険性と脆弱な状態との相
互作用の結果として有害な結果や損害（死、
負傷そして財産、生活、経済活動の阻害や環
境破壊等）が発生する確率。
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汎米保健機構（PAHO） 
緊急準備・災害救助調整分野 

 

1976 年、PAHO は、保健医療部門の災害準備・対応・軽減の活動強化のための技術系部署
を設置して欲しいという加盟国の要望に応えて、本分野を設立した。  
 
それ以降、本分野の主要目的として、各国の災害準備事業や関係部署との交流を強化する
ために、保健医療部門を支援してきた。この支援は、以下の 3 つの主要分野において、中
南米・カリブ海諸国に導入されている。  
 
災害準備においては、強力な保健医療における災害準備事業の着実な推進に加えて、PAHO

の通常活動として、訓練（多数のコースやワークショップ）や訓練用の教材（本、スライ
ド、ビデオ）の作成・配布が含まれる。  
 
減災も同様に重要である。もし、病院や保健センターが災害による衝撃で持ち堪えられな
くなり、最も必要とされる時に倒壊すれば、それまでの災害準備は無駄になる。PAHO は、
自然災害の防災事業と法制化に減災を盛り込むよう、促進・支援している。  
 
災害対応においては、PAHO は、被災国と共同して、次のような支援を行っている：災害
による被害および災害対応に必要なものの同定・評価、疫学的サーベイランスの実施、飲
料水の監視、国際救助の活性化、人道的支援物資の管理。PAHO は、被災後の活動を支援
するため資金を集める、緊急援助ボランティア基金を設立した。  
 
本分野には、いくつかの特別技術プロジェクトもある：病院および飲料水システムの減災；
人道的支援物資管理システム；災害時および緊急時のインターネット利用；地域災害情報
センター（CRID）である。  

 

緊急準備・災害救助分野の事務所 
 

本部 
525 Twenty-third Street, N.W. 
Washington, D.C. 20037, USA 
Tel. (202) 974 3520 
Fax: (202) 775 45 78 
disaster@paho.org 
www.paho.org/disasters/ 

 

中央アメリカ 
Apartado Postal 3745 
San José 1000, Costa Rica 
Tel. (506) 224 6690 
Fax (506) 224 7758 
pedcor@sol.racsa.co.cr 

 

カリブ海諸国 
P.O. Box 508 
Bridgetown, Barbados 
Tel. (246) 436 6448 
Fax (246) 436 6447 
disaster@cpc.paho.org 

 

南米 
Apartado Postal 17-07-8982 
Quito, Ecuador 
Tel. (593-2) 2 460 274 
Fax (593-2) 2 256 174 
pedecu@ecu.ops-oms.org 
www.disaster-info.net/PED-Sudamerica/  
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 世界保健機関（WHO） 
健康危機管理部門 

 

WHO の健康危機管理部門の基本的な目的は、危機多発国や被災国において、危機発生時
の回避可能な死亡および疾病・障害負荷を減らすことである。  

 

WHO は、他の国際機関や NGO、地方自治体、市民団体、国際的なパートナーとともに、
保健医療面で危機対応に当たっている。我々は、以下の主要分野において、関係者全員で、
最大限の努力をしており、これらの分野は、WHO の危機における主要機能を反映したも
のである。  

 

 被災した人々の不健康な状態を測定し、不健康な状態と死亡の主な原因を特定す
るとともに、健康面で必要とされているニーズを速やかに評価する。  

 加盟国の保健医療面での対処活動の調整を支援する。  

 保健医療面での対応における重大な格差を速やかに特定し格差を無くすようにする。 
 保健医療制度における災害への準備・対応を活性化し強化する。  

 

他の機関によってこの格差が埋められなければ、WHO が疫病管理、後方支援および安全
調整・管理の専門家を結集させ、速やかに対応する。それらの専門家は全体としては国連
（特に UNICEF、UNFPA、UNDP、UNHCR、WFP）による移動チームと一緒になる。彼ら
は、国連の当該国チームを補強し、健康面の課題や危機に対応する。  

 

国事務所であれ、地域事務所であれ、本部であれ、WHO の全てのレベルで、WHO の健康
危機管理部門（HAC/EHA）のネットワークが、議長やパイプ役として機能する。このネッ
トワークは、情報やサービスを提供し、パートナーを動員して活動の基準や方針に合意す
るように働きかける。  

 

より詳しい情報の連絡先：  

WHO の健康危機管理部門  

Department for Health Action in Crises 

World Health Organization 

20 Avenue Appia 

1211 Geneva 27, Switzerland 

crises@who.int 

http://www.who.int/disasters 
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地域災害情報センター 
中南米とカリブ海諸国（CRID） 

 

災害管理は、何よりもまず、情報の管理である。CRID の目的は、中南米・カリブ海諸国
が最良の災害情報源へアクセスでき様々な資源を利用できるようになり、災害管理時およ
び防災・減災時に十分な情報に基づいた決定ができるようになることである。  

 

CRID は下記の 6 つの機関の支援を受けている。  

 汎米保健機構－世界保健機関の地域事務局（PAHO/WHO）  

 国際防災戦略（UN/ISDR）  

 コスタリカのリスク予防と緊急事態に関する全国委員会（CNE）  

 国際赤十字・赤新月社連盟（IFRC）  

 中央アメリカ自然災害予防調整センター（CEPREDENAC）  

 国境なき医師団緊急地域事務所（MSF）  

 

CRID の目標は、以下の通りである。  

 災害情報の統合、分析、発信を改善する。  

 地方や国レベルでの災害情報センターの立ち上げや運営能力を強化する。  

 情報技術の利用を促進する。  

 地域災害情報システムの開発を支援する。  

 

CRID によって提供されるサービスは、以下の通りである。  

 インターネット、CD-ROM あるいはセンターへの直接依頼による文献検索実施能力。 
 災害に特化した参考文献集の出版・配布および文献のレビュー。  

 インターネットを通じての一般および地域の災害、減災に関する幅広いフルテキ
スト文献集への直接アクセス。  

 出版物と訓練用の教材の配布。  

 公共情報、技術情報の大量配信。  

 災害情報センターの立ち上げ・運営方法に関する技術的助言と訓練。  

 

CRID は、国・地方の情報センターへの技術支援や共通の手法やツールの開発、統一され
た情報サービスの確立を通じて中南米やカリブ海諸国に地域災害情報システムの統合を推
進し支援する。  

CRID のウェブサイトをご覧下さい：http://www.crid.or.cr 

CRID 連絡先  

Regional Disaster Information Center (CRID) 

Apartado Postal 3745-1000 San José, Costa Rica 

Tel.: (506) 296-3952 • Fax: (506) 231-5973 • crid@crid.or.cr 

CRID、中南米・カリブ諸国における最良の災害情報ソース  
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